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第１．包括外部監査の概要 

１．監査の種類 

地方自治法第 252 条の 37第１項に基づく包括外部監査 

 

２．選定した特定の事件及び監査対象期間 

（１）選定した特定の事件 

林業及び水産業行政に関する財務事務の執行及び事業の管理について 

 

（２）包括外部監査対象期間 

令和元年度（自平成 31年４月１日 至令和２年３月 31 日） 

ただし、必要に応じて過年度及び令和２年度の一部についても監査対象とした。 

 

３．事件を選定した理由 

高知県は、北は四国山地、南は太平洋に面した扇状になっている。県総面積の約

84％が森林で、森林面積割合は全国一位であるとともに、海岸線の総延長は 713km

に及ぶ。宿毛市から高知市までの国道 56号及び高知市から東洋町までの国道 55号に

おいては、多くの箇所で海が見え、どこにいても山が見える。高知県においては、山

と海とのかかわりは非常に重要であり、県政においても重要な分野といえる。 

また、林業及び水産業行政の対象は、主に中山間地域や海沿いの地域であり、人口

が逓減している地域である。これらの地域においては、継続的な地域活性化対策を実

施しないと、人口減少はますます顕著になり、限界集落の発生も危惧される状況にあ

る。林業及び水産業行政の担う役割は、地域活性化の観点からも重要といえる。 

高知県において林業と水産業行政が重要であることは、農林水産部として一つの部

として設定されている他県もあるところ、高知県においては『林業振興・環境部』と

『水産振興部』とそれぞれ単独の部として設定されているという組織の在り方からも

確認することができる。また、令和元年度における林業（環境関連含む）及び水産業

行政における当初予算額は 19,349 百万円であり、令和元年９月１日時点高知県人口

698,121 人で除すと、県民一人当たり 27 千円を超える予算となっており、予算規模
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の観点からも重要である。 

上記のように、県における林業及び水産業行政は非常に重要であり、これらの財務

事務の執行及び事業の管理が、合規性、有効性、経済性・効率性の観点から適切に執

行されているかを検討することは有意義であると判断し、特定の事件（監査テーマ）

として選定した。 

  

 

  高知県地図 

 
出典：高知県立森林技術センター 
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４．包括外部監査の方法 

（１）監査の要点 

① 法令等に対する合規性 

林業及び水産業行政に関する財務事務が、法令等に従っているかという観点か

らの監査である。ここでいう「法令等」の中には、県が独自に定めた規則、規定、

ルール等も含まれる。 

 

② 事業目的達成のための有効性 

林業及び水産業行政に関する財務事務が、その目的を達成し、また、効果をあ

げているかという観点からの監査である。事業の有効性の観点から、県が事業の

成果実績を適切に評価し、その結果を将来の事業にフィードバックしているかと

いった PDCA サイクルが十分に機能しているかについての観点も重要となる。 

 

③ 事務・事業の実施に関する経済性・効率性 

林業及び水産業行政に関する財務事務の遂行について、より少ない予算ででき

ないか（経済性）、または、費用に見合った成果が得られているか、同じ費用で

より大きな成果が得られないか（効率性）という観点からの監査である。なお、

経済性・効率性が悪化している場合には、その原因についても分析した上で、改

善策を提案する必要がある。 

 

上記の監査要点の他に、将来の林業及び水産業行政の健全な財務事務の継続の観点

から検討を行った。   
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（２）主な監査手続 

① 関係者からの状況聴取（ヒアリング） 

監査対象とした各部局等の責任者及び担当者に対して、業務概要及び事業ごと

の事業費の内容、資産管理状況等についてヒアリングを実施し、上記の監査要点

から問題となる事務はないか検討するとともに、個別に検証すべき監査対象を抽

出した。 

また、下記②～④の結果認識された監査論点についてヒアリングを行い、実施

された財務事務の背景を確認することにより、本質的な問題が内在していないか

検討した。 

 

② 関係書類の閲覧、照合、分析 

監査対象とした事務関係書類を閲覧し、関連する法令・規則・要綱・林業及び

水産業行政で定めた各規定等に従っているか検討した。また、経済性の観点より、

最小の予算で事業が実施されているか、もしくはそのための仕組みが備わってい

るか検討した。 

なお、林業及び水産業行政の財務事務関係書類は膨大な量であることから、当

該関係書類の閲覧は、①のヒアリングの結果及び予算の重要性により、必要と判

断した監査対象を中心に実施した。したがって、ヒアリングの結果、合規性・経

済性の観点から問題ないと判断した事務関係書類、及び予算の観点より重要性が

極めて低いと判断した事務関係書類については、閲覧の対象としていない。 

 

③ 計画との整合性、事業の有効性 

第３期産業振興計画の内容を把握したうえで、実際の財務事務が計画にしたが

って実施されているか検証した。また、PDCA による評価検証は合理的に行われて

おり、事業の有効性が担保されているか検討した。 

 

④ 現場視察及び現物実査 

監査対象とした各林業及び水産業行政の外部施設等を視察し、管理体制をヒア

リングするとともに、認識されている課題を確認した。 

さらに、備品及び手元資産の管理状況を確認した。具体的には、(ⅰ)重要物品

台帳から５件程度、物品出納・管理簿から５件程度を登録年月日の古いものを中

心に抽出し、物品の現物の有無を確認した。(ⅱ)出先機関名、台帳番号または備

品管理番号等を記載した管理シールが貼付され適切に保管されているか確認し

た。また、物品出納・管理簿において設置場所が入力されていなかった備品につ

いて、設置場所が入力されていない理由を確認したうえで、現物の有無を確認し

た（物品の実在性）。(ⅲ)現地において無作為に５件程度の物品を選び、当該物
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品が重要物品台帳または物品出納・管理簿に記載されているかを確認した（物品

の網羅性）。 

 

（３）監査の対象 

① 林業振興・環境部及び関連する県出資団体 

 林業環境政策課 

 森づくり推進課 

 木材増産推進課 

 木材産業振興課 

 治山林道課 

 林業大学校 

 森林技術センター 

 森林研修センター 

 林業事務所（中央東林業事務所のみ往査） 

 

 ② 水産振興部 

 水産政策課 

 漁業管理課 

 漁業振興課 

 水産流通課 

 漁港漁場課 

 内水面漁業センター 

 水産試験場 

 

（４）監査の結果の表記方法 

① 監査結果の見解について 

本監査報告書では、監査の結果、「結果」、「意見」の区分で見解を述べている。

「結果」は、合規制違反、不当もしくは本来なされるべき事務がなされていない

ことから是正・改善を求めるものであり、「意見」は、「結果」ではないが是正・

改善の提案を行うものである。 

なお「結果」または「意見」とした事項については、できるだけ具体的な是正・

改善の内容または方向性を示すよう心掛けた。 

 

 



6 

 

② 監査結果について 

監査結果は、「全般的事項」、「林業行政」、「水産業行政」の各項目別に記載し

ている。 

「全般的事項」は、林業及び水産業行政で共通的に見られた結果または意見の

対象となる事項である。他の分野において同様の問題が生じていないか検証し、

生じている場合は、必要な措置を講じることを要望する。 

５．本報告書における表記について 

本報告書の各表に表示されている合計数値は、端数処理の関係上、その内訳の単純

合計と一致しない場合がある。 

また、以下の表記に統一している。 

 平成 31年４月から令和２年３月までの年度について、「令和元年度」として表記

している。ただし、元の資料名が「平成 31 年度・・・」となっている場合は、

資料を特定するために、「平成 31年度」と表記している。 

 表中において、平成を「Ｈ」、令和を「Ｒ」として表記している箇所がある。 

 

６．包括外部監査人補助者 

公認会計士  榎 本   浩 

公認会計士  竹 下 安 司 

公認会計士  福 井 智 士 

そ の 他  上 村 やよい 

 

７．包括外部監査の実施期間 

自令和２年７月９日 至令和３年３月 29日 

 

８．利害関係 

包括外部監査人は、地方自治法第 252 条の 28 に規定する欠格事由を有してない。 

また、包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法第 252 条の 29 に規定す

る利害関係はない。  
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第２．我が国における林業及び水産業を取り巻く環境 

１．我が国における林業行政を取り巻く環境 

我が国における林業行政を取り巻く環境について、林野庁作成の「令和元年度 森

林及び林業の動向」（以下、「令和元年度_森林・林業白書」という。）等より抜粋した

内容は以下のとおりである。 

（１）我が国の森林の状況 

 我が国の森林面積は、平成 29（2017）年３月末現在で 2,505万 haであり、国土面

積 3,780 万 ha のうち約３分の２が森林となっている。また、そのうち約４割に相当

する 1,020 万 ha は人工林で、終戦直後や高度経済成長期に伐採跡地に造林されたも

のが多くを占めており、その半数が一般的な主伐期である 50 年生を超え、本格的な

利用期を迎えている。 

我が国の森林蓄積は人工林を中心に年々増加してきており、平成 29（2017）年３

月末現在で約 52億㎥となっている。このうち人工林が約 33 億㎥と約６割を占める。 

我が国の森林は、様々な働きを通じて国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展

に寄与しており、これらの働きは「森林の有する多面的機能」と呼ばれている。 

 

我が国の森林面積の内訳 

 

 （出典：令和元年度_森林・林業白書 55頁） 
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森林の有する多面的機能 

  

 （出典：令和元年度_森林・林業白書 55頁） 
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（２）森林計画制度 

１）森林・林業基本計画 

 政府は、「森林・林業基本法」に基づき、森林及び林業に関する施策の総合的か

つ計画的な推進を図るため、「森林・林業基本計画」を策定し、おおむね５年ごと

に見直すこととされている。直近では平成 28（2016）年５月に見直しが行われた。 

 同計画では、「林産物の供給及び利用」の目標として、令和７（2025）年におけ

る国産材と輸入材を合わせた木材の総需要量を 7,900 万㎥と見通した上で、国産材

の供給量及び利用量の目標を平成 26（2014）年の実績の約 1.7 倍に当たる 4,000

万㎥としている。 

 

２）全国森林計画 

 農林水産大臣は「森林法」に基づき、５年ごとに 15 年を一期として「全国森林

計画」を策定し、全国の森林を対象として、森林の整備及び保全の目標、伐採立木

材積、造林面積等の計画量、施業の基準等を示すこととされている。同計画は、「森

林・林業基本計画」に即して策定され、都道府県知事が立てる「地域森林計画」等

の指針となるものである。 

 また、農林水産大臣は「森林法」に基づき、「全国森林計画」に掲げる森林の整

備及び保全の目標の計画的かつ着実な達成に資するため、「全国森林計画」の作成

と併せて、５年ごとに「森林整備保全事業計画」を策定することとされている。 

 

３）地域森林計画 

 都道府県知事と森林管理局長は、「森林法」に基づき、全国 158 の森林計画区（流

域）ごとに、「地域森林計画」と「国有林の地域別の森林計画」を立てることとさ

れている。これらの計画では、「全国森林計画」に即しつつ、地域の特性を踏まえ

ながら、森林の整備及び保全の目標並びに森林の区域（ゾーニング）及び伐採等の

施業方法の考え方を提示している。 

また、市町村長は、「森林法」に基づき、「地域森林計画」に適合して「市町村森

林整備計画」を立てることとされている。同計画は、地域に最も密着した地方公共

団体である市町村が、地域の森林の整備等に関する長期の構想とその構想を実現す

るための森林の施業や保護に関する規範を森林所有者等に対して示した上で、「全

国森林計画」と「地域森林計画」で示された森林の機能の考え方等を踏まえながら、

各市町村が主体的に設定した森林の取扱いの違いに基づく区域（ゾーニング）や路

網の計画を図示している。 
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森林・林業基本計画、全国森林計画及び地域森林計画等の関係を図示すると以下

のとおりである。 

 

森林計画制度の体系 

 
（出典：令和元年度_森林・林業白書 57頁） 
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（３）森林経営管理制度及び森林環境税 

１）森林経営管理制度 

 平成 30（2018）年５月、森林経営管理法が成立し、平成 31（2019）年４月から

施行された。同法により、森林の適切な経営管理について森林所有者の責務を明確

化するとともに、経営管理が行われていない森林について、その経営管理を林業経

営者や市町村に委ねる「森林経営管理制度」が措置された。 

森林の経営管理は、これまで森林所有者が自ら実施し、または森林所有者が民間

事業者等に経営委託して実施されてきたが、同制度は、経営管理が行われていない

森林について、市町村が主体となって経営管理を図る、といった従来の制度とは大

きく異なる仕組みとなっている。 

「森林経営管理制度」においては、手入れの行き届いていない森林について、市

町村が森林所有者から経営管理の委託（経営管理権の設定）を受け、林業経営に適

した森林は地域の林業経営者に再委託（経営管理実施権の設定）するとともに、林

業経営に適さない森林は市町村が公的に管理（市町村森林経営管理事業）をするこ

ととしている。あわせて、所有者の一部または全部が不明で手入れ不足となってい

る森林においても、所有者の探索や公告等の一定の手続を経た上で市町村に経営管

理権を設定する特例が措置されており、所有者不明森林等においても適正な整備が

推進されていくことが期待されている。 

同制度等を通じて、林業経営に適した森林については、森林の経営管理の集積・

集約化、路網整備を進めて、林業的利用を積極的に展開するとともに、林業経営に

適さない森林については、管理コストの低い自然に近い森林へ誘導していくことと

している。 

市町村への経営管理権の設定は、森林所有者に対し、経営管理の現況や今後の見

通しを確認する意向調査を踏まえて行われる。市町村は、経営管理が行われていな

い森林や、その所有者情報等を林地台帳等により把握し、地域の実情に応じた長期

的な計画を立てた上で、地域の関係者と連携しつつ意向調査を実施する。 

ここで、森林所有者から市町村に森林の経営管理を委託する希望があった場合に、

市町村が森林所有者との合意の下で経営管理の内容等に関する計画（経営管理権集

積計画）を定め、公告することにより、経営管理権が設定されることとなる。 

都道府県は、経営管理実施権の設定を受けることを希望する民間事業者の公募・

公表を行う。この都道府県が公表する民間事業者については、①森林所有者及び林

業従事者の所得向上につながる高い生産性や収益性を有するなど効率的かつ安定

的な林業経営の実現を目指す、②経営管理を確実に行うに足りる経理的な基礎を有

すると認められるといった条件が求められる。 

令和２（2020）年３月 31 日時点で 46 都道府県において公募が開始され、44 都
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道府県においては公表済みとなっている。今後、市町村は都道府県が公表した民間

事業者の中から、地域の実情に合わせて委託先の選定を行い、経営管理実施権の設

定を行うこととしている。 

森林経営管理制度においては、多くの市町村において林務担当職員の不足や林業

に関する知見・ノウハウの不足に対応する方法として、①外部人材の活用（雇用）、

②外部への委託（アウトソーシング）、③地域の関係者との連携、④近隣の市町村

との連携、⑤都道府県による支援等、各地域で様々な取組が進められている。 

①外部人材の活用（雇用）については、林務担当職員が不足する中、その解決方

法として、専門的な知見を有する林業技術者を市町村で雇用することが考えられる。

このため、平成 29（2017）年度に「地域林政アドバイザー」制度が措置され、市

町村や都道府県が、森林・林業に関して知識や経験を有する者を雇用し、またはそ

のような技術者が所属する法人等に業務を委託する場合に、特別交付税が措置され

ており、同制度を活用している市町村もある。また、都道府県で技術者を雇用し、

管内の市町村に巡回指導する事例もみられる。 

②外部への委託（アウトソーシング）については、制度に係る事務の一部を森林

組合や森林・林業に携わる第３セクター等の民間事業者に委託することで、業務を

効率的に進めることが考えられる。委託の範囲については、例えば森林所有者への

意向調査は森林所有者情報を有する市町村が行い、調査結果を踏まえた個別の森林

所有者との協議は、森林所有者と接する機会の多い民間事業者に委託するなど、市

町村や民間事業者の各々の得意分野が発揮されるよう委託の範囲を決定すること

が重要となる。 

③地域の関係者との連携については、市町村が中心となり、森林・林業関係者と

新たな組織を設置したり、地域住民との連携や地域の合意形成を図るなどの工夫も

みられる。 

④近隣の市町村との連携については、隣接市町村や流域の市町村等で構成した協

議会を活用し、複数の市町村が共同で意向調査や境界確認等の事務処理を進める体

制を整えた地域もある。 

⑤都道府県による支援については、森林経営管理制度を進めるため、都道府県が

新たな組織の設立や既存組織の活用等により、市町村の事務の一部を担うケースや、

民間団体等に支援業務を委託する取組もみられる。また、都道府県においても、林

業大学校等を活用した市町村職員向けの研修の実施、マニュアル・ガイドラインの

作成等の取組が進められている。このように、自治体ごとの実情に応じて様々な手

法により体制整備を進めていくことが重要である。 
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２）森林環境税 

 平成 31（2019）年３月に「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律」が成

立した。これにより、「森林環境税」（令和６（2024）年度から課税）及び「森林環

境譲与税」（令和元（2019）年度から譲与）が創設された。 

 森林環境税は、令和６（2024）年度から個人住民税均等割の枠組みを用いて、国

税として１人年額 1,000円を市町村が賦課徴収することとされている。 

また、森林環境譲与税は、喫緊の課題である森林整備に対応するため、「森林経

営管理制度」の導入時期も踏まえ、交付税及び譲与税配付金特別会計における借入

金を原資に、令和元（2019）年度から譲与が開始され、市町村や都道府県に対して、

私有林人工林面積、林業就業者数及び人口による客観的な基準で按分して譲与され

ている。 

森林環境譲与税は、市町村においては、間伐や人材育成・担い手の確保、木材利

用の促進や普及啓発等の「森林整備及びその促進に関する費用」に充てることとさ

れている。また、都道府県においては「森林整備を実施する市町村の支援等に関す

る費用」に充てることとされている。本税により、山村地域のこれまで手入れが十

分に行われてこなかった森林の整備が進展するとともに、都市部の市区等における

木材需要を創出し山村地域で生産された木材を利用することや、山村地域との交流

を通じた森林整備に取り組むことで、都市住民の森林・林業に対する理解の醸成や、

山村の振興等につながることが期待される。 

なお、森林環境譲与税の使途については、適正な使途に用いられることが担保さ

れるように、市町村等はインターネットの利用等により使途を公表しなければなら

ないとされている。   
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（４）森林整備の動向 

１）森林整備の実施状況 

 森林の有する多面的機能の持続的発揮に向け、森林資源の適切な利用を進めつつ、

主伐後の再造林や間伐等を着実に行う必要がある。また、自然条件等に応じて、複

層林化、長伐期化、針広混交林化や広葉樹林化を推進するなど、多様で健全な森林

へ誘導することも必要となっている。特に山地災害防止機能や土壌保全機能が発揮

されるためには、樹木の樹冠や下層植生が発達するとともに、樹木の根系が深く広

く発達した森林である必要がある。平成 30（2018）年に改定された「国土強靱化

基本計画」の推進方針では、森林の整備・保全等を通じた防災・減災対策を推進す

ることとしている。また、林業生産活動を持続させ、森林を適切に保全管理するこ

とを通じて、国土保全機能を適切に発揮させるとともに、地域で生産される木材の

積極的な利用及び土木・建築分野における CLT（直交集成板）等の木材を利用する

ための工法の開発・普及等を進めることとしている。このため、我が国では、「森

林法」に基づく森林計画制度等により計画的かつ適切な森林整備を推進している。 

また、地球温暖化対策として、我が国は、令和２（2020）年度における温室効果

ガス削減目標を平成 17（2005）年度総排出量比 3.8％減以上としており、森林吸収

源対策により約 3,800 万 CO2 トン（2.7％）以上の吸収量を確保することとしてい

る。この森林吸収量の目標を達成するため、「森林の間伐等の実施の促進に関する

特別措置法」（以下「間伐等特措法」という。）に基づき農林水産大臣が定める「特

定間伐等及び特定母樹の増殖の実施の促進に関する基本指針」では、平成 25（2013）

年度から令和２（2020）年度までの８年間において、年平均 52 万 ha の間伐を実施

することとしている。 

このような中、林野庁では、森林所有者等による主伐後の再造林や間伐等の森林

施業や路網整備に対して、「森林整備事業」により支援を行っている。この中では、

「森林経営計画」の作成者等が施業の集約化や路網整備等を通じて低コスト化を図

りつつ計画的に実施する施業に対し、支援を行っているほか、所有者の自助努力に

よっては適正な整備が期待できない急傾斜地等の条件不利地において、市町村等が

森林所有者と協定を締結して実施する施業等に対し支援を行っている。 

また、森林所有者による整備が進みにくい地域においては、都道府県によって設

立された法人である林業公社が、分収方式による造林を推進してきた。林業公社は

これまで、全国で約 40 万 ha の森林を造成し、森林の有する多面的機能の発揮や、

雇用の創出等に重要な役割を果たしてきた。平成 31（2019）年３月末現在、24 都

県に 26 の林業公社が設置されており、これらの公社が管理する分収林は、全国で

約 31万 ha（民有林の約２％）となっている。林業公社の経営は、個々の林業公社

により差があるものの、木材価格の長期的な下落等の社会情勢の変化や森林造成に
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要した借入金の累増等により、総じて厳しい状況にあり、経営健全化が必要となっ

ている。このため、林業公社に対しては、林野庁の補助事業により、収益性の向上

に資する分収比率の見直し等の取組や、森林の有する多面的機能の発揮の観点から

行う森林整備等に支援を行っているほか、金融措置や地方財政措置による支援も講

じられている。各林業公社は、このような支援等も活用しつつ、経営改善に取り組

んでいる。 

我が国では、適切な森林整備の実施を確保するため、「森林法」に基づき、「市町

村森林整備計画」で伐採、造林、保育等の森林整備の標準的な方法を示しており、

森林所有者等が森林を伐採する場合には、市町村長にあらかじめ伐採及び伐採後の

造林の計画等を記載した届出書を提出することとされている。また、市町村が伐採

後の森林の状況を把握しやすくし、指導・監督を通じた再造林を確保するため、同

法に基づき、森林所有者等は、市町村長へ伐採後の造林の状況を報告することとさ

れている。 

 

２）地方公共団体独自の住民税の超過課税の取組 

 平成 31（2019）年４月現在、37 の府県において、森林整備等を目的とした住民

税の超過課税により、地域の実情に即した課題に対応するために必要な財源確保の

取組が行われており、全 37 府県で森林整備・保全に活用されているほか、各府県

の実情に即して木材利用促進、普及啓発、人材育成等に幅広く活用されている。な

お、関係府県においては、超過課税の期限や見直し時期も踏まえつつ、必要に応じ

て国の森林環境税導入後の超過課税の取組が検討されており、地域独自の取組と国

の森林環境税がそれぞれの役割分担の下で効果的に活用され、森林整備等が一層進

むことが期待される。 

 

地方公共団体による森林整備等を主な目的とした住民税の超過課税の取組状況 

 

 （出典：令和元年度_森林・林業白書 76頁、   は監査人が付与） 
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（５）森林保全の動向 

１）保安林及び林地開発許可制度 

 公益的機能の発揮が特に要請される森林については、農林水産大臣または都道府

県知事が「森林法」に基づき「保安林」1に指定して、立木の伐採や土地の形質の

変更等を規制している。保安林には、「水源かん養保安林」を始めとする 17種類の

保安林がある。平成 30（2018）年度には、新たに約 2.7万 ha が保安林に指定され、

同年度末で、全国の森林面積の 49％、国土面積の 32％に当たる 1,221万 haの森林

が保安林に指定されている。 

 

保安林の種類別面積 

 

（出典：令和元年度_森林・林業白書 78頁） 

 
1 保安林とは、水源のかん養、土砂の崩壊その他の災害の防備、生活環境の保全・形成等、特定

の公益目的を達成するため、農林水産大臣または都道府県知事によって指定される森林であり、

その指定の目的により 17 種類ある。保安林に指定されると、立木の伐採や土地の形質の変更に

は都道府県知事の許可が必要になるとともに、伐採跡地へは指定施業要件にしたがって植栽をし

なければならない。一方で、固定資産税、不動産取得税、特別土地保有税が課税されず、相続税、

贈与税は伐採制限の内容に応じて相続税等の評価の３～８割が控除される。 
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保安林以外の森林についても、工場用地や農用地の造成、土石の採掘等を行うに

当たっては、森林の有する多面的機能が損なわれないよう適正に行うことが必要で

ある。このため「森林法」では、保安林以外の民有林について、森林の土地の適正

な利用を確保することを目的とする林地開発許可制度が設けられている。同制度で

は、森林において一定規模を超える開発を行う場合には、都道府県知事の許可が必

要とされている。 

 

２）治山対策の展開 

 国及び都道府県は、安全で安心して暮らせる国土づくり、豊かな水を育む森林づ

くりを推進するため、「森林整備保全事業計画」に基づき、山地災害の防止、水源

かん養、生活環境の保全等の森林の持つ公益的機能の確保が特に必要な保安林等に

おいて、治山施設の設置や機能の低下した森林の整備等を行う治山事業を実施して

いる。 

 林野庁では、山地災害が発生した場合には、初動時の迅速な対応に努めるととも

に、二次災害の防止や早期復旧に向けた災害復旧事業等の実施等に取り組んでいる。

特に、大規模な災害が発生した場合には、地方公共団体への職員派遣や、被災都道

府県等と連携したヘリコプターによる上空からの被害状況調査等の支援も行って

いる。 

 近年、短時間の大雨が増加傾向にあることに加え、気候変動により大雨の発生頻

度が更に増加するおそれが高いことが指摘されており、今後、山地災害の発生リス

クが一層高まることが懸念されている。また、近年の災害では、山腹崩壊等に伴う

流木災害が顕在化しているなど、山地災害の発生形態も多様化している。 

このような中、平成 26（2014）年に策定され、平成 30（2018）年に改定された

「国土強靱化基本計画」では、国土強靱化の推進方針として、山地災害対策の強化

等が位置付けられており、内閣府の中央防災会議の下に設置された「総合的な土砂

災害対策検討ワーキンググループ」が平成 27（2015）年に取りまとめた報告では、

山地災害による被害を未然に防止・軽減する事前防災・減災対策に向けた治山対策

を推進していく必要があるとされている。  
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（６）林業の動向 

１）林業生産の動向 

 林業産出額は、国内における林業生産活動によって生み出される木材、栽培きの

こ類、薪炭等の生産額の合計である。我が国の林業産出額は、平成 17（2005）年

以降は 4,000 億円程度、平成 26（2014）年以降は 4,500億円以上で推移しており、

平成 30（2018）年は、前年比３％増の 5,020 億円と、平成 12（2000）年以来、18

年ぶりに 5,000億円台を回復した。 

 このうち木材生産の産出額は、近年は、丸太輸出や木質バイオマス発電等の新た

な木材需要により増加傾向で推移しており、平成 30（2018）年は、前年比３％増

の 2,648億円となっている。また、林業産出額全体に占める木材生産の割合は、平

成 14（2002）年以降は５割程度で推移している。 

 

林業産出額の推移 

 

 （出典：令和元年度_森林・林業白書 108頁） 

 

 我が国は、国土の３分の２を森林が占め、その森林も着実に蓄積を増加させてお

り、世界的にみても森林資源の豊富な国であるが、自国の木材資源をあまり利用し

ていない国でもある。経済協力開発機構（OECD）加盟国のうち森林蓄積量上位 15

か国について、2015 年時点の森林蓄積量に対する年間の木材生産量の比率をみる

と、我が国は他国に比べて低位な状況にある。 

 

 

 

木材生産 

栽培きのこ 

類生産 
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諸外国の森林蓄積量に対する木材生産量の比率 

 

 （出典：令和元年度_森林・林業白書 110頁） 

 

 スギの素材価格については、昭和 55（1980）年をピークに下落してきた。昭和

62（1987）年から住宅需要を中心とする木材需要の増加により若干上昇したものの、

平成３（1991）年からは再び下落したが、近年は 13,000～14,000 円/㎥程度で推移

している。 

ヒノキは、スギと同様に、昭和 55（1980）年をピークに下落、昭和 62（1987）

年から上昇、平成３（1991）年から再び下落し、近年は 18,000 円/㎥前後で推移 

している。 

 

素材価格推移（平成 12年度以降） 

 

すぎ・中丸太 ひのき・中丸太

径14～22㎝ 径14～22㎝

長3.65～4ｍ 長3.65～4ｍ

平均価格
H12 17,200 40,200

H13 15,700 37,800

H14 14,000 31,500

H15 14,300 31,600

H16 13,500 29,400

H17 12,400 25,200

H18 12,700 26,500

H19 13,300 25,500

H20 12,200 23,600

H21 10,900 21,300

H22 11,800 21,600

H23 12,300 21,700

H24 11,400 18,500

H25 11,500 19,700

H26 13,500 20,000

H27 12,700 17,600

H28 12,300 17,600

H29 13,100 18,100

H30 13,600 18,400

（出典：農林水産省「木材価格統計調査」）
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２）林業経営の動向 

 平成 28（2016）年に公表された「2015 年農林業センサス」によると、林家1の数

は、５年前の前回調査（「2010 年世界農林業センサス」）比で９％減の約 83 万戸、

保有山林面積の合計は前回比で１％減の約 517 万 ha となっており、１林家当たり

の保有山林面積は増加傾向となっている。保有山林面積規模別にみると、保有山林

面積が 10ha 未満の林家が 88％を占めており、小規模・零細な所有構造となってい

る。一方で、保有山林面積が 10ha以上の林家は、全林家数の 12％にすぎないもの

の、林家による保有山林面積の 61％に当たる 316 万 haを保有している。 

 林業経営体2の数は、前回調査比で 38％減の約 8.7 万経営体、保有山林面積の合

計は 16％減の約 437万 haとなっており、１林業経営体当たりの保有山林面積は増

加傾向となっている。このうち、１世帯（雇用者の有無を問わない。）で事業を行

う「家族経営体」の数は約 7.8 万経営体、それ以外の組織経営体は約 0.9万経営体

となっており、それぞれ同程度の割合で減っている。 

 

林家・林業経営体の数と保有山林面積 

 

 （出典：令和元年度_森林・林業白書 111頁） 

 

 

 

 
1 保有山林面積が１ha 以上の世帯。 
2 ①保有山林面積が３ha 以上かつ過去５年間に林業作業を行うか森林経営計画または森林施業

計画を作成している、②委託を受けて育林を行っている、③委託や立木の購入により過去１年

間に 200 ㎥以上の素材生産を行っている、のいずれかに該当する者。民間事業体及び森林組合

がある。  
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３）林業労働力の動向 

林業労働力の動向を、現場業務に従事する者である「林業従事者」の数でみると、

長期的に減少傾向で推移しており、平成 27（2015）年には 45,440 人となっている。 

 林業従事者の高齢化率（65 歳以上の従事者の割合）は、平成 12（2000）年以降

は低下し、平成 22（2010）年には 21％となったが、平成 27（2015）年には 25％と

なっている。一方、若年者率（35 歳未満の若年者の割合）は、平成２（1990）年

以降は上昇して平成 22（2010）年には 18％となり、平成 27（2015）年には 17％と

なっている。 

 

林業従事者数の推移 

  

 （出典：令和元年度_森林・林業白書 118頁） 

 

林野庁では、平成 15（2003）年度から、林業経営体に就業した若年者を中心に、

林業に必要な基本的な知識や技術の習得を支援する「「緑の雇用」事業1」を実施し

て、新規就業者の確保・育成を図っている。  

 

 
1 緑の雇用制度とは、林業労働力の確保の促進に関する法律に基づき、都道府県知事の認定を受

けた林業事業体に対し、新規就業者を雇用して行う研修等に必要な経費を支援する制度である。 



22 

 

現場技能者として林業経営体へ新規に就業した者（新規就業者）の推移 

 

（出典：林野庁「林業労働力の動向」） 

 

 また、近年、全国各地で就業前の若手林業技術者の教育・研修機関を新たに整備

する動きが広がっている。林野庁では、林業大学校等に通う者を対象に給付金を支

給する「緑の青年就業準備給付金事業」を実施して、就業希望者の裾野の拡大や、

将来的な林業経営の担い手の育成を支援している。 

 

全国の林業大学校一覧 

  

 （出典：令和元年度_森林・林業白書 120頁、   は監査人が付与） 
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 林業経営体への新規就業者については、「「緑の雇用」事業」により、新規就業者

の増加、若年者率の向上等の成果も見られるが、依然として林業従事者の所得水準

は他産業と比べて低いなどの状況にある中、現場作業員の確保が課題となっている。 

 また、林業作業の季節性や事業主の経営基盤のぜい弱性等により、林業労働者の

雇用は必ずしも安定していないことがあり、雇用が臨時的、間断的である場合など、

社会保険等が適用にならないこともある。しかし、近年は、全国的に把握が可能な

森林組合についてみると、通年で働く専業的な雇用労働者の占める割合が上昇傾向

にあるとともに、社会保険等が適用される者の割合も上昇している。 

林業労働における死傷者数は、長期的に減少傾向にあり、その要因としては、高

性能林業機械の導入や路網整備等による労働負荷の軽減や、チェーンソー防護衣の

普及及び林野庁が実施している林業経営体に対する安全巡回指導、労働安全衛生改

善対策セミナー並びに、「緑の雇用」事業における新規就業者を対象とした伐木作

業技術等の研修の強化等が考えられる。一方で、林業における労働災害発生率は、

平成 30（2018）年の死傷年千人率でみると 22.4 で、全産業平均（2.3）の 9.7 倍

となっており、全産業の中で最も高い状態が続いている。 

 

林業における労働災害発生の推移   (出典：令和元年度_森林・林業白書 122頁) 

 

業種別死傷年千人率の推移   (出典：林野庁「林業労働災害の現況」)  
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４）林業経営の効率化に向けた取組 

 我が国の林業は、販売収入に対して育林経費が高くなっている。50 年生のスギ

人工林の主伐を行った場合の平均的な木材収入は、平成 30（2018）年の山元立木

価格に基づいて試算すると、96 万円/haとなる。これに対して、スギ人工林におい

て、50 年生（10 齢級）までの造林及び保育にかかる経費は、「平成 25 年度林業経

営統計調査報告」によると、114 万円/ha から 245 万円/ha となっている。このう

ち約９割が植栽から 10 年間に必要となっており、初期段階での育林経費の占める

割合が高い状況となっている。他方、我が国における伐出・運材等のコストは海外

と比べて割高となっているとの研究結果もある。 

 このような中、「伐って、使って、植える」という森林資源の循環利用のサイク

ルで、安定的な林業経営を行うには、施業の集約化や、育林を含む林業の作業シス

テムの生産性の向上、低コスト化等により、林業経営の効率化を図ることが重要な

課題となっている。これらの課題に対するため、「施業の集約化」の推進「提案型

集約化施業」が行われており、これを担う人材として「森林施業プランナー」の育

成、平成 24（2012）年度から導入された森林経営計画制度、平成 31（2019）年４

月から開始された森林経営管理制度等がある。 

 「相続等により森林は保有しているが、自分の山がどこかわからない」等より、

境界が不明確で整備が進まない森林もみられる。また、こうした状況の下、森林所

有者に無断で立木が伐採された事案も発生している。境界の明確化に向けては、従

来は個別に管理されていた森林計画図や森林簿といった森林の基本情報をデジタ

ル処理し、システムで一元管理することで、森林情報を迅速に把握することが可能

な森林 GIS や高精度の GPS、ドローン等を活用して現地確認の効率化を図る取組が

実施されている。 

 平成 28（2016）年５月の「森林法」の改正により、市町村が統一的な基準に基

づき、森林の土地の所有者や林地の境界に関する情報等を記載した「林地台帳」を

作成し、その内容の一部を公表する制度が創設され、平成 31（2019）年４月に制

度の本格運用を開始した。これにより、森林経営の集積・集約化を進める森林組合

や林業事業体等に対する情報提供等が可能となり、森林組合等が行う施業集約化の

合意形成や、市町村が行う森林経営管理制度の意向調査の対象となる森林所有者の

特定等に林地台帳が活用されるようになった。 

 所有者情報の整備や境界明確化に取り組む一方で、所有者不明の森林については、

森林経営管理法において、一定の手続を経れば市町村等が経営や管理を行うことが

できるとする特例が措置されている。なお、共有林の所有者の一部が不明な場合に

ついては、森林法において、一定の手続を経ることで伐採・造林を行うことができ

る制度が措置されており、本制度を活用した森林施業も行われている。 

 素材生産は、立木の伐倒（伐木）、木寄せ、枝払い及び玉切り（造材）、林道沿い
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の土場への運搬（集材）、椪積といった複数の工程から成り、高い生産性を確保す

るためには、各工程に応じて、林業機械を有効に活用するとともに、路網と高性能

林業機械を適切に組み合わせた作業システムの普及・定着を図る必要がある。また、

我が国では木材販売収入に対して特に初期段階での育林経費が高い状況にあるこ

とから、主伐後の再造林の確保に向けて、造林作業に要するコストの低減を図る必

要がある。路網は、木材を安定的に供給し、森林の有する多面的機能を持続的に発

揮していくために必要な造林、保育、素材生産等の施業を効率的に行うためのネッ

トワークであり、林業の最も重要な生産基盤である。また、路網の整備は、作業現

場へのアクセスの改善、機械の導入による安全性の向上、労働災害時の搬送時間の

短縮等が期待できることから、林業の労働条件の改善等にも寄与するものである。 

 「森林・林業基本計画」では、森林施業の効率的な実施のために路網の整備を進

めることとしており、一般車両の走行を想定した幹線となる「林道」、大型の林業

用車両の走行を想定した「林業専用道」及びフォワーダ等の林業機械の走行を想定

した「森林作業道」の３区分に整理して、これらをバランスよく組み合わせた路網

の整備を進めていくこととしている。 

 我が国における高性能林業機械の導入は、昭和 60 年代に始まり、近年では、路

網を前提とする車両系のフォワーダ、プロセッサ、ハーベスタ等を中心に増加して

おり、平成 30（2018）年度は、合計で前年比８％増の 9,659 台が保有されている。 

 

高性能林業機械の保有台数の推移 

 

 （出典：令和元年度_森林・林業白書 133頁） 
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（出典：林野庁 HP「高性能林業機械とは」） 
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（７）特用林産物の動向 

 「特用林産物」とは、一般に用いられる木材を除き、森林原野を起源とする生産

物の総称であり、食用のきのこ類、樹実類や山菜類等、漆や木ろう等の伝統工芸品

の原材料、竹材、桐材、木炭等が含まれる。特用林産物は、林業産出額の約５割を

占めており、木材とともに、地域経済の活性化や雇用の確保に大きな役割を果たし

ている。平成 30（2018）年の特用林産物の生産額は、前年比２％増の 2,828 億円

であった。このうち、「きのこ類」は前年比４％増の 2,454 億円となり、全体の８

割以上を占めている。このほか、樹実類、たけのこ、山菜類等の「その他食用」が

279億円、木炭やうるし等の「非食用」が 95億円となっている。 

  

主要な特用林産物の平成 30年の生産動向 

   

（出典：林野庁「平成 30年の特用林産の生産動向について」、 は監査人が付与） 
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 主要な特用林産物の全国生産量に対する高知県の生産量（平成 30年） 

 

  （出典：e-stat「特用林産物生産統計調査」より監査人が作成） 

   

種類 単位 全国生産量 高知生産量 占有率

乾しいたけ トン 2,634.6 26.9 1.02%

生しいたけ トン 70,382.0 378.7 0.54%

なめこ トン 23,349.8 0.5 0.00%

えのきたけ トン 140,167.5 472.4 0.34%

ひらたけ トン 4,001.3 4.5 0.11%

ぶなしめじ トン 118,019.0 1,481.0 1.25%

まいたけ トン 49,691.0 1.9 0.00%

エリンギ トン 39,421.0 13.9 0.04%

きくらげ類 トン 2,309.0 - 0.00%

まつたけ トン 56.3 0.1 0.18%

くり トン 16,500.0 - 0.00%

くるみ トン - - 0.00%

たけのこ トン 25,363.9 398.7 1.57%

ねまがりたけ トン 103.1 - 0.00%

わさび kg 2,080.2 73.3 3.52%

おうれん kl 0.6 - 0.00%

きはだ皮 トン 4.6 - 0.00%

木ろう 千束 41.4 - 0.00%

生うるし ㎥ 1,845.0 - 0.00%

つばき油 トン 45.1 0.0 0.00%

竹皮 トン 9.8 - 0.00%

竹材 kl 1,213.0 20.6 1.70%

桐材 kl 364.0 - 0.00%

木炭 層積㎥ 14,699.0 1,522.7 10.36%

竹炭 トン 533.6 18.6 3.49%

木酢液 トン 2,450.5 - 0.00%

竹酢液 トン 197.0 - 0.00%

薪 トン 76.7 - 0.00%

オガライト トン 78.8 - 0.00%

オガ炭 トン 6,478.5 - 0.00%

煉炭 トン 5,936.0 - 0.00%

豆炭 トン 6,846.0 - 0.00%
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（８）木材需要の動向 

１）世界の木材需要の動向 

 国際連合食糧農業機関（FAO）によると、世界の木材消費量は、2008年秋以降の

急速な景気悪化の影響により一時的に減少したが、2010 年以降は再び増加傾向に

ある。中国は産業用丸太の世界最大の輸入国で、2018 年の世界の産業用丸太の輸

入量に占める割合は 43％であった。 

世界の木材（産業用丸太）消費量及び輸入量の推移 

 

 （出典：令和元年度_森林・林業白書 154頁） 

２）我が国の木材需要の動向 

 我が国の木材需要量の推移をみると、平成８（1996）年以降は減少傾向となった 

が、近年は平成 20（2008）年の水準を上回るまでに回復している。 

我が国の木材需要量の推移 

 

 （出典：令和元年度_森林・林業白書 159頁） 

合板用材需要量 

パルプ・チップ用材需要量 

製材用材需要量 

燃料材 

その他木材需要量 
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 我が国における国産材供給量は、森林資源の充実や合板原料としてのスギ等の国

産材利用の増加、木質バイオマス発電施設での利用の増加等を背景に、平成 14（2002）

年の 1,692 万㎥を底として増加傾向にある。平成 30（2018）年の国産材供給量は、

前年比 1.8％増の 3,020万㎥であった。 

 我が国の木材輸入量は、平成８（1996）年の 9,045 万㎥をピークに減少傾向で推

移しており、平成 30（2018）年は、前年に比べて丸太の輸入量が減少した一方で、

木材チップ、合板等、燃料材等の輸入量が増加し、前年比 0.2％増の 5,228 万㎥と 

なった。用材の輸入形態は丸太から製品へとシフトしており、平成 30（2018）年

は、丸太の輸入量は木材輸入量全体の１割弱にすぎず、約９割が製品での輸入とな

っている。 

  

我が国の木材供給量と木材自給率の推移 

 

（出典：令和元年度_森林・林業白書 161頁） 

 

 我が国の木材自給率は、昭和 30 年代以降、国産材供給の減少と木材輸入の増加

により低下を続け、平成７（1995）年以降は 20％前後で推移し、平成 14（2002）

年には過去最低の 18.8％（用材部門では 18.2％）となった。その後、人工林資源

の充実や、技術革新による合板原料としての国産材利用の増加等を背景に、国産材

の供給量が増加傾向で推移したのに対して、木材の輸入量は大きく減少したことか

ら、木材自給率は上昇傾向で推移している。平成 30（2018）年は、丸太輸入量が

減少するとともに、燃料材の需要が増加し国産材供給量も増加した結果、36.6％と

なり、８年連続で上昇した。 

 

輸入製品 

輸入丸太 

国産材 

輸入燃料材 
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（９）木材利用の動向 

１）建築分野における木材利用 

 我が国の建築着工床面積の現状を用途別・階層別にみると、１～３階建ての低層

住宅の木造率は８割に上るが、４階建て以上の住宅及び非住宅建築の木造率はいず

れも低い状況にある。このことから、住宅が木材の需要、特に国産材の需要にとっ

て重要であるとともに、中高層及び非住宅分野については需要拡大の余地がある。 

 ４階建て以上の中高層等の大規模な建築物において木材利用を進めるに当たっ

ての課題としては、大断面集成材の使用や耐火建築物とすることによりコストがか

かり増しになることや、まとまった量の地域材を活用して施設整備を行う場合に材

の調達に時間を要することがあること、建築物の木造化・内装等の木質化に関する

充分な知識・経験を有する設計者が少ないこと等が挙げられる。 

 

２）公共建築物等における木材利用 

 国では、23 の府省等のすべてが「公共建築物等における木材の利用の促進に関

する法律」に基づく「公共建築物における木材の利用の促進のための計画」を策定

しており、地方公共団体では、すべての都道府県と 1,741 市町村のうち 92％に当

たる 1,601 市町村が、同法に基づく「公共建築物における木材の利用の促進に関す

る方針」を策定している。（令和２（2020）年３月末現在） 

このほか、公共建築物だけでなく、公共建築物以外での木材利用も促進するため、

森林の公益的機能発揮や地域活性化等の観点から、行政の責務や森林所有者、林業

事業者、木材産業事業者等の役割を明らかにした条例を制定する動きが広がりつつ

ある。令和２（2020）年１月末時点で、17 県及び７市町村1において、木材利用促

進を主目的とする条例が施行されている。また、12 道県及び 18市町村2が森林づく

り条例等に木材利用促進を位置付けている。そのほか、５府県と１市3で地球温暖

化防止に関する条例に、温室効果ガスの吸収及び固定作用の観点から、適切な森林

整備のための木材利用促進を位置付けており、３県と 21 市町村4において地域活性

 
1 岩手県、秋田県、茨城県、栃木県、群馬県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、兵庫県、

岡山県、広島県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、徳島県三好市、高知県四万十町、梼原町、熊

本県湯前町、山江村、宮崎県日南市、日之影町。 
2 北海道、宮城県、長野県、岐阜県、静岡県、三重県、滋賀県、奈良県、和歌山県、福岡県、宮崎県、

鹿児島県、北海道弟子屈町、石川県金沢市、岐阜県関市、揖斐川町、愛知県豊田市、新城市、設楽

町、東栄町、豊根村、兵庫県丹波篠山市、鳥取県若桜町、島根県津和野町、岡山県津山市、鏡野町、

西粟倉村、愛媛県久万高原町、高知県梼原町、長崎県対馬市。 
3 群馬県、山梨県、岐阜県、京都府、熊本県、京都府京都市。 
4 山形県、山口県、熊本県、北海道芦別市、日高町、下川町、美深町、津別町、雄武町、置戸町、岩

手県紫波町、久慈市、秋田県北秋田市、滋賀県長浜市、東近江市、島根県隠岐の島町、山口県山口

市、岩国市、萩市、徳島県上勝町、高知県梼原町、熊本県小国町、多良木町、南阿蘇村。 
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化等に関する条例の中で、木材利用促進を位置付けている。 

国、都道府県及び市町村が着工した木造の建築物は、平成 30（2018）年度には

2,340 件であった。このうち、市町村によるものが 1,923 件と約８割となっている。

同年度に着工された公共建築物の木造率（床面積ベース）は、13.1％となった。ま

た、「公共建築物における木材の利用の促進に関する基本方針」により、積極的に

木造化を促進することとされている低層（３階建て以下）の公共建築物においては、

木造率は 26.5％であった。 

 

都道府県別公共建築物の木造率（平成 30(2018)年度） 

 

（出典：令和元年度_森林・林業白書 186 頁、  は監査人が付与） 
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３）木質バイオマスの利用 

 平成 24（2012）年７月から、電気事業者に対して、木質バイオマスを含む再生

可能エネルギー源を用いて発電された電気を一定の期間・価格で買い取ることを義

務付ける「再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT制度）」が導入された。 

近年では、木質バイオマス発電所の増加等により、エネルギーとして利用された

木質バイオマスの量が年々増加している。平成 30（2018）年には、木材チップ、

薪、炭等を含めた燃料材の国内消費量は前年比 16％増の 902 万㎥となっており、

うち国内生産量は 624万㎥（前年比４％増）、うち輸入量は 277万㎥（前年比 57％

増）となっている。            

 

（10）木材産業の動向 

１）木材産業の概況 

 木材産業は、原木の供給元である森林所有者や素材生産業者等の供給者（川上）

との関係では、原木の購入を通じて林業を支える役割を担っており、木材製品の販

売先である工務店・住宅メーカー等の実需者（川下）との関係では、ニーズに応じ

て木材製品を供給しているほか、新たな木材製品の開発等によって社会における木

材利用を推進する役割も担っている。 

 

木材加工・流通の概観                 単位：万㎥（丸太換算） 

 

 （出典：令和元年度_森林・林業白書 198頁） 
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２）木材産業における各製品・サービス 

   木材産業における各種製品やサービスとして、以下のものがある。 

製材 丸太や原木を角材や板に加工したもの 

集成材 一定の寸法に加工されたひき板（ラミナ）を複数枚繊維方向が平

行になるよう集成接着した木材製品 

合板 

（ごうはん） 

木材を薄く剥いた単板を３枚以上、繊維方向が直角になるよう交

互に積層接着した板 

木材チップ 木材を切削し、または破砕した小片であり、原木や工場残材等を

原料とする切削チップと、住宅等の解体材、梱包資材やパレット

の廃材を原料とする破砕チップがある。 

プレカット材 木造軸組住宅等を現場で建築しやすいよう、住宅に用いる柱や梁

はり、床材や壁材等の部材について、継手や仕口といった部材同

士の接合部分等をあらかじめ一定の形状に加工したもの 

CLT 一定の寸法に加工されたひき板（ラミナ）を繊維方向が直交する

ように積層接着した直交集成板 

CLTを使用する利点は、コンクリートなどと比べて養生期間が不

要であるため工期の短縮が期待できることや、建物重量が軽くな

り基礎工事の簡素化が図られることが挙げられる。また、CLT は

コンクリートに比べて断熱性が高く、床や壁にパネルとして使用

すれば、一定の断熱性能を確保することもできる。 

木材流通 素材生産業者等から原木を集荷し、樹種、径級、品質、長さ等に

よって仕分けた上で、個々の木材加工業者が必要とする規格や量

に取りまとめて供給し、また、木材加工業者から木材製品を集荷

し、個々の実需者のニーズに応じて供給する。 

 （出典：令和元年度_森林・林業白書 202頁～214頁） 
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２．我が国における水産業行政を取り巻く環境 

我が国における水産業行政を取り巻く環境について、水産庁作成の「令和元年度 水

産白書」（以下、「令和元年度_水産白書」という。）等より抜粋した内容は以下のとお

りである。 

 

（１）水産資源及び漁業環境をめぐる動き 

１）我が国の漁業の特徴 

 我が国周辺水域が含まれる太平洋北西部海域は、世界で最も生産量が多い海域で

あり、平成 30（2018）年には、世界の漁業生産量の 21％に当たる 2,033 万トンの

生産量がある。この海域に位置する我が国は、広大な領海及び排他的経済水域（EEZ）

を有しており、南北に長い我が国の沿岸には多くの暖流・寒流が流れ、海岸線も多

様であることから、世界的に見ても極めて生物多様性の高い海域となっている。 

 このような豊かな海に囲まれているため、沿岸域から沖合・遠洋にかけて多くの

漁業者が多様な漁法で様々な魚種を漁獲している。 

 また、我が国は、国土の７割を占める森林の水源かん養機能や、世界平均の約２

倍に達する降水量等により豊かな水にも恵まれており、内水面においても地域ごと

に特色のある漁業が営まれている。 

 

世界の主な漁場と漁獲量 

 

 （出典：令和元年度_水産白書 94頁） 
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２）我が国の水産資源管理 

 水産資源管理の手法は、①漁船の隻数や規模、漁獲日数等を制限することによっ

て漁獲圧力を入り口で制限する投入量規制（インプットコントロール）、②漁船設

備や漁具の仕様を規制すること等により若齢魚の保護等特定の管理効果を発揮す

る技術的規制（テクニカルコントロール）、③漁獲可能量（TAC：Total Allowable 

Catch）の設定等により漁獲量を制限し、漁獲圧力を出口で制限する産出量規制（ア

ウトプットコントロール）の３つに大別される。我が国では、各漁業の特性や関係

する漁業者の数、対象となる資源の状況等により、これらの管理手法を使い分け、

組み合わせながら資源管理を行ってきた。 

 一方で、我が国においては、漁業生産量が長期的に減少傾向にあるという課題に

直面している。その要因は、海洋環境の変化や、周辺水域における外国漁船の操業

活発化等、様々な要因が考えられるが、より適切に資源管理を行っていれば減少を

防止・緩和できた水産資源も多いと考えられている。 

 我が国の資源管理においては、法制度に基づく公的な規制に加えて、休漁、体長

制限、操業期間・区域の制限等の漁業者自身による自主的な取組が行われている。

このような自主的な取組は、資源や漁業の実態に即した実施可能な管理手法となり

やすく、また、資源を利用する当事者同士の合意に基づいていることから、相互監

視が効果的に行われ、ルールが遵守されやすいという長所がある。 

 水産庁が各都道府県を通じて取りまとめた調査結果によると、平成 30（2018）

年の全国の海上保安部、都道府県警察及び都道府県における漁業関係法令違反の検

挙件数は、1,569 件（うち海面 1,484 件、内水面 85 件）であった。近年では、漁

業者による違反操業が減少している一方、漁業者以外による密漁が増加し、反社会

的勢力等による密漁は悪質化・巧妙化している。 

 以上のような背景を踏まえ、平成 30 年 12 月改正の漁業法では、犯罪者に対して

効果的に不利益を与え、密漁の抑止を図るため、特定の水産動植物を採捕する者へ

の罰則を新設するなど、大幅な罰則強化が図られた。新設された採捕禁止違反の罪、

密漁品譲受等の罪に科される３千万円という罰金額は個人に対する罰金としては

最高額であり、密漁の抑止に大きな効果が期待されている。 

３）水産資源を積極的に増やすための取組 

 河川・湖沼等の内水面では、「漁業法」に基づき、魚類の採捕を目的とする漁業

権の免許を受けた漁協には資源を増殖する義務が課される。こうした制度の下、内

水面漁協が主体となってアユやウナギ等の種苗放流や産卵場の整備を実施し、資源

の維持増大や漁場環境の保全に大きな役割を果たしている。 

多くの水産動物は、産卵やふ化の後に捕食されるなどして、成魚まで育つものは

ごくわずかである。このため、一定の大きさになるまで人工的に育成し、ある程度
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成長してから放流することによって資源を積極的に増やしていく種苗放流の取組

が各地で行われている。 

沖合域は、我が国の漁業にとって重要な水産資源が生息する海域であることから、

資源管理と併せて、人工魚礁の設置等、生息環境を改善することにより資源を積極

的に増大させる取組が行われている。 

 

（２）水産業をめぐる国際情勢 

１）世界の漁業・養殖業生産 

 世界の漁業・養殖業を合わせた生産量は増加し続けており、平成 30（2018）年

の漁業・養殖業生産量は前年より３％増加して２億 1,209万トンとなった。このう

ち漁船漁業生産量は、1980 年代後半以降は横ばい傾向となっている。一方で、養

殖業生産量は急激に伸びている。 

 

世界の漁業・養殖業生産量の推移 

 

 （出典：令和元年度_水産白書 154頁） 

 

漁船漁業生産量を主要漁業国・地域別に見ると、EU、米国、我が国等の先進国・

地域の漁獲量は、過去 20 年ほどの間、おおむね横ばいから減少傾向で推移してき

ているのに対し、中国、インドネシア、ベトナムといったアジアの新興国を始めと

する開発途上国による漁獲量の増大が続いており、中国が 1,483 万トンと世界の

15％を占めている。一方、養殖業生産量を国別に見ると、中国及びインドネシアの
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増加が顕著であり、中国が 6,614 万トンと世界の 58％、インドネシアが 1,477 万

トンと世界の 13％を占めている。 

 

世界の漁船漁業の国別漁獲量の推移  （出典：令和元年度_水産白書 155頁） 

 

 

 

世界の養殖業の国別生産量の推移  （出典：令和元年度_水産白書 155頁） 

 

日本 

日本 

インドネシア 

中国 

インドネシア 

中国 

その他 
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２）世界の水産物貿易 

 世界の漁業・養殖業生産量の３割以上が輸出に仕向けられており、輸送費の低下

と流通技術の向上、人件費の安い国への加工場の移転、貿易自由化の進展等を背景

として、水産物輸出入量は総じて増加傾向にある。 

 

主要国・地域の水産物輸出入額及び純輸出入額 （出典：令和元年度_水産白書 158頁） 

 

  

食用水産物の国際取引価格は、国際的な需要の高まりを背景にリーマンショック

後の平成 21（2009）年等を除いて上昇基調にある。経済協力開発機構（OECD）及

び FAO は、今後 10 年間の水産物価格について、若干低下する年はあるものの、総

じて高値で推移すると予測している。 

 

世界の水産物価格の推移  （出典：令和元年度_水産白書 159頁） 
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３）国際的な資源管理 

 世界のカツオ・マグロ類資源は、地域または魚種別に５つの地域漁業管理機関に

よってすべてカバーされている。このうち、中西部太平洋まぐろ類委員会（WCPFC）、

全米熱帯まぐろ類委員会（IATTC）、大西洋まぐろ類保存国際委員会（ICCAT）及び

インド洋まぐろ類委員会（IOTC）の４機関は、それぞれの管轄水域内においてミナ

ミマグロ以外のすべてのカツオ・マグロ類資源について管理責任を負っており、南

半球に広く分布するミナミマグロについては、みなみまぐろ保存委員会（CCSBT）

が一括して管理を行っている。 

 

カツオ・マグロ類を管理する地域漁業管理機関と対象水域  

（出典：令和元年度_水産白書 164頁） 

 

  

 WCPFCの水域には、我が国周辺水域が含まれ、この水域においては、我が国のか

つお・まぐろ漁船（はえ縄、一本釣り及び海外まき網）約 530 隻のほか、沿岸はえ

縄漁船、まき網漁船、一本釣り漁船、流し網漁船、定置網、ひき縄漁船等がカツオ・

マグロ類を漁獲している。 

IATTC の水域では、我が国のまぐろはえ縄漁船約 50 隻が、メバチ及びキハダを

対象に操業している。 

ICCAT の水域では、我が国のまぐろはえ縄漁船約 80 隻が、大西洋クロマグロ、

メバチ、キハダ、ビンナガ等を対象として操業している。 

IOTCの水域では、約 40隻の我が国のかつお・まぐろ漁船（はえ縄及び海外まき

網）が、メバチ、キハダ、カツオ、カジキ等を漁獲している。 

CCSBT の水域では、ミナミマグロを対象として我が国のまぐろはえ縄漁船約 90

隻が操業している。 
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（３）我が国の水産業をめぐる動き 

１）漁業・養殖業の国内生産の動向 

 平成 30（2018）年の我が国の漁業・養殖業生産量は、前年から 12万トン（３％）

増加し、442万トンに、同生産額は、前年から 482 億円（３％）減少し、１兆 5,579

億円であった。 

 

漁業・養殖業の生産量・生産額推移（全国） 

 

 （出典：農林水産省「漁業・養殖生産統計」より監査人が作成） 

 

２）漁業・養殖業経営の動向 

 平成 30（2018）年の沿岸漁船漁業を営む個人経営体の平均漁労所得は、前年か

ら 32 万円減少し、186 万円となった。水産加工や民宿の経営といった漁労外事業

所得は、前年から２万円減少して 18 万円となり、漁労所得にこれを加えた事業所

得は、205 万円となった。 

 

 

 

 

(千ﾄﾝ）

H18年 H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年

(2006) (2007) (2008) (2009) (2010) (2011) (2012) (2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018)

合　　計 5,735 5,720 5,592 5,432 5,312 4,765 4,864 4,791 4,793 4,688 4,359 4,306 4,421

海　　面 5,652 5,639 5,520 5,349 5,232 4,692 4,797 4,730 4,728 4,619 4,296 4,244 4,364

 漁　　　業 4,470 4,396 4,373 4,147 4,121 3,823 3,758 3,734 3,741 3,550 3,264 3,258 3,359

  遠洋漁業 518 506 474 443 480 431 458 396 369 358 334 314 349

  沖合漁業 2,500 2,603 2581 2411 2,355 2,263 2,209 2,188 2,274 2,110 1,936 2,051 2,042

  沿岸漁業 1,451 1,287 1319 1293 1,286 1,129 1,090 1,150 1,098 1,081 994 893 968

 養　殖　業 1,183 1,242 1146 1202 1,111 869 1,040 996 988 1,069 1,033 986 1,005

内 水 面 83 81 73 83 79 73 67 61 64 69 63 62 57

 漁　　　業 42 39 33 42 40 34 33 31 31 33 28 25 27

 養　殖　業 41 42 40 41 39 39 34 30 34 36 35 37 30

(億円）

H18年 H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年

(2006) (2007) (2008) (2009) (2010) (2011) (2012) (2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018)

合　　計 16,069 16,539 16,275 14,730 14,826 14,210 14,178 14,396 15,057 15,916 15,856 16,061 15,579

海　　面 15,283 16,757 15,423 13,840 13,995 13,291 13,288 13,539 14,128 14,880 14,718 14,864 14,438

 漁　　　業 10,787 11,268 11,246 9,745 9,711 9,394 9,156 9,480 9,693 10,011 9,621 9,614 9,379

 養　殖　業 4,496 4,490 4,178 4,095 4,284 3,897 4,132 4,059 4,435 4,869 5,097 5,250 5,060

内 水 面 786 782 851 890 830 918 891 857 929 1,036 1,138 1,197 1,141

 漁　　　業 242 229 239 264 228 202 180 169 177 184 198 198 185

 養　殖　業 544 553 612 626 602 716 710 687 751 853 940 998 956

生
産
額

生
産
量
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沿岸漁船漁業を営む個人経営体の経営状況の推移（出典：令和元年度_水産白書 127頁） 

 

  

漁船漁業を営む会社経営体では、平均漁労利益の赤字が続いており、平成 30（2018）

年度には、漁労利益の赤字幅は前年から 1,728万円増加して 2,767 万円となった一

方で、近年総じて増加傾向が続いてきた水産加工等による漁労外利益は、平成 30

（2018）年度には、前年から 194万円増加して 3,048 万円となり、漁労利益と漁労

外利益を合わせた営業利益は 282万円となった。 

 

漁船漁業を営む会社経営体の経営状況の推移 （出典：令和元年度_水産白書 129頁） 

 

 

なお、油費の漁労支出に占める割合は、沿岸漁船漁業を営む個人経営体で約 17％、

漁船漁業を営む会社経営体で約 15％を占めており、燃油の価格動向は、漁業経営

に大きな影響を与えることがわかる。 
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一方で、我が国の漁業で使用される漁船については、引き続き高船齢化が進んで

いる。令和元（2019）年度に指定漁業（大臣許可漁業）の許可を受けている漁船で

は、船齢 20年以上の船が全体の 60％、30年以上の船が全体の 27％を占めている。

10 トン未満の漁船でみると（2018年度）、船齢 20 年以上の船が全体の 80％、30 年

以上の船が全体の 47％を占めている。 

 

指定漁業許可船の船齢の割合         10 トン未満の漁船の船齢の割合    

          

（出典：令和元年度_水産白書 130頁） 

 

海面養殖経営体（個人経営）の経営状況の推移 （出典：令和元年度_水産白書 132頁） 
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漁労支出の構造は、魚類等を対象とする給餌養殖と、貝類・藻類等を対象とする

無給餌養殖で大きく異なっている。給餌養殖においては餌代が漁業支出の約６割を

占めることから、養殖用配合飼料の価格動向が給餌養殖業の経営を大きく左右する。

多様な漁法により多様な魚介類を対象とした漁業が営まれている我が国では、漁業

の振興のための課題は地域や経営体によって様々であるため、各地域や経営体が抱

える課題に適切に対応していくためには、トップダウンによる画一的な方策による

のではなく、地域の漁業者自らが地域ごとの実情に即した具体的な解決策を考えて

合意形成を図っていくことが必要である。国は、平成 25（2013）年度より、各漁

村地域の漁業所得を５年間で 10％以上向上させることを目標に、地域の漁業の課

題を漁業者自らが地方公共団体等とともに考え、解決の方策を取りまとめて実施す

る「浜の活力再生プラン」を推進している。国の承認を受けた「浜の活力再生プラ

ン」に盛り込まれた浜の取組は関連施策の実施の際に優先的に採択されるなど、目

標の達成に向けた支援が集中して行われる仕組みとなっている。 

 令和２（2020）年３月末時点で、全国で 647 地区の「浜の活力再生プラン」が、

国の承認を受けて各取組を実施しており、その内容は、地域ブランドの確立や消費

者ニーズに沿った加工品の開発等により付加価値の向上を図るもの、輸出体制の強

化を図るもの、観光連携を強化するものなど、各地域の強みや課題により様々であ

る。なお、平成 30（2018）年度で第１期の５か年計画を終えたプランの多くが、

それまでの取組実績や成果を踏まえ、令和元（2019）年４月から新たに第２期「浜

の活力再生プラン」をスタートさせている。 

 これまでの「浜の活力再生プラン」の取組状況をみると、平成 30（2018）年度

に第１期の「浜の活力再生プラン」を終了した地区のうち、61％の地区では所得目

標を上回ったが、目標達成に至らなかった地区については、特に出荷量の減少した

地区が顕著となっている。   
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３）水産業の就業の動向 

 我が国の漁業就業者は一貫して減少傾向にあり、平成 30（2018）年には前年から

１％減少して 15万 1,701 人となっている。 

 

漁業就業者数の推移  （出典：令和元年度_水産白書 137頁） 

 

  

 我が国の漁業経営体の大宗を占めるのは、家族を中心に漁業を営む漁家であり、

漁家の後継者の主体となってきたのは漁家で生まれ育った子弟であった。しかしな

がら、近年、漁家の子弟が必ずしも漁業に就業するとは限らなくなっており、新規

漁業就業者のうち、他の産業から新たに漁業就業する人はおおむね６割を占めてい

る。こうした潜在的な就業希望者を後継者不足に悩む漁業経営体や地域とつなぎ、

意欲のある漁業者を確保し担い手として育成していくことは、水産物の安定供給の

みならず、漁業・漁村の持つ多面的機能の発揮や地域の活性化の観点からも重要と

なっている。 

 このような状況を踏まえ、水産庁では、平成 14（2002）年から、漁業経験ゼロ

からでも漁業に就業・定着できるよう、全国各地で漁業就業相談や漁業を体験する

就業準備講習会の開催を支援している。また、漁業学校で学ぶ者に対して資金を交

付するとともに、就業希望者が、漁業就業後も引き続き漁業に定着するよう漁業現

場での OJT 方式での長期研修を支援するなど、新規就業者の段階に応じた支援を行

っている。さらに、国の支援に加えて、各都道府県・市町村においても地域の実情

に応じた各種支援が行われている。 

 20 トン以上の船舶で漁業を営む場合は、漁船の航行の安全性を確保するため、
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それぞれの漁船の総トン数等に応じて、船長、機関長、通信長等として乗り組むた

めに必要な海技資格が必要である。 

 海技免許を取得するためには国土交通大臣が行う海技士国家試験に合格する必

要があるが、航海期間が長期にわたる遠洋漁業においては、乗組員がより上級の海

技免許を取得する機会を得にくく、水産高校等の卒業生が必ずしも漁業に就業する

わけでもないことから、漁業における海技士の高齢化と不足が深刻化している。国

では、令和元（2019）年度より、四級海技士養成のための履修コースの短期化を図

ったり、令和２（2020）年度より、総トン数 20 トン以上長さ 24m 未満の中規模漁

船で 100海里内の近海を操業するものについて、これまでの海技士（航海）及び海

技士（機関）の２名の乗組みを、小型船舶操縦士１名の乗組みで航行が可能となる

よう、海技資格制度の見直しを行ったりしている。 

 

国内人材確保及び海技士資格取得に関する国の支援事業 

 

 （出典：令和元年度_水産白書 138頁） 
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４）漁業協同組合の動向 

 漁協は、漁業者による協同組織として、組合員のために販売、購買等の事業を実

施するとともに、漁業者が所得向上に向けて主体的に取り組む「浜の活力再生プラ

ン」等の取組をサポートするなど、漁業経営の安定・発展や地域の活性化に様々な

形で貢献している。また、漁業権の管理や組合員に対する指導を通じて水産資源の

適切な利用と管理に主体的な役割を果たしているだけでなく、浜の清掃活動、河川

の上流域での植樹活動、海難防止、国境監視等にも積極的に取り組んでおり、漁村

の地域経済や社会活動を支える中核的な組織としての役割を担っている。 

 漁協については、合併の進捗により、平成 31（2019）年３月末現在の組合数（沿

海地区）は 945 組合となっているが、漁業者数の減少に伴って組合員数の減少が進

んでおり、依然として零細な組合が多い状況にある。また、漁協の中心的な事業で

ある販売事業の取扱高は近年横ばい傾向にある。今後とも漁協が漁業・漁村の中核 

的組織として漁業者の所得向上や適切な資源管理等の役割を果たしていくために

は、引き続き合併等により組合の事業及び経営の基盤を強化するとともに、販売事

業についてより一層の強化を図る必要がある。 

 

沿岸地区漁業協同組合数、合併参加漁協数及び販売事業取扱高の推移 

 

 （出典：令和元年度_水産白書 148頁） 
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（４）我が国の水産物の需要・消費をめぐる動き 

１）水産物の需要と供給の動向 

 平成 30（2018）年度の我が国における魚介類の国内消費仕向量は、716万トン（原

魚換算ベース、概算値）となり、そのうち 569 万トン（80％）が食用消費仕向け、

147万トン（20％）が非食用（飼肥料用）消費仕向けとなっている。国内消費仕向

量を平成 20（2008）年度と比べると、国内生産量が 111万トン（22％）、輸入量が

80 万トン（17％）減少し、需給の規模は 226万トン（24％）縮小している。 

 

我が国の魚介類の生産・消費構造の変化 （出典：令和元年度_水産白書 174頁） 

 

   

我が国における魚介類の１人当たりの消費量は減少し続けている。「食料需給表」

によれば、食用魚介類の１人１年当たりの消費量（純食料ベース）は、平成 13（2001）

年度の 40.2kg をピークに減少傾向にあり、平成 30（2018）年度には、前年より 0.5kg

少ない 23.9kg となった。 

 

食用魚介類及び肉類の１人１年当たりの消費量（純食料）とたんぱく質の１人１日当たりの消費量の推移 

 

（出典：令和元年度_水産白書 176 頁） 
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２）我が国の水産物貿易の動向 

 

我が国の水産物輸出量・輸出金額の推移 

 

 （出典：令和元年度_水産白書 196頁） 

 

 国内の水産物市場が縮小する一方で、世界の水産物市場はアジアを中心に拡大し

ている。このため、我が国の漁業者等の所得向上を図り、水産業が持続的に発展し

ていくためには、水産物の輸出の大幅な拡大を図り、世界の食市場を獲得していく

ことが不可欠である。 

 海外市場の拡大を図るため、独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）や水産物・

水産加工品輸出拡大協議会によるオールジャパンでのプロモーション活動・商談 

会が開催されている。加えて、輸出先国・地域の衛生基準等に適合した輸出環境を

整備するため、欧米への輸出時に必要とされる水産加工施設等の HACCP対応や、輸

出増大が見込まれる漁港における高度な衛生管理体制の構築、海外の規制・ニーズ

に対応したグローバル産地形成の取組等を進めている。また、令和元（2019）年

11 月には、「農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律」が公布され、本法に

基づき、令和２（2020）年４月に「農林水産物・食品輸出本部」が農林水産省に創

設されることとなった。 

 なお、令和２（2020）年３月６日に開催された「農林水産物・食品の輸出拡大の

ための輸入国規制への対応等に関する関係閣僚会議」において、令和 12（2030）

年までに農林水産物・食品の輸出額を５兆円とする新たな目標が示され、同月 31

日に閣議決定された「食料・農業・農村基本計画」において位置付けられた。この

目標のうち、水産物の輸出額は 1.2 兆円とされている。 
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（５）安全で活力ある漁村づくり 

１）漁村の現状と役割 

 海岸線の総延長が約３万５千 km に及ぶ我が国の国土は、約７千の島々から成り

立っている。この海岸沿いの津々浦々に存在する漁港背後集落の状況を見ると、半

島地域にあるものが 34％、離島地域にあるものが 19％となっており、また、その

立地特性においては、背後に崖や山が迫る狭隘な土地にあるものが 60％あり、急

傾斜地にあるものが 28％を占めている。 

 このような立地条件にある漁村では、高齢化率が全国平均を約 10 ポイント上回

るとともに、人口は一貫して減少しており、平成 31（2019）年３月末現在の漁港

背後集落人口は 184 万人となっている。 

 

漁港背後集落の人口と高齢化率の推移 

 

 （出典：令和元年度_水産白書 203頁） 

 

 漁業及び漁村は、漁業生産活動を行い、国民に魚介類を供給する役割だけでなく、

①自然環境を保全する機能、②国民の生命・財産を保全する機能、③交流等の場を

提供する機能、及び④地域社会を形成し維持する機能等の多面的な機能も果たして

おり、その恩恵は、漁業者や漁村の住民に留まらず、広く国民一般にも及ぶもので

ある。 
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２）漁村の活性化 

 漁村は、豊かな自然環境、四季折々の新鮮な水産物や特徴的な加工技術、伝統文

化、親水性レクリエーションの機会等の様々な地域資源を有している。 

 国では、日本ならではの伝統的な生活体験や農山漁村地域の人々との交流を楽し

む滞在（農山漁村滞在型旅行）である「農泊」をビジネスとして実施できる体制を

持った地域を、令和２（2020）年までに 500 地域創出することとしている。このう

ち、漁村地域においては「渚泊」として推進しており、地域資源を魅力ある観光コ

ンテンツとして磨き上げる取組等のソフト対策への支援や、古民家等を活用した滞

在施設や農林漁業・農山漁村体験施設等のハード対策への支援を行っている。 

 さらに、地域の漁業所得向上を目指して行われている「浜の活力再生プラン」及

び「浜の活力再生広域プラン」の取組により、漁業振興を通じた漁村の活性化が図

られることも期待される。 
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第３．高知県における林業行政の概要 

１．林業振興・環境部の組織体系 

（１）組織図・人員数  （出典：令和元年度 森林・林業・環境行政の概要） 

 

担当 担当
○

○ 公社等へ派遣８

○

を含む

主任教授（森林管理担当） 1

主任教授（林業技術担当） 1

【兼】
 主任教授（木造設計担当）

2

チーフ（産業廃棄物担当） 4
林業人材育成推進

監【兼】副校長
【兼】学生課長 1

チーフ（環境・再生利用担当） 3 事務長 教務課長 チーフ（基礎課程担当） 1

参事【兼】課長
チーフ
（計画推進･一般廃棄物担当）

1 森林土木課長 チーフ 3

課長補佐 チーフ（新処分場第一担当） 2

林業大学校（11）
課長補佐
（適正処理担当）

チーフ（新処分場第二担当） 1

チーフ（総務担当） 1

次長 振興課長 チーフ（振興担当） 2

環境対策課（18）
チーフ（増産担当） 3

課長補佐 チーフ（自然保護・公園担当） 2

幡多林業事務所（17）
課長補佐

【兼】チーフ（牧野植物園整備
      担当）

2

チーフ
（四万十川・清流担当）

１＋高知市１ 所長

次長 振興課長 チーフ（振興担当） 2

環境共生課（14）＋ 高知市１
チーフ（増産担当） 3

課長 チーフ（環境企画担当） 3 森林土木課長 チーフ 3

【兼】
 チーフ（第四地区担当）

2
新エネルギー推進課（8）

須崎林業事務所（17）
課長 チーフ(新エネルギー担当) 2

課長補佐 チーフ(温暖化対策担当） 2 所長 チーフ（総務担当） 1

課長補佐 チーフ（林道担当） 4 チーフ（第二地区担当） 2

技査 チーフ（林地保全担当） 3 森林土木第二課長 チーフ（第三地区担当） 2

治山林道課（17）
チーフ（増産担当） 2

課長 チーフ（治山担当） 4 森林土木第一課長 チーフ（第一地区担当） 2

【兼】チーフ（販売促進担当） 2 所長 チーフ（総務担当） 1

次長 振興課長 チーフ（振興担当） 2

2

参事
チーフ（需要拡大担当） 1 次長 チーフ（増産担当） 3

課長補佐

参事
主任（ＣＬＴ推進担当）

課長補佐 中央西林業事務所（24）
チーフ（利用促進担当） 2

林業人材育成
推進監

課長 チーフ（加工促進担当） 2 嶺北林業振興事務所（9）

企画監
（外商促進担当）

チーフ（特用林産担当） 所長 チーフ（振興担当）

部長
課長補佐
(生産性向上推進担当)

主任（造林企画担当） チーフ（増産担当） 2

副部長
（総括）

チーフ（原木増産担当） 1 森林土木課長 チーフ（第一地区担当） 3

チーフ（第二地区担当） 4

副部長
木材産業振興課（16）

チーフ（第三地区担当） 3

課長 チーフ（森の工場担当） 1 所長 チーフ（総務担当） 1

課長補佐 チーフ（間伐担当） 2 次長 振興課長 チーフ（振興担当） 2

高知県森林整備公社派遣（2） 森林土木課長 チーフ（第一地区担当） 3

副参事 主任（４種） チーフ（第二地区担当） 3

木材増産推進課（11） 中央東林業事務所（25）

参事【兼】課長 チーフ（公営林担当） ２＋研修生１

所長 チーフ（総務担当） 1
課長補佐 チーフ（担い手対策担当） 2

次長 振興課長 チーフ（振興担当） 2
課長補佐

【兼】チーフ（計画･森林管理
　　  システム推進担当）

３＋越知町１

チーフ（増産担当） 2

4

資源利用課長
チーフ
（マテリアル利用担当）

2
・広島県、香美市、馬路村、越知町、檮原町派遣
・林野庁研修 チーフ

（エネルギー利用担当）
2

森づくり推進課（11）＋ 越知町１
＋研修生１ 安芸林業事務所（20）

短再１

高知市等から

の派遣４
課長補佐 チーフ（企画担当） 3 次長 企画支援課長 【兼】チーフ １＋短再２

令和元年度　林業振興・環境部（組織図・職員配置）

短再３

派遣（6）＝

＜注＞育休・病休の暫定配置を除く。

総数 270 名 林業環境政策課（13）＋ 檮原町１ 森林技術センター（18）＋ 短再３
＋暫定6(派遣)

課長 チーフ（総務担当） 3 所長 【兼】総務課長 チーフ

課長補佐
(木の文化担

２＋檮原町１ 森林経営課長 チーフ
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（２）分掌事務（監査対象である林業振興５課） 

 

 

林業環境政策課

1. 部の政策の総合的な企画及び調整に関すること。

2. 部内の予算、組織及び定数に関すること。

3. 部内の事務事業全般の見直しに関すること。

4. 部内の事務の総合調整に関すること。

5. 高知県県産木材の供給及び利用の促進に関する条例に関すること。

6. 木の文化県構想に関すること。

7. 森林環境保全基金に係る事業に関すること。

8. 緑化の推進に関すること。

9. 甫喜ヶ峰森林公園に関すること。

10. 森林研修センター（情報交流館）に関すること。

11. 県民の森工石山に関すること。

12. 協働の森づくりに関すること。

13. 協働の海づくりに関すること。

14. 協働の森づくり及び協働の海づくりに伴う環境に関する企業等の社会
貢献活動に関すること。

15. 森林技術センターに関すること。

16. 林業事務所に関すること。

17. 部内の他の課の主管に属しないこと。

森づくり推進課

1. 県営林に関すること。

2. 森林組合等団体指導に関すること。

3. 高知県森林整備公社に関すること。

4. 入会林野に関すること。

5. 民有林の森林計画に関すること。

6. 森林経営管理制度に関すること。

7. 森林及び林業の担い手及び雇用対策に関すること。

8. 林業の労働安全衛生の推進に関すること。

9. 森林研修センター（研修館）に関すること。

10. 林業大学校に関すること。

11. 森林の流域管理システムに関すること。

木材増産推進課

1. 木材の安定供給体制（原木の増産を含む）の推進に関すること。

2. 森の工場づくりに関すること。

3. 間伐推進に関すること。

4. 造林に関すること。

5. 山林種苗に関すること。

6. 森林の保護及び保全に関すること。

7. 森林及び林業の技術の普及指導事業に関すること。

8. 林業普及指導員に対する森林及び林業技術に係る研修に関すること。
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 （出典：高知県行政組織規則 平成 31年４月１日改正） 

 

２．高知県における林業の状況 

（１）全国に占める高知県林業の地位 

全国に占める高知県の林業の状況は以下のとおりである。森林面積は 595 千 ha と

全国で 11位の規模であり、森林面積率は 84％と全国１位となっている。まさに、高

知県は森林県である。また、当該森林のうち人工林面積は 388 千 ha で全国５位、人

工林率は全国２位と人工林が多いとともに、森林組合数は全国２位、森林組合雇用労

働者数は全国３位と、森林に関係する労働者が多い県である。一方で、林家数1は全

国 17 位であることから、急峻な地形を反映し、森林が多い割には施業の集約が進ん

でいないことがうかがえる。また、製材品出荷額等（一般製材）は全国 16 位である

ことから、大都市（消費地）へのアクセスの悪さを反映してか、製材業も十分に発展

していない状況にある。 

以上のとおり、森林に恵まれていることから森林労働者は多いものの、急峻な地形

や消費地へのアクセスの悪さから林業や製造業が十分に発展していない状況である

ことから、林業行政における県が果たす役割は非常に重要であるといえる。 

 

 
1 林家とは、保有森林面積が１ha 以上の世帯をいう。 

木材産業振興課

1. 林業及び木材産業の基盤整備に関すること。

2. 木材産業の振興に関すること。

3. 特用林産物の振興に関すること。

4. 木材の利用拡大に関すること。

5. ＣＬＴの建築及び普及の推進に関すること。

6. 木質バイオマスの利用促進に関すること。

7. 木材販売の推進に関すること。

治山林道課

1. 林道に関すること。

2. 治山に関すること。

3. 保安林に関すること。

4. 林地開発に関すること。



55 

 

 

全国に占める高知県林業の地位

千ha R元年度 37,797 710 1.9 18

千ha H28年度 25,048 595 2.4 11

％ H28年度 67 84 － 1

千ha H28年度 17,389 469 2.7 10

千ha H28年度 7,659 126 1.6 15

千ha H28年度 10,204 388 3.8 5

％ H28年度 41 65 － 2

万ha H30年度 1,220 23 1.9 13

戸 H27年度 828,973 20,371 2.5 17

経営体 H27年度 87,284 2,128 2.4 15

組合 H29年度 621 23 3.7 2

人 H29年度 15,418 733 4.8 3

人 H29年度 － 1,602 － －

工場 H29年次 4,814 89 1.8 28

千万円 H29年次 45,182 918 2.0 14

千㎥ H30年次 － 646 － －

千㎥ H29年次 21,408 561 2.6 13

うち民有林生産量 千㎥ H29年次 － 403 －

スギ生産量 千㎥ H29年次 12,147 297 2.7 13

ヒノキ生産量 千㎥ H29年次 2,762 214 7.7 3

広葉樹生産量 千㎥ H29年次 2,153 25 1.2 19

ｔ H30年次 8,742 1,523 17.4 2

ｔ H30年次 70,390 379 0.5 34

ｔ H30年次 2,635 27 1.0 11

億円 H30年次 6,245 149.2 2.4 16

戸 H30年次 942,370 3,288 0.3 46

木造数 戸 H30年次 539,394 2,145 0.4 46

木造率 ％ H30年次 57 65 － 29

㎞ H30年度 94,567 2,401 2.5 －

ｍ/ha H30年度 5.5 5.1 － －

出典：令和元年度　森林・林業・環境行政の概要（網掛けは監査人による）

生椎茸生産量

乾椎茸生産量

新設住宅着工戸数

森
林
資
源

林
家
・
労
働
者
・
事
業
体

生
産
額
・
生
産
量

需
要

林業就業者数

製材工場数

林業産出額

素材生産量

(木質ﾊﾞｲｵﾏｽ関連施設用を除く）

木炭生産量

人工林率

製造品出荷額等(一般製材)

民有林林道(自動車道）現況

民有林林道(自動車道）密度

総土地面積

森林面積

森林面積率

民有林面積

国有林面積

人工林面積

保安林面積

林家数

林業経営体数

森林組合数

森林組合雇用労働者数

基

盤

整

備

全国
順位

単位 年 全国 高知県
対全国比％
高知県/全国
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（２）高知県における森林資源の状況 

１）森林資源現況 

 

 県土の 84％を森林が占める本県の森林資源の状況は上記のとおりである。本県の

森林全体の 50％を占める民有林人工林１ha 当たりの蓄積は 488 ㎥と、前年度と比較

して７㎥増加しており、森林資源は充実している。 

また、民有林人工林のうち、45 年生を超える森林は 80％あることから、本格的な

木材利用が求められる状況にあり、水源かん養などの多面的な機能を持続的に発揮さ

せるためにも、適切な森林整備を継続していく必要がある。 

 

２）保安林面積の現況 

   

 本県の保安林は毎年増加傾向にあり、平成 20 年から平成 30 年の 10 年間で約

7,300ha 増加している1。また、水源かん養と土砂流出防備を目的としたものが多く、

これらで全体の 99％近くを占める。  

 
1 令和元年度 高知県の森林・林業・木材産業 P98 参照 

（平成30年度）

計 人工林 天然林等 計 人工林 天然林等

594,517 468,510 297,423 171,087 126,007 90,227 35,780

100% 79% 50% 29% 21% 15% 6%

197,446 166,714 145,067 21,647 30,732 26,030 4,702

100% 84% 73% 11% 16% 14% 2%

1ha当たり蓄積㎥ 332 356 488 127 244 288 131

出典：令和２年度　森林・林業・環境行政の概要（一部、監査人が加工）

蓄積(千㎥)
[割合]

区分 総数
民有林 国有林

面積(ha)
[割合]

(平成31年3月31日現在）単位：ha、％

国有林 民有林 計 比率

水源かん養保安林 109,082 74,143 183,225 78.85

土砂流出防備 〃 5,917 39,813 45,730 19.68

土砂崩壊防備 〃 247 108 355 0.15

飛砂防備 〃 0 2 2 0.00

防　　風 〃 34 69 104 0.04

水害防備 〃 0 1 1 0.00

潮害防備 〃 97 102 199 0.09

干害防備 〃 741 233 974 0.42

魚 つ き 〃 369 542 912 0.39

航行目標 〃 0 17 17 0.01

保　　健 〃 466 272 738 0.32

風　　致 〃 0 112 112 0.05

116,953 115,415 232,368 100.00

森林面積(H30年度) 126,007 468,510 594,517

保安林割合 93% 25% 39%

出典：令和２年度　森林・林業・環境行政の概要（一部監査人が加工）

保安林種

計



57 

 

（３）高知県の路網状況の推移 

    

 

 民有林林道の開設延長は 2,512km で、この中から市町村道、県道、国道へと転用さ

れたものも多く、県全体の道路網整備に大きく貢献している。一方で、林業生産の現

場では、合理的な作業システムの導入が進むなど、路網整備の必要性がますます高ま

っていることから、県は、林道を保管する作業道の開設にも積極的な取組を行ってい

る。 

 なお、県は、育成単層林等においては施業等の効率化に必要な路網を整備する一方、

天然生林等においては管理に必要となる最小限の路網を整備し、または現存の路網を

維持するなど、指向する森林の状態に応じた路網整備を進める、としている。 

 

【路網の具体例】  出典：林野庁ホームページ『路網整備の推進』 

 

公　道 林　道 作業道 合　計 林道密度
林内道路
密　　度

林内路網
密　　度

H21 4,637 2,426 5,456 12,519 5.2 15.1 26.7

H22 4,637 2,433 5,837 12,907 5.2 15.1 27.6

H23 4,637 2,447 6,193 13,277 5.2 15.1 28.3

H24 4,637 2,456 6,529 13,622 5.2 15.1 29.1

H25 4,637 2,471 6,859 13,967 5.3 15.2 29.8

H26 4,637 2,483 7,141 14,261 5.3 15.2 30.4

H27 4,637 2,492 7,413 14,542 5.3 15.2 31.0

H28 4,637 2,500 7,736 14,873 5.3 15.2 31.8

H29 4,637 2,507 8,004 15,148 5.4 15.3 32.3

H30 4,637 2,512 8,360 15,509 5.4 15.3 33.1

出典：令和元年度　高知県の森林・林業・木材産業

(注) 公道延長は昭和62年末の数値に固定とされている。

密度（m／ha）

年度

累計延長（㎞）
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（４）高知県における林業就業者数の推移 

 

 

林業就業者調査を昭和 50 年度に開始して以来、連続して減少していた林業就業者

数は、「緑の雇用制度」1などの就業支援制度に加え、雇用情報の収集・提供や林業就

職相談会、林業体験学習、林業職場のＰＲ活動などを行ってきた結果、平成 18 年度

の 1,508人を底に増加に転じ、平成 24年度は 1,662人となった。しかし、平成 25 年

度は 1,605 人に減少し、その後 1600 人前後で横ばいとなり、平成 30年度は 1,589人

となっている。林業就業者の平均年齢も、ここ 10 年間で横ばいとなっており平成 30

年度は 51.9 歳となっている。また、平成 30 年度における林業就業者に占める 30 歳

代以下の構成比は 26.3％、60歳以上が 36.8％と高齢化が解消されていない。 

 
1 緑の雇用制度とは、林業労働力の確保の促進に関する法律に基づき、都道府県知事の認定を受

けた林業事業体に対し、新規就業者を雇用して行う研修等に必要な経費を支援する制度である。 

単位：人

年度

区分

１０歳代 16 11 10 11 12 7 5 3

２０歳代 198 202 182 149 130 115 124 128

３０歳代 281 286 279 287 295 299 293 287

４０歳代 243 255 253 249 252 289 305 317

５０歳代 354 330 322 295 304 274 267 270

６０歳代以上 569 578 559 611 596 608 608 584

[割合] 34.3% 34.8% 34.8% 38.1% 37.5% 38.2% 38.0% 36.8%

合計 1,661 1,662 1,605 1,602 1,589 1,592 1,602 1,589

３０歳代以下 495 499 471 447 437 421 422 418

[割合] 29.8% 30.0% 29.3% 27.9% 27.5% 26.4% 26.3% 26.3%

４０歳代以上 1,166 1,163 1,134 1,155 1,152 1,171 1,180 1,171

[割合] 70.2% 70.0% 70.7% 72.1% 72.5% 73.6% 73.7% 73.7%

平均年齢 50.1 50.3 50.7 51.8 52.1 52.3 52.3 51.9

出典：令和２年度　森林・林業・環境行政の概要（一部監査人が追加）

H30H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
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（５）高知県の森林施業、林業産出額 

１）森林施業の実施状況 

   

 

  

 

 植栽から保育までの森林施業が実施され、健全な森林の造成が行われるとともに、

間伐による針広混交林への誘導や長伐期林の造成など、多様な森林の整備が行われ

ている。森林の持つ様々な機能を発揮するために重要な除間伐の平成 30 年度の実

行量は 4,375ha となっており、木材の搬出を主体とした間伐方法にシフトしてい

る。 

 なお、平成 30 年度を平成 25 年度と比較すると、除間伐面積は減少している一方

で、造林面積は増加している。 

   

単位：ha

年度

区分

再 造 林 65 96 86 160 156 195

拡大造林 96 130 81 68 92 68

小　　計 161 226 167 228 248 263

下 刈 り 795 806 766 781 828 807

除 間 伐 6,028 5,259 5,115 5,469 3,297 4,374

23 20 0 0 16 1

0 0 0 0 0 0

出典：令和２年度　森林・林業・環境行政の概要

(注) H30年度の複層林の森林施業（１ha）は、除間伐。

H29 H30

複　層　林

育成天然林

単
層
林

H25 H26 H27 H28
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２）林業産出額推移 

  

 

 

 

 平成 30 年の林業産出額は約 82.2 億円で、前年より約 10％の減少となっている。

うち約 71.0％が木材生産によるものであり、平成 30 年次は生産量の減少に伴い木材

産出額が前年より減少している。薪炭生産については、近年生産量が増加傾向にあり、

産出額も堅調に推移している。   

その他

数量 金額 数量 金額 数量 金額 金額
千㎥ 千万円 ｔ 千万円 ｔ 千万円 千万円 千万円

H15 405 714 869 26 1,914 107 1 848

H20 418 493 784 26 1,971 96 1 616

H21 420 419 870 29 2,016 99 0 547

H22 404 459 857 29 2,422 125 0 614

H23 507 580 889 31 2,786 134 3 749

H24 465 469 1,068 38 2,488 119 0 627

H25 495 560 1,303 48 2,537 123 － 732

H26 610 764 1,351 52 2,435 111 － 928

H27 524 637 1,297 59 2,321 112 0 808

H28 533 640 1,309 57 2,551 145 0 843

H29 561 711 1,495 66 2,235 118 23 917

H30 519 584 1,523 77 2,397 121 40 822

出典：令和２年度　森林・林業・環境行政の概要

(注) 表中の「0」は単位未満のもの、「-」は事実のないもの。

年次

木材生産 薪炭生産 きのこ類
生産額計
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３．林業振興行政における事業及び予算の状況（令和元年度） 

（１）林業環境政策課 

 

単位：千円

国庫支出金

特定財源
一般財源

1,264

859

116

38,311

65,775

212

173,000

9,598

42,874

3,520

4,509

340,038

出典：令和元年度、令和２年度　森林・林業・環境行政の概要 （事業Noは、監査人が付与）

合計 340,038

859

38,427

65,775

173,212

0

52,472

8,029

　企業・団体のCSR活動の一環として、環境先進企業・団体と市
町村有林等を対象とした、森林の再生と地域との交流を目的に二
酸化炭素吸収機能に着目した森づくりに協力してもらうため「環
境先進企業との協働の森づくり事業」の企画立案と活動を行う。
また、森と密接な繋がりを持つ海の環境保全をテーマとし、地域
の活動の活性化と環境の保全を図る。
　協働の森づくり事業で整備された森林のCO₂吸収機能を数値化
し認証することを通じて、その社会的な認知度を向上させ、温暖
化対策を推進する。

　中山間地域の振興及び森林環境の保全と森林・木材関連産業の
発展に向けて、森づくりから資源の有効な利活用に係る研究開発
及び依頼分析試験を行う。また、試験研究が円滑に実施できるよ
う、森林技術センターの管理・運営等を行う。

　「木の文化県構想」に基づき、環境と人に優しい素材である木
を日常生活の中にうまく取り入れてもらうよう、県民と木とのふ
れあう機会の創出などを実施する。

　青少年や子どもたちをはじめ一般の方々に、森林に親しみ楽し
む心を持っていただくとともに、森林・林業に関する知識の普及
啓発を行うため、森林とのふれあいやレクリエーションの場とし
て、甫喜ヶ峰森林公園及び森林研修センター情報交流館等の適正
な維持管理を行う。

　森林環境税を活用して、森林の持つ役割や森林・林業の現状、
それらに関わる営みの場である山村の現状などについて県民の理
解を促すとともに、それぞれの立場で参加できる森づくりの取り
組みを県民に分かりやすく伝えることで、県民参加による森林保
全の活動を推進する。

　県民税均等割の超過課税（森林環境税）と、同税の趣旨に賛同
して寄せられる寄付金相当額を財源に、森づくりへの理解と参加
の促進及び公益的機能を発揮できる森林保全のための事業を計画
的、効率的に実施するため、基金を積み立てる。

　森林環境譲与税を財源に、森林整備を行う市町村の支援等を行
うため基金を積み立てる。

A-7

A-8

木の文化県構想
推進事業費

森林公園等管理
運営費

県民参加の森づ
くり推進費

森林環境保全基
金積立金

森林環境譲与税
基金積立金

林業試験研究費
及び森林技術セ
ンター管理運営
費

協働の森づくり
事業費

A-2

A-3

A-4

A-5

A-6

A-1 企画調整費
　森林・林業・環境行政について、県民との意見交換などによ
り、今後の施策に反映するための取組を進める。

1,264

財
源

事業No 事業名 事業目的
R1年度

当初予算
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（２）森づくり推進課 

 

単位：千円

国庫支出金

特定財源
一般財源

99,464

428,440

48

1,616

17,124

6,853

13,463

79,368

161

64,993

50,875

7,954

144,766

2,522

54,694

5

94,812

30,051

14,816

36
17,072

64

167,091
1,296,288

252,915

1,549,203

出典：令和元年度、令和２年度　森林・林業・環境行政の概要 （事業Noは、監査人が付与）

B-1
森林整備公社助
成事業費

　森林資源の造成と公益的機能の確保及び山村経済の振興に資す
るため、一般社団法人高知県森林整備公社が行う森林整備事業等
に対して助成する。

B-2

県営林事業特別
会計操出金

県営林事業費(特
別会計）

B-8

B-9

B-10

B-11

B-12

B-3

B-4

B-5

B-6

B-7

森林研修セン
ター研修館管理
運営費

人づくり推進事
業費

林業大学校運営
費

林業大学校研修
事業費

森林林業活性化
推進費

森林計画事業費

森林整備地域活
動支援事業費

森林経営管理制
度推進事業費

森林整備地域活
動支援基金積立
金

527,904

1,664

17,124

99,684

財
源

　森林や林業・木材産業等に関する情報の収集及び提供、研修等
を行う森林研修センター研修館の業務を効率的かつ効果的に実施
するため、指定管理者に業務を代行させる。

　指導育成上の基礎資料とするために森林組合及び生産森林組合
の組織体制、財務管理、事業執行等の一斉調査を通じ、組合の組
織・経営基盤の強化を図る。また、組織・経営基盤の充実に向け
た経営改善指導や広域合併を推進する。

　森林整備の担い手の育成や林業就業者の労働条件の向上を図
り、林業就業者の定着を進め、林業の振興と森林の適正な保全管
理につなげる。
　「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づき設置され
た、林業労働力確保支援センターの事業に対して助成し、林業労
働力の確保のための支援体制を整備する。
　林業就業者の確保を図るため、労働災害防止のための安全対策
を総合的に実施する。
　林業活動の情報交換や知識・技術を習得できる高知県小規模林
業推進協議会を開催し、小規模林業の推進を図るとともに、林業
の担い手の裾野拡大に取り組む。

17,108

64

167,091

252,915

事業No 事業名 事業目的
R1年度
当初予算

65,154

203,595

2,522

149,511

44,867

　民有林の適正な管理を目的として、森林法第５条の規定に基づ
き地域森林計画を策定する。また、市町村森林整備計画や森林経
営計画の策定指導、森林情報管理システム及び林地台帳の整備を
進める。
　航空レーザ計測等によって森林資源や地形情報等の精緻化・高
度化を図ることで、森林施業の集約化、効率化の推進を行う。

　林業の労働力対策、林業機械の近代化及び林業、木材産業全般
の施策の基礎資料とするため、本県における林業就業者の就労状
況や林業機械器具の保有状況並びに素材生産量について、実態調
査を行う。

　林業、木材産業等の振興を図るため、林業、木材産業等への就
業並びに森林及び林業等に関する知識及び技術の習得を希望する
者に対し、林業大学校の短期課程、基礎課程、専攻課程において
研修教育を行う。

　林業、木材産業等の振興を図るため、林業、木材産業等への就
業並びに森林及び林業等に関する知識及び技術の習得を希望する
者に対し研修教育を行う林業大学校を運営する。

　森林資源の保続培養と公益的機能を維持する模範的な林業経営
の実践および県有財産の形成を通じて山村経済の振興に資する。

　県営林事業特別会計における事業実施に必要な一般財源を繰り
出しする。

　国から県に交付される森林整備地域活動支援交付金により、森
林所有者等による森林施業の実施に不可欠な地域における活動を
確保するための交付金の交付を円滑に実施するため、基金を積み
立てる。

　森林所有者への意向調査等、市町村が行う森林経営管理制度に
係る取り組みを支援する。

　森林経営計画の作成や施業の実施に必要となる森林情報の収
集、森林調査、合意形成活動など施業集約化の推進に必要な地域
活動、既存路網の簡易な改良、森林境界の確認・測量等に対する
支援を行う。

B-13

森林組合育成強
化事業費

1,296,288

1,549,203

小計

合計
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（３）木材増産推進課 

 

単位：千円

国庫支出金

特定財源
一般財源

881,764

20,000

311,722

79,850

426,090

54,770

28,000

48,000

25,150

4,018

2,643

4,940

6,027

48

136,425

68,557

101,486

1,832

38

2,992

2,204,352

出典：令和元年度、令和２年度　森林・林業・環境行政の概要 （事業Noは、監査人が付与）

合計 2,204,352

11,601

25,150

76,000

480,860

79,850

森林病害虫等防
除事業費

　県内の製材工場や木質バイオマス発電所等に供給する原木の確
保及び安定供給を行うため、皆伐事業地の作業道開設や集材架線
の設置、自伐林家等の林業機械レンタル、森林組合の生産性向
上、及び地域構想の目標達成(ソフト事業）について支援する。
また、原木のさらなる増産及び安定供給を確立するために、集約
化された森林での効率的な搬出間伐や林業事業体が行う皆伐施業
に欠かすことのできない高性能林業機械の導入(購入、リース）
及び、林業機械のレンタル並びに作業システムの改善（機械の改
良等）について支援を行う。

　適正な森林整備の推進、効率的な林業技術の導入、林業後継者
の育成等を図りながら、森林の多様な機能を高度に発揮する森づ
くりを進めるとともに、森林や林業に関する普及・啓発や木材利
用を推進するため、林業技術職員の円滑な活動促進と資質の向上
を図る。

4,862

170,043

136,473

6,027

　森林の公益的機能を高めるとともに、森林資源の質的充実を計
画的に推進するため、未整備のまま高齢林へと移行している人工
林の間伐を緊急に行う。

　CO₂吸収効果の高い人工林の間伐を促進することで、荒廃森林
の発生を防止し、公益的機能が効果的に発揮されるよう森林の整
備を図る。

　林業種苗法に基づく品種系統の明確な優良種苗の確保と種子採
取源として設定した採種園の整備を行う。

　森林における病害虫による被害を早期に、かつ徹底的に防除
し、被害の蔓延を防止することで、森林の保全を図る。

　事業体の収益性の向上や森林所有者への利益の還元、林業就業
者の雇用と所得の安定確保に繋げるため、森林を集約化した「森
の工場」において事業体が行う森林整備や原木生産への取り組み
に対して支援を行い、成熟しつつある人工林資源の利活用を図る
と共に、計画的で効率的な木材生産システムによる低コスト林業
や木材の安定供給・増産体制の構築を推進する。

優良種苗確保事
業費

みどりの環境整
備支援事業費

木材安定供給推
進事業費

森林資源再生支
援事業費

緊急間伐総合支
援事業費

C-9

C-10
森林林業活性化
推進費

原木増産推進事
業費

森の工場活性化
対策事業費

C-4

C-5

C-6

C-7

C-8

C-1

C-2

C-3

造林事業費

　植栽から保育に至る一連の造林事業を適正に行うとともに、長
伐期林や複層林の造成、天然林の整備など多様な森林の造成を行
い、森林資源の質的充実を計画的に推進し、森林の持つ公益的機
能の高度発揮や安定的な林業経営の基礎となる健全な森林の整備
を図る。

　森林資源を再生させることにより、森林の公益的機能を高める
とともに、質的充実を図っていくため、伐採跡地の再造林を推進
する。

　持続的な林業経営を確立するため、意欲と能力のある経営体の
育成、新たなスキームを活用する区域での重点的な路網整備、伐
木・搬出、主伐時の全木集材と再造林の一貫作業等を推進する。

1,213,486

事業No 事業名 事業目的
R1年度

当初予算
財
源
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（４）木材産業振興課 

 

単位：千円

国庫支出金

特定財源
一般財源

40,035
437

45,985

45,649

5

63,715

11,500

10,219

6,559

57,238

59,338

35,484

81,182

2,850

9,215

328,060

797,471

100,000

3,481

650,000

325,021

325,000

2,200,973

出典：令和元年度、令和２年度　森林・林業・環境行政の概要 （事業Noは、監査人が付与）

小計

合計

797,471

2,200,973

木材産業等高度
化推進資金貸付
事業費(特別会
計）

　木材の生産・加工・流通の合理化、林業経営の改善を推進する
ため、必要な資金を金融機関に預託し、低利で融資する。

地方債元利償還
金(特別会計）

木材産業等高度化推進資金貸付事業に係る、独立行政法人農林漁
業信用基金からの借入金の償還及び利息の支払を行う。

一般会計繰出金
(特別会計）

　木材産業等高度化推進資金貸付事業に係る金融機関への預託金
について、償還預託金及び納入利息のうち、独立行政法人農林漁
業信用基金への元利償還金を差し引いた額を一般会計に繰り出
す。

林業・木材産業
改善資金助成事
業特別会計操出
金

　林業・木材産業改善資金貸付事業の貸付、償還及び債権の保全
等の事業を円滑に行うための管理運営費を一般会計から特別会計
へ繰り出す。
　木材産業等高度化推進資金貸付事業の実施にあたり、預託原資
を造成するために一般会計から特別会計へ繰り出す。

林業・木材産業
改善資金貸付事
業費(特別会計）

　無利子の資金を貸し付けることにより、林業従事者等が林業経
営の改善、又は木材産業経営の改善等に取り組むことを支援す
る。

林業・木材産業
改善資金管理運
営費(特別会計）

　林業・木材産業改善資金の貸付・償還及び債権の管理・保全等
の事務を円滑に推進する。

県産材用途拡大
事業費

　新素材であるCLTを活用した木造建築を推進するため、普及・
技術取得及びCLTを活用したCLT建築物の設計に係る経費に対し支
援する。

県産材需要拡大
対策事業費

　木材需要の多くを占める木造住宅の建築を促進することで木材
の需要拡大を図る。
　「木の文化県構想」に基づく「木に親しむ」、「木を活かす」
活動の一環として、県産材を活用した公共的施設等の整備や、県
産木製品の導入などを支援することで木の良さを普及し、県産材
の利用促進を図る。
　木材利用を推進するため、木造公共施設等の整備に対して助成
を行う。

木質資源利用促
進事業費

　森林資源を活かした循環型社会の形成並びに新たな産業や雇用
の創出に向け、木質バイオマスエネルギーの地域循環利用の取り
組みを進めるために、バイオマス利用施設等の整備、燃料の備蓄
や燃焼灰収集等への支援を行う。

D-1

D-2

D-3

D-4

109,369

86,457
木材産業構造改
善事業費

県産材外商推進
対策事業費

　競争力のある木材産地の形成と地域材の安定的な供給体制の整
備等を行うために必要な調査を実施する。

　本県の豊富にある木材資源を活用するためには、県外への販路
拡大が不可欠である。このため、市場における土佐材の知名度向
上、県外工務店や木材流通業者等とのネットワーク形成などの取
り組みを通じて、販売を促進する。
　製材品の販売拠点が、県外販売の窓口を担う体制づくりを支援
する。
　原木の増産と木材加工力の強化により増加する土佐材製品につ
いて、県外で大規模に販売するための仕組みづくりを支援し、地
産外商を拡大する。
　経済発展や人口増加等により木材需要の増加が見込まれる国等
に対し、県内事業者が行う営業活動等を支援し県産材の輸出を促
進する。

地域林業総合支
援事業費

　森林・林業を核とした地域振興に資する取組の中で、緊急性か
つ事業効果の高い取組を総合的に支援する。

特用林産振興対
策事業費

　特用林産の振興を加速的に進めるため、新規参入者を含めた人
材育成及び栽培マニュアルの発行、活用を図ることで中山間地域
の活性化を推進する。

11,500

10,219

事業No 事業名 事業目的
R1年度

当初予算
財
源

325,021

325,000

D-11

D-12

D-13

D-8

D-5

D-6

D-7

D-9

D-10

328,060

12,065

176,004

63,797

100,000

3,481

650,000
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（５）治山林道課 

 

単位：千円

国庫支出金

特定財源
一般財源
459,470
271,943
57,200

35,986

11,655

7,837

488

440,044
243,025
22,630

103,691

1,151,500

1,100

761,389

866,004

2,065

155,000

159,000

18,142

335,547
372,000
11,480

186,951
101,000
12,049
4,284
4,000

716

10,100

4,300

228,000
69,799

26,748

109,000

13,200

118,212
63,000
7,877
8,890

53
14,807

6,470,182

出典：令和元年度、令和２年度　森林・林業・環境行政の概要 （事業Noは、監査人が付与）

合計

道整備交付金事
業費

緑資源幹線林道
事業費

林道災害復旧事
業費

山地治山事業費

水源地域等保安
林整備事業費

保安林整備費

山地防災事業費

災害関連緊急治
山等事業費

治山施設等災害
関連事業費

林地崩壊対策事
業費

山地災害防止事
業費

E-17

E-4

E-5

E-6

E-7

　地域における経済基盤の強化又は生活環境整備のため、交通の
円滑化及び産業の振興を図る。

　旧独立行政法人緑資源機構の実施した緑資源幹線林道事業に係
る県負担金の償還を行う。

　林道災害を復旧し、機能回復を図る。
　　基本補助率：奥地（国）65％（県）0％
　　　　　　　　その他（国）50％（県）0％

　山腹崩壊や地すべり等により被災した荒廃山地の復旧整備や、
機能低下している保安林を改良することで、森林の持つ公益的機
能を回復させるとともに、山地災害の防止に努め、「安心して住
める県土」の確保を図る。

　重要な水源地域において、荒廃森林等の整備、水土保全施設の
整備、荒廃地等の復旧整備を行い、水資源の確保と県土の保全を
図る。
　また、被災保安林、劣悪保安林の復旧整備、機能低位な保安林
の保育等により、保安林機能の維持・向上を図る。

6,470,182

719,027

300,000

9,000

14,400

297,799

705,699

103,691

1,152,600

1,629,458

332,142

26,748

122,200

189,089

23,750　保安林の指定及び伐採許可等の適正な管理を行う。

　被災した治山施設を復旧して、施設の機能回復を図る。

　民有林内の大規模荒廃地又は地すべり防止区域、若しくは高度
の技術を要するもので、国が復旧整備を図るものに対し、県が経
費の一部を負担する。

　治山事業を円滑に推進するため、翌年度に実施する治山事業箇
所の計画書の作成及び既設の治山施設の点検を行う。

　公共治山、林地崩壊防止事業等に採択されない崩壊地の復旧整
備や治山施設の維持修繕等を実施する。

治山計画費

国直轄治山事業
費負担金

林地災害復旧事
業費

　天然現象に起因する崩壊地や、崩壊の可能性の濃厚な山地の復
旧整備を実施し、森林の公益的機能の回復を図る。

　当年に発生した災害であって、緊急に復旧整備の必要な箇所に
ついて実施する。

　林地荒廃防止施設の復旧にあわせて新生崩壊地の復旧を図る。

　山地に起因する災害箇所で、保全対象並びに復旧工事の規模等
から見て、災害関連緊急治山等事業として採択されない箇所に対
し、林地の保全上必要な施設を新設し、再度災害を防止する。

E-13

E-14

E-15

E-16

E-9

E-10

E-11

E-12

E-8

E-1

E-2

E-3

林道開設事業費

林道改良事業費

林道舗装事業費

　民有林林道を整備し、森林整備基盤の充実と山村農林業の振興
を図る。

　車両の大型化、重量化に伴い、開設当時の規格では対応できな
くなった既設林道について局部的構造の質的向上を図り、自然環
境の保全など最近の社会要請に対応できるよう整備する。

　車両の大型化、重量化による輸送力の向上に対応するととも
に、通行の安全を確保するため、舗装による林道の質的向上を図
る。

788,613

47,641

8,325

事業No 事業名 事業目的
R1年度

当初予算
財
源
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４．高知県における林業振興行政の取組 

（１）林業振興行政における施策の展開 

林業振興行政に関する施策の体系として、産業振興計画に該当するものとその他の

ものに大きく分けることができる。また、産業振興計画の施策については、５つの柱

より成り立っている。 

 

（２）林業分野における産業振興計画 

１）分野目標・戦略の柱・戦略の方向性・戦略目標・取組方針 

  分野を代表する数値目標について、この項以降『分野目標』という。 

  

（出典：産業振興計画）  

その他

柱１ 原木生産のさらなる拡大

柱２ 加工体制の強化

柱３ 流通・販売体制の確立

柱４ 木材需要の拡大

柱５ 担い手の育成・確保

産業振興計画

森林・林業の
重要性の啓発

南海トラフ
地震対策

木材・木製品製造品出荷額　　

原木生産量　

戦略の柱 戦略の方向性 戦略目標

1-1 生産性の向上による原木の増産

1-2 持続可能な森林づくり

1-3 再造林コストの縮減

3-2
プッシュ型提案等による外商体制の
強化

3-3 販売先の拡大

4-1
住宅・低層非住宅建築物における木
材利用の促進

4-2 CLT等の普及促進

4-3 木質バイオマスの利用拡大

4-4 Ａ材の需要拡大

4-5 建築士の育成

4-6 経済同友会など各種団体との連携

5-1 林業大学校の充実・強化

5-2 きめ細かな担い手育成・確保の強化

5-3 事業体の経営基盤の強化

5-4 小規模林業の推進

分野目標（林業）

取組方針

森の工場からの原木生産量（間伐）の
拡大　㉖10.9万㎥→㉛15.1万㎥
→㉝15.3万㎥→㊲17.0万㎥

㉖204億円 ⇒ ㉛220億円 ⇒ ㉝232億円 ⇒ ㊲256億円

㉖61万㎥ ⇒ ㉛78万㎥⇒ ㉝81万㎥⇒ ㊲90万㎥

県産製材品の出荷量の増加
㉖23.3万㎥→㉛27.4万㎥
→㉝28.4万㎥→㊲28.4万㎥

付加価値の高い製品づくり

林業・木材産業クラスターの形成

高次加工施設の整備

製材工場の強化・消費者ニーズに対応した
競争力の高い加工事業体を
育成する
・CLTパネル工場をはじめ
とする林業・木材産業クラ
スターの形成を目指す

(柱２）
加工体制の強化

成熟した森林資源を最大限
に生かせる仕組みづくりを
推進する

(柱１）
原木生産の
さらなる拡大

2-1

2-2

2-3

2-4

県産製材品の県外出荷量の増加
㉖□16.1万㎥→㉛□20.1万㎥
　★0.0万㎥　　 ★0.1万㎥
→㉝□19.7万㎥→㊲□15.8万㎥
　★1.5万㎥　　 　★5.4万㎥
（□：一般製材品　★：高次加工品）

大消費地や海外をターゲッ
トとした、組織的・継続的
な外商活動を展開する

(柱３）
流通・販売体制
の確立

3-1 流通の統合・効率化

林業就業者数の増加
㉖1,602人→㉛1,747人
→㉝1,777人→㊲1,870人
新規雇用者数の増加（川下・累計）
㉛32人→㉝58人→㊲96人

優れた人材を育成・確保す
る

(柱５）
担い手の
育成・確保

木質バイオマス利用量の増加
㉖35.6万ﾄﾝ→㉛57.3万ﾄﾝ
→㉝58.0万ﾄﾝ→㊲60.6万ﾄﾝ

・低層非住宅の木造化等に
より飛躍的な需要拡大を図
る
・木質バイオマスの利用拡
大を促進する

(柱４）
木材需要の拡大
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２）分野目標及び戦略目標における実績値 

 分野目標及び戦略目標に関する令和元年度の目標値及び実績値は以下のとおり

である（新規雇用者数の増加の目標値は令和３年度）。 

 

 

３）各取組方針に関する具体的な取組・目標値・実績・具体的事業 

 林業分野における産業振興計画については、上記１）のとおり、20 の取組方針か

らなっている。各取組方針について、具体的な取組・目標値・実績値・具体的事業

についてまとめると以下のとおりとなる。なお、下記のデータは、産業振興計画を

取りまとめた資料に加え、県の林業環境政策課より提出を受けた資料に基づいて作

成している（具体的事業の番号は、61 頁～65 頁において監査人が付与した番号で

ある）。 

 

区分 H26 出発点 R元 目標値 実績目標

23.0万㎥
（R元）

県産製材品の出荷量の増加

森の工場からの原木生産量
(間伐)の拡大

214億円
（H30）

61万㎥ 78万㎥
67.1万㎥
（R元）

木材・木製品製造業出荷額等

原木生産量

204億 220億円

10.7万㎥
（R元）

23.3万㎥ 27.4万㎥

10.9万㎥ 15.1万㎥

32人
(R元)

58人
(R3)

32人
（R元）

1,589人
（H30）

16.5万㎥
（H30）

35.6万ﾄﾝ 57.3万ﾄﾝ
42.9万ﾄﾝ
（R元）

0.0万㎥ 0.1万㎥
0.03万㎥
（H30）

1,602人 1,747人

16.1万㎥ 20.1万㎥

分野目標

戦略目標

林業就業者数の増加

新規雇用者数の増加
(川下・累計）

県産製材品の県
外出荷量の増加

木質バイオマス利用量の増加

一般製材品

高次加工品
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① 1-1 生産性の向上による原木の増産 

 

② 1-2 持続可能な森林づくり 

 

③ 1-3 再造林コストの縮減 

 

④ 2-1 製材工場の強化 

 

⑤ 2-2 高次加工施設の整備 

 

指標 出発点 R元目標値 実績

B-8 森林計画策定事業費

B-8 森林情報活用促進事業費

B-9 森林整備地域活動支援交付金

C-1 造林事業費

C-8 森の工場活性化対策事業費

C-3 木材安定供給推進事業費

C-8 森の工場活性化対策事業費

C-9 原木増産推進事業費
E-1～E-6 林道関係事業

皆伐の促進 皆伐事業による原木の生
産性

28万㎥
(H26)

35万㎥ 37.7万㎥
(H30次) C-9 原木増産推進事業費

C-1 造林事業費

C-3 木材安定供給推進事業費補助金

森の工場の承認面積 63.335ha

（H26）
81.600ha 74.334ha

(R元)

森の工場における搬出間
伐の労働生産性

3.2㎥/人日
(H24-26平均)

具体的な取組

森の工場の拡大・推進
（H31拡充）

効率的な生産システムの
導入を促進（H31拡充）

原木の安定供給システム
の構築

3.6㎥/人日
（R元）

協定取引による原木生産
量

具体的事業

20万㎥
(H26)

24万㎥ 28.0万㎥
（R元）

3.6㎥/人日

指標 出発点 R元目標値 実績

苗木の生産体制の強化 林業用苗木の生産量 76万本
(H26)

95万本 81万本
(R元) C-6 優良種苗確保事業費

C-1 造林事業費
C-2 森林資源再生支援事業費補助金

C-1 造林事業費

C-2 森林資源再生支援事業費補助金

C-1 造林事業費

C-3 木材安定供給推進事業費補助金

C-4 緊急間伐総合支援事業費補助金

C-5 みどりの環境整備支援事業費

A-2 木の文化県構想推進事業費

A-4 県民参加の森づくり推進費

①8.855t-CO2
  　(H26)
②12件

①22.393t-CO2

②15件

①11.198t-CO2
    (R元)
②12件
　　(R元)

環境
オフセット・クレジット推進事業
費

クレジット活用の促進

再造林への支援と低コス
ト育林の推進（H31拡
充）

獣害対策への支援

再造林面積

シカ被害対策の実施面積

間伐面積

①クレジット販売量
②高知県版J-クレジット
制度のプロジェクト登録
件数

間伐の推進

250ha

（R元）

189ha

（R元）
196ha60ha

(H26)

5.259ha

(H26)

8.000ha

具体的な取組 具体的事業

4.693ha

(R元)

220ha

（H26)
400ha

指標 出発点 R元目標値 実績

苗木の生産体制の強化 林業用苗木の生産量 76万本
(H26)

95万本 81万本
(R元) C-6 優良種苗確保事業費

C-1 造林事業費
C-2 森林資源再生支援事業費補助金

再造林への支援と低コス
ト育林の推進（H31拡
充）

再造林面積

具体的な取組 具体的事業

220ha

(H26)

400ha 250ha

(R元）

指標 出発点 R元目標値 実績

D-1 木材加工流通施設整備事業費

D-1 県産材加工力強化事業費

県内企業による協業化・
大型化の検討（H31拡
充）

原木消費量3万㎡の製材
工場数

2社
(H26)

3社 2社
(R元)

国産材の製材品出荷量 14.6万㎥
(R元)

17.0万㎥製材事業体の加工力強化
(H31拡充）

12.9万㎥
(H26)

具体的な取組 具体的事業

指標 出発点 R元目標値 実績

集成材工場の整備 構造用集成材工場の工場
数

－
(H26)

1施設
（H28年）

1施設
（H28年）

D-1 木材加工流通施設整備事業費

ＣＬＴパネル工場の整備 ＣＬＴパネル工場の工場
数

－
(H26)

1社 ０社
（R元）

具体的事業具体的な取組



69 

 

⑥ 2-3 林業・木材産業クラスターの形成 

 

⑦ 2-4 付加価値の高い製品づくり 

 

⑧ 3-1 流通の統合・効率化 

 

⑨ 3-2 プッシュ型提案等による外商体制の強化 

 

⑩ 3-3 販売先の拡大 

 

⑪ 4-1 住宅・低層非住宅建築物における木材利用の促進 

 

⑫ 4-2 ＣＬＴ等の普及促進 

 

指標 出発点 R元目標値 実績

加工施設を中心としたク
ラスター

新規雇用者数(製材所・
累計）

－
(H26)

32人 10人
（R元）

※各種関連事業により対応

具体的な取組 具体的事業

指標 出発点 R元目標値 実績

D-1 木材加工流通施設整備事業費

D-1 県産材加工力強化事業費

具体的な取組 具体的事業

12.9万㎥
(H26)

17.0万㎥ 14.6万㎥
（R元）

製材事業体の加工力強化
(H31拡充）

国産材の製材品出荷量

指標 出発点 R元目標値 実績

県外流通拠点を活用した
取引の拡大

県外流通拠点における県
産製材品の取扱量

4.4千㎥
(H26)

5.7千㎥ 8.2千㎥
（R元）

D-2
県産材外商推進対策事業費（販売
拡大拠点設置事業費）

トレーラ等による低コス
ト・定期輸送の増加

トレーラ等による県産製
材品の定期輸送量

－
(H26)

3.2千㎥ 3.7千㎥
（R元）

D-2

D-2

土佐材販売力抜本強化事業費
新しい木材流通拠点整備事業費

具体的な取組 具体的事業

指標 出発点 R元目標値 実績

外商活動体制の抜本強化
(H31拡充）

県外販売窓口による県産
製材品の県外出荷量

20.1千㎥
(H26)

22.2千㎥ 23.9千㎥
（R元） D-2

県産材外商推進対策事業費（県産
材需要拡大サポート事業委託料）
※他事業とも連携

具体的な取組 具体的事業

指標 出発点 R元目標値 実績

県外での土佐材を使用し
た建築の促進

県外での土佐材を使用し
た住宅等の建築棟数

119棟
(H26)

180棟 159棟
(R元)

D-2
県産材外商推進対策事業費（土佐
の木の住まい普及推進事業費）

海外への販売促進
県産材製品の輸出量

1.9千㎥
(H26)

3.0千㎥
1.9千㎥
(R元)

D-2 県産材輸出促進事業費

具体的な取組 具体的事業

指標 出発点 R元目標値 実績

公共事業や公共施設での
県産材の率先利用と木製
品の需要拡大

県有施設の木造化率 75%

(H26)

100% 100％
(R元） D-6 木造公共施設等整備事業費

D-5 非住宅建築物木造化促進事業費

D-6 木の香るまちづくり推進事業費

D-6 木造公共施設等整備事業費

県産材を活用した木造住
宅建築の促進

戸建て住宅の木造率 90.4%

(H26)

現状値以上
(全国平均

以上)

92.9%

(R元)
全国平均
90.3%

D-6 木造住宅総合推進事業費

26％
(H26)

34% 45.1%

(R元）
低層非住宅建築物の木造
化の促進（H31拡充）

低層非住宅の木造化率

具体的な取組 具体的事業

指標 出発点 R元目標値 実績

ＣＬＴ建築物の需要拡大 ＣＬＴ建築物の整備数 1棟
(H26)

24棟 26棟
(R元) D-5 CLT建築促進事業費

具体的な取組 具体的事業
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⑬ 4-3 木質バイオマスの利用拡大 

 

⑭ 4-4 Ａ材の需要拡大 

 

⑮ 4-5 建築士の育成 

 

⑯ 4-6 経済同友会など各種団体との連携 

 

⑰ 5-1 林業大学校の充実・強化 

 

指標 出発点 R元目標値 実績

木質ペレット等の安定供
給の促進

木質ペレットの県内自給
率

40%

(H26)

100% 80.9%

(R元)
D-7 木質資源利用促進事業費

幅広い分野での木質バイ
オマスボイラー導入の拡
大

木質バイオマス
ボイラー燃料利用量

2.1万ﾄﾝ
(H26)

2.5万ﾄﾝ 2.7万ﾄﾝ
(R元) D-7 木質資源利用促進事業費

木質バイオマス発電の促
進

木質バイオマス発電施設
の整備量

2施設
(H26)

3施設 2施設
(R元)

D-7 木質資源利用促進事業費

燃焼灰の有効利用 燃焼灰の利用が広がって
いる

自ら利用の普
及

(H26)

自ら利用に加え

て新たな利用が

進んでいる

一部で自ら利
用されている

(R元)
D-7 木質資源利用促進事業費

具体的な取組 具体的事業

指標 出発点 R元目標値 実績

D-1 木材加工流通施設整備事業費

D-1 県産材加工力強化事業費

D-5 非住宅建築物木造化促進事業費

D-6 木の香るまちづくり推進事業費

D-6 木造公共施設等整備事業費

14.6万㎥
(R元)

製材事業体の加工力強化
(H31拡充）

国産材の製材品出荷量

34% 45.1%

(R元)

12.9万㎥
(H26)

17.0万㎥

低層非住宅の木造化率 26％
(H26)

低層非住宅建築物の木造
化の促進（H31拡充）

具体的な取組 具体的事業

指標 出発点 R元目標値 実績

外商活動体制の抜本強化
(H31拡充）

県外販売窓口による県産
製材品の県外出荷量

20.1千㎥
(H26)

22.2千㎥ 23.9千㎥
(R元) D-2

県産材外商推進対策事業費（県産
材需要拡大サポート事業委託料）
※他事業とも連携

D-5 非住宅建築物木造化促進事業費

D-6 木の香るまちづくり推進事業費

D-6 木造公共施設等整備事業費

低層非住宅建築物の木造
化の促進（H31拡充）

低層非住宅の木造化率

具体的な取組

26％
(H26)

34% 45.1%

(R元)

具体的事業

指標 出発点 R元目標値 実績

外商活動体制の抜本強化
(H31拡充）

県外販売窓口による県産
製材品の県外出荷量

20.1千㎥
(H26)

22.2千㎥ 23.9千㎥
(R元) D-2

県産材外商推進対策事業費（県産
材需要拡大サポート事業委託料）
※他事業とも連携

D-5 非住宅建築物木造化促進事業費

D-6 木の香るまちづくり推進事業費

D-6 木造公共施設等整備事業費

45.1%

(R元)
低層非住宅建築物の木造
化の促進（H31拡充）

低層非住宅の木造化率 26％
(H26)

34%

具体的な取組 具体的事業

指標 出発点 R元目標値 実績

B-5 林業大学校運営費
B-5 林業大学校研修事業費

林業大学校研修事業費

林業労働力確保支援センター事業
費

開かれた大学校づくりの
促進

短期課程(リカレント
コース等)の受講者数(延
べ人数)

－
(H26)

1,670人 1,947人
(R元) B-5 林業大学校研修事業費

B-5

B-4

26人
(R元)

27人－
(H26)

林業大学における人材育
成（H31拡充）

林業学校研修修了者数
(年平均)

具体的な取組 具体的事業

17人
(R元)

21人－
(H26)

林業学校研修修了生の県
内就職者数(年平均)

県内事業体等への就業促
進・定着率の向上
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⑱ 5-2 きめ細かな担い手育成・確保の強化 

 

⑲ 5-3 事業体の経営基盤の強化 

 

⑳ 5-4 小規模林業の推進   

指標 出発点 R元目標値 実績

B-3 森林研修センター研修館管理運営
費

B-4 林業労働力確保支援センター事業
費補助金

B-4 新規就業者職業紹介アドバイザー
業務委託料

B-4 雇用管理改善推進アドバイザー業
務委託料

B-7 森林林業活性化推進費

B-4 林業労働力確保支援センター事業
費補助金

B-4 小規模林業推進事業費

B-5 林業大学校研修事業費

B-4 特用林産業新規就業者支援事業費
補助金

B-5 林業大学校研修事業費

10人
（R元)

6人以上6人
(H26)

20人
(H28～R元)

20人
(H28～R元)

62.5人
(R元）

68人55人
(H26)

8人
(H24～H27)

特用林産業における新規
就業者数(累計)

特用林産業新規就業者の
支援

新規就業者数(年平均)林業労働力確保支援セン
ターと連携した就業者の
確保

林業分野へのＵＩターン
新規就業者数(年平均)

移住施策との連携による
担い手の確保

具体的な取組 具体的事業

指標 出発点 R元目標値 実績

林業事業体のマネジメン
ト能力向上

林業施業プランナーがい
る雇用改善計画認定事業
体数

47事業体
(H26)

60事業体 48事業体
（R元） B-2 森林組合育成強化事業費

B-4 森林整備担い手確保育成対策事業
費補助金

B-4 林業就労環境改善事業費

82事業体
（R元）

100事業体

具体的な取組

96事業体
(H26)

雇用改善計画認定事業体
数

林業事業体における労働
環境の改善（H31拡充）

具体的事業

指標 出発点 R元目標値 実績

B-4 小規模林業推進事業費

B-5 林業大学校研修事業費

C-4 緊急間伐総合支援事業費

C-9 原木増産推進事業費

具体的な取組 具体的事業

553人
（R元）

400人203人
(H26)

小規模林業推進協議会の
会員数

小規模林業の活動を支援
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（３）地域産業クラスタープロジェクト（林業）の概要 

１）林業・木材産業クラスタープロジェクト（県内一円） 

①概要 

 

②平成 30年度までの取組状況 

森林資源を余すことなく活用する川上から川下までの仕組みを生かした、原木生

産の拡大、再造林の推進、建築物への CLT や A材の利用促進 

１次 森林組合支援 WGによる作業システムの改善支援(16 組合) 

 一貫作業システム の調査及び指導(５回) 

 製材事業体の事業戦略の実践(H29策定２社)及び新規策定(３社)への支援 

 林業大学校による担い手の育成(研修生：40 人) 

２次 人工乾燥材、JAS 製品の生産拡大に向けた県内製材工場との協議及び事業

化の検討 

 新たな内装材等の開発(１ｱｲﾃﾑ)・改良(３ｱｲﾃﾑ) 

３次 TOSAZAI センターを中心に県外流通拠点や県外パートナー企業等との連携 

を強化(281 社を訪問) 

 CLT 建築物(完成８棟、構造・完成研修会８回)をはじめ非住宅建築物の木

造化等の推進 

 

③令和元年度の展開 

【課題】 

 ・再造林率の向上  

・A 材を活用した高付加価値製品の開発及び販路拡大  

・木材需要の拡大、木造建築を担う建築士の育成 
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【令和元年度の主な取組】 

１次 地域ぐるみの再造林推進体制の構築 

２次 共同乾燥(JAS)施設等の整備の推進  

 内装材などの付加価値の高い製品開発の推進 

３次 非住宅木造建築のプッシュ型提案 

 相談窓口の設置 

 林業大学校等における木造建築を担う建築士の育成  

（リカレント教育の強化） 

  

２）嶺北地域の林業クラスターによる地域の活性化（嶺北地域） 

①概要 

 

②平成 30年度までの取組状況 

原木の安定供給、嶺北材及び木工製品の販売促進活動、スギコンテナ苗出荷 

 

１次～３次 嶺北広域原木安定供給協議会開催(５月、２月) 

１次 森林組合ほか素材生産事業体(10 事業体)との協議・支援、西峰スギ

コンテナ育苗ハウス整備(２棟目：５月)及びスギコンテナ苗の移植

(40,000本) 

２次 ストックヤード造成工事の継続 

３次 商談会・フェア等への出展、県外への営業活動、集落活動センターい

しはらの里における林業研修の実施(５人) 
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③令和元年度の展開 

【課題】 

 ・原木の安定供給  

・スギ苗の継続的な販売先の確保と栽培技術の向上  

・嶺北材及木工製品の販売拡大 

 

【令和元年度の主な取組】 

１次～３次 嶺北広域原木安定供給協議会による素材流通等の ICT 化に伴う作業

部会の運営、西峰スギコンテナ苗栽培に係る勉強会等の開催 

１次 森林組合支援ワーキング等の開催 

２次 ストックヤード造成工事の継続 

３次 れいほくスケルトンの四国内(香川県中心)における販売活動 

 販路拡大に向けた商品の開発 

 

３）佐川町で展開する自伐型林業での木材産業クラスター（佐川町） 

①概要 

 

②平成 30年度までの取組状況 

森林長期施業管理契約締結の推進、地域おこし協力隊の採用・育成と自立化によ

る自伐型林業のビジネスモデルづくり、地域おこし協力隊(ものづくり関連)の採用、

学校教育、集落活動センター等との連携 

１次 地域おこし協力隊の採用(２名) 

 地域おこし協力隊による任意団体への町事業委託 

 森林長期施業管理契約の締結(213ha ３月末見込) 

２次・３次 地域おこし協力隊(ものづくり関連)の採用(４名) 
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 学校教育、集落活動センター等と連携し、町産材を活用した WS等を開

催 

 モノづくりコンシェルジュ事業の開始 

 町産材を活用した商品開発(植物模型) 

 わんさかわっしょい体験博の開催(H31.２.２～３.10) 

 

③令和元年度の展開 

【課題】 

 ・山林の集約化  

・自伐型林業ビジネスモデルの構築 

 

【令和元年度の主な取組】 

１次 森林長期施業管理契約締結の推進 

 地域おこし協力隊の採用・育成と自立化に向けた協議 

２次 森林資源総合活用施設の整備検討 

３次 道の駅の整備検討 
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（４）県単独森林環境税の概要 

 

（出典：令和元年度 森林・林業・環境行政の概要） 

 

 

 上記の森林環境税を財源とした各種事業について、高知県森林環境保全基金運営委

員会において評価を実施している。当該評価シートより、令和元年度の事業目標に対

する実績の内容を抽出すると以下のとおりである。 

 

県民税均等割の超過課税と、同税の

趣旨に賛同して寄せられる寄付金

県    民

 積立て 173,212

県民の意見を検討に反映

納税者、学識経験者を委嘱

 基金からの繰入金

基金運営委員会 … 〔内訳〕

事業計画の検討

事業の実施状況確認

事業案への意見　等

森林環境保全基金

県民意見の反映

透明性の確保

森林環境の保全に係る事業

〔分野〕 〔R元年度内訳〕 〔予算：千円〕 No 〔担当部課〕

公益林保全整備事業費補助金 28,000  1

みどりの環境整備支援交付金 25,150  2

予算計 67,028 森林・山村多面的機能発揮対策支援事業費補助金 13,878  3 林業振興・環境部 林業環境政策課

シカ捕獲推進事業費補助金 28,200  4-1

指定管理鳥獣捕獲等事業委託料 2,585   4-2

シカ個体数調査委託料 1,538   4-3

希少野生植物食害防止対策（調査業務）委託料 2,151   

希少野生植物食害防止対策（防護柵設置業務）委託料 2,149   5

予算計 41,892 希少野生植物食害防止対策（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査業務）委託料 5,269   

自然体験型学習事業 4,470   

指導者派遣事業費 165     6

子ども地域学習推進事業 994     

高校生森林環境理解事業 950     7

高校生後継者育成事業 579     8

予算計 29,175 山の学習支援事業費補助金 22,017  9 林業振興・環境部 林業環境政策課

森林環境情報誌作成等委託料 5,967   

森林環境情報誌作成等事務費 83      

森林環境学習フェア開催委託料 9,082   

森林環境学習フェア開催事務費 83      

こうち山の日県民参加支援事業委託料 5,131   

インターネットホームページ保守管理委託料 294     

こうち山の日推進事業費補助金 7,840   13

運営委員会開催等事務費 1,400   14

予算計 30,585 林業大学校（短期課程）研修業務等委託料 705     15 林業振興・環境部 森づくり推進課

木の香るまちづくり推進事業費補助金 34,375  

事務費 279     

予算計 35,479 木育推進事業費補助金 825     17

合計 204,159 

：今回の包括外部監査の対象

出典：令和元年度　森林・林業・環境行政の概要

林業振興・環境部

10

11

12

林業振興・環境部

森林整備

シカ被害対策

森林環境教育

県民の
主体的な活動

林業振興・環境部

中山間振興・
交通部

林業振興・環境部

教育委員会事務局

教育委員会事務局

木材利用 16

林業環境政策課

木材産業振興課

木材増産推進課

鳥獣対策課

環境共生課

生涯学習課

高等学校課
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森林環境税活用事業評価 

 

No 目標指標 R元目標 R元実績
1 細目事業名 緊急間伐総合支援事業 事業実施対象件数（件） 269 166

細々目事業名 緊急間伐総合支援事業 森林整備面積（ha） 350 196
当該事業名 公益林保全整備事業 １ha当たりの事業コスト（間伐）（円） 80,000 80,000

2 細目事業名 みどりの環境整備支援事業 事業実施件数（件） 408 278
細々目事業名 みどりの環境整備支援事業 森林整備面積（ha） 802 675
当該事業名 みどりの環境整備支援事業 １ha当たり事業コスト（円） （除伐） （除伐）

35,000 35,000
（保有間伐Ａ） （保有間伐Ａ）

35,000 35,000
（保有間伐Ｂ） （保有間伐Ｂ）

30,000 30,000
（保有間伐Ｃ） （保有間伐Ｃ）

23,000 23,000

3 細目事業名 県民の森づくり推進費 事業実施団体数 60 51
細々目事業名 森林・山村多面的機能発揮対策支援事業費 森林整備面積（ha） 550 362.1
当該事業名 森林・山村多面的機能発揮対策支援事業費補助金 各森林整備事業１ha当たり事業コスト（円） 28,288 28,708

4-1 細目事業名 鳥獣被害対策事業費 配布くくりわな数（基） 4,700 4,077
細々目事業名 捕獲対策事業費 配布くくりわなによる捕獲実績（頭） 1,700 588
当該事業名 シカ捕獲推進事業費補助金 １頭の捕獲に要する経費（円） 16,588 47,939

4-2 細目事業名 鳥獣被害対策事業費 捕獲日数（日） 140 129
細々目事業名 捕獲対策事業費 シカ捕獲頭数（頭） 30 37
当該事業名 指定管理鳥獣捕獲等事業委託料 シカ１頭の捕獲に要する経費（円） 172,333 112,200

4-3 細目事業名 鳥獣被害対策事業費 専門業者との業務委託契約 ９月 10月
細々目事業名 捕獲対策事業費 県内シカ生息数（H30年度末時点）の推定
当該事業名 シカ個体数調査委託料 ※H27年度末時点76,938頭

ABC管理ユニットごとの生息数を推定
※H27年度末Ａ35,872頭、Ｂ6,496頭、Ｃ34,570頭

成果品「シカ個体数調査業務報告書」一式 1,538,000 1,537,800

5 細目事業名 希少動植物保護対策事業 食害拡大地域の現地調査箇所数（箇所） 5 7
細々目事業名 希少野生動植物保護対策事業 防護柵設置（柵延長距離）（m） 300 332
当該事業名 希少野生植物食害対策事業

防護柵１m設置に係る経費（円） 25,880 10,053
設置済防護柵１箇所当りモニタリング経費（円） 119,750 119,250

6 細目事業名 環境学習推進事業費 指導者派遣団体数 5 5
細々目事業名 環境学習推進事業費 自然体験型学習事業参加校 30 16
当該事業名 指導者派遣事業費 指導者派遣事業　子どもの参加者数 100 182

子ども地域学習推進事業 自然体験型学習事業参加者数 600 372

自然体験型学習事業

7 細目事業名 森林環境保全事業 取り組み回数（回） 56 48
細々目事業名 高校生森林環境理解事業
当該事業名 高校生森林環境理解事業 取り組み１回あたりに要する経費（円） 16,965 14,629

8 細目事業名 森林環境保全事業 取り組み回数（回） 7 7
細々目事業名 高校生後継者育成事業 参加人数（人） 68 38
当該事業名 高校生後継者育成事業 参加者一人あたりに要する経費（円） 8,515 8,679

9 細目事業名 県民参加の森づくり推進費 学校数（校） 67 67
細々目事業名 山の学習支援事業費 事業回数（回） 100 76
当該事業名 山の学習支援事業費補助金 県民参加人数（人） 11,000 9,605

参加した県民一人当たりの経費（円） 2,002 1,750

自然体験型学習事業
参加者一人あたりのコスト

1,200

6,880

654

4,570

防護柵新設により保護される希少植物優先度点数
（点）

指導者派遣事業
子どもの参加者一人あたりのコスト

事業

植生回復状況（各調査地点１㎡当たりの植被率
(%)の推移）（％）

70%

37

３月 ３月

３月 ３月

77%

37
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No 目標指標 R元目標 R元実績
10 細目事業名 県民参加の森づくり推進費 発行部数（部） 140,000 140,000

細々目事業名 森づくりへの理解と参加を促す広報事業費 発行回数（回） 2 2
当該事業名 森林環境情報誌作成等実施委託料 読者アンケート回答者数（件） 1,000 716

発行一回当たりの経費（円） 2,983,500 2,983,420

一部当たりの経費（円） 42.8 42.6

11 細目事業名 県民参加の森づくり推進費 フェア開催回数（回） 1 1
細々目事業名 森づくりへの理解と参加を促す広報事業費 来場者数（人） 22,000 18,000
当該事業名 森林環境学習フェア開催委託料 来場者一人当たりに要する経費（円） 417 507

12 細目事業名 県民参加の森づくり推進費 森林保全に関する活動回数（回） 23 28
細々目事業名 こうち山の日推進事業費 森林環境保全体験ツアー開催回数（回） 2 1
当該事業名 こうち山の日県民参加支援事業委託料 県民参加人数（人） 550 486

ホームページ保守委託料

13 細目事業名 県民参加の森づくり推進費 事業回数（回） 35 24
細々目事業名 こうち山の日推進事業費 県民参加人数（人） 8,000 10,669
当該事業名 こうち山の日推進事業費補助金 参加した県民一人当たりの経費（円） 980 678

14 細目事業名 県民参加の森づくり推進費 委員会開催回数（回） 4 2
細々目事業名 運営委員会等開催費 基金運営委員会・・・２回 3 3
当該事業名 事務費 延べ委員出席者数（人） 40 16

委員会一日一人当たりに要する経費（円） 35,000 19,625

15 細目事業名 林業大学校研修事業費 作業安全研修、鳥獣被害対策講習（回） 5 5
細々目事業名 短期課程研修事業費 初級１回 初級１回
当該事業名 林業大学校（短期課程）研修業務等委託料 中級３回 中級３回

講習１回 講習１回
受講者数（人） 65 35

初級10人 初級10人
中級35人 中級21人
講習20人 講習4人

16 細目事業名 県産材需要拡大対策事業費 補助金投入金額（千円） （公共）10,000 （公共） 6,325
細々目事業名 木の香るまちづくり推進事業費 （学校）19,175 （学校）23,433
当該事業名 木の香るまちづくり推進事業 （屋外） 5,200 （屋外） 3,902

（事務費）279 （事務費）279
合計　34,654 合計　33,939

施設利用者数（人） （公共）35,550 （公共）1,569,850

（学校）2,589 （学校） 5,270

（屋外）8,600 （屋外）98,650

整備箇所数（箇所） （公共） 5 （公共） 44
（学校） 28 （学校） 35
（屋外） 5 （屋外） 5

１人当たりPRコスト（円） （公共） 281 （公共） 4
（学校）7,406 （学校）4,446
（屋外） 605 （屋外） 40

１箇所当たり整備コスト（円） （公共）2,000,000 （公共）143,750

（学校）684,821 （学校）669,514

（屋外）1,040,000 （屋外）780,400

17 細目事業名 県産材需要拡大対策事業費 補助金投入金額（千円） 825 510
細々目事業名 木育推進事業費 玩具等配布人数（人） 165 112
当該事業名 木育推進事業費補助金 １人当たりの配布コスト（円） 5,000 4,554

事業

当事業に参加した県民一人当たりに要する経
費（円）

当事業に参加した県民一人当たりに要する経
費（円）

7,591 8,591

10,846 16,049
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（５）林業振興部署が担当する南海トラフ地震対策の概要 

 林業振興部署が担当する南海トラフ地震対策について、『南海トラフ地震対策行動計

画（第４期 2019年度～2021年度、2020年３月改訂）』より、担当課が林業振興部署に該

当する内容をまとめると以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【対応レベル】 【取組内容】　

　具体的な取組を進める上で念頭に置くべき地震の規模を記載 　取組の具体的な内容を記載

　・Ｌ２…最大クラスの地震・津波 　※括弧内は2021年度までの目標を記載

　　　　　→命を守る対策（避難場所の整備など）は最大クラス

　　　　　　の地震・津波に備える 【取組タイプ】

　・Ｌ１…発生頻度の高い一定程度の地震・津波 　取組内容に合わせた進捗管理を実施するため、取組を３タイ

　　　　　→堤防などのハード対策は発生頻度の高い地震・津波 　プに分け、記載

　　　　　　に備える 　・タイプＡ…最終目標及び達成予定年度が設定できる取組

　・共通…レベルに関係なく対応 　・タイプＢ…採取目標の達成はできるが、外的要素

　　　　　→避難所運営マニュアルの改訂など地震・津波のレベ 　　　　　　　（国の補助金の内示率や県民の意識率など）

　　　　　　ルに関係なく対応 　・タイプＣ…継続的に実施する取組であり、最終目標の設定

　　　　　　　ができない取組

【区分】

　この取り組みが、自助、共助、公助のどこに効果があるものか

　を記載しています。

　・自助…住宅の耐震化など自らの命を自らで守るもの　など

　・共助…地域での支え合いや助け合いなど

　・公助…社会基盤の整備や応急救助期間による救助・救出など

　　　　　公の取組　など

対応

レベル 区分

共通 公助
山地災害危険地に近接する避難路や

避難場所の安全確保を行います。

安全な避難路の確保による円滑な避難活

動の実施と、避難場所の安全を図ること

による被災者の減少

高知県強靭化計画

津波避難計画
県 治山林道課

避難路の閉塞によって津波や火災からの避難に支障が出ることがないよう、避難路・避難場所そのものの安全対策などを進めるととも

に、避難場所への資機材整備を進めます。

県の具体的な取組の概要
目標達成によって得られる効果

（アウトカム）
関連する計画

実施

団体等
担当課名

目的

達成
予定

計画

実績

2024

年度
1箇所完成

災害による山地崩壊等から、避

難路・避難場所の安全確保

（安全対策の実施

８箇所（13/21箇所・62%))

Ａ
５箇所実施

24%（5/21箇所）

2箇所実施 1箇所実施 3箇所実施

８箇所

実施

21箇所

実施

最終目標

2019年度 2020年度 2021年度
2022年度

以降

取組内容

(計画期間の当初目標）
取組

タイプ

2018年度

までの実績

計画スケジュール

目標(値)
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対応

レベル 区分

共通 公助

地震による津波等から確実に県土を守るため、老朽化し機能が低下した既存防潮堤の機能回復・強化を進めます。

老朽化した既存防潮堤等を把握し、

津波等への対策を進めます。

津波による浸水地域が縮減され、死傷者

や家屋等の被害が減少
高知県強靭化計画 県 治山林道課

県の具体的な取組の概要
目標達成によって得られる効果

（アウトカム）
関連する計画

実施

団体等
担当課名

目的

達成

予定

計画

実績

防潮堤等の強靭化

（防潮堤の老朽化調査及び改修

計画の策定）

Ｂ －

工事の実施

(箇所数未

定）

強靭化

工事の

完了

‣調査・点検

‣全体計画の策定

事業計画書

作成

－２ヵ年間で調

査実施(当年度

計画分は完了)

調査・点検

最終目標

2019年度 2020年度 2021年度
2022年度

以降

取組内容

(計画期間の当初目標）
取組

タイプ

2018年度

までの実績

計画スケジュール

目標(値)

対応

レベル 区分

共通 公助

津波の浸水による被害軽減や避難時間の確保のため、海岸などの陸こう等（陸こう、管渠等の開口部）の常時閉鎖を進めます。

保安施設堤防の陸こうについて、地

元の利用者等と協議し、必要に応じ

て階段の設置等を行い、常時閉鎖を

進めます。

陸こう等の常時閉鎖箇所数を増加させる

ことで、津波の浸水地域の縮減や避難時

間の確保につながり、死傷者を抑え、家

屋等の被害を減少

高知県強靭化計画

応急期懇談会提言
県 治山林道課

県の具体的な取組の概要
目標達成によって得られる効果

（アウトカム）
関連する計画

実施

団体等
担当課名

目的

達成

予定

計画

実績

保安施設堤防の陸こうの常時閉

鎖

陸こう閉鎖

(12箇所（56/69箇所・81%))

Ａ

陸こう閉鎖44箇所

（44/69箇所・

64%))

4箇所閉鎖

13箇所

閉鎖

69箇所

閉鎖

4箇所閉鎖

2024

年度6箇所施行中

(2020年度に完

成予定）

4箇所閉鎖

最終目標

2019年度 2020年度 2021年度
2022年度

以降

取組内容

(計画期間の当初目標）
取組

タイプ

2018年度

までの実績

計画スケジュール

目標(値)

対応

レベル 区分

Ｌ１ 自助

目的

県の具体的な取組の概要
目標達成によって得られる効果

（アウトカム）
関連する計画

実施

団体等
担当課名

沿岸部に貯留する材木(丸太)の流出

防止策について効果的な防止策を検

討します。

津波漂流物による被害の軽減と港湾・漁

港の早期啓開、復旧の迅速化
－ 事業者

木材産業

振興課

津波による漂流物がもたらす被害を軽減するため、沿岸部での漂流物対策を進めます。

達成

予定

計画

実績

取組内容

(計画期間の当初目標）
取組

タイプ

2018年度

までの実績

計画スケジュール 最終目標

2019年度 2020年度 2021年度
2022年度

以降
目標(値)

－情報収集を実

施（効果的な

情報なし）

沿岸部に貯留する材木(丸太）の

流出防止策の検討
Ｂ

他県からの情報収

集(２県）

須崎港で

実施実験
組織の

継続

丸太流

出措置

の完了
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対応

レベル 区分

共通 公助

目的

県の具体的な取組の概要
目標達成によって得られる効果

（アウトカム）
関連する計画

実施

団体等
担当課名

山地災害危険地区の地すべり防止対

策を行います。

土砂災害による被害の軽減と孤立集落の

発生防止

高知県強靭化計画

応急期懇談会提言

地震防災緊急事業

五箇年計画

県 治山林道課

急傾斜地崩壊対策事業や地すべり対策事業の実施など、地震による土砂災害を未然に防ぐことで、人的・物的被害を軽減します。あわせ

て土砂災害のおそれのある箇所の周知や、防災学習等の実施により避難体制づくりを進めます。

達成

予定

計画

実績

取組内容

(計画期間の当初目標）
取組

タイプ

2018年度

までの実績

計画スケジュール 最終目標

2019年度 2020年度 2021年度
2022年度

以降
目標(値)

－5箇所対策中

・発生工事

　完成：2箇所

　繰越：3箇所

山地治山事業による地すべり対

策事業の実施

(1箇所概成（12/16箇所・75%)

Ｂ
11箇所概成

（11/16箇所・69%)

(対策事業実施

5箇所）

(対策事業実施

5箇所）
1箇所概成

4箇所

概成

16箇所

概成
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第４．高知県における水産業行政の概要 

１．水産振興の組織体系 

（１）組織図・人員数 

 

（出典：平成 31年度 高知県水産振興部行政要覧） 
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（２）分掌事務  

 

水産政策課

1. 部の政策の総合的な企画及び調整に関すること。

2. 部内の予算、組織及び定数に関すること。

3. 部内の事務事業全般の見直しに関すること。

4. 部内の事務の総合調整に関すること。

5. 高知県漁業基本対策審議会に関すること。

6. 水産業の調査統計に関すること。

7. 水産業団体の検査及び育成指導に関すること。

8. 漁業協同組合の合併に関すること。

9. 漁業共済に関すること。

10. 漁業金融に関すること。

11. 漁業者の経営指導に関すること。

12. 遊漁振興に関すること。

13. 部内の他の課の主管に属しないこと。

漁業管理課

1. 漁業の調整並びに漁業の免許及び許可に関すること。

2. 海区漁業調整委員会に関すること。

3. 内水面漁場管理委員会に関すること。

4. 遊漁船業者の登録及び指導に関すること。

5. 海洋資源の活用に関すること。

6. 漁業取締りに関すること。

7. 漁船建造の許認可並びに漁船の登録及び指導検査に関すること。

8. 漁船保険に関すること。

9. 海難防止に関すること。

漁業振興課

1. 内水面漁業の振興に関すること。

2. 内水面漁業補償に関すること。

3. 海面漁業の振興に関すること。

4. 漁業施設の災害復旧に関すること。

5. 漁業の担い手に関すること。

6.
海面漁業補償に関すること（漁業管理課の主管に属する事項を除
く。）。

7. 漁場整備事業の計画に関すること。

8. 資源管理型漁業及び栽培漁業の振興に関すること。

9. 養殖漁業の振興に関すること。

10. 漁業補償対策事業に関すること。

11. 漁業経営安定対策に関すること。

12. 内水面漁業センターに関すること。

13. 水産試験場に関すること。

14. 漁業指導所に関すること。
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 （出典：高知県行政組織規則 平成 31年４月１日改正）   

水産流通課

1. 水産物の流通及び販売促進に関すること。

2. 水産物の加工に関すること。

3. 水産物を取り扱う卸売市場に係る卸売市場法に関すること。

4.
食品表示法に基づく品質事項に関すること(水産物に関するものに限
る。）。

5. 輸出水産業の振興に関する法律(昭和29年法律第154号)に基づく事業場
の登録等に関すること。

漁港漁場課

1. 漁港の維持管理に関すること。

2. 漁港及び漁場の建設及び改良に関すること。

3. 漁港施設の災害復旧に関すること。

4. 漁港区域内の公有水面の埋立てに関すること。

5. 漁港管理者の指定に関すること。

6. 漁港の港勢調査に関すること。

7.
漁場整備事業に関すること（漁業振興課の主管に属する事項を除
く。）。

8. 前各号に掲げるもののほか、漁港漁場に関することで他の課の主管に
属しない事務の処理に関すること。
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２．高知県における水産業の状況  

（１）全国に占める高知県水産業の地位 

 

魚種別生産量の推移（海面）　全国と高知県の比較 単位：トン

全国 223,671 226,507 217,719 225,165 203,737 204,589 204,926 182,954 182,249 177,488 79.4%

高知県 22,581 20,281 21,598 22,869 20,018 22,050 20,922 16,405 18,256 16,828 74.5%

割合 10.1% 9.0% 9.9% 10.2% 9.8% 10.8% 10.2% 9.0% 10.0% 9.5%

全国 268,525 302,851 262,135 287,777 281,735 253,027 248,314 227,946 218,977 247,716 92.3%

高知県 16,114 20,646 18,390 16,714 21,340 14,101 14,893 14,104 14,548 17,926 111.2%

割合 6.0% 6.8% 7.0% 5.8% 7.6% 5.6% 6.0% 6.2% 6.6% 7.2%

全国 25,119 28,567 19,708 27,195 18,706 13,114 15,941 12,106 7,888 12,117 48.2%

高知県 10,321 10,722 7,479 9,080 7,840 7,224 7,673 6,009 3,516 5,973 57.9%

割合 41.1% 37.5% 37.9% 33.4% 41.9% 55.1% 48.1% 49.6% 44.6% 49.3%

全国 57,429 70,159 175,781 135,236 215,004 195,726 311,054 378,142 500,015 522,376 909.6%

高知県 1,182 1,516 2,312 2,169 1,489 1,749 8,347 3,871 1,690 1,108 93.7%

割合 2.1% 2.2% 1.3% 1.6% 0.7% 0.9% 2.7% 1.0% 0.3% 0.2%

全国 53,642 49,549 84,659 80,657 89,350 74,851 97,794 97,871 71,971 54,815 102.2%

高知県 4,276 2,894 5,757 5,338 3,284 4,605 4,974 5,699 5,057 3,984 93.2%

割合 8.0% 5.8% 6.8% 6.6% 3.7% 6.2% 5.1% 5.8% 7.0% 7.3%

全国 341,934 350,683 261,594 244,738 247,427 248,069 168,745 171,173 145,715 111,226 32.5%

高知県 2,403 3,350 1,564 2,528 1,615 1,649 926 1,363 2,001 1,350 56.2%

割合 0.7% 1.0% 0.6% 1.0% 0.7% 0.7% 0.5% 0.8% 1.4% 1.2%

全国 56,962 71,843 48,084 65,882 59,160 60,515 64,772 63,180 50,855 50,509 88.7%

高知県 1,537 2,362 2,423 2,382 1,840 2,113 2,797 1,857 2,391 2,711 176.4%

割合 2.7% 3.3% 5.0% 3.6% 3.1% 3.5% 4.3% 2.9% 4.7% 5.4%

全国 165,166 159,440 168,417 134,014 150,884 145,767 151,706 125,419 145,215 117,751 71.3%

高知県 3,278 1,539 2,778 2,435 2,217 1,889 1,718 1,484 1,998 3,596 109.7%

割合 2.0% 1.0% 1.6% 1.8% 1.5% 1.3% 1.1% 1.2% 1.4% 3.1%

全国 26,956 25,065 25,057 23,994 24,206 16,481 14,837 27,105 19,515 17,392 64.5%

高知県 908 1,556 1,275 1,972 1,741 1,091 1,057 1,554 1,622 808 89.0%

割合 3.4% 6.2% 5.1% 8.2% 7.2% 6.6% 7.1% 5.7% 8.3% 4.6%

全国 470,904 491,813 392,506 438,269 374,954 481,783 529,977 502,651 517,602 541,975 115.1%

高知県 5,945 7,055 7,300 6,372 5,993 5,461 3,775 3,292 2,806 5,962 100.3%

割合 1.3% 1.4% 1.9% 1.5% 1.6% 1.1% 0.7% 0.7% 0.5% 1.1%

全国 310,744 207,488 215,353 221,470 149,853 228,647 116,243 113,828 83,803 128,929 41.5%

高知県 291 33 54 20 31 65 81 1 1 2 0.7%

割合 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0%

全国 78,334 106,890 110,917 101,842 117,175 125,153 122,641 106,756 117,761 99,933 127.6%

高知県 2,290 3,254 3,443 3,237 2,486 2,386 3,841 2,186 2,956 4,622 201.8%

割合 2.9% 3.0% 3.1% 3.2% 2.1% 1.9% 3.1% 2.0% 2.5% 4.6%

全国 4,357 4,027 3,490 3,743 3,176 2,968 3,252 3,098 2,832 2,761 63.4%

高知県 337 308 249 ― 127 183 223 283 194 161 47.8%

割合 7.7% 7.6% 7.1% 4.0% 6.2% 6.9% 9.1% 6.9% 5.8%

全国 11,891 10,081 9,734 9,125 8,388 8,253 6,953 7,188 6,331 6,493 54.6%

高知県 111 65 56 76 84 85 48 51 46 94 84.7%

割合 0.9% 0.6% 0.6% 0.8% 1.0% 1.0% 0.7% 0.7% 0.7% 1.4%

全国 15,743 14,965 17,330 15,399 14,155 14,640 14,978 15,151 15,343 16,075 102.1%

高知県 125 115 127 145 139 122 150 100 81 101 80.8%

割合 0.8% 0.8% 0.7% 0.9% 1.0% 0.8% 1.0% 0.7% 0.5% 0.6%

全国 4,986 3,826 4,323 4,184 4,496 3,736 4,149 3,938 3,796 3,988 80.0%

高知県 172 117 118 156 129 214 212 211 111 93 54.1%

割合 3.4% 3.1% 2.7% 3.7% 2.9% 5.7% 5.1% 5.4% 2.9% 2.3%

全国 31,655 27,185 28,793 27,300 23,049 19,449 13,810 8,967 7,072 7,736 24.4%

高知県 116 94 55 7 5 4 0 0 0 ― ―

割合 0.4% 0.3% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

全国 218,658 199,832 242,262 168,207 180,089 172,688 128,838 70,197 63,734 47,712 21.8%

高知県 794 569 563 545 818 507 396 204 139 52 6.5%

割合 0.4% 0.3% 0.2% 0.3% 0.5% 0.3% 0.3% 0.3% 0.2% 0.1%

全国 1,780,698 1,771,331 1,536,237 1,532,566 1,549,923 1,443,784 1,273,506 1,145,898 1,097,346 1,192,464 67.0%

高知県 9,281 7,017 7,553 8,358 8,409 8,669 7,480 7,462 8,212 7,872 84.8%

割合 0.5% 0.4% 0.5% 0.5% 0.5% 0.6% 0.6% 0.7% 0.7% 0.7%

全国 4,220,156 4,198,579 3,899,641 3,822,809 3,786,664 3,778,739 3,564,470 3,322,243 3,315,434 3,424,828 81.2%

高知県 82,062 83,493 83,094 84,403 79,605 74,167 79,513 66,136 65,625 73,243 89.3%

割合 1.9% 2.0% 2.1% 2.2% 2.1% 2.0% 2.2% 2.0% 2.0% 2.1%

出典：農林水産省『海面漁業生産統計調査』、令和２年度　高知県水産振興部行政要覧、割合や比率は監査人による

H28 H29

その他

合計

にぎす類

たちうお

まだい

いさき

あさり類

するめいか

H27

うるめいわし

H24 H25 H26 H30

まぐろ・
かじき類

かつお

そうだがつお
類

　　　　年（平成）
H21 H22 H23

かたくちいわ
し

しらす

まあじ

むろあじ類

魚種

　　　注）１　養殖生産物は含まない

さば類

さんま

ぶり類

　　  　    ２　「－」は、事実のないものまたは調査を欠くもの

まいわし

H30/H21

比率
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 高知県の漁業は、まぐろ・かじき類、かつお、そうだかつお類等の回遊魚の漁獲高

が多い傾向にある。また、うるめいわしやむろあじ類についても一定の漁獲高がある。 

全体の漁獲高は全国の２％程度である。東西に長い海岸線を有しているものの、漁

獲高はそれほど多くないといえる。漁業の効率化、大規模な漁港の整備、大規模消費

地への販路拡大等、水産業行政においても県が果たす役割は非常に重要であるといえ

る。 

 

（２）高知県における漁業就業者数等の推移 

１）漁業種類別経営体数の推移 

 

単位：経営体

ぶり類養殖 77 80 57 37

まだい養殖 127 116 86 52

その他の養殖 64 41 32 16

小計 268 237 175 105

釣り・はえ縄 1,812 1,487 1,083 732

ぱっち網 115 101 87 76

定置網 86 81 66 50

その他の漁業 765 769 767 583

小計 2,778 2,438 2,003 1,441

3,046 2,675 2,178 1,546

沖合底びき網 3 2 1 1

中型まき網 10 10 9 8

13 12 10 9

まぐろはえ縄 79 60 44 34

かつお一本釣 20 14 12 10

99 74 56 44

3,158 2,761 2,244 1,599

出典：令和２年度　高知県水産振興部行政要覧

　　　 　２　経営体数の調査は平成18年で終了。平成20年、25年、30年は漁業セン

             サスによる。

H20 H25 H30
　　　　年（平成）

沿岸漁業計

沖合漁業計

遠洋近海漁業計

注）１　年間の漁業の海上作業従事日数が29日以下の個人経営体は含まない。

種類
H15

海面漁業計
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 海面漁業経営体数は、近年減少傾向にあり、平成 15 年から平成 30 年までの 15

年間で、約半数まで減少しており、平成 20 年と平成 30 年との比較では 42％減少

している。海面漁業経営体数の減少に歯止めをかけるためにも、県の果たす役割は

重要である。 

 

２）漁業就業者数の推移 

 

 漁業経営者数は減少傾向にあり、昭和 63年と平成 30年の 30年間で 68％減少し

ている。平成 20 年間から平成 30 年の 10 年間でみても、33％減少しており、県が

様々な就業支援対策をとっているにもかかわらず、減少に歯止めがかかっていない。 

 また、平成 25年以降、就業者のうち過半数が 60歳以上となっており、高齢化が

進んでいることから、新規就業者が相当数増加しない限り、今後も就業者の減少傾

向は続くと思われる。水産業における就業者支援策は重要な課題である。 

 

 

男女・年齢別漁業就業者数の推移

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

15歳～24歳 422 4.1% 237 2.9% 153 2.2% 121 2.1% 87 1.8% 80 2.0% 99 3.0%

25歳～39歳 2,033 20% 1,036 13% 676 10% 522 9% 553 11% 493 12% 420 13%

40歳～59歳 4,991 49% 3,937 48% 3,210 46% 2,323 40% 1,665 34% 1,198 30% 926 28%

60歳以上 2,086 20% 2,401 29% 2,522 36% 2,487 43% 2,307 47% 2,014 51% 1,715 52%

小計 9,532 93% 7,611 94% 6,561 93% 5,453 94% 4,612 94% 3,785 95% 3,160 96%

695 7% 528 6% 465 7% 371 6% 293 6% 185 5% 135 4%

10,227 100% 8,139 100% 7,026 100% 5,824 100% 4,905 100% 3,970 100% 3,295 100%

出典：令和２年度　高知県水産振興部行政要覧

単位：人

男

女

合計

S63 H5
年

H10 H15 H20 H25 H30
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（３）高知県における水産資源の状況 

１）漁業種類別生産量の推移 

 

 

 前頁のとおり、海面漁業経営体数は、平成 20年から平成 30年にかけて 42％減少

しているが、生産量（養殖を含む）は、17％の減少となっていることから、経営体

の大規模化や漁業の効率化等により、一漁業経営体当りの生産量は増加している。 

 

一漁業経営体当り生産量 

 

単位：トン

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 30/20比

ぶり類養殖 10,761 13,419 12,804 11,546 12,790 11,713 11,096 12,453 9,929 11,243 11,350 105.5%

まだい養殖 5,571 5,627 5,680 5,501 5,763 5,247 4,621 4,890 4,985 5,196 6,188 111.1%

くろまぐろ養殖 955 651 1,163 1,381 1,517 1,340 1,256 2,234 -

その他の養殖 584 1,025 1,246 640 978 800 861 628 646 530 622 106.5%

小計 16,916 20,071 19,730 18,642 20,182 18,923 17,959 19,488 16,900 18,225 20,394 120.6%

釣り・はえ縄 21,129 18,094 17,076 16,022 16,550 18,054 15,095 14,999 12,903 14,141 18,864 89.3%

ぱっち網 1,077 1,389 2,206 2,280 2,239 1,735 2,085 2,693 1,765 2,350 2,607 242.1%

定置網 17,719 16,859 16,256 16,543 17,898 16,723 12,689 13,666 11,606 10,491 12,957 73.1%

その他の養殖 3,582 2,703 1,947 2,009 2,311 1,707 1,871 1,498 1,597 1,101 841 23.5%

小計 43,507 39,045 37,485 36,854 38,998 38,219 31,740 32,856 27,871 28,083 35,269 81.1%

60,423 59,116 57,215 55,496 59,180 57,142 49,699 52,344 44,771 46,308 55,663 92.1%

沖合底びき網 323 615 687 658 689 544 581 666 558 629 558 172.8%

中型まき網 13,703 10,204 11,145 12,936 13,083 9,782 11,480 15,975 12,901 11,140 11,865 86.6%

14026 10819 11832 13594 13772 10326 12061 16641 13459 11769 12423 88.6%

まぐろはえ縄 18,336 15,760 16,406 15,866 16,234 14,537 16,317 16,786 13,748 14,891 14,151 77.2%

かつお一本釣 19,115 16,438 17,770 16,780 15,399 16,523 14,049 13,230 11,058 10,882 11,400 59.6%

37,451 32,198 34,176 32,646 31,633 31,060 30,366 30,016 24,806 25,773 25,551 68.2%

河川漁業計 284 410 242 224 196 201 173 186 172 175 158 55.6%

内水面養殖業計 921 822 716 610 467 530 409 543 356 823 442 48.0%

1,205 1,232 958 834 663 731 582 729 528 998 600 49.8%

海面漁業計 113,105 103,365 104,181 102,570 105,248 99,259 92,708 99,730 83,564 84,848 94,237 83.3%

出典：平成31年度　令和２年度　高知県水産振興部行政要覧　比率は監査人による。

　　　注）１　くろまぐろ養殖の調査は平成23年から開始

　　　　　２　平成25年のぶり養殖はぶりとかんぱちの合計

沿岸漁業計

遠洋・近海漁業計

遠洋・近海漁業計

沖合漁業計

年（平成）

単位：トン、経営体

20 25 30

113,105 99,259 94,237

2,761 2,244 1,599

41 44 59
出典：平成31年度　令和２年度　高知県水産振興部行政要覧

海面漁業生産量計

海面漁業経営体数

一漁業経営体当り生産量

年（平成）
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２）魚種別生産量の推移 

 

 

魚種別にみると、毎年変動はあるものの、まぐろ・かじき類、そうだかつお類、

かたくちいわし、きんめだい、するめいか等は減少傾向にある一方で、ぶり類は増

加傾向にある。 

 

３）加工種類別生産量の推移 

 

 

ねり製品・塩干品・節製品は減少傾向にあるものの、これまでは重要性が低かっ

た『他の食用加工品』が増加傾向にある。 

単位：トン

年（平成） 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 30/20比

まぐろ・かじき類 23,414 22,581 20,281 21,598 22,869 20,018 22,050 20,922 16,405 18,256 16,828 71.9%

かつお 21,574 16,114 20,646 18,390 16,714 21,340 14,101 14,893 14,104 14,548 17,926 83.1%

そうだがつお類 12,414 10,321 10,722 7,479 9,080 7,840 7,224 7,673 6,009 3,516 5,973 48.1%

まいわし 3,686 1,182 1,516 2,312 2,169 1,489 1,749 8,347 3,871 1,690 1,108 30.1%

うるめいわし 5,329 4,276 2,894 5,757 5,338 3,284 4,605 4,974 5,699 5,057 3,984 74.8%

かたくちいわし 895 2,403 3,350 1,564 2,528 1,615 1,649 926 1,363 2,001 1,350 150.8%

しらす 1,100 1,537 2,362 2,423 2,382 1,840 2,113 2,797 1,857 2,391 2,711 246.5%

まあじ 3,166 3,278 1,539 2,778 2,435 2,217 1,889 1,718 1,484 1,998 3,596 113.6%

むろあじ類 1,949 908 1,556 1,275 1,972 1,741 1,091 1,057 1,554 1,622 808 41.5%

さば類 5,641 5,945 7,055 7,300 6,372 5,993 5,461 3,775 3,292 2,806 5,962 105.7%

さんま 208 291 33 54 20 31 65 81 1 1 2 1.0%

ぶり類 2,167 2,290 3,254 3,443 3,237 2,486 2,386 3,841 2,186 2,956 4,622 213.3%

にぎす類 334 337 308 249 ･･･ 127 183 223 283 194 161 48.2%

たちうお 152 111 65 56 76 84 85 48 51 46 94 61.8%

まだい 116 125 115 127 145 139 122 150 100 81 101 87.1%

いさき 140 172 117 118 156 129 214 212 211 111 93 66.4%

しいら類 1,051 755 574 1,301 1,134 1,225 1,180 887 820 620 700 66.6%

きびなご 1,768 1,010 1,010 930 916 889 961 758 595 718 626 35.4%

きんめだい 1,073 1,512 1,005 721 624 613 552 550 640 681 596 55.5%

あさり類 144 116 94 55 7 5 4 0 0 0 - ―

するめいか 1,222 794 569 563 545 818 507 396 204 139 52 4.3%

その他 7,441 6,004 4,428 4,601 5,684 5,682 5,976 5,285 5,407 6,193 5,950 80.0%

合計 94,984 82,062 83,493 83,094 84,403 79,605 74,167 79,513 66,136 65,625 73,243 77.1%

出典：平成31年度　令和２年度　高知県水産振興部行政要　比率は監査人による。

　　　注）１　養殖生産物は含まない

　　　　　３　「－」は、事実のないもの

　　　　　２　「･･･」は、事実不詳又は調査を欠くもの

単位：トン

年（平成） 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

ねり製品 × × × × × 4,005 2,709 2,147 2,050 1,994 1,970

素干し品 125 349 28 294 263 109 89 73 86 90 91

塩干品 3,442 3,039 3,148 2,453 2,752 3,107 2,170 2,028 2,108 1,738 1,473

煮干し品 894 1,862 1,892 1,762 1,753 1,019 1,565 1,138 716 858 1,010

節製品 2,862 3,671 3,085 3,122 2,617 3,373 1,923 1,621 1,479 2,630 2,349

冷凍食品 1,988 1,565 1,448 1,067 1,156 1,713 1,556 1,483 1,337 1,387 1,282

他の食用加工品 679 846 799 953 953 675 1,060 1,186 1,378 1,801 2,336

冷凍水産物 278 197 160 209 257 312 354 330 358 396 486

出典：平成31年度　令和２年度　高知県水産振興部行政要覧

　　　注）１　「×」は、秘密保護上統計数値を公表しないもの
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４）水産物取扱高の推移（高知市公設水産地方卸売市場） 

 

 

取扱量でみると、生鮮、冷凍、加工のすべてにおいて大きく減少傾向にあり、平

成 20 年から平成 30 年にかけて約 49％減少している。一方で、単価はこれらすべ

てにおいて上昇傾向にあることから、取扱額でみると平成 20 年から平成 30年にか

けて約 39％の減少となっている。 

単位：トン､百万円､円/㎏

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 30/20比

取扱量 14,523 13,626 13,164 13,192 12,676 12,493 11,612 10,817 9,856 8,963 8,703 59.9%

取扱額 9,126 8,326 8,008 7,901 7,581 7,617 7,867 7,908 7,574 7,075 6,693 73.3%

単価 628 611 608 599 598 610 677 731 769 789 769

取扱量 6,280 6,427 6,061 4,831 3,663 4,364 3,704 4,313 2,176 2,072 2,060 32.8%

取扱額 3,862 3,784 3,509 2,473 1,726 1,560 1,498 1,615 1,536 1,735 1,452 37.6%

単価 615 589 579 512 471 357 404 374 706 837 705

取扱量 1,211 892 1,013 885 886 710 633 569 549 444 381 31.5%

取扱額 1,374 945 1,005 863 882 767 774 716 702 614 591 43.0%

単価 1,135 1,059 991 975 996 1,079 1,222 1,258 1,278 1,381 1,553

取扱量 22,015 20,945 20,238 18,908 17,225 17,567 15,949 15,699 12,581 11,480 11,143 50.6%

取扱額 14,362 13,055 12,521 11,236 10,189 9,943 10,139 10,238 9,812 9,423 8,735 60.8%

単価 652 623 619 594 592 566 636 652 780 821 784

生鮮

冷凍

加工

合計

　　　注）高知市中央卸売市場水産物部は、平成26年３月31日より高知市公設水産地方卸売市場として新たに開設

出典：平成31年度　令和２年度　高知県水産振興部行政要覧、比率は監査人による

年（平成）



91 

 

（４）沿海出資漁業協同組合の状況 

１）沿海出資漁業協同組合の状況 

 

 出典：令和２年度 高知県水産振興部行政要覧 

  

 県内に 19の沿海出資漁業協同組合（以下、「漁協」という。）が存在している。高

知県１漁協構想の結果、37の支所が高知県漁協に入っている。また、宿毛湾におい

て、14の支所がすくも湾漁協に入っている。 

No 組合名 No 組合名

支所名 支所名

高知県 1 高知市 東洋町 2 東洋町

室戸統括 室戸市 3 室戸市

甲浦 東洋町 4 室戸市

佐喜浜町 室戸市 奈半利町 5 奈半利町

椎名 室戸市 安芸市 6 安芸市

三津 室戸市 7 南国市

高岡 室戸市 8 南国市

室戸岬 室戸市 高知市 9 春野町

加領郷 奈半利町 10 須崎市

田野町 田野町 11 須崎市

安田町 安田町 12 須崎市

吉川統括 吉川町 13 須崎市

穴内 安芸市 14 須崎市

芸西 芸西村 中土佐町 15 中土佐町

手結 香南市 四万十市 16 四万十市

赤岡 香南市 大月町 17 大月町

御畳瀬 高知市 宿毛市 18 宿毛市

浦戸 高知市 19 宿毛市

高知 高知市 片島 宿毛市

新居 土佐市 大海 宿毛市

宇佐統括 土佐市 内外ノ浦 宿毛市

深浦 須崎市 栄喜 宿毛市

池ノ浦 須崎市 龍ヶ迫 大月町

久通 須崎市 泊浦 大月町

上ノ加江 中土佐町 大月町統括 大月町

矢井賀 中土佐町 安満地 大月町

志和 四万十町 一切 大月町

佐賀統括 黒潮町 柏島 大月町

伊田 黒潮町 月灘 大月町

上川口 黒潮町 大浦 大月町

入野 黒潮町 小才角 大月町

田野浦 黒潮町 沖の島 宿毛市

清水統括 土佐清水市

布 土佐清水市

下ノ加江 土佐清水市

以布利 土佐清水市

窪津 土佐清水市

下川口 土佐清水市

須崎市

住所市町村 市町村 住所

室戸市

南国市

高知県 野根

吉良川町

羽根町

奈半利町

安芸

浜改田

十市

春野町

大谷

野見

須崎釣

錦浦

須崎町

久礼

下田

橘浦

藻津

すくも湾
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２）高知県１漁協構想 

本県では、漁獲高の大幅な減少に伴う漁業者の高齢化や減少に歯止めがかからない

なか、組合員の負託に応えうる強靱な漁協を構築するため、平成 17 年に県漁連の臨

時総会で高知県１漁協構想が組織決定され、漁協合併に取り組んでいる。その結果、

平成 20年に 25漁協が合併して高知県漁業協同組合が設立されたが、未だ 18漁協が

合併に参加していない。 

このような状況のもと、県では、平成 29年に漁協関係者や有識者で組織する「高

知県１漁協の将来像を考える委員会」を設置し、近い将来を見据えた県１漁協として

のあるべき姿が議論され、平成 30年 11月に「高知県１漁協の将来像に関する提言」

がとりまとめられた。また、県では、提言の早期実現に向け、令和元年８月に「高知

県１漁協構想推進委員会」を新たに設置し、当委員会が策定する実行計画や年度ごと

のアクションプランに基づき、漁協合併や市場統合、人材育成の取り組みを強力に推

進していくこととしている。 

 

上記のとおり、高知県１漁協構想については、平成 17年から協議されているもの

の、組合員の合意が得られないことから、未だ 18の漁協が参加していない。今後も

引き続き組合員への説得を行い、高知県１漁協の早期実現が望まれるところであり、

このために県の果たす役割は大きいものがある。  
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（５）漁港の状況 

１）種類別漁港の状況 

 

（注）漁港の種類は以下のとおりである。 

 

 現在、高知県には、上記のとおり 88 の漁港が存在している。原則として市町村が

管理する第１種漁港のうち、14 の漁港を県が管理しており、原則として県が管理す

る第１種漁港以外の漁港のうち、２つの漁港を市が管理している。土佐清水市から宿

毛市の西のエリアで 40、室戸市に 13、須崎市と黒潮町にそれぞれ７つの漁港が存在

している。  

４種 ３種 ２種 １種 ２種

東洋町 野根 1

室戸市 室戸岬
椎名
三津

高岡
行当

13

奈半利市 加領郷 1

安田町 1

安芸市 安芸 4

芸西村 1

香南市 赤岡 3

高知市 1

土佐市 宇佐 1

須崎市 野見 7

中土佐町 上ノ加江 2

四万十町 浦分 小室 3

黒潮町 佐賀 田野浦 伊田 7

四万十市 3

土佐清水市 清水 窪津
伊佐
三崎

下川口
17

大月町
古満目
柏島
泊浦

12

宿毛市 沖の島
大島

田ノ浦
藻津 11

合計 1 4 8 14 2 88

出典：令和２年度　高知県水産振興部行政要覧

市町村名
県　管　理

１種

市町村管理

栄喜，大海，湊浦，内外ノ浦
大浦，池島，宇須々木

59

吉川，住吉

春野

深浦，池ノ浦，久通，中ノ島
新荘，安和

矢井賀

志和

清水，日沖，菜生，元
新村，傍士，吉良川，羽根

安田

伊尾木，穴内，赤野

西分

合計

鈴，灘，浮津，入野

双海，平野，名鹿

立石，布，小浜，津呂，松尾
大浜，中ノ浜，養老，松崎
竜串，貝ノ川，大津

小才角，尾浦，西泊，一切
樫ノ浦，周防形，安満地
橘浦，竜ヶ迫

第１種

第２種

第３種

第４種

出典：水産庁『漁港漁場整備法について（平成27年１月）』

原則として都道府県
利用範囲が第１種よりも広
く、第３種に属しないもの

利用範囲が全国的なもの 原則として都道府県

原則として都道府県

漁港の種類（法第５条） 指定権者（法第６条） 漁港管理者（法第25条）

離島等にあって漁場開発又は
避難上特に必要なもの

利用範囲が地元の漁業を主と
するもの

原則として市町村長

原則として都道府県知事

農林水産大臣

農林水産大臣

原則として市町村
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２）漁港の規模及び県負担事業費の状況 

 県内の 88 箇所の漁港について、その利用状況と県が負担している事業費につい

て、直近５年間の状況（平均値）をまとめると、以下のようになっている。網掛け

部分は、県が管理している漁港である。 

 

5年平均 5年平均 5年平均 5年平均 5年平均

船 船 人 人 千円 千円 千円

1 野根 72 72 1,054 294 247,737 3,460 3,460 

2 清水(室戸岬） 1 0 63 1  -   -   -  

3 日沖 2 10 152 9 6 3 1 

4 高岡 31 31 233 90 3,458 113 113 

5 菜生 101 37 530 120 2,367 24 65 

6 元 7 1 182 6  -   -   -  

7 行当 43 34 379 44 48,435 1,126 1,433 

8 新村 10 11 200 8 9 1 1 

9 傍士 48 46 301 65 2,329 49 51 

10 吉良川 26 29 337 40  -   -   -  

11 羽根 58 58 1,012 201 28,665 494 494 

12 加領郷 45 53 193 81 2,530 56 48 

13 安田 48 49 895 55 133 3 3 

14 伊尾木 32 32 905 50  -   -   -  

15 穴内 14 0 148 10  -   -   -  

16 赤野 5 3 199 4  -   -   -  

17 西分 18 21 629 27  -   -   -  

18 住吉 36 36 243 19 6,955 191 191 

19 赤岡 74 74 2,265 76 17,060 231 231 

20 吉川 98 97 1,730 128 21,231 216 218 

21 春野 31 30 67,954 69 92,024 2,931 3,109 

22 深浦 229 229 172 123  -   -   -  

23 池ノ浦 56 56 128 47 2,214 40 40 

24 久通 20 20 58 55  -   -   -  

25 中ノ島 57 188 77 32 1,445 26 8 

26 新庄 72 72 374 141  -   -   -  

27 安和 0 1 99 0  -   -   -  

28 上ノ加江 107 122 1,710 102 4,857 45 40 

29 矢井賀 29 30 186 75  -   -   -  

30 志和 28 28 138 74  -   -   -  

31 小室 36 36 245 26  -   -   -  

32 鈴 23 23 82 24 1,100 48 48 

33 灘 24 24 44 17  -   -   -  

34 伊田 44 63 386 200 519 12 8 

35 浮津 0 0 158 0  -   -   -  

36 入野 161 174 590 113 1,748 11 10 

37 双海 5 5 248 11  -   -   -  

38 平野 9 9 263 18  -   -   -  

39 名鹿 21 21 126 15  -   -   -  

40 立石 0 0 48 0  -   -   -  

41 布 17 17 159 101  -   -   -  

42 小浜 3 4 331 2  -   -   -  

43 津呂 30 30 209 121  -   -   -  

44 伊佐 40 40 602 207 9,058 225 225 

45 松尾 28 28 378 113  -   -   -  

46 大浜 21 21 224 33 1,415 67 67 

 県負担事業費/

利用漁船数
組合員数 県負担事業費登録漁船数 利用漁船数 地区人口  県負担事業費/

登録漁船数
内容

漁港 　  単位
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 県が一定規模の事業費を負担している漁港について、利用状況が著しく低い漁港

は見受けられなかった。 

5年平均 5年平均 5年平均 5年平均 5年平均

船 船 人 人 千円 千円 千円

47 中ノ浜 46 46 573 85 5,075 111 111 

48 養老 26 26 143 47 20 1 1 

49 松崎 8 8 137 15  -   -   -  

50 三崎 70 70 368 95 143 2 2 

51 竜串 38 38 220 26  -   -   -  

52 下川口 49 56 464 90 1,278 26 23 

53 貝ノ川 8 8 181 79  -   -   -  

54 大津 8 8 75 40  -   -   -  

55 小才角 26 31 125 84 11 0 0 

56 尾浦 17 17 158 55  -   -   -  

57 西泊 29 35 154 61  -   -   -  

58 樫ノ浦 16 15 159 56  -   -   -  

59 周防形 35 35 167 41  -   -   -  

60 吉満目 71 70 244 127 31,417 444 448 

61 柏島 155 161 406 132 2,558 17 16 

62 一切 41 54 102 50 3,143 77 58 

63 安満地 101 102 198 93 657 6 6 

64 橘浦 84 84 192 67 1,395 17 17 

65 泊浦 48 48 86 36 20,336 422 422 

66 竜ヶ迫 15 15 64 26  -   -   -  

67 栄喜 66 77 362 107 8,355 127 109 

68 大海 74 99 316 76  -   -   -  

69 湊浦 5 5 83 27  -   -   -  

70 内外ノ浦 30 47 224 75 1,934 64 41 

71 大浦 9 9 454 23  -   -   -  

72 池島 20 20 108 24  -   -   -  

73 宇須々木 37 37 287 41 1,246 33 33 

74 椎名 35 35 356 180 6,665 188 189 

75 三津 34 34 428 140 965 28 28 

76 安芸 161 182 6,946 196 119,686 742 657 

77 野見 289 347 1,034 426 3,308 11 10 

78 浦分 56 56 269 38 15,875 282 282 

79 田野浦 46 55 646 221 5,047 110 91 

80 窪津 86 112 457 189 17,365 203 154 

81 大島 83 258 524 100  -   -   -  

82 藻津 106 118 272 71 3,180 30 27 

83 田ノ浦 33 237 328 55 133,208 3,988 562 

84 室戸岬 66 210 4,329 202 351,585 5,360 1,673 

85 宇佐 389 610 6,231 434 59,627 153 98 

86 清水（清水） 179 315 7,159 339 166,145 929 528 

87 佐賀 275 332 2,118 412 46,943 171 141 

88 沖の島 79 186 212 120 15,511 197 84 

合計 4,906 6,270 123,998 7,846 1,499,741 306 239 

出典：平成27年度～令和元年度　監査・決算審査資料、平成26年～平成30年　漁港港勢調査総括表

（注）

県負担事業費  県負担事業費/

登録漁船数
利用漁船数 地区人口 組合員数

　５年平均について、登録漁船数・利用漁船数・地区人口・組合員数はH26年～H30の平均値であり、県負

担事業費（水産基盤ストックマネジメント事業を除く）はH27～R１の平均値である。

 県負担事業費/

利用漁船数

漁港 　  単位

内容
登録漁船数
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３．水産業行政における事業及び予算の状況（令和元年度） 

（１）水産政策課 

 

単位：千円
国庫支出金

特定財源
一般財源

47

61,254

77

12

7,100

1,786

20,288

730

5,330

2,488

13,318

1,348

113,778 113,778

452,196

565,974

出典：平成31年度、令和２年度　高知県水産振興部行政要覧 （事業Noは、監査人が付与）

565,974

7,189

1,786

20,288

730

5,330

　遊漁船業等では利用客の減少、固定化、小規模零細な経営が課
題となっている。そこで、遊漁船業者等が行う新たな利用者の獲
得に向けた旅行商品の開発・磨き上げ、情報発信や受け入れ体制
の整備などの取り組みを支援する。
　天皇洲におけるアサリ資源の回復を図る取り組みを推進し、交
流人口の拡大による漁村活性化を目的とする。

　「高知県１漁協の将来像に関する提言」を早期に実現するた
め、高知県漁協と合併不参加漁協との合併を推進するとともに、
市場統合や漁協の人材育成の取組を支援する。

　高知県漁協の財務改善を支援し、自立漁協への移行を図るとと
もに、産地市場における商品の品質向上に向けた取組を支援す
る。

　赤潮被害による漁業経営の悪化を緩和するため、共済契約の掛
金の一部を補助する。

　水産業協同組合を検査・指導し、業務及び会計の適正な運営と
経営の健全化の確保を図る。

A-7
遊漁等振興事業
費

高知県１漁協構
想推進事業費

高知県１漁協支
援事業費

漁業経営安定特
別対策事業費

A-3

合計

A-4

A-5

A-6

A-9

沿岸漁業改善資
金助成事業（特
別会計）

沿岸漁業改善資
金助成事業特別
会計繰出金

小計

452,196

　水産政策に関する総務費。

　平成30年度をもって本貸付事業は廃止。今後は償還に伴う貸付
原資の国への償還と一般会計への繰り出し及び債権管理の業務を
継続する。

　沿岸漁業改善資金助成事業特別会計で行う沿岸漁業改善資金に
係る事務取扱手数料及び管理指導費を特別会計へ繰り出す。

15,806

財
源

事業No 事業名 事業目的
R1年度

当初予算

A-1

A-8

A-2

漁業金融対策費

　沿岸漁業者に対して低利資金を円滑に融通することにより、漁
業経営の合理化や資本装備の高度化・近代化を支援する。
　遠洋近海漁業者に対して低利な短期運転資金を円滑に融通する
ことにより、漁業経営の維持安定を支援する。
　かつお船の取得・建造等に必要な低利資金を円滑に融通するこ
とにより、本県の基幹産業であるかつお一本釣漁業を支援する。
　遊漁船業者等に対して低利資金を円滑に融通することにより、
遊漁振興を支援する。
　経営改善計画を策定した漁協に対して計画の実行に必要な低利
資金を円滑に融通することにより、漁協の経営改善を支援する。

61,301

1,348

水産業協同組合
検査指導費

水産政策総務費



97 

 

（２）漁業管理課 

 

単位：千円
国庫支出金

特定財源
一般財源

3,351

3,835

200

2,236

11,312

6

127,793

23,137

5,468

177,338

出典：平成31年度、令和２年度　高知県水産振興部行政要覧 （事業Noは、監査人が付与）

177,338

事業目的
R1年度

当初予算

127,799

23,137

5,468

漁業取締活動費
　主に漁業取締船を活用した漁業取締を実施し、漁業秩序の維持
確立を図る。

　漁業委員会運営費。

　適正な漁場の利用や持続的な資源の利用に向けた漁業調整に取
り組むとともに、地元の合意に基づく漁業の規制緩和の推進、資
源回復に向けた親うなぎの放流、大敷組合など沿岸漁業経営体の
企業経営への移行等を支援する。また、未利用漁場を活用するた
めの企業誘致の促進や新たな漁法の導入を進め、生産量の増大と
雇用の場の確保を図る。

漁船船舶対策費
　漁業生産力の適正な発展のため、漁船の規模等の指導検査及び
その勢力の把握を行うことで、船舶航行時等における安全・秩序
等の維持及び管理を行う。

安全繰業対策事
業費

　国内外で広く操業している高知県船籍漁船に対し、気象警報、
航行警報、射撃訓練、海難事故等の操業・航行の安全に資する情
報や漁業関連情報を提供する高知県無線漁業協同組合の活動を支
援する。また、津波等から漁業者の生命及び財産を守るため、操
業中の漁船と24時間体制で通信できる沿岸漁業無線ネットワーク
の運用開始に向け、漁協の応急体制の整備や全ての漁船に情報が
速やかに行き渡るソフトの仕組みを構築する。

漁業調整費

漁業委員会費

B-5

B-1

B-2

7,186

13,748

財
源

事業No 事業名

合計

B-3

B-4
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（３）漁業振興課 

 

単位：千円
国庫支出金

特定財源
一般財源

145
3,915

5,478

3,300

110,157

8,542

4,359

72,125

85,563

225,398

153,317

2,640

564

6,699

108,578

32,528

12,167

51,101

886,576

出典：平成31年度、令和２年度　高知県水産振興部行政要覧 （事業Noは、監査人が付与）

886,576

　近年の内水面漁業や河川流域の抱える課題に対応するため、河
川環境保全の取組とともに、河川資源増強のための事業を実施
し、資源豊かな河川環境の復活を図る。あわせて、交流人口の拡
大に必要な取組を実施することで、県内の内水面漁業の振興と中
山間地域に賑わいを取戻すことを目的とする。

漁場環境保全事
業費

　漁場環境の維持、保全のための調査や赤潮プランクトンの発生
監視を行うとともに、二枚貝類の食品としての安全性確保のた
め、貝毒の発生監視を行う。あわせて、水産業及び漁村が有する
地球環境の保全、国民の生命・財産の保全等の多面的機能の発揮
に資する取組を支援することにより、水産業の再生・漁村の活性
化を図る。

漁業生産基盤整
備事業費

　リマ区域設定に伴う漁業への影響を緩和するため、関係漁協等
が実施する生産基盤整備を支援する。
　ロケット打ち上げに伴う漁業への影響を緩和するため、関係漁
協が実施する共同利用施設設置事業等に対し支援する。
　漁業活動の維持、向上等に必要なソフト及びハード事業を支援
し、漁業の振興を図る。
　漁業経営の効率化を促進するため、沿岸漁業における設備投資
を支援する。
　浜の活力再生プランの取組に位置づけられた共同利用施設の整
備、プラン策定地域における水産資源の管理・維持増大、漁港漁
場の機能強化や防災・減災対策に必要な整備等を支援する。

沿岸漁業担い手
活動促進事業費

財
源

118,935

沿岸沖合漁業等
振興事業費

　カツオ,マグロなどの表層性回遊魚の効率的な漁獲を目的とし
て設置された黒潮牧場ブイ及び中層型浮魚礁の保守管理を実施す
る。
　黒潮牧場ブイからの海況情報、人工衛星による海水温情報、水
産試験場が発表する漁海況速報等各種情報を、インターネットを
通じて提供する。
　漁業生産の安定的な維持・増大と雇用の場の確保を図るため、
民間事業者による大型定置網や中型まき網漁業の新規参入や事業
継承等を支援する。
　遠洋近海かつお・まぐろ漁業の振興を図るため、かつお資源に
関する情報収集や、関係機関及び道県協議会と連携し、国に対し
て政策提言等を行う。
　漁業の振興のため、外国人漁業研修生の陸上研修を支援する。
　釣り漁業の確実性の向上及び効率化を図るために必要な土佐黒
潮牧場への観測機器の設置試験等を行う。

養殖業振興対策
事業費

　養殖業の持続的発展を図るため、養殖指導、魚病発生時の防疫
対策指導等を行うとともに、養殖業における民間事業者等の新規
参入や規模拡大を促進する。また、県内マグロ養殖の生産安定に
向けた、クロマグロ人工種苗生産の事業化を図るとともに、ブリ
養殖の振興に向け、高品質な人工種苗の生産技術を確立する。

内水面漁業振興
事業費

　漁業指導所が担当事業を円滑に実施するための連絡調整、情報
提供や漁業士の研修、漁協青年・女性部活動の支援等を行う。
　沿岸漁業等の生産性の向上、経営の効率化及び新技術の導入を
図るため、県下４漁業指導所が中心となって、漁業者に普及啓発
指導を行う。
　高齢化が進み、今後急激な減少が予想される漁業就業者を確保
し、本県の沿岸漁業・養殖業を活性化するとともに、基幹産業と
しての維持・存続を図る。
　漁業生産量の維持・増大と優秀な担い手の確保を図るため、民
間企業や漁協を担い手育成団体に認定し、これらの団体が行う漁
業の担い手育成を支援する。
　漁業生産量の維持・増大と優秀な担い手の確保・育成を図るた
め、（一社）高知県漁業就業支援センターが実施する研修事業等
を総合的に支援する。

事業No 事業名 事業目的
R1年度

当初予算

85,026

464,278

9,903

141,106

63,268

4,060
栽培漁業振興事
業費

　「高知県栽培漁業基本計画」に基づき栽培漁業を推進する。C-1

C-2

合計

C-3

C-4

C-5

C-6

C-7
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（４）水産流通課 

 

単位：千円
国庫支出金

特定財源
一般財源

960

51,403

9,614

375,145

5

8,707

445,834

出典：平成31年度、令和２年度　高知県水産振興部行政要覧 （事業Noは、監査人が付与）

445,834

水産加工振興事
業費

　地域加工等の支援により活力ある漁村づくりを図る。また、加
工施設の高度化や衛生管理体制の強化を進め、国内外の市場に対
応できる産地加工体制を核とした水産業クラスターを形成すると
ともに、さらなる水産業の拡大再生産に向けて海外輸出を促進す
る。

水産物地産外商
推進事業費

　県内事業者と県外飲食店とのネットワークを活かし、商談会等
のマッチング機会を活用した販促活動、水産業クラスターの形成
を目指したプロモーション活動等により、県産水産物の地産外商
を推進する。

事業No 事業名 事業目的
R1年度

当初予算
財
源

52,363

384,759

8,712
水産物地産地消
推進事業費

　食品表示の適正化及び水産物卸売市場の適正な運営等に関する
指導監督を行うとともに、県産水産物の消費拡大を図るため、漁
協等と連携した魚食普及活動やインターネットを使った情報発信
等を行う。

D-1

D-2

D-3

合計
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（５）漁港漁場課 

 

 

単位：千円
国庫支出金

特定財源
一般財源

711,050

659,980

74,751

28,000

30,000

44,485

3,633

58,180

34,908

89,000

29,600

67,500

52,500

8,250

180,000

182,000

20,512

4,007

4,007

2,048

8,112

13,030

151,875

77,000

938

2,535,366

出典：平成31年度、令和２年度　高知県水産振興部行政要覧 （事業Noは、監査人が付与）

2,535,366

財
源

44,485

3,633

93,088

118,600

128,250

1,445,781

58,000漁港単独改良費
　県管理漁港（27港）における漁港機能の利便性の向上及び安全
の確保のために、国庫補助事業で採択されない少額の施設改良や
事業施行計画の策定に必要な委託業務を実施する。

漁港整備事業費

事業No 事業名 事業目的
R1年度

当初予算

漁港施設災害復
旧事業費

　異常な天然現象に起因する漁港施設災害に対し、県管理漁港で
は災害復旧事業を実施、市町村管理漁港では災害復旧事業の指導
監督を行い、速やかな漁港機能の回復を図る。

382,512

8,014

10,160

13,030

229,813

　漁港整備長期計画に基づき、生産・流通や防災の拠点となる漁
港へ重点投資し、効果的かつ効率的な整備を推進するとともに、
漁港施設の長寿命化対策を実施する。

漁港漁場機能高
度化事業費

　漁港における護岸等の生産基盤施設の総合的な整備を行うとと
もに、漁港背後の漁業集落において南海トラフ地震津波に備える
避難路等の整備を支援する。

漁港調査費

　漁港の利用状況を把握し、漁業実態に対応した漁港整備を進め
るため「港勢調査」（全88漁港）を実施するとともに、漁港背後
の漁業集落における生活環境改善対策の基礎資料とするため「背
後集落調査」（全106集落）を実施する。

漁港維持修繕費
　県管理漁港（27港）の漁港施設を適正に維持するための保全工
事等を行う。

　漁港背後の漁業集落における生活環境の改善と併せて、南海ト
ラフ地震津波に備える避難施設の整備を支援する。

漁港高度利用促
進対策事業費

　漁港機能の向上及び利用の円滑化に資する施設の整備を行う。

プレジャーボー
ト対策事業費

　漁船とプレジャーボートの棲み分けによる秩序ある漁港利用を
推進し、漁業と調和した海洋性レクリエーションの振興・発展を
図る。
　事業実施予定漁港数 14漁港

管理諸費 　漁港機能を保全し、適正な維持管理を図る。

市町村事業指導
監督事務費

　市町村事業の適正な執行を指導監督する。

広域漁場整備事
業費

　カツオ・マグロ・シイラなどの表層性回遊魚を滞留させ、効果
的に漁獲し沿岸漁業操業の効率化を図ることを目的に浮魚礁を設
置する。

E-8

E-9

E-10

E-11

E-12

E-7

E-1

E-2

漁業集落環境整
備事業費

E-3

E-4

E-5

E-6

合計



101 

 

（６）内水面漁業センター 

 

（７）水産試験場 

 

単位：千円
国庫支出金

特定財源
一般財源

3,624

6,957

6,555

17,136

出典：平成31年度、令和２年度　高知県水産振興部行政要覧 （事業Noは、監査人が付与）

17,136

財
源

　内水面漁業センターの管理・運営に要する経費及び事務事業推
進のための共通経費

内水面漁業試験
研究費

　内水面漁業・養殖業の振興及び内水面域の環境保全を図るた
め、①資源・環境、②魚病対策、③増養殖技術に関する調査研究
と技術開発を行う。

事業名 事業目的

6,555

R1年度
当初予算

10,581

事業No

内水面漁業セン
ター管理運営費

合計

F-1

F-2

単位：千円
国庫支出金

特定財源
一般財源

4,491

16,838

23,401

1,050

105,774

1,503

968

967

2,356

11,069

2,527

3,595

174,539

出典：平成31年度、令和２年度　高知県水産振興部行政要覧 （事業Noは、監査人が付与）

合計

G-1

G-4

G-5

G-6

水産試験場古満
目分場施設整備
費

　飼育水槽の改修、飼育設備の整備等によりハード面での充実を
図り、技術開発を加速化する。

　水産試験場古満目分場の運営・管理、事務事業の推進に要する
経費。

水産試験場古満
目分場管理運営
費

水産試験場古満
目分場試験研究
費

　県西部の養殖振興に関する調査研究を行う。

G-2

G-3

事業No

44,730

106,824

1,503
　水産業の振興に必要な技術開発、試験研究等の効率的推進のた
めに、施設整備等を行う。

水産試験場施設
整備費

水産試験場管理
運営費

　水産試験場の管理・運営、事務事業の推進、調査船（土佐海洋
丸）の運航・維持管理及び施設等の整備に要する経費。

水産業試験研究
費

　水産資源の評価、養殖技術の向上、海洋環境の保全等に関する
調査、研究を行い、本県水産業の振興に資する。

174,539

事業名 事業目的
R1年度

当初予算
財
源

1,935

13,425

6,122
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４．高知県における水産業行政の取組 

（１）水産業分野における施策の展開 

水産業振興行政に関する施策の体系として、産業振興計画に該当するものとその他

のものに大きく分けることができる。また、産業振興計画の施策については、５つの

柱より成り立っている。 

 

（２）水産業分野における産業振興計画 

１）分野目標・戦略の柱・戦略の方向性・戦略目標・取組方針 

 

その他

柱１ 漁業生産の構造改革

柱２ 担い手の育成・確保

柱３ 市場対応力のある産地加工体制の確立

柱４ 流通・販売の強化

柱５ 活力ある漁村づくり その他

産業振興計画

南海トラフ地震対策

高知県１漁港構想の早期実現

漁業生産額（宝石サンゴを除く）

水産加工出荷額

戦略の柱 戦略の方向性 戦略目標

漁村の資源を活用した活動を支援

し、地域での暮らしを支える。

(柱５）

活力ある漁村づく

り

分野目標（水産業）

㉕446億円 ⇒ ㉛460億円 ⇒ ㉝476億円 ⇒ ㊲490億円

㉕173億円 ⇒ ㉛200億円 ⇒ ㉝203億円 ⇒ ㊲220億円

高齢者等に対応した漁港漁場づくり

㉗0か所→㉛5か所→㉝7か所→㊲10か所

(柱４）

流通・販売の強化

取組方針

効率的な漁業生産体制への転換を

進めるとともに、人口種苗量産体

制の確立などにより養殖生産ビジ

ネスの拡大を図る。また、漁業生

産量の増大に向けて定置網漁業へ

の企業誘致や新たな漁法の挿入に

取り組む。

漁業就業支援センターの設置によ

り就業希望者の就業相談から就業

後の経営安定に向けたフォロー

アップまで、担い手の育成・確保

に向けた総合的な支援に取り組

む。

鮮魚の県内市場取扱額

㉖85億円→㉛90億円以上

→㉝92億円以上→㊲95億円以上

人口種苗の供給尾数

・カンパチ㉖0尾→㉛50万尾

→㉝120万尾→㊲300万尾

・クロマグロ㉖0尾→㉛1万尾

→㉝3万尾→㊲10万尾

新規就業者数

(H24-26平均）37名/年→㉛50名/年

→㉝50名/年→㊲50名/年

(柱１）

漁業生産の構造改

革

(柱２）

担い手の育成・確

保

少量多品種の特性を活かした外商

の拡大や消費地市場とのネット

ワークの強化を図るとともに、国

外への販路を開拓することで、本

県水産物の販売力の向上を図る。

「応援の店」県内参画事業者の出荷額

㉗1億円→㉛4億円→㉝5億円→㊲6億円

産地市場の集約化

㉗33市場→㉛28市場→㉝23市場→㊲15市場

水産物の輸出

㉖0.2億円→㉛4億円→㉝13億円→㊲16億円

国内外の市場に対応できる産地加

工体制を確立し、生産の拡大によ

り雇用の場の創出を図る。

(柱３）

市場対応力のある

産地加工体制の確

立

衛生管理の高度化に対応した加工場の割合

㉖24%→㉛100%→㉝100%→㊲100%

・海外HACCP対応型の加工場

㉖0件→㉛3件→㉝4件→㊲5件

養殖魚の前処理加工

・出荷額㉖5億円→㉛29億円

→㉝32億円→㊲36億円

・雇用者数

㉗58名→㉛120名→㉝125名→㊲130名

1-1

2-1

3-3

効率的な沿岸漁業生産体制への

転換

日本一の種苗生産・中間育成拠

点の形成

1-2

1-3 新規漁場の開拓

担い手の育成

就業時における支援2-2

3-1

3-2

高度加工ビジネスへのステップ

アップ

加工関連ビジネスの展開

5-1

5-2

高齢者や女性の活躍の場づくり

交流人口の拡大

4-1

4-2

4-3

外商ビジネスの拡大

産地市場の機能強化

輸出の促進【再掲】

輸出の促進
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２）分野目標及び戦略目標における実績値 

 分野目標及び戦略目標に関する令和元年度の目標値及び実績値は以下のとおり

である。 

 

 

３）各取組方針に関する具体的な取組・目標値・実績・具体的事業 

 水産業分野における産業振興計画については、上記のとおり、13の取組方針が定

められている。各取組方針について、具体的な取組・目標値・実績値・具体的事業

についてまとめると以下のとおりとなる。なお、下記のデータは、産業振興計画を

取りまとめた資料に加え、県の水産政策課より提出を受けた資料に基づいて作成し

ている（具体的事業の番号は、96頁～101頁において監査人が付与した番号である）。 

区分 H26 出発点 R元 目標値 実績

・カンパチ ０尾 50万尾 ０尾

・クロマグロ ０尾 １万尾 600尾

37名/年
(H24-26平均)

・出荷額 ５億円 29億円 23億円

・雇用者数 58名(H27) 120名 116名

460億円 497億円

水産加工出荷額
173億円
（H25）

200億円 233億円

目標

分野目標

漁業生産額（宝石サンゴを除く）
446億円
(H25)

人口種苗の供給
尾数

養殖魚の
前処理加工

０件

4.2億円

戦略目標

鮮魚の県内市場取扱額 85億円 90億円以上 82億円

１億円
(H27)

４億円

水産物の輸出 0.2億円 ４億円 4.1億円

高齢者等に対応した漁港漁場づくり

３件 １件

０か所
(H27)

５か所 ６か所

「応援の店」県内参画事業者の出荷額

50名/年 39名/年

100% 64%

産地市場の集約化
33市場
(H27)

28市場 31市場

新規就業者数

衛生管理の高度化に対応した加工場の割合

・海外HACCP対応型の加工場

24%
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① 1-1 効率的な沿岸漁業生産体制への転換 

 

 

② 1-2 日本一の種苗生産・中間育成拠点の形成  

 

③ 1-3 新規漁場の開拓 

 

指標 出発点 R元目標値 実績

漁場経営の効率化(カツオ船へ

のイワシ活餌の安定供給体制）

県内での活餌安定供給 活餌の試験レベル

での出荷(H27)

29年度に終了 活餌事業の継続

（R元） H28

①土佐黒潮牧場の高機能化に必

要な機器等の選定

-

(H30)

機器２種選定 機器０種選定

(R元)
C-3

②漁場予測システムや出漁判断

情報等の開発件数

-

(H30)

２件 ２件

(R元)
G-1

➂急潮及び赤潮発生予測手法の

開発

２件

(H30)

２件 ２件

(R元)
G-6

④産地市場のスマート化に資す

る機器等の導入件数

-

(H30)

２件 ０件

(R元)
A-6

①大型定置網の漁獲量 11,594ﾄﾝ以上

(H26)

16,400ﾄﾝ以上 12,148ﾄﾝ

(R元）

②急潮の予測手法の開発 -

(H27)

急潮予測手法の確

立

芸当地区における

紀南分枝流によっ

て発生する急潮の

予測手法の確立

     (R元)

漁業経営の効率化(既存養殖業

の振興）

養殖マダイの生産額 48億円

(H25)

48億円 61.4億円

(H30)
C-7

大敷組合など漁業経営体の法人

化

沿岸漁業経営体の法人化 漁業別法人数(率)

・大型定置網漁業

16％

(H27)

・中型まき網漁業

55％

(H27)

・大型定置網漁業

33％

・中型まき網漁業

77％

・大型定置網漁業

22％

(R元)

・中型まき網漁業

67％

(R元)

B-2

法人等の生産現場への参入の促

進

生産現場へ新たに参入した法人

数

-

(H27)

４法人以上 ４法人

(R元)
C-3

-

(H27)

活餌安定確保対策事業費委託料

高知マリンイノベーション推進事業費

G-1

漁船導入支援事業費補助金

C-3 かつお・まぐろ漁業振興対策事業費

C-7 水産業改良普及事業費

土佐黒潮牧場安全事業費

広域漁場整備事業費

C-4

県１漁協構想推進事業費補助金

具体的事業

漁業経営の効率化（定置網漁業

の安定的な経営体制の確立）

具体的な取組

新規漁業就業者13

名のうち、10名が

設備投資を実施

新規漁業就業者17

名が設備投資を実

施(R元)

操業の効率化による漁業者の収

益性の向上

漁業経営の効率化（新規就業者

等の設備投資への支援）

黒潮牧場の年平均漁獲量 平均1,500ﾄﾝ/年

(平成24年～H26

年)

1,500ﾄﾝ以上/年

(平成28年～R元

年)

平均1,502ﾄﾝ/年

(H28～R元年)

-

(H29)

新技術の導入や機械化による生

産工程の改善の件数

漁業経営の効率化（生産工程の

改善による生産性の向上）

高知マリンイノベーションの推

進による操業の効率化

C-3

E-8

４件

(R元)

４件

水産業試験研究費

水産試験場吉満目分場試験研究費

水産業改良普及事業費

沿岸漁業経営体法人化事業費補助金

水産業試験研究費

大型定置網・中型まき網漁業承継等支援

事業費

漁業経営の効率化（近海カツオ

一本釣り漁業の経営安定対策等

の強化）

カツオ生産量 平均17,088ﾄﾝ/年

(H23年からH27年)

17,000ﾄﾝ 14,700ﾄﾝ

(R元年速報)

漁業経営の効率化（黒潮牧場15

基体制の維持）

指標 出発点 R元目標値 実績

①クロマグロ沖だし尾数 1000尾

(H27)

3万尾 2,779尾

(R元)

②カンパチ種苗生産体制 試験出荷

(H27)

養殖現場のニーズ

に応じた高品質な

人口種苗の実用化

養殖現場のニーズ

に応じた高品質な

人口種苗の実用化

     (R元)

③ブリ種苗生産体制 生産技術未開発

(H29)

人口種苗生産の事

業化

人口種苗生産の事

業化(R元)

試験研究機能の充実・強化 新たな試験研究機関の設置 -

(H27)

新たな試験研究機

関の施設機能強化

と本格稼働

新たな試験研究機

関の施設機能強化

と本格稼働(R元)
G-6

中間育成漁場の開拓 中間育成漁場の開拓 -

(H27)

新たな中間育成漁

場の本格運用

中間育成漁場

1漁場へ運用

(R元)
C-2 マグロ養殖振興事業費

養殖業振興対策事業費

マグロ養殖振興事業費

養殖用種苗生産技術開発事業費

C-2

C-2

C-2

具体的な取組 具体的事業

人口種苗量産体制の確立

水産試験場吉満目分場施設整備費

指標 出発点 R元目標値 実績

①未利用漁場への企業参入 -

(H30)

４漁場に参入 ０漁場

(R元)

②火光利用まき網の試験操業実

施回数

-

(H30)

５回 ０回

(R元)

沖合漁場の開拓 沖合養殖漁場 １か所

(H27)

２か所 １か所

(R元)
H28 沖合養殖振興事業費

具体的事業

B-2 未利用漁場活用促進事業費

具体的な取組

企業誘致の促進や新たな漁法の

導入による生産量の増大(H31新

規）
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④ 2-1 担い手の育成 

 

⑤ 2-2 就業時における支援 

 

⑥ 3-1 高度加工ビジネスへのステップアップ 

 

⑦ 3-2 加工関連ビジネスの展開 

 

⑧ 3-3 輸出の促進 

 

指標 出発点 R元目標値 実績

自営型漁業における新規就業者

数

-

(H30)

７名 ０名

(R元)

雇用型漁業における新規就業者

数(国事業含む）

-

(H30)

20名 ９名

(R元)

漁家子弟の新規就業者数 -

(H30)

３名 ３名

(R元)

移住促進策と連携した就業希望

者の掘り起こしや研修制度の充

実

新規漁場就業者支援事業による

新規漁業就業者数

２名

(H26)

13名

(R元年度以降は

【水14】でも実

施）

34名

(R元) C-7

C-7

C-7

法人等の参入による担い手育成

の新たな受け皿づくり

担い手育成団体支援事業による

新規漁業就業者数

-

(H26)

12名 ５名

(R元) C-7

新規就業者の経営安定に向けた

営漁指導員の配置、育成(H31新

規）

営漁指導員の配置人数 -

(H30)

６名 ５名

(R元) A-8

担い手育成団体支援事業費補助金

新規漁業就業者支援事業費補助金

担い手育成団体支援事業費補助金

漁業就業支援事業費補助金

C-7 漁業就業支援事業費補助金

高知県１漁協構想推進事業費補助金

具体的事業具体的な取組

(一社)高知県漁業就業支援セン

ターの設置による担い手対策の

抜本強化(R元新規)

【水14】

指標 出発点 R元目標値 実績

就業時の設備投資、資金調達へ

の支援

就業時の設備投資、資金調達へ

の支援の実施件数

-

(H26)

３件 17件

(R元) C-4

新規就業者が参入しやすい環境

づくり

新規漁業就業者支援事業及び担

い手育成団体支援事業による新

規漁業就業者数

２名

(H26)

25名 39名

(R元)
C-7

C-7

C-7

具体的事業

漁船導入支援事業費補助金

新規漁業就業者支援事業費補助金

担い手育成団体支援事業費補助金

漁業就業支援事業費補助金

具体的な取組

指標 出発点 R元目標値 実績

既存加工施設の高度化 地域APや6次産業化等による
水産加工出荷額が増加

6.8億円
(H26)

8.0億円 22.5億円
（R元） D-2

既存加工施設の衛生管理体
制の強化

HACCP等の研修に参加した事
業者数

-

(H27)

16社 16社
（R元） D-2

HACCPに対応した加工施設の
立地促進

HACCPの導入のための専門家
による指導回数

-

(H27)

９回 12回
（R元）

D-2

D-2

具体的な取組

水産物前処理加工等育成支援事業費

水産物前処理加工等育成支援事業費

具体的事業

水産加工業高度化事業費補助金
水産加工施設等整備事業費（補助
金、事務費）

指標 出発点 R元目標値 実績

残さい加工ビジネスの再構築 幡多圏域での残さい加工ビジネ

スの構築

-

(H27)

幡多圏域での新

たな残さい加工

施設の操業

残さい加工

施設着工

（R元）

D-2

C-4

冷凍保管ビジネスの事業化 新たな冷凍保管ビジネスの構築 -

(H27)

新たな冷凍保管ビ

ジネスの開始

冷凍施設が

順調に稼働

(R元)

D-2

D-2

水産業クラスター形成促進事業費

リマ区域周辺漁業用施設設置事業費

水産業クラスター形成促進事業費

水産加工施設等整備事業費(補助金、事

務費）

具体的な取組 具体的事業

指標 出発点 R元目標値 実績

HACCPに対応した加工施設の立

地促進

HACCPの導入のための専門家によ

る指導回数

-

(H27)

９回 12回

（R元）

D-2

D-2

具体的事業

水産加工業高度化事業費補助金

水産加工施設等整備事業費（補助金、事

務費）

具体的な取組

国際見本市への出展 -

(H27)

D-2

D-2

D-2

D-2

水産物の輸出の本格展開(H31

拡充)

７回/年間 ５回/年間

（R元）

水産物輸出促進事業費補助金

水産物輸出販路拡大事業費

水産物輸出促進事業費(事務費）

水産加工業高度化事業費補助金
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⑨ 4-1 外商ビジネスの拡大 

 

⑩ 4-2 産地市場の機能強化 

 

⑪ 4-3 輸出の促進（再掲） 

 

⑫ 5-1 高齢者や女性の活躍の場づくり 

 

⑬ 5-2 交流人口の拡大 

  

指標 出発点 R元目標値 実績

県内産地の対応力の強化 「高知家の魚応援の店」1店舗あ

たり、年100万円以上の取引をす

る県内事業者数

15事業者

(H26)

40事業者 36事業者

(R元) D-1

消費地市場と連携した外商活動

の展開

県外消費地市場地区の量販店で

の水産物フェア等の開催店舗数

20店舗

(H27)

累計100店舗 累計218店舗

(R元)
D-1

D-1

販売の拡大を背景とした新たな

物流システムの構築

新たな物流に取り組む地区 -

(H27)

３地区 ３地区

(R元)

D-1

D-1

水産物外商活動支援事業委託料

「高知家の魚応援の店」の登録

店舗数

374店舗

(H26)

消費地市場連携強化事業費

水産物地産外商推進事業費(事務費)

水産物都市圏外商ネットワーク強化事業

委託料

水産物地産外商推進事業費

具体的な取組

「応援の店」や「さかな屋高知

家」を拠点とした外商活動の一

層の強化(H31拡充)

具体的事業

水産物都市圏外商ネットワーク強化事業

委託料

水産物外商活動支援事業委託料

水産物地産外商推進事業費(事務費)

関連：見本市出展業務委託料

　　　水産物地産外商推進事業費補

　　　助金

D-1

D-1

D-1

D-1

D-1

1000店舗 1,030店舗

(R元)

指標 出発点 R元目標値 実績

市場競合による拠点市場の水揚

げの集約化

合意形成に向けた協議会開催数

(延べ)

0回/年

(H27)

４回/年 ３回/年

(R元)
A-6

A-6

荷捌き機能や衛生管理体制の強

化
有料衛生品質管理市場認定数

計3市場

(H27)

計４市場 ３市場

(R元)
A-5

A-5

具体的事業具体的な取組

県１漁協構想推進事業費

県１漁協構想推進事業費補助金

県１漁協支援事業費

鮮度商品力向上推進事業費(事務費)

指標 出発点 R元目標値 実績

水産物の輸出の本格展開(H31

拡充)

国際見本市への出展 -

(H27)

７回/年間 ５回/年間

(R元)
D-2

D-2

D-2

D-2

具体的事業具体的な取組

水産物輸出促進事業費補助金

水産物輸出販路拡大事業費

水産物輸出促進事業費(事務費）

水産加工業高度化事業費補助金

指標 出発点 R元目標値 実績

高齢者等に対応した漁場づくり

(漁港)

漁港の泊地等を活用し新たな漁

場が整備された漁港数

０漁港

(H27)

１漁港 ２漁港

(R元)
C-5

高齢者等に対応した漁場づくり

(漁場)

高齢者等に対応した漁場の整備 ０漁場

(H27)

４漁場 ４漁場

(R元)
C-4

『地域加工』の支援 活動している地域加工グループ ９グループ

(H27)

９グループ

以上

９グループ

(R元)
D-2

具体的事業

水産多面的機能発揮対策事業費

種子島周辺漁業対策事業費補助金

水産物前処理加工等育成支援事業費

具体的な取組

指標 出発点 R元目標値 実績

遊漁や体験漁業の振興(遊漁船

業等の振興(遊漁船業等の振興)

（H30拡充)

遊漁や体験漁業の旅行商品化・

磨き上げをした数

-

(H27)

10件

(H30.R元累計)

10件

(H30.R元累計) A-9

整備対象施設における機能や安

全性の確保等に関する対策項目

数

０項目

(H27)

10項目 ６項目

(R元) E-11

都市からの来訪者を受け入れる

ための環境整備がされた漁村地

区数

０地区

(H27)

１地区 １地区

(R元)

遊漁や体験漁業の振興(遊漁船

業等の振興(規制緩和）

高知県漁業調整規則の改正 -

(H27)

遊漁者のまき餌釣

及びひき縄の制限

を解除

まき餌釣の解除

やす使用の制限を

解除(R元)
B-2

遊漁や体験漁業の振興(遊漁船

業等の振興(アサリの増殖）

食害対策としてのかぶせ網の敷

設面積

1,600㎡

(H26)

30,000㎡ 28,150㎡

(R元) A-9

にぎわいのある河川づくり ・種苗放流や産卵場造成など

　の人工的対策実施

・自然再生産による資源増殖

　につながる取り組みの実施

-

(H27)

種苗放流や産卵場

造成など人工的な

対策により資源の

維持が図られてい

る状態

アユ種苗の生産・

放流量

35.5ﾄﾝ(R元)

稚ウナギの放流量

0.6ﾄﾝ(R元)

アユ産卵場造成面

積

13,160㎡(R元)

C-6

C-6

C-4

遊漁等振興事業費

プレジャーボート対策事業費

具体的事業

遊漁や体験漁業の振興(遊漁船

業等の振興(漁港等の整備）

漁業調整費

アサリ資源回復対策事業費

内水面漁業資源保全事業費

あゆ等放流用種苗育成生産事業費

漁業生産基盤維持向上事業費

漁港環境整備事業費

具体的な取組
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（３）地域産業クラスタープロジェクト（水産業）の概要 

１）土佐清水メジカ産業クラスタープロジェクト（土佐清水市） 

①概要 

 

②平成 30年度までの取組状況 

宗田節関連産業の維持・拡大に向け、必要となる施設の計画的な整備及び宗田節

の認知度向上と地域への誘客を図る 

全体 「土佐清水メジカ産業プロジェクト推進協議会」でクラスタープランを更

新 

１次 担い手育成団体支援事業で土佐清水元気プロジェクトに１名が就職、１名

が研修中、新規漁業就業者支援事業で２名が研修中 

２次 冷凍保管施設が完成(２月)、残渣加工施設の実施設計完了、共同加工施設

の基本計画策定、節納屋が衛生管理体制の高度化を目指し県版 HACCP 認証

の取得に向けた勉強会を開催 

３次 「宗田節ロード 2019」を展開、県外の飲食店で宗田節フェアを展開、各種

イベントで宗田節を PR、宗田節新商品を開発 

 

③令和元年度の展開 

【課題】 

 ・担い手の確保・衛生管理体制の高度化  

・宗田節を活用した新商品開発 

 

【令和元年度の主な取組】 

全体 「土佐清水メジカ産業クラスタープロジェクト」の進捗管理 

１次 担い手育成団体支援事業による支援、(一社)高知県漁業就業支援センター 
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 による就業相談から就職後までの一括支援 

２次 残渣加工施設の本体工事(R１～R２年度予定) 

 共同加工施設の実施設計(R２年度完成予定) 

 節納屋の県版 HACCP 認証取得推進 

 宗田節新商品(スープブロス)製造設備の整備 

３次 「宗田節ロード 2019」を継続(R１.12 月末まで)、各種イベントで宗田節を

PR、宗田節新商品(スープブロス)の販売 

 

２）宿毛・大月養殖ビジネス高度化プロジェクト（宿毛市、大月町） 

①概要 

 

②平成 30年度までの取組状況 

クラスターの核となる大型水産加工施設を整備し、既存加工施設と養殖魚の前処

理加工や輸出に取り組み、併せて養殖魚のプロモーション活動を実施し、産地知名

度の向上と地域への誘客促進を図る 

全体 「宿毛・大月養殖ビジネス高度化プロジェクト推進協議会」がクラスター

プランを更新 

１次 クロマグロ人工種苗生産で、合計 5,500 尾を沖出ししたが、斃死が止まら

ず中間育成中止 

２次 ㈱高知道水の大型水産加工施設が完成(３月)、既存加工施設等が養殖前処

理加工を展開、加工事業者が輸出に向けた取組を推進 

(対米 HACCP 取得に向けたコンサルティング等) 

３次 県外の飲食店や量販店、県内外のイベント等で「大月産本マグロ」の PR、

地域でマグロ祭りや、モニターツアーを開催⇒四国内の旅行会社のツアー

メニューに採用 
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③令和元年度の展開 

【課題】 

 ・生産拡大に向けた人工種苗の導入  

・安定的な販路の確保・加工施設従業員の確保 

 

【令和元年度の主な取組】 

１次 クロマグロ受精卵生産委託事業を継続、クロマグロ人工種苗生産委託事業

を継続 

２次 ㈱高知道水の操業開始(7/1 予定)、高知道水を含め加工事業者の輸出の本

格展開(中国・米国) 

(対米 HACCP 取得に向けたコンサルティング等) 

３次 県外の飲食店や量販店、県内外のイベント等で「大月産本マグロ」を PR、 

 「大月産本マグロ」の PR 用販促資材の作成 

 ツアーメニューのブラッシュアップ 

 

３）宇佐・浦ノ内水産資源活用クラスタープロジェクト（土佐市、須崎市） 

①概要 

 

②平成 30年度までの取組状況 

海洋資源を活用した、体験型・滞在型観光の推進を支援 

１次 潮干狩り復活に向けた大規模被せ網を継続 

 天皇洲での潮干狩りを試験的に部分開放 

 アサリ垂下式養殖の検証試験を実施 
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２次 浦ノ内地区地域住民自主組織が地域食材等を活用した弁当事業の拡大 

 海洋高校がウルメイワシ加工品のレシピを開発し、量販店での販売が開始 

３次 浦ノ内釣筏渡船振興会が修学旅行生等を受入れ（24組、299 名） 

 高知県漁協が団体客の受入れを目的とした新たな釣筏整備 

 スポーツ合宿(カヌー競技)の受入 

 

③令和元年度の展開 

【課題】 

 ・観光資源の磨き上げと効果的なプロモーション  

・土佐市及び須崎市の連携強化 

 

【令和元年度の主な取組】 

全体 観光資源をさらに磨き上げるとともに、事業者間の連携により観光商品と

しての売込みに着手 

１次 潮干狩りの部分開放や養殖等、アサリの多面的利用の促進 

２次 地域食材等を活用した弁当事業の拡大 

 ウルメイワシ加工品等のブランド化、販売促進 

３次 釣筏やホエールウォッチング等の集客拡大に向けた磨き上げ 

 観光・飲食関連事業間の連携による観光商品としての売込み 

 スポーツ合宿の誘致の推進 

 海洋スポーツを活かした交流人口の拡大 
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（４）水産振興部が担当する南海トラフ地震対策の概要 

 水産振興部が担当する南海トラフ地震対策について、『南海トラフ地震対策行動計

画（第４期 2019年度～2021年度、2020年３月改訂）』より、担当課が水産振興部に該

当する内容をまとめると以下のとおりである。 

 

  

 

 

 

 

 

【対応レベル】 【取組内容】　

　具体的な取組を進める上で念頭に置くべき地震の規模を記載 　取組の具体的な内容を記載

　・Ｌ２…最大クラスの地震・津波 　※括弧内は2021年度までの目標を記載

　　　　　→命を守る対策（避難場所の整備など）は最大クラス

　　　　　　の地震・津波に備える 【取組タイプ】

　・Ｌ１…発生頻度の高い一定程度の地震・津波 　取組内容に合わせた進捗管理を実施するため、取組を３タイ

　　　　　→堤防などのハード対策は発生頻度の高い地震・津波 　プに分け、記載

　　　　　　に備える 　・タイプＡ…最終目標及び達成予定年度が設定できる取組

　・共通…レベルに関係なく対応 　・タイプＢ…採取目標の達成はできるが、外的要素

　　　　　→避難所運営マニュアルの改訂など地震・津波のレベ 　　　　　　　（国の補助金の内示率や県民の意識率など）

　　　　　　ルに関係なく対応 　・タイプＣ…継続的に実施する取組であり、最終目標の設定

　　　　　　　ができない取組

【区分】

　この取り組みが、自助、共助、公助のどこに効果があるものか

　を記載しています。

　・自助…住宅の耐震化など自らの命を自らで守るもの　など

　・共助…地域での支え合いや助け合いなど

　・公助…社会基盤の整備や応急救助期間による救助・救出など

　　　　　公の取組　など

対応

レベル
区分

共通 自助
内水面漁業センター・水産試験場

の耐震化を進めます。

目的

地震により倒壊等の危険性が高いとされる県の建築物等の耐震化を進め、来庁者や職員の安全を確保します。

県の具体的な取組の概要
目標達成によって得られる効果

（アウトカム）
関連する計画 担当課名

漁業 振興課水産物防疫事業の早期再開 高知県強靭化計画 県

実施

団体等

達成

予定

計画

実績

2021

年度

・内水面漁業セ

ンター高架水槽

及び機械棟改修

完了

・水産試験場ポ

ンプ室耐震化工

事設計委託完了

目標(値)

取組内容

(計画期間の当初目標）

取組

タイプ

2018年度

までの実績 2019年度 2020年度 2021年度
2022年度

以降

計画スケジュール

施設耐震化工事の実施

(内水面漁業センター高架水槽棟

及び機械棟改修工事完了

(100%)）

(水産試験場ポンプ室耐震化工事

完了(100%)

Ａ

内水面漁業セン

ター高架水槽棟及

び機械棟改修工事

設計完了
※2020年度当初

予算化ができな

かったため、工

期に遅れ

水産試験

場ポンプ

室耐震化

工事完了

耐震化

完了

最終目標
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対応

レベル
区分

共通
自助

共助

県の具体的な取組の概要
目標達成によって得られる効果

（アウトカム）
関連する計画

実施

団体等
担当課名

目的

沿岸地域において、津波から安全に避難できるよう避難路や避難場所等の確保を進めるとともに、地震発生時に速やかに避

難行動がとれるよう津波避難計画の見直しや避難方法の周知、避難訓練などを行います。

漁業関係者への防災意識の向上を

図るために、研修会の開催や訓練

の実施を促進します。また、操業

船に対して24時間本県の全海域を

カバーする地震津波災害時の緊急

通報体制を構築します。

漁協職員、漁業者など漁業関係

者の防災意識が向上し、円滑な

避難行動に寄与することによ

る、漁業関係者や地域住民の人

命の安全の確保

高知県強靭化計画

応急期懇談会提言

漁業協同

組合

県

市町村等

漁業管理課

漁業振興課

達成

予定

計画

実績

計画

実績

計画

実績

システム整備 運用開始 取組の継続

避難訓練

１回以上実施

避難訓練

１回以上実施

避難訓練

１回以上実施

－
マニュアルの改

訂48%

（26/55漁協・

支所）

取組内容

(計画期間の当初目標）

取組

タイプ

2018年度

までの実績

計画スケジュール 最終目標

2019年度 2020年度 2021年度
2022年度

以降
目標(値)

沿岸漁業無線ネットワークシス

テムの整備・運営

（沿岸漁業無線ネットワークシ

ステムの整備、高知県漁協によ

る運用開始）

Ａ

沿岸漁業無線ネッ

トワークの整備・

運営方針を決定

し、電波伝搬調査

及びシステム設計

を実施

取組の

継続

沿岸漁業無

線ネット

ワークシス

テムの整備

及び高知県

漁協による

運用開始

2020

年度システム整備が

完了

漁協等が作成する地震・津波防

災マニュアルの改訂
Ｃ

マニュアル整備

100%

課題の整理や専門家の意見等を踏まえた

防災マニュアルの改訂

取組の

継続
－

取組の

継続
－ －

漁協職員等が参加する避難訓練

の実施

（訓練への参加率　100%(55/55

漁協・支所)）

Ｃ

訓練への参加率

100%

(55/55漁協・支所)

訓練への参加率

40%

（22/55漁協・

支所)

対応

レベル
区分

Ｌ２ 公助

目的

津波から安全に避難できるよう津波避難計画をもとに、市町村（一部は県、事業者）が国の事業や県の補助金を活用して避

難路や避難場所等の確保を進めるとともに、施設利用者のための避難場所についても整備を行います。

漁村地域において市町村が行う避

難施設の整備を支援します。
津波からの県民の生命の確保

高知県強靭化計画

津波避難計画

地震防災緊急事業

五箇年計画

漁港漁場整備長期

計画

市町村 漁港漁場課

県の具体的な取組の概要
目標達成によって得られる効果

（アウトカム）
関連する計画

実施

団体等
担当課名

達成

予定

計画

実績

2022年度

以降
目標(値)

取組内容

(計画期間の当初目標）

取組

タイプ

2018年度

までの実績

2020

年度

１地区整備（田野浦）

漁村地域における避難路・避難

場所の整備の支援

（１地区整備

（13/13地区・100％))

Ｂ
12地区整備

92%（12/13）
１地区整備中

（田野浦）

（2020年度

完了予定）

計画スケジュール 最終目標

2019年度 2020年度 2021年度

－

13地区

整備

完了
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対応

レベル 区分

共通 公助

津波による漂流物がもたらす被害を軽減するため、沿岸部での漂流物対策を進めます。

県管理漁港において、津波の際に

漂流物となる、放置船(沈廃船等）

の処分に向け、撤去指導及び代執

行を行います。

津波漂流物による被害の軽減

と港湾・漁港の早期啓開、復

旧の迅速化

プレジャーボートの

適正管理及び利用環

境改善のための総合

的対策に関する推進

計画(2013年5月国土

交通省・水産庁）

県 漁港漁場課

県の具体的な取組の概要
目標達成によって得られる効

果
関連する計画

実施

団体等
担当課名

目的

達成

予定

計画

実績

2022年度

以降
目標(値)

取組内容

(計画期間の当初目標）

取組

タイプ

2018年度

までの実績

2024

年度

県管理漁港における沈廃船の処

分

(沈廃船　270隻処分（651/756

隻・86%)

Ｂ
381隻処分済

(381/756隻・50%)

90隻処分

22隻処分

計画スケジュール 最終目標

2019年度 2020年度 2021年度

90隻処分 90隻処分
105隻

処分

756隻

処分

対応

レベル 区分

共通 公助

目的

県の具体的な取組の概要
目標達成によって得られる効

果
関連する計画

実施

団体等
担当課名

津波による漂流物がもたらす被害を軽減するため、沿岸部での漂流物対策を進めます。

市町村管理漁港において、津波の

際に漂流物となる、放置船(沈廃船

等）の処分を促進するため、所有

者不明船について放置状態の解消

に向けた包括的な指導を行いま

す。

津波漂流物による被害の軽減

と港湾・漁港の早期啓開、復

旧の迅速化

プレジャーボートの

適正管理及び利用環

境改善のための総合

的対策に関する推進

計画(2013年5月国土

交通省・水産庁）

市町村 漁港漁場課

達成

予定

実績

取組内容

(計画期間の当初目標）

取組

タイ

プ

2018年度

までの実績 2019年度 2020年度 2021年度
2022年度

以降

275隻

処分
－

市町村管理漁港における沈廃船

の処分支援

(沈廃船99隻処分（144/275隻・

52%)

Ｂ
45隻処分済

(45/275隻・16%)

33隻処分

計画スケジュール 最終目標

目標(値)

計画 市町村管理漁港おける所有者判明船の放置状態の

解消に向けた包括的な指導(参考：計画数91隻）

9隻処分

33隻処分 33隻処分

40隻

処分

対応

レベル
区分

Ｌ２ 自助

漁業用屋外燃油タンクの撤去、地

下タンク化等の対策への支援を行

います。

津波火災の原因となる燃油流出

リスクの軽減により地域住民の

安全や人命の確保

－
漁業協同

組合等
漁業振興課

目的

県の具体的な取組の概要
目標達成によって得られる効果

（アウトカム）
関連する計画

実施

団体等
担当課名

地震や津波による燃料タンク・高圧ガス施設等の転倒・流出による、火災の発生などの二次被害を防止するため、事前の安

全対策を進めます。

達成

予定

計画

実績

2024

年度
３基撤去

漁業用屋外燃油タンクの撤去

（撤去する燃料タンク７基

（32/34基・94%)

Ａ
撤去済タンク 25基

（25/34・74%）

３基撤去 １基撤去 ４基撤去
１基撤去

34基

撤去

取組内容

(計画期間の当初目標）

取組

タイプ

2018年度

までの実績

計画スケジュール 最終目標

2019年度 2020年度 2021年度
2022年度

以降
目標(値)



114 

 

 

 

 

 

 

 

対応

レベル
区分

共通 公助

目的

漁港漁場課

担当課名

地震直後から必要となる緊急輸送を行うため、海上輸送機能を確保します。

実施

団体等

県

高知県強靱化計画

地震防災緊急事業五

箇年計画

漁港漁場整備長期計

画

目標達成によって得られる効果

震災後の緊急物資輸送や水産流

通活動の早期再開

県の具体的な取組の概要

防災拠点漁港での岸壁の耐震強

化、防波堤等の粘り強い構造への

整備を行います。

関連する計画

達成

予定

取組

タイ

プ

最終目標
取組内容

(計画期間の当初目標）

2018年度

までの実績

計画スケジュール

2019年度 2020年度 2021年度
2022年度

以降
目標(値)

2022

年度
実績

１港完了

防災拠

点漁港

６港完

了

Ａ

計画耐震強化岸壁整備

率　100%(6/6港)

防波堤の粘り強い

構造化　2港完了

(2/6港･33%)

１港完了 １港完了防災拠点漁港での耐震強化岸壁

等の整備

（防波堤の粘り強い構造化　3港

完了（5/6港・83％））

１港整備中

（2020年度完了

予定）

２港完了

対応

レベル
区分

共通 公助

目的

目標達成によって得られる効果 関連する計画 担当課名

漁業管理課

漁港漁場課

地震直後から必要となる緊急輸送を行うため、海上輸送機能を確保します。

実施

団体等

県

高知県強靱化計画

地震防災緊急事業五

箇年計画

漁港漁場整備長期計

画

災害時の漁船等小型船舶による

円滑な緊急輸送活動

県の具体的な取組の概要

漁船による緊急輸送活動を円滑か

つ速やかに実施するためにマニュ

アルの点検、見直しや体制整備に

取り組みます。

達成

予定

－

実績

取組の

継続
－Ｃ

計画

取組内容

(計画期間の当初目標）

2018年度

までの実績

計画スケジュール

2021

年度

実績

孤立漁業

集落への

取組の継

続

孤立漁

業集落

整備率

100%

（防災

拠点漁

港整備

率

100％）

Ｃ

計画
防災拠点漁港

１港完了

防災拠点漁港

２港完了

2019年度 2020年度

取組

タイ

プ

最終目標

2021年度
2022年度

以降
目標(値)

漁村での緊急支援物資受け入れ

体制の整備

（物資受け入れ可能係留施設の

明示）

物資受け入れ可能

係留施設の選定

防災拠点漁港啓開

計画の策定

－

－

防災拠点漁港啓開計画の検証と

見直し

検証と必要に応じた見直し

防災拠点漁港

２港完了

防災拠点漁港

１港整備中

（2020年度完了

予定）

海上保安部、水難救済会主催の

訓練への参加

（水難救済会支所単位での１年

に１箇所以上の訓練に参加）

Ｃ
2012年以降、毎年

訓練に参加

計画 訓練参加 １回

取組の

継続
－ －

実績
訓練中止

（台風のため）

訓練参加 １回 訓練参加 １回
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対応

レベル
区分

共通 公助

目的

地震直後から必要となる緊急輸送を行うため、海上輸送機能を確保します。

漁港漁場課

港湾･海岸課

目標達成によって得られる効果 関連する計画
実施

団体等
担当課名

県

市町村

建設協会

高知県強靱化計画

漁港漁場整備長期計

画

震災後の緊急物資輸送や水産流

通活動の早期再開

啓開用作業船の早期導入に向けた

作業船位置・回航情報システムの

効率的かつ効果的な活用に向け

て、的確な運用を目指します。

県の具体的な取組の概要

達成

予定

2021

年度
実績

取組の

継続

本格運

用開始
Ｂ

計画

取組

タイ

プ

最終目標

2022年度

以降
目標(値)

試行運用作業船位置･回航情報システムの

効率的かつ効果的な活用に向け

た、関係機関･団体との運用調整

（システムの本格運用）

作業船位置･回航情

報システムの構築

取組内容

(計画期間の当初目標）

2018年度

までの実績

計画スケジュール

2019年度 2020年度 2021年度

本格運用

試行運用開始

（2019.4～）

対応

レベル
区分

共通 公助

目的

地震直後から必要となる緊急輸送を行うため、海上輸送機能を確保します。

目標達成によって得られる効果

漁港漁場課
県

市町村

実施

団体等

高知県強靱化計画

漁港漁場整備長期計

画

関連する計画

地震･津波による漁港施設の被災

後、迅速かつ効率的に施設を復旧

し、水産業を早期に復興するた

め、漁港施設情報の集約・電子化

を行います。

震災後の緊急物資輸送や水産流

通活動の早期再開

県の具体的な取組の概要 担当課名

達成

予定

ICTを活用した漁港施設管理情報

の集約･電子化
－

－

－

取組

タイ

プ

最終目標
取組内容

(計画期間の当初目標）

2018年度

までの実績

計画スケジュール

2019年度 2020年度 2021年度
2022年度

以降
目標(値)

2023

年度

実績

取組の

継続

県管理

漁港27

港の施

設管理

情報の

集約･電

子化率

100%

Ａ

計画

防災拠点漁港6

港の施設管理情

報の集約･電子

化の実施

本格運用

対応

レベル 区分

共通 自助

地震発生時の被害を最小限にとどめ、迅速に水産業の復興ができるよう、事前準備を行います。

実施

団体等
担当課名

漁港漁場課
漁業協同

組合

関連する計画

漁協の事業継続計画（BCP）の検

証･見直しを支援します。

水産物の生産・流通活動の早期

再開
高知県強靱化計画

県の具体的な取組の概要 目標達成によって得られる効果

目的

達成

予定

取組

タイ

プ

最終目標

2022年度

以降
目標(値)

計画スケジュール

2019年度 2020年度 2021年度

－

実績

Ｃ

計画漁業協同組合の事業継続計画

（BCP）の見直し支援

（水産業BCPの実効性向上のため

の継続的な運用・改善）

BCP策定率

100%(25/25)

※25漁協･支所

取組の

継続
－

点検・訓練に基づく既存BCPの見直し支援

取組内容

(計画期間の当初目標）

2018年度

までの実績

点検・訓練に基

づく既存BCPの

見直し支援
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対応

レベル 区分

共通
自助

公助

地震発生時の被害を最小限にとどめ、迅速に水産業の復興ができるよう、事前準備を行います。

漁業協同

組合

市場関係

者

水産加工

業者

県

市町村等

漁港漁場課

実施

団体等
担当課名

目的

高知県強靱化計画

漁港漁場整備長期計

画

漁業地域における水産業の生産・

流通に関する事業継続計画（BCP）

の策定を支援します。

水産物の生産・流通活動の早期

再開

目標達成によって得られる効果 関連する計画県の具体的な取組の概要

達成

予定

2018年度

までの実績

計画スケジュール

2019年度

最終目標

－

実績

１地区（清水）

策定

１地区（清水）

策定

Ｃ

計画流通拠点漁港を中心とする漁業

地域BCPの策定

（漁業地域BCP２地区策定

　100%　3/3）

漁業地域BCP１地区

（田ノ浦）策定

100%(1/3)

取組の

継続
－

１地区（佐賀）

策定

点検・訓練に基

づく

既存BCPの見直

し

2020年度 2021年度
2022年度

以降
目標(値)

取組

タイ

プ

取組内容

(計画期間の当初目標）
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第５．包括外部監査の結果及び意見 

１．全般的事項に関する結果及び意見 

（１）個別事業の評価方法について（意見） 

令和元年度において、林業振興分野においては 61 の事業（61 頁～65 頁参照）が、

水産業振興分野においては 44 の事業（96 頁～101 頁参照）が設定されており、各事

業に対して予算が割り振られている。なお、これらの事業について、さらに細かく事

業が設定されているものもある。これら具体的に予算が割り振られた事業に対して、

目標となる指標（KPI）が明確にされていないことから、個別事業の評価が適切に実

施されているか質問により確認した。なお、68 頁～71 頁及び 104 頁～106 頁におい

て産業振興計画の具体的な目標に対応する個別事業を記載しているが、当該対応関係

は、監査人から問い合わせを行い、提出を受けた資料に基づいて作成しており、元々

対応関係が明確にされた資料が作成されていたものではない。 

確認の結果、個別事業の評価は以下のとおりであった。すなわち、まず、予算編成

における財政課に対する説明資料を作成する段階で、個別事業の評価を実施している。

当該評価については、様式が定められているものではなく資料にコメントを記載する

等で対応していることもある等、様々であることから、本監査においては書面での確

認はできなかった。次に、産業振興計画のフォローアップ委員会等において、個別目

標に対する達成状況を評価しているが、当該評価の結果、取組方針の評価が実施され

ている。一方で、各取組方針に対応する個別事業が施策体系表により明確にされてい

ることから、当該取組方針の評価に基づいて、対応する個別事業の評価が実施されて

いるとのことである。後者の評価の流れを図示すると、以下のとおりとなる。 

 

 

 

分野目標 戦略目標 取組方針 具体的な取組 個別目標

林業 2 7 20 36

水産業 2 12 13 42

目標や予算の設定

対応関係

評価の方法

個別事業 予算

林業 61

水産業 44
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後者の評価の方法について、林業及び水産業における 1－1 の取組方針について、

取組方針に紐づけられている事業と取組方針に対応する目標との状況を確認した結

果、以下のとおりであった。 

なお、上記図のとおり、取組方針は林業で 20、水産業で 13設定されている。 

 

【林業】1－1 生産性向上による原木の増産 

 

 

【水産業】1－1 効率的な沿岸漁業体制への転換 

 

  

 

施策体系表により、取組方針に紐づけられている事業 取組方針に対応する目標
細目事業名 細々目事業名 目標指標 目標値

森林整備地域活動支援事業費
森林整備地域活動支援基金積立金
造林事業費
木材安定供給推進事業費
森の工場活性化対策事業費
原木増産推進事業費
林道開設事業費 県営林道開設事業

県営山のみち幹線林道開設事業
補助営林道開設事業

林道改良事業費
林道舗装事業費
道整備交付金事業費 県営道整備交付金事業

補助営道整備交付金事業
緑資源幹線林道事業費
林道災害復旧事業費

協定取引による
原木生産量

森の工場の承認
面積

81.600ha

（R元）

森の工場におけ
る搬出間伐の労
働生産性

3.6㎥/人日
（R元）

35万㎥(R元）

24万㎥(R元）

皆伐事業による
原木の生産性

施策体系表により、取組方針に紐づけられている事業 取組方針に対応する目標
細目事業名 細々目事業名 目標指標 目標値

漁業金融対策費 沿岸漁業等金融対策費

遠洋近海漁業金融対策費

近海かつお一本釣漁業振興対策事業費（廃止）

かつお一本釣漁業振興対策事業費

遊漁船業等振興対策事業費

漁協経営改善対策事業費

沿岸漁業改善資金貸付事業費 県内での活餌安定供給 29年度に終了

沿岸漁業経営体法人化支援事業費 カツオ生産量 17,000ﾄﾝ

栽培漁業振興事業費
漁業生産基盤整備事業費 リマ区域周辺漁業用施設設置事業費

種子島周辺漁業対策事業費

漁業生産基盤維持向上事業費
沿岸漁業設備投資促進事業費
水産業強化支援事業費

沿岸沖合漁業等振興事業費 土佐黒潮牧場保全事業費
漁海況情報等提供システム管理運営費
大型定置網・中型まき網漁業承継等支援事業費

かつお・まぐろ漁業振興対策事業費
外国人漁業研修生受入事業費

高知マリンイノベーション推進事業費
養殖業振興対策事業費 養殖業振興対策事業費

マグロ養殖振興事業費
養殖業振興事業費

養殖用種苗生産技術開発事業費

高精度な漁況漁場予測手法の開発 養殖マダイの生産額 48億円

広域漁場整備事業費

生産現場へ新たに参入
した法人数

４法人以上

①大型定置網の漁獲量 16,400ﾄﾝ以上

④産地市場のスマート
化に資する機器等の導
入件数

２件（R元）

機器２種選定
（R元）

①土佐黒潮牧場の高機
能化に必要な機器等の
選定
②漁場予測システムや
出漁判断情報等の開発
件数
③急潮及び赤潮発生予
測手法の開発

２件（R元）

２件（R元）

新規漁業就業者13
名のうち、10名が
設備投資を実施

操業の効率化による漁
業者の収益性の向上

1,500ﾄﾝ以上/年
（平成28年～R元

年）

黒潮牧場の年平均漁獲
量

新技術の導入や機械化
による生産工程の改善
の件数

４件(R元）

・大型定置網漁業
22％(R元）

・中型まき網漁業
67％(R元）

沿岸漁業経営体の法人
化

急潮予測手法の確
立

②急潮の予測手法の開
発

急潮に強い定置網漁業への転換に向
けた現場潮流の解析
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上記のとおり、個別事業の評価は実施されており、後述２．（１）１）①に記載の

ように、評価結果事業の見直しが行われていることから、実効性の観点からは問題は

ないと考える。しかし、個別目標と個別事業の対応関係は、上記のとおり複数対複数

となり、評価の過程が複雑であると思われる。個別事業の評価をより単純な形にする

ことで評価の負担減につながる可能性があることから、今後は、以下の方法を検討す

ることが望まれる。 

 

イ) 個別事業と具体的な取組の対応関係を明確にしたうえで、個別目標の達成状況よ

り具体的な取組の評価を実施することで個別事業の評価を実施する。 

ロ) 個別事業に関する個別目標（KPI）を明確にし、目標値と実績値を比較すること

で個別事業の評価を実施する。 

 

  

分野目標 戦略目標 取組方針 具体的な取組 個別目標

林業 2 7 20 36

水産業 2 12 13 42

目標や予算の設定

対応関係

評価の方法

個別事業 予算

林業 61

水産業 44

イ

イ

ロ
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（２）分野目標と戦略目標の実績と評価の開示について（意見） 

林業分野と水産業分野の分野目標と戦略目標は、以下のとおりである。 

【林業】 

 

【水産業】 

 

（注） 〇の数値は平成の年度を表している。 

 

 上記１）のとおり、戦略目標に対して、取組方針及び具体的な取組が設定され、具

体的な取組に対して個別目標が設定されている。 

分野目標と戦略目標については、年数回、県内部で達成状況の検証が行われており、

その際に作成された資料をフォローアップ委員会に提出して説明していることから、

これらについてフォローアップ委員会で十分な検証が行われているとのことである。

また、具体的な取組については、フォローアップ委員会において、具体的な検証が行

われ、取りまとめられている。このように、分野目標～具体的な取組までフォローア

ップ委員会において検証が行われ、産業振興計画の見直しが行われているが、分野目

標と戦略目標について、目標と実績を比較した一覧表が作成されていなかったことか

ら、県民にとって解りづらい状況となっている。 

フォローアップ委員会において検討された個別目標の達成状況は以下のとおり総

括されている。数値目標を達成したＡ＋は、林業で 43.2％、水産業で 58.8％となっ

木材・木製品製造品出荷額　
原木生産量

森の工場からの原木生産量（間伐）の拡大 ㉖10.9万㎥ → ㉛15.1万㎥ → ㉝15.3万㎥ → ㊲17.0万㎥
県産製材品の出荷量の増加 ㉖23.3万㎥ → ㉛27.4万㎥ → ㉝28.4万㎥ → ㊲28.4万㎥
県産製材品の県外出荷量の増加

㉖★0.0万㎥ → ㉛★0.1万㎥ → ㉝★1.5万㎥ → ㊲★5.4万㎥
（□：一般製材品　★：高次加工品）

木質バイオマス利用量の増加
林業就業者数の増加 ㉖1,602人 → ㉛1,747人 → ㉝1,777人 → ㊲1,870人

新規雇用者数の増加（川下・累計）㉛32人 → ㉝58人 → ㊲96人

㉖35.6万ﾄﾝ → ㉛57.3万ﾄﾝ → ㉝58.0万ﾄﾝ → ㊲60.6万ﾄﾝ

㉖□16.1万㎥ → ㉛□20.1万㎥ → ㉝□19.7万㎥ → ㊲□15.8万㎥

分野目標

㉖204億円 ⇒ ㉛220億円 ⇒ ㉝232億円 ⇒ ㊲256億円
㉖61万㎥ ⇒ ㉛78万㎥⇒ ㉝81万㎥⇒ ㊲90万㎥

戦略目標

漁業生産額（宝石サンゴを除く）
水産加工出荷額

鮮魚の県内市場取扱額 ㉖85億円 → ㉛90億円以上 → ㉝92億円以上 → ㊲95億円以上
人口種苗の供給尾数 かんぱち ㉖0尾 → ㉛50万尾 → ㉝120万尾 → ㊲300万尾

くろまぐろ
新規就業者数 (H24-26平均）37名/年 → ㉛50名/年 → ㉝50名/年 → ㊲50名/年
衛生管理の高度化に対応した加工場の割合 ㉖24% → ㉛100% → ㉝100% → ㊲100%
海外HACCP対応型の加工場 ㉖0件 → ㉛3件 → ㉝4件 → ㊲5件
養殖魚の前処理加工出荷額 ㉖5億円 → ㉛29億円 → ㉝32億円 → ㊲36億円
養殖魚の前処理加工雇用者数 ㉗58名 → ㉛120名 → ㉝125名 → ㊲130名
「応援の店」県内参画事業者の出荷額 ㉗1億円 → ㉛4億円 → ㉝5億円 → ㊲6億円
産地市場の集約化 ㉗33市場 → ㉛28市場 → ㉝23市場 → ㊲15市場
水産物の輸出 ㉖0.2億円 → ㉛4億円 → ㉝13億円 → ㊲16億円
高度化に対応した漁港漁場 ㉗0か所 → ㉛5か所 → ㉝7か所 → ㊲10か所

㉖0尾 → ㉛1万尾 → ㉝3万尾 → ㊲10万尾

戦略目標

分野目標

㉕446億円 ⇒ ㉛460億円 ⇒ ㉝476億円 ⇒ ㊲490億円
㉕173億円 ⇒ ㉛200億円 ⇒ ㉝203億円 ⇒ ㊲220億円
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ており、Ａの割合も勘案すると、満足な結果と評価できる。 

 

 

 

一方で分野目標と戦略目標に関する達成状況について、一覧で作成されていなかっ

たことから、県より情報を入手し、監査人が取りまとめた結果、以下のとおりであっ

た。 

【林業】 

 

 

林業分野 水産業分野

評価 件数 割合 評価 件数 割合

Ａ＋ 16 43.2% Ａ＋ 30 58.8%

Ａ 7 18.9% Ａ 7 13.7%

Ａ－ 10 27.0% Ａ－ 5 9.8%

Ｂ 4 10.8% Ｂ 9 17.6%

計 37 計 51

出典：産業成長戦略　総括シート

Ａ＋

Ａ

Ａ－

Ｂ
計画開始時と比較して数値を改善もしくは維持できなかっ
たもの、状況を改善できなかったもの

数値目標を達成したもの

数値目標の達成率が100%以上

数値目標をほぼ達成したもの

数値目標の達成率が60%以上100％未満

数値目標の達成に向けて十分な進展が見られなかったもの

数値目標の達成率が60%未満

H26 出発点 R元 目標値 実績

① ②
評価

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ－

Ａ

Ａ91.0%

17.2%

97.3%

86.0%

70.9%

83.9%

82.1%

30.0%

74.9%

16.5万㎥
（H30）

高次加工品 0.0万㎥ 0.1万㎥
0.03万㎥
（H30）

戦略
目標

森の工場からの原木生産量(間
伐)の拡大

10.9万㎥ 15.1万㎥
10.7万㎥
（R元）

県産製材品の出荷量の増加 23.3万㎥

②/①

新規雇用者数の増加
(川下・累計）

32人
(R元)

58人
(R3)

32人
(R元)

木質バイオマス利用量の増加 35.6万ﾄﾝ 57.3万ﾄﾝ
42.9万ﾄﾝ
（R元）

林業就業者数の増加 1,602人 1,747人
1,589人
（H30）

一般製材品 16.1万㎥ 20.1万㎥

27.4万㎥
23.0万㎥
（R元）

県産製材品の県
外出荷量の増加

204億 220億円
214億円
（H30）

原木生産量 61万㎥ 78万㎥
67.1万㎥
（R元）

分野
目標

木材・木製品製造業出荷額等

区分 目標
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【水産業】 

 

 

上記のとおり、分野目標と戦略目標について、目標値を達成した項目は、林業はゼ

ロ（Ａ+の割合は全体の０％）であり、水産業は５項目（Ａ+の割合は全体の 35.7％）、

となっている。 

分野目標と戦略目標について、高めに設定することで各担当者に緊張感を与えるこ

とができ、より高みを目指すことができるという考え方は理解できるが、分野目標と

戦略目標について、目標と実績を比較した一覧表が作成されておらず県民にとって解

りづらい状況であることから、分野目標と戦略目標の達成状況は低いものの、個別目

標の達成状況は高いという結果では、産業振興計画の目標に対する実績の評価が正し

く行えない可能性がある。 

分野目標と戦略目標について、目標と実績比較し、どのように評価されたか、また

その結果どのような対応を行うことにしたのか解りやすくまとめ開示することが望

まれる。  

H26 出発点 R元 目標値 実績
① ②

・カンパチ ０尾 50万尾 ０尾 0.0% Ｂ
・クロマグロ ０尾 １万尾 600尾 6.0% Ａ－

37名/年
(H24-26平均)

・出荷額 ５億円 29億円 23億円 79.3% Ａ
・雇用者数 58名(H27) 120名 116名 96.7% Ａ

Ａ－

Ａ＋

Ａ＋

評価

Ａ＋

Ａ＋

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ－

Ａ＋

区分 目標 ②/①

３件 １件

31市場

水産物の輸出 0.2億円 ４億円 4.1億円

高齢者等に対応した漁港漁場づ
くり

０か所
(H27)

５か所 ６か所

233億円

戦略
目標

鮮魚の県内市場取扱額 85億円 90億円以上 82億円

人口種苗の供給
尾数

新規就業者数 50名/年 39名/年

衛生管理の高度化に対応した加工場の割合 24%

4.2億円

養殖魚の
前処理加工
「応援の店」県内参画事業者の
出荷額

１億円
(H27)

４億円

産地市場の集約化
33市場
(H27)

28市場

100% 64%

・海外HACCP対応型の加工場 ０件

分野
目標

漁業生産額（宝石サンゴを除
く）

446億円
(H25)

460億円 497億円

水産加工出荷額
173億円
（H25）

200億円

120.0%

108.0%

116.5%

91.1%

78.0%

64.0%

33.3%

105.0%

40.0%

102.5%
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２．林業行政に関する結果及び意見 

（１）全般的事項 

１）産業振興計画 

①木材利用拡大施策（川下施策）の強化について（意見） 

第３期の産業振興計画の内容をまとめると以下のようになっている。 

 

  

平成 26（2014）年から令和７（2025）年の９年間において、製材として利用さ

れる原木生産量が＋100千㎥計画されており、製材品への歩留率が約 52％と見込ま

れた結果、製材品の増加は＋51 千㎥と計画されている。一方で当該期間における

県外への製材品出荷は＋51 千㎥と見込まれていることから、増加が見込まれてい

る製材品はすべて県外への出荷として計画されているといえる。また、このことか

ら、県内の製材品の消費は現状維持と計画されていることがわかる。実際に政策担

当者に確認した結果、上記の理解で問題ないとのことであった。 

 以上より、林業分野における産業振興計画は、県外への製材品出荷の増加及び県

内の製材品消費の現状維持がベースとなっており、木材利用拡大施策（川下施策）

が重要となっている。この点、第３期の産業振興計画における各戦略目標について、

令和元年度の計画に対する実績の状況は以下のとおりであり、県産製材品の出荷量

の令和元年度の実績は 23.0 万㎥と平成 26 年度の出発点の 23.3 万㎥より減少して

いる（約 1.3％減少）。 

林業就業者 ⊕268人

⊖29千㎥

⊕219千㎥

⊕100千㎥

　　　　 　 　  （×歩留52%）

製材品 ⊕51千㎥

       （×4万円/㎥）

⊕20.4億円

　⊕32億円

（2014）　　　　　　　　　 　　（2025）
H26　　　　　　　　　　　　　　R7

　県外移入・移出

　バイオマス用

　製材用

原　木

（県外）⊕51千㎥
（県内）現状維持

消　費
（製材品）

⊕290千㎥

   CLTパネル

   40千㎥×8万円/㎥

 　 ⊕52.8億円

出荷額
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県産製材品の出荷量が増加しなかった点について、全国の製材品の出荷量の減少

幅が大きい中で（H26：9,595 千㎥→R１：9,032千㎥ 約６％減少）、県の産業振興

計画の取り組みの結果、県産材出荷量は現状維持に近い形で維持できたものの、目

標達成に向けて更なる取り組みが必要であるとの評価であった。そのため、第４期

産業振興計画においては、木材利用拡大施策（川下施策）をより充実させる形に改

定がなされている。 

 

 

 全国の木材出荷量が直近５年間で約６％減少している環境下において、県産製材

品の出荷量を伸ばす（13.5 万㎥→16.9 万㎥：25％増）ことは、容易なことではな

い。林業分野における第４期の産業振興計画を確実に達成するためには、前頁に記

載のとおり、川下施策が特に重要と考えられることから、川下施策について、適切

な事業設計と PDCA の実行を行うとともに、確実に達成する体制づくりが必要であ

る。  

H26 出発点 R元 目標値 実績 H30 出発点 R5 目標値

分野
目標

木材・木製品製造業出荷額等 204億 220億円
214億円
(H30)

原木生産量 61万㎥ 78万㎥
67.1万㎥
(R元)

戦略
目標

森の工場からの原木生産量
(間伐)の拡大

10.9万㎥ 15.1万㎥
10.7万㎥
(R元)

県産製材品の出荷量の増加 23.3万㎥ 27.4万㎥
23.0万㎥
(R元)

県産製材品の県
外出荷量の増加

新規雇用者数の増加
(川下・累計）

32人
(R元)

58人
(R3)

32人
(R元)

林業就業者数の増加 1,602人

214億 228億円

木質バイオマス利用量の増加 35.6万ﾄﾝ 57.3万ﾄﾝ
42.9万ﾄﾝ
(R元)

一般製材品 16.1万㎥ 20.1万㎥
16.5万㎥
(H30)

高次加工品 0.0万㎥ 0.1万㎥
0.03万㎥
(H30)

630ha

県産製材品の出荷量の増加
（外材ベースの製材品除く）

1,747人
1,589人
(H30)

13.5万㎥ 16.9万㎥

17.1% 20%

1,589人 1,670人

第3期　産振計画 第４期　産振計画

区分 目標

県内非住宅建築物の木造率
（床面積ベース）向上

61.7万㎥ 79万㎥

民有林の原木生産量 46.6万㎥ 59万㎥

民有林の再造林面積 263ha
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② 産業振興計画（林業分野）の長期的な視点について（意見） 

  産業振興計画の計画期間は10年程度とされ、数年ごとに見直しが行われている。

林業分野においても同様であり、直近の状況を見据えて適宜見直しが行われている。 

林業分野においては、植林から伐採まで 50 年前後要することから、他の分野以

上に長期的な視点が必要である。この点、50 年等の長期的な計画については不確

定要素が多いことから策定は困難であり、したがって 10 年の期間で産業振興計画

が策定されているのであるが、産業振興計画の林業分野においては、人口減少など

の長期的な視点を踏まえ、販路拡大に向けた取り組み（地産外商による県外への販

売促進や非住宅建築物への木材利用推進等）や人材育成等に注力して策定されてい

るとのことである。 

現在、森林施業の推進や雇用促進を積極的に図っており、国の補助金も含め手厚

い補助が行われているが、将来の人口推移・木材需要・技術革新等の環境変化によ

っては、林業分野における労働需要が大きく縮小することも考えられる。我が国の

労働環境は、戦後において終身雇用が前提とされてきたことから、中高年になって

からの転職は依然として厳しい状況にあると考えられる。林業においては、他の分

野以上に長期的な視点が重要になることから、今後も、長期的な展望を十分意識し

た慎重な計画の立案を期待する。  
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２）その他 

① ホームページの公表資料について（結果） 

  県のホームページに公表されている『令和元年度 森林・林業・環境行政の概要』

について、掲載されていない事業（森林経営管理制度推進事業費）、予算額の相違

（木材増産推進事業費、森林林業活性化推進費、木材産業構造改善事業費、県産材

需要拡大対策事業費）などが認識された。森林経営管理制度推進事業費については、

製本された印刷物にも掲載されていなかった。 

公表資料については、最終的な資料であるか、開示内容に漏れはないかの確認は

慎重に行う必要がある。 

 

② 産業振興計画の進捗状況の報告についての効率化（意見） 

 県の農林業の振興を目的とし、農林業基本対策に関する重要事項について審議す

るため、「高知県農林業基本対策審議会」が設置され、「こうち農業・農村振興指針」

及び「木の産業づくりと森の再生プラン」について審議されていた。 

平成 24 年度に「こうち農業・農村振興指針」及び「木の産業づくりと森の再生

プラン」は「高知県産業振興計画」に一本化されているが、「高知県農林業基本対

策審議会」に対して産業振興計画の進捗状況について引き続き報告されている。一

方で、「産業振興計画フォローアップ委員会」が別途設置されており、産業振興計

画の進捗状況が審議されている。このように、両会議体において重複している業務

が見受けられる。 

今後は、「高知県農林業基本対策審議会」と「産業振興計画フォローアップ委員

会」で実施している業務を棚卸し、重複している業務についてはどちらかに統一す

ることで業務の効率化を図ることが望まれる。  
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（２）林業環境政策課 

１）森林環境保全基金積立金 

① 概要 

 

  

  

 

県は、平成 15 年４月より、森づくりへの理解と参加の促進及び公益的機能を発揮

できる森林保全のための事業を計画的、効率的に実施するため、「森林環境税」とし

て、県民・法人に対して、県民税均等割りに年額 500 円付加する形で課税している（以

下、「県の森林環境税」という。）。県の森林環境税の令和元年度の使途は、以下のと

おりであり、森林整備・シカ被害対策・木材利用・森林環境教育や県民の主体的な活

動等の木材の普及啓発活動など、多岐にわたっている。なお、県の森林環境税は５年

を一期として更新されており、現在は第四期であり平成 30（2018）年度から令和４

（2022）年度となっている。 

一方で、令和６（2024）年度から国の「森林環境税」が課税される（以下、「国の

森林環境税」という。）。これは、個人住民税均等割の枠組みを用いて、国税として１

人年額 1,000 円を市町村が賦課徴収するものである。なお、国の森林環境税を財源と

単位：千円

事　業　名

国庫支出金
特定財源 212

一般財源 173,000

森林環境保全基金積立金

目　　的

令和元年度
予算額

173,212
財
源

　県民税均等割の超過課税（森林環境税）と、同税の趣旨に賛同して寄せ
られる寄付金相当額を財源に、森づくりへの理解と参加の促進及び公益的
機能を発揮できる森林保全のための事業を計画的、効率的に実施するため
基金を積み立てる。

県民税均等割の超過課税と、同税の

趣旨に賛同して寄せられる寄付金

県    民

 積立て 173,212

県民の意見を検討に反映

納税者、学識経験者に委嘱

 基金からの繰入金

基金運営委員会 … 〔内訳：下記〕

事業計画の検討

事業の実施状況確認

事業案への意見　等

森林環境保全基金

県民意見の反映

透明性の確保

森林環境の保全に係る事業
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した国から市町村や都道府県に対して譲与される「森林環境譲与税」は、令和元（2019）

年度から実施されている（国の森林環境税が課税される令和６年度までの期間は、交

付税及び譲与税配付金特別会計における借入金が財源とされている。）。森林環境譲与

税は、市町村においては、間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普及啓

発等の「森林整備及びその促進に関する費用」に充てることとされている。また、都

道府県においては「森林整備を実施する市町村の支援等に関する費用」に充てること

とされている。 

 

令和元年度における県の森林環境税の予算の内容 

 

 

   

〔分野〕 〔R元年度内訳〕 〔予算：千円〕 〔担当部課〕

公益林保全整備事業費補助金 28,000  

みどりの環境整備支援交付金 25,150  

予算計 67,028 森林・山村多面的機能発揮対策支援事業費補助金 13,878  林業振興・環境部 林業環境政策課

シカ捕獲推進事業費補助金 28,200  

指定管理鳥獣捕獲等事業委託料 2,585   

シカ個体数調査委託料 1,538   

希少野生植物食害防止対策（調査業務）委託料 2,151   

希少野生植物食害防止対策（防護柵設置業務）委託料 2,149   

予算計 41,892 希少野生植物食害防止対策（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査業務）委託料 5,269   

自然体験型学習事業 4,470   

指導者派遣事業費 165     

子ども地域学習推進事業 994     

高校生森林環境理解事業 950     

高校生後継者育成事業 579     

予算計 29,175 山の学習支援事業費補助金 22,017  林業振興・環境部 林業環境政策課

森林環境情報誌作成等委託料 5,967   

森林環境情報誌作成等事務費 83      

森林環境学習フェア開催委託料 9,082   

森林環境学習フェア開催事務費 83      

こうち山の日県民参加支援事業委託料 5,131   

インターネットホームページ保守管理委託料 294     

こうち山の日推進事業費補助金 7,840   

運営委員会開催等事務費 1,400   

予算計 30,585 林業大学校（短期課程）研修業務等委託料 705     林業振興・環境部 森づくり推進課

木の香るまちづくり推進事業費補助金 34,375  

事務費 279     

予算計 35,479 木育推進事業費補助金 825     

合計 204,159 

：今回の包括外部監査の対象

出典：令和元年度　森林・林業・環境行政の概要

木材利用
林業振興・環境部 木材産業振興課

県民の
主体的な活動

林業振興・環境部 林業環境政策課

森林環境教育

教育委員会事務局 生涯学習課

教育委員会事務局 高等学校課

木材増産推進課

シカ被害対策

中山間振興・
交通部

鳥獣対策課

林業振興・環境部 環境共生課

林業振興・環境部森林整備
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なお、高知県を含む他の地方公共団体（37 府県１市）の森林整備に係る超過課税

の実施状況は以下のとおりである。 

 

個人 法人

岩手県 いわての森林づくり県民税 H18.4 H17.12 1,000円/年 均等割額の10%増

宮城県 みやぎ森林環境税 H23.4 H22.3 1,200円/年 均等割額の10%増

秋田県 秋田県水と緑の森づくり税 H20.4 H19.11 800円/年 均等割額の8%増

山形県 やまがた緑環境税 H19.4 H18.12 1,000円/年 均等割額の10%増

福島県 森林環境税 H18.4 H17.3 1,000円/年 均等割額の10%増

茨城県 森林湖沼環境税 H20.4 H19.12 1,000円/年 均等割額の10%増

栃木県 とちぎの元気な森づくり県民税 H20.4 H19.6 700円/年 均等割額の7%増

群馬県 ぐんま緑の県民税 H26.4 H25.3 700円/年 均等割額の7%増

神奈川県 水源環境保全税 H19.4 H17.10 均等割：300円/年※ なし

富山県 水と緑の森づくり税 H19.4 H18.6 500円/年 均等割額の5～12.5%増

石川県 いしかわ森林環境税 H19.4 H18.12 500円/年 均等割額の5%増

山梨県 森林及び環境保全に係る県民税 H24.4 H23.10 500円/年 均等割額の5%増

長野県 長野県森林づくり県民税 H20.4 H19.12 500円/年 均等割額の5%増

岐阜県 清流の国ぎふ森林・環境税 H24.4 H23.12 1,000円/年 均等割額の10%増

静岡県 森林（もり）づくり県民税 H18.4 H17.12 400円/年 均等割額の5%増

愛知県 あいち森と緑づくり税 H21.4 H20.3 500円/年 均等割額の5%増

三重県 みえ森と緑の県民税 H26.4 H25.3 1,000円/年 均等割額の10%増

滋賀県 琵琶湖森林づくり県民税 H18.4 H17.6 800円/年 均等割額の11%増

京都府 豊かな森を育てる府民税 H28.4 H27.12 600円/年 なし

大阪府 森林環境税 H28.4 H27.10 300円/年 なし

兵庫県 県民緑税 H18.4 H17.3 800円/年 均等割額の10%増

奈良県 奈良県森林環境税 H18.4 H17.3 500円/年 均等割額の5%増

和歌山県 紀の国森づくり税 H19.4 H17.12 500円/年 均等割額の5%増

鳥取県 森林環境保全税 H17.4 H16.3 500円/年 均等割額の5%増

島根県 水と緑の森づくり税 H17.4 H16.12 500円/年 均等割額の5%増

岡山県 おかやま森づくり県民税 H16.4 H15.11 500円/年 均等割額の5%増

広島県 ひろしまの森づくり県民税 H19.4 H18.12 500円/年 均等割額の5%増

山口県 やまぐち森林づくり県民税 H17.4 H17.3 500円/年 均等割額の5%増

愛媛県 森林環境税 H17.4 H16.12 700円/年 均等割額の7%増

高知県 森林環境税 H15.4 H15.2 500円/年 500円/年

福岡県 福岡県森林環境税 H20.4 H18.12 500円/年 均等割額の5%増

佐賀県 佐賀県森林環境税 H20.4 H19.12 500円/年 均等割額の5%増

長崎県 ながさき森林環境税 H19.4 H18.12 500円/年 均等割額の5%増

熊本県 熊本県水とみどりの森づくり税 H17.4 H17.3 500円/年 均等割額の5%増

大分県 大分県森林環境税 H18.4 H17.3 500円/年 均等割額の5%増

宮崎県 森林環境税 H18.4 H18.3 500円/年 均等割額の5%増

鹿児島県 みんなの森づくり県民税 H17.4 H16.6 500円/年 均等割額の5%増

横浜市 横浜みどり税 H21.4 H20.12 900円/年 均等割額の9%増

※超過課税を導入した府県の多くは５年間の措置としているが、全ての導入県において期限到来時に延長を行っている。

※各都道府県から聞き取りによる。(令和２年４月１日時点)

出典：林業振興・環境部　林業環境政策課

※神奈川県は、県民税の均等割に加えて所得割への上乗せ（0.025％）を実施している。

※富山県は、資本金等の額に応じて定額で課税。

団体名 税の名称（通称）
導入
時期

議決
時期

超過課税（府県民税等均等割）の税率
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② 県単独の森林環境税の今後の対応について（意見） 

 上記のとおり、県の森林環境税は令和４年度までとなっており、令和６年度から

国の森林環境税が課税されることから、令和５年度以降、県の森林環境税を延長す

るか、延長するのであればどのような形で延長するのかが問題となる。 

 この点について、県は、令和３年度より県民の意見を聴取し、第四期の森林環境

税活用事業の成果（案）のとりまとめを行うとともに、県庁内に関係部局で横断的

なプロジェクトチームを設置のうえ、必要に応じてパブリックコメントを経て（予

定）、議会に上程するとしている。したがって、現時点では、具体的な内容は明確

になっていない。 

現在は、森林環境税活用事業の個別の要綱で国の森林環境税と使途が重複しない

ように規定し、県の森林環境税を活用する事業と国の森林環境税を活用する事業と

が区分されている。しかし、名目がいずれも「森林環境税」であり、徴収した税の

使途として『木材利用の促進や普及啓発』という同じ目的があることから、二重課

税との誤解が生じる可能性がある。県の森林環境税と国の森林環境税が同じ事業で

活用されているという誤解をなくすためには、県の森林環境税を廃止することも考

えられるが、県の森林環境税を廃止してしまうと、国の森林環境税を活用できない

森林整備やシカ被害対策等、必要な事業の予算措置ができなくなることから、県政

運営に支障をきたすおそれがある。したがって、今後は以下の点を考慮し、県の森

林環境税の目的を踏まえ、必要な事業を明確にしたうえで、県民の理解を得て必要

な事業が実施できるよう延長することが望まれる。 

第一に、県の森林環境税の趣旨にそった必要な事業を明確にするとともに、第四

期の県の森林環境税を財源とした事業の効果を検証し、効果の低い事業については、

縮小もしくは廃止を検討する必要がある。 

第二に、『木材利用の促進や普及啓発』という同じ目的の事業については、国の

森林環境税を財源とした事業と重複することがないよう、県の森林環境税と国の森

林環境税を財源とした事業で引き続き使途の整理を行う必要がある。 

第三に、これらの事業の整理を行うことで、県の森林環境税と国の森林環境税の

目的が明確に異なるものとなることから、二重課税であるという誤解を生じさせな

いために、名称の変更を検討することが望まれる。なお、上記のとおり、他の地方

公共団体における森林整備に係る超過課税の名称はさまざまであり、当県において

も、実態を反映した県民に受け入れられやすい名称にすることが望まれる。 

第四に、現在の県の森林環境税の課税方法を継続すると、個人に対する課税が国

の森林環境税と重複することから、県民の負担の在り方について検討することが望

まれる。その際には、他の地方公共団体の在り方も参考とし、検討されたい。 

第五に、上記の検討・対応を行ったうえで、県の森林環境税の内容について、県

民の理解を得るための説明を真摯に行う必要がある。 
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２）県民参加の森づくり推進費 

① 概要 

 

（令和元年度予算内訳） 

 

 

   

単位：千円

事　業　名

国庫支出金

特定財源 65,775

一般財源

令和元年度
予算額

65,775
財
源

森林環境税を活用して、森林の持つ役割や森林・林業の現状、それらに関
わる営みの場である山村の現状などについて県民の理解を促すとともに、
それぞれの立場で参加できる森づくりの取り組みを県民に分かりやすく伝
えることで、県民参加による森林保全の活動を推進する。

目　　的

県民参加の森づくり推進費

Ⅰ 森づくりへの理解と参加を促す広報事業費 15,215

(1) 森林環境情報誌作成等委託料 5,967

(2) 森林環境学習フェア開催委託料 9,082

(3) 事務費 166

Ⅱ こうち山の日推進事業費 13,265

(1) こうち山の日県民参加支援事業委託料 5,131

(2) こうち山の日推進事業費補助金 7,840

(3) インターネットホームページ保守管理委託料 294

Ⅲ 山の学習支援事業費 22,017

(1) 山の学習支援事業費補助金 16,500

(2) 山の一日先生推進事業 3,750

(3) 附帯事務費 1,767

Ⅳ 森林環境保全基金運営委員会等開催費 1,400

Ⅴ 森林・山村多面的機能発揮対策支援事業費 13,878
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② 監査の結果及び意見 

ア）実施結果の公表（結果） 

こうち山の日推進事業について、実施結果を県のホームページに公表しているも

のの、平成 25年度までの情報しか掲載しておらず、平成 26年度から令和元年度の

実施結果は補助先の公益社団法人高知県森と緑の会のホームページで公表してい

るが、県としては公表されていなかった。 

県は平成 15 年に全国一の森林率を誇る森林県として、11 月 11 日を以下のとお

り「こうち山の日」と宣言しており、当該日を県民に浸透させるために事業を実施

している。このため、県としても普及のための効果が期待できるホームページでの

公表を行うことは重要である。 

 

【こうち山の日について】 

この豊かな森林の恵みに感謝し、森林や山を守ることの重要性に対する理解と関心

を深め、県民一人ひとりが森林を守る活動に参加し、また自ら行動することによって、

山を守り育て、次代へと引き継ぐため、ここに「こうち山の日」を宣言し、次のこと

を誓います。 

 

一、県土をまもり、水をたくわえ、空気をきれいにし、動物や植物の生きる場所を与

えるなど、安全で、豊かな、そして潤いのある暮らしを育む森林と森林の恵みに私

たちは感謝します。 

 

一、森林を守ることの大切さを私たちは理解するとともに、今まで、森林を守り育て

てきた先人の努力に私たちは敬意を表します。 

 

一、豊かな森林をつくり、次の世代に引き継いでいくため、私たちは自分にできるこ

とは何かを考え、できることからすぐに実行します。 

  （出典：高知県ホームページ） 

 

こうち山の日推進事業として、令和元年度は 13 百万円の予算が付されたうえで

さまざまな活動が行われている。これらの活動内容を県のホームページに公表する

ことは、「こうち山の日」の認知度の向上に寄与すると考えられるため、今後事業

の活動内容を適宜公表することが必要である。 
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イ）こうち山の日県民参加支援事業の精算報告書の受領と内容の精査（結果） 

こうち山の日県民参加支援事業について、県は業務を以内契約（実費弁償方式に

よる契約）として外部に委託している。この委託料の中に森林保全体験ツアー実施

経費の「運営に伴う手数料」が含まれているが、その他の経費の合計の 30％以内

の実費を精算額として報告を受けていた。 

 

（単位：円） 

科目 予算額 精算額 差額 

(3) 

森林保全体験 

ツアー実施経費 

謝金     651,000        4,500      646,500  

賃金     281,800       94,500      187,300  

借上費     480,000      204,370      275,630  

保険料     100,000        4,400       95,600  

消耗品費     160,000       73,476       86,524  

広報費     610,000    1,485,550    △875,550  

振込手数料 0        3,520      △3,520  

計   2,282,800    1,870,316      412,484  

運営に伴う手数料 

（30％以内） 
    684,840      561,000      123,840  

③小計   2,967,640    2,431,316      536,324  

  （出典：「平成 31 年度こうち山の日県民参加支援事業委託業務精算報告書」の抜粋） 

 

県は委託業者に対する確認により、「運営に伴う手数料」の支出額がその他の経

費の合計の 30％を超える支出であったことを確認しているが、具体的な支出額に

ついてその全体を把握していなかった。 

実際の支出が精算報告書で報告を受けている金額を超えているにもかかわらず、

事業費の 30％以内の金額しか報告を受けていないため、県は当該業務にかかるす

べての事業費を認識できていないことになる。特に、当該業務は以内契約のため、

委託業者は利益を獲得することができないばかりではなく、超過分については自己

負担となることから、委託業者に過度な負担を強いている可能性もある。 

県が本来実施すべき業務を継続的に外部に委託していくためには、今後、森林保

全体験ツアー実施経費の「運営に伴う手数料」も含め、実費全額の報告を受けるこ

とにより、事業全体にかかる収支状況を把握することが必要である。 
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ウ）こうち山の日推進事業費補助金の補助対象経費の見積もり（意見） 

県はこうち山の日推進事業費補助金の補助対象経費を要綱で定めており、このう

ち附帯事務費について、対象となる勘定科目を定めているが、科目の内容・金額的

な水準について明確に定められていなかった。 

この結果、補助事業者から提出を受けている補助金予算の内訳では、共済費とし

て人件費の 30％が見積もられていたが、協会けんぽのホームページの高知県では

15％前後（介護保険第２号被保険者の該当の有無により変動）であり、補助事業者

から精算書における共済費は約 14％となっている。予算が合理的に見積もられて

いたか疑問が残る。 

また、使用料及び賃借料について、補助金予算 85,680 円に対して精算額は

242,004円となっており、大幅に予算を上回っている。精算額の内訳として、事務

所賃借料 100,000 円、公用車リース料 36,072 円、印刷機リース料 34,560 円、コピ

ー機リース料 31,104 円など、予算策定時に見積ることができる項目が多く含まれ

ている。上記同様、予算の合理性に疑問が残る。 

今後、勘定科目の内容について詳細を決めておき、補助対象事業とは関係のない

経費が含まれないようにする必要がある。また、補助対象者に正確な予算書を作成

させるとともに、補助金の交付申請があった際に、補助事業者から提出された予算

書と申請内容を照合する等により、補助金額の適切性を担保することが必要である。 
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３）林業試験研究費及び管理運営費 

① 概要 

 

 

（令和元年度予算内訳） 

 

   

単位：千円

事　業　名

国庫支出金
特定財源 9,598

一般財源 42,874

　中山間地域の振興及び森林環境の保全と森林・木材関連産業の発展に向
けて、森づくりから資源の有効な利活用に係る研究開発及び依頼分析試験
を行う。
　また、試験研究が円滑に実施できるよう、森林技術センターの管理・運
営等を行う。

目　　的

林業試験研究費及び管理運営費

令和元年度
予算額

52,472
財
源

Ⅰ 林業試験研究費 21,090

(1) 依頼分析試験費 3,508

(2) 研究費 16,674

(3) 技術支援費 908

Ⅱ 森林技術センター管理運営費 31,382

(1) 清掃等委託料（警備、電話設備、横内維持管理費等） 8,412

(2) 試験機器保守点検等委託料（法定点検等） 6,046

(3) 全国林業試験研究機関連絡協議会等分担金 74

(4) 安全運転管理者協議会等負担金 17

(5) 技能講習会負担金 137

(6) 学会等負担金 35

(7) その他管理運営事務費 16,661
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森林技術センター事務分担 

    

平成31年４月１日現在

職名 勤務年数
現所属

勤務年数
採用

総務課長（兼務）
出納員、物品管理主任

35.0 7.0 一般

チーフ（総務担当）
経理員

26.8 0.0 一般

専門員、経理員
（短時間）

3.0 3.0 一般

企画支援課長
兼チーフ

31.0 0.0 一般

林業普及指導員 11.0 2.0 一般

専門員
（短時間）

3.0 3.0 一般

専門員
（短時間）

1.0 1.0 一般

森林経営課長 36.0 16.0 一般

チーフ 33.0 14.0 一般

主任研究員 22.4 3.0 一般

主任研究員 19.6 19.0 選考

主任研究員 20.1 5.0 一般

主任研究員 7.0 3.0 一般

資源利用課長 31.0 14.0 一般

チーフ
（マテリアル利用担当）

16.0 16.0 選考

研究員 2.0 0.0 一般

研究員 3.0 1.0 一般

チーフ
（エネルギー利用担当）

30.0 15.0 一般

研究員 30.0 1.0 一般

研究員 3.0 3.0 一般

出典：森林技術センター　監査資料１（監査執行日　令和元年10月25日）

事務分担

資源利用課

マ
テ
リ
ア
ル

利
用

エ
ネ
ル
ギ
ー

利
用

森林経営課

企画支援課

総務課
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② 監査の結果及び意見 

ア）物品の管理（結果） 

森林技術センターで物品を実査したところ、物品管理台帳に登載されていないパ

ソコンが保管されていた。 

  

当該パソコンは前任研究者の私物であり、部品交換用に保管していたとのことで

あるが、私物パソコンの持ち込みは不適切であるため、前任研究者に返却するとと

もに、職員に対して私物のパソコンを持ち込まないよう周知徹底する必要がある。 

なお、県の調査により、当該パソコンについてパソコン本来の利用や記録用に使

用しようとしたものではないことを確認している。 

 

イ）森林技術センターにおける選考採用職員の増員（意見） 

 森林技術センターにおける研究や調査の内容は多岐にわたっており、かつ高度な

専門性が要求されるものが多い。このような専門性の高い多くの研究や調査に対し

て、13 名の職員が当たっているのであるが、選考採用職員1は２名のみとなってい

る。また、13名の職員うち６名は、平成 31年４月１日現在において現所属勤務年

数３年以下となっている。このように選考採用職員が少ない結果、現所属勤務年数

が短い職員が多くなっており、職務の効率性の観点より問題があると考える。 

 選考採用職員を増員することにより、職員の専門性を高めることができ、専門性

の高い調査・研究を効果的かつ効率的に実施することができると考える。また、一

般職として採用されて森林・林業の研究・調査に配属された職員と比較して、選考

採用の職員の方が、一般的に、より長期的かつ専門的に研究・調査を行うことがで

きると考えられることから、林業分野の研究の充実のために、一般職の職員の適性

や希望を踏まえた配置の工夫とともに、選考職員の増員の検討が望まれる。 
 

1 職種を特定したうえで、それにふさわしい能力の人物として採用した職員。したがって、原則

として部門間の異動は行われない。 
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（３）森づくり推進課 

１）森林整備公社助成事業費 

① 概要 

 

（令和元年度予算内訳） 

 

 

② 高知県森林整備公社の経営改革プラン 

 昭和 36 年に、高知県森林整備公社（以下、「公社」という。）の前身として社団

法人高知県林業公社が設立されている。公社の目的は、造林・育林等による森林及

び林業に関する事業を実施することにより、森林資源の保続培養及び森林の公益的

機能の維持増進を図り、もって農山村経済の振興及び人的能力の開発向上に寄与す

ること、とされている。 

公社の事業は、分収林の伐採・販売によって収益を得るものであることから、木

材が伐採期になるまでの期間はまとまった収益がなく借入金に頼らざるを得ない

状況が続くとともに、昭和 55 年頃からの木材価格の下落とその長期低迷により採

算性が悪化し、分収林事業をそのまま継続することは困難な状況となった。このた

め、平成 21 年 11 月に公社経営検討委員会が設置され、平成 24 年２月に高知県森

林整備公社の経営改革プラン（以下、「経営改革プラン」という。）が策定されてい

る。経営改革プランの内容をまとめると以下のとおりである。 

 

 

単位：千円

事　業　名

国庫支出金 99,464

特定財源

一般財源 428,440

目　　的

森林整備公社助成事業費

令和元年度
予算額

527,904
財
源

　森林資源の造成と公益的機能の確保及び山村経済の振興に資するため、
一般社団法人高知県森林整備公社が行う森林整備事業等に対して助成す
る。

Ⅰ 森林整備公社助成事業費 360,559

(1) 森林整備法人全国協議会負担金 10

(2) 森林整備公社利子助成補助金 112,015

(3) 森林整備公社経営改善事業費補助金 3,456

(4) 森林整備公社貸付金 244,222

(5) その他の事業費 856

Ⅱ 森林整備公社造林事業費 167,345

(1) 森林整備公社造林事業実施確認業務委託 3,139

(2) 森林整備公社造林事業費補助金 164,206
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１．森林資産の査定（再精査）による区分の明確化と区分ごとの経営方針 

区分 内     容  

A 
採算

林 

経済林 

既往の投資額及び将来の投資額の全額の回収が見

込まれる団地 

B 

不採

算林 

既往の投資額の 50%以上の額及び将来の投資額の

全額の回収が見込まれる団地であって、A以外の団

地 

C 

既往の投資額の 25%以上の額及び将来の投資額の

全額の回収が見込まれる団地であって、Aから B以

外の団地 

D 
将来の投資額の全額の回収が見込まれる団地であ

って、A から C以外の団地 

E 非経済林 Aから D 以外の団地 

 経済林については、単年度収支の黒字額の範囲内で森林整備事業を行う。 

 国、県の有利な補助事業導入により、公費負担が伴わない事業を積極的に

導入し事業経費の節減につなげる。 

 非経済林については、無償譲渡又はその立木の時価評価等で造林地所有者

に返還することを検討する。 

 経済性・採算性を最優先して事業を行うが、公益性・公共性が認められる

と判断される場合はこのかぎりではない。 

２．事業手法の見直し 

 ①不採算林を中心とした分離・分割の推進 

分離・分割の手法として、以下がある。 

(1)契約解除 

(2)造林地所有者の土地及び森林所有権（おおむね 40%）の買取り等 

(3)経営移管（※有力な手法であるが、繰上償還が可能となることが前提

である。） 

②民間林業事業体への分収林管理委託の推進 

  分離・分割が困難な分収林について、県が先行して実施している公募型プ

ロポーザル方式等による事業方法を可能な限り導入し、森林組合等の民間林

業事業体に対して一定期間、分収林の管理を委託することにより、事業費及

び人件費の圧縮・削減に努める。 

３．分収割合の見直し 

  将来投資額の造林地所有者負担についても併せて検討する必要がある。 

４．人件費の圧縮・削減 

５．若手プロパー職員の採用 

６．経営責任体制の明確化 

  理事については、高知県、関係市町、森林組合連合会等の責任ある立場の役

職員が就任しているが、実質的には、形式的な就任になっている懸念があり、

この解消が喫緊の課題である。 

最高責任者である理事長については、長期的な視点を持った経営感覚を有す

る人材を配置することが望まれることから、公募等による民間からの選任を検
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討すべきである。また、理事等についても外部有識者や造林地所有者代表等の

就任について検討すべきである。 

７．モニタリング経営の実施 

  公社の経営改善計画や進捗管理がこれまで以上に重要になることから、経営

の進捗状況についてモニタリングの実施が必要である。モニタリングを行うた

めには、KGI（Key Goal Indicator）と KPI（Key Performance Indicator）の

設定が必要となる。 

８．有利子負債の早期圧縮及び将来的な解消策 

  今後も金融機関の理解を得て繰上償還を実行し、分離・分割する森林につい

ても繰上償還を行い、支払利子の軽減に努める必要がある。 

他府県と連携を図りながら国に対し、利子負担の軽減対策、特別地方交付税

の拡充などこれまで以上に支援要請をしていく必要がある。 

９．全国統一の新会計基準適用による財務状況の透明性確保 

10．新公益法人への移行 

  公益社団法人は財務状況の健全性等が求められる一方、一般社団法人につい

ては、県がこれまでどおり公社に人的、財政的支援をしていくための説明責任

が求められる。 

11．他府県と連携を強化し、国にその責任を求めていく。 

  出典：『高知県森林整備公社の経営改革プラン』27 頁～44頁の内容を監査人が要約 
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③ 経営改革プラン策定後の正味財産増減計算書及び補助金受給の状況 

 

 

経営改革プラン策定後の正味財産増減計算書の推移は上記のとおりとなってい

る。補助金を収益として計上したとしても、当期経常増減額の８年間の合計は  

△530百万円であり、販売用資産評価損を含めた当期経常外増減額の８年間の合計

は△1,493 百万円となっている。なお、補助金の内訳は以下のとおりである。 

 

正味財産増減計算書 (単位：千円)

H25.3期 H26.3期 H27.3期 H28.3期 H29.3期 H30.3期 R1.3期 R2.3期 8年合計
Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
⑴経常収益
特定資産運用益 3 4 6 1 4 2 1 2 22 

事業収益 171,686 217,869 203,500 190,284 175,360 135,388 193,600 187,473 1,475,160 

事業外収益 1,492  -   -   -   -   -   -   -  1,492 

受取補助金等 402,456 366,831 381,389 384,963 337,446 308,995 333,165 305,063 2,820,309 

受取事業負担金  -  100,754 60,041 59,632 59,034 56,540 32,637 91,131 459,769 

固定資産繰入額 6,520  -   -   -   -   -   -   -  6,520 

雑収益 1,134 1,195 2,487 2,886 2,437 1,567 496 512 12,715 

受託料 105,205  -   -   -   -   -   -   -  105,205 

経常収益計 688,496 686,654 647,423 637,767 574,281 502,492 559,898 584,181 4,881,192 

⑵経常費用  -  

販売用資産原価  -   -   -   -   -   -  57,867 81,467 139,333 

事業費 367,592 529,007 518,048 508,028 451,939 392,631 415,442 439,174 3,621,860 

直接事業費 272,436 272,436 

間接事業費 43,305 43,305 

事業借入金支払利息支出 123,432 123,432 

配分金 22,448  -   -   -   -   -   -   -  22,448 

管理費 174,089 76,056 82,551 72,149 67,490 66,687 66,413 69,374 674,810 

人件費  -   -   -   -   -   -   -  52,188 52,188 

事務経費  -   -   -   -   -   -   -  17,186 17,186 

受託事業 105,205  -   -   -   -   -   -   -  105,205 

固定資産操出額 104,856  -   -   -   -   -   -   -  104,856 

経常費用計 774,190 605,063 600,599 580,177 519,429 459,318 539,721 590,014 4,668,512 

森林資産勘定振替前当期経常増減額 (85,695) 81,591 46,824 57,589 54,853 43,174 20,177 (5,834) 212,680 

森林資産勘定振替額  -  (272,201) (141,656) (55,777) (136,414) (53,337) (42,451) (41,104) (742,941) 

当期経常増減額 (85,695) (190,609) (94,833) 1,812 (81,561) (10,163) (22,274) (46,938) (530,261) 

２．経常外増減の部  -  

⑴経常外収益  -  

経常外収益計  -   -   -   -   -  5,971 38 736 6,745 

⑵経常外費用  -  

固定資産除却損  -   -  

販売用資産評価損 255,020 255,020 

災害その他臨時損失 35 35 

経常外費用計 813 204,742 269,384 85,707 121,423 358,248 205,074 255,055 1,500,445 

当期経常外増減額 (813) (204,742) (269,384) (85,707) (121,423) (352,277) (205,036) (254,319) (1,493,700) 

当期一般正味財産増減額 (86,508) (395,351) (364,216) (83,894) (202,984) (362,440) (227,310) (301,257) (2,023,961) 

一般正味財産期首残高 (58,474) (144,982) (540,333) (904,550) (988,444) (1,191,428) (1,553,868) (1,781,178) 

一般正味財産期末残高 (144,982) (540,333) (904,550) (988,444) (1,191,428) (1,553,868) (1,781,178) (2,082,435) 

Ⅱ　指定正味財産増減の部  -   -   -   -   -   -   -   -  

Ⅲ　正味財産期末残高 (144,982) (540,333) (904,550) (988,444) (1,191,428) (1,553,868) (1,781,178) (2,082,435) 

出典：森林整備公社　正味財産増減計算書（平成24年度～令和元年度） 部分はデータがないもの。

高知県森林整備公社に対する補助金の状況 (単位：千円)
交付者 内容 H25.3期 H26.3期 H27.3期 H28.3期 H29.3期 H30.3期 R1.3期 R2.3期

造林補助金 236,877 140,541 161,260 176,187 132,877 120,953 144,872 122,604 

みどりの環境整備支援交付金 5,501  -   -  3,210 935 883  -  1,434 

森林整備地域活動支援交付金  -  4,992 11,932  -   -   -   -   -  

経営改善事業費補助金 10,003 10,230 12,492 3,842 5,343 3,297 3,316 3,455 

利子助成補助金 153,920 146,324 139,429 133,802 128,659 123,421 118,002 112,373 

施業転換資金利子助成補助金 1,370  -   -   -   -   -   -   -  

教育の森造成事業費補助金 67,974 64,744 56,277 59,194 58,451 56,098 56,604 56,019 

木材安定供給推進事業費補助金  -   -   -   -  3,075  -  5,614 2,981 

長期貸付金 605,564 399,008 283,030 243,167 250,138 243,216 239,787 244,222 

合計 1,081,208 765,839 664,419 619,402 579,478 547,869 568,194 543,089 

森林整備地域活動支援交付金 6,945  -   -  8,729 6,445 1,460 1,546 1,837 

水源地域森林整備交付金  -   -   -   -  1,661 2,882  -  1,281 

山村林業者支援事業費補助金  -   -   -   -   -   -   -  3,079 

間伐等森林整備促進対策事業費補助金外  -   -   -   -   -   -  3,211  -  

小計 6,945  -   -  8,729 8,107 4,342 4,757 6,196 

合計 1,088,153 765,839 664,419 628,130 587,584 552,211 572,952 549,285 

（長期貸付金除く） 482,589 366,831 381,389 384,963 337,446 308,995 333,165 305,063 

出典：森林整備公社　事業報告書・決算報告書（平成24年度～令和元年度）

高
知
県

そ
の
他
市
町
村
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④ 事業計画達成状況 

 経営改革プラン策定後、５年ごとの事業計画を策定し、公社の運営管理を行って

いる。平成 24年度～平成 28年度が第 10期事業計画であり、平成 29 年～令和３年

度が第 11 期事業計画である。各事業年度における主な指標について、計画と実績

を比較すると、以下のとおりである。平成 24 年度～令和元年度の８年間の合計で

みると、主伐や利用間伐の面積は計画を下回っているものの、事業活動の収支は計

画を上回っている。 

 

 また、上記のうち、主伐の実績は以下のとおりであり、Ｅ、Ｄ、Ｃランクの順に

主伐が行われており、非経済林を中心とした不採算林の処分が進められている。 

計画 実績 差異 計画 実績 差異 計画 実績 差異
利用間伐 面積（ha） 365 293 ▲ 72 411 193 ▲ 218 448 180 ▲ 268

収入（千円） 114,934 140,807 25,873 223,482 109,711 ▲ 113,771 226,098 106,132 ▲ 119,966

主伐 面積（ha） 126 84 ▲ 42 100 141 41 120 64 ▲ 56
収入（千円） 51,863 29,765 ▲ 22,098 12,948 60,925 47,977 25,741 39,820 14,079

保有間伐 面積（ha） 108 128 20 25 0 ▲ 25 7 0 ▲ 7
基盤整備 延長（m） 31,100 30,073 ▲ 1,027 23,160 16,029 ▲ 7,131 23,850 24,717 867

管理費 （千円） 72,774 51,371 ▲ 21,403 74,729 59,098 ▲ 15,631 71,747 59,995 ▲ 11,752

内人件費 （千円） 49,907 37,230 ▲ 12,677 59,767 46,280 ▲ 13,487 56,266 46,358 ▲ 9,908
団地事業委託等 （ha） 36 0 ▲ 36 40 5 ▲ 35 60 13 ▲ 47

（団地） 2 0 ▲ 2 2 1 ▲ 1 3 2 ▲ 1
事業活動の収支 （千円） 2,941 14,968 12,027 8,026 32,836 24,810 17,507 10,750 ▲ 6,757

計画 実績 差異 計画 実績 差異 計画 実績 差異
利用間伐 面積（ha） 457 178 ▲ 279 495 184 ▲ 311 2,176 1,029 ▲ 1,147

収入（千円） 228,151 117,155 ▲ 110,996 225,099 105,050 ▲ 120,049 1,017,764 578,855 ▲ 438,909

主伐 面積（ha） 110 69 ▲ 41 117 103 ▲ 14 573 462 ▲ 111
収入（千円） 27,288 47,611 20,323 26,063 37,850 11,787 143,903 215,971 72,068

保有間伐 面積（ha） 13 92 79 17 27 10 170 247 77

基盤整備 延長（m） 28,000 30,663 2,663 20,950 31,091 10,141 127,060 132,573 5,513

管理費 （千円） 71,454 55,056 ▲ 16,398 68,825 48,014 ▲ 20,811 359,529 273,534 ▲ 85,995

内人件費 （千円） 56,110 42,356 ▲ 13,754 53,731 34,511 ▲ 19,220 275,781 206,735 ▲ 69,046

団地事業委託等 （ha） 80 21 ▲ 59 100 32 ▲ 68 316 71 ▲ 245
（団地） 4 1 ▲ 3 5 3 ▲ 2 16 7 ▲ 9

事業活動の収支 （千円） 17,599 15,148 ▲ 2,451 19,238 16,770 ▲ 2,468 65,311 90,472 25,161

計画 実績 差異 計画 実績 差異 計画 実績 差異
利用間伐 面積（ha） 240 161 ▲ 79 245 172 ▲ 73 236 124 ▲ 112

収入（千円） 154,199 80,854 ▲ 73,345 166,218 106,774 ▲ 59,444 155,057 88,491 ▲ 66,566

主伐 面積（ha） 119 38 ▲ 81 122 86 ▲ 36 155 100 ▲ 55
収入（千円） 23,169 26,742 3,573 34,513 50,950 16,437 57,753 33,565 ▲ 24,188

保有間伐 面積（ha） 30 25 ▲ 5 31 0 ▲ 31 31 41 10

基盤整備 延長（m） 18,750 21,599 2,849 16,300 22,216 5,916 14,400 14,246 ▲ 154
管理費 （千円） 50,110 63,238 13,128 53,119 45,940 ▲ 7,179 73,575 42,953 ▲ 30,622

内人件費 （千円） 37,526 52,930 15,404 41,867 33,512 ▲ 8,355 62,796 33,769 ▲ 29,027

団地事業委託等 （ha） 48 40 ▲ 8 35 17 ▲ 18 45 12 ▲ 33
（団地） 6 3 ▲ 3 3 4 1 4 2 ▲ 2

事業活動の収支 （千円） 16,470 8,620 ▲ 7,850 23,390 34,804 11,414 15,127 18,952 3,825

計画 実績 差異 計画 実績 差異
利用間伐 面積（ha） 721 458 ▲ 263 2,897 1,487 ▲ 1,410

収入（千円） 475,474 276,119 ▲ 199,355 1,493,238 854,974 ▲ 638,264

主伐 面積（ha） 396 224 ▲ 172 969 686 ▲ 283
収入（千円） 115,435 111,257 ▲ 4,178 259,338 327,228 67,890

保有間伐 面積（ha） 92 66 ▲ 26 262 313 51

基盤整備 延長（m） 49,450 58,061 8,611 176,510 190,634 14,124

管理費 （千円） 176,804 152,131 ▲ 24,673 536,333 425,665 ▲ 110,668

内人件費 （千円） 142,189 120,211 ▲ 21,978 417,970 326,946 ▲ 91,024

団地事業委託等 （ha） 128 70 ▲ 58 444 141 ▲ 303
（団地） 13 9 ▲ 4 29 16 ▲ 13

事業活動の収支 （千円） 54,987 62,376 7,389 120,298 152,848 32,550

出典：森林整備公社　理事会資料（平成24年度～令和元年度）

H29～R１計

H27 H28 第10期事業計画合計

H24 H25 H26

H29 H30 R１

H24～R1　合計
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なお、経営改革プラン策定時における公社営林事業（公社有林を除く）契約終了

年度別面積（ha）は、以下のとおりである（2022 年以降、出典：森林整備公社の

経営改革プラン）。ピークは令和 38（2056）年度の 785ha であり、長期の契約が多

く残っている。 

 

H24 H25 H26 H27 H28 H24～H28計

Aランク 団地数 0 0 1 0 0 1

造林面積（ha） 0 0 3.20 0 0 3.20

Bランク 団地数 0 0 0 2 0 2

造林面積（ha） 0 0 0 11.25 0 11.25

Cランク 団地数 3 1 0 0 1 5

造林面積（ha） 48.81 10.54 0 0 7.20 66.55

Dランク 団地数 1 2 0 2 1 6

造林面積（ha） 32.60 38.66 0 29.95 24.31 125.52

Eランク 団地数 1 4 5 4 2 16

造林面積（ha） 2.80 91.58 61.19 28.02 71.78 255.37

計 団地数 5 7 6 8 4 30

造林面積（ha） 84.21 140.78 64.39 69.22 103.29 461.89

主伐実績
H29 H30 R1 H29～R1計 H24～R1計

Aランク 団地数 0 0 0 0 1

造林面積（ha） 0 0 0 0 3

Bランク 団地数 0 0 0 0 2

造林面積（ha） 0 0 0 0 11

Cランク 団地数 1 0 2 3 8

造林面積（ha） 15.70 0 20.04 35.74 102.29

Dランク 団地数 1 0 2 3 9

造林面積（ha） 18.96 0 34.39 53.35 178.87

Eランク 団地数 1 5 6 12 28

造林面積（ha） 3.60 86.35 45.36 135.31 390.68

計 団地数 3 5 10 18 48

造林面積（ha） 38.26 86.35 99.79 224.40 686.29

出典：森づくり推進課より入手した資料

主伐実績

主伐実績
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⑤ 監査の結果及び意見 

ア）経営計画プラン全体に関するモニタリング資料の作成（結果） 

 上記④は、公社の理事会資料より抜粋したものであり、理事会において各事業年

度の計画に対する実績を確認し、次年度以降の対応が検討されている。したがって、

事業計画に対しては PDCA を回すことで、改善が図られていると考える。 

 一方で、経営改革プランの内容のうち、経営責任体制の明確化や有利子負債の早

期圧縮及び将来的な解消策については、経営改革プランで求められた内容が達成で

きていない。経営責任体制の明確化については、「理事長については、長期的な視

点を持った経営感覚を有する人材を配置することが望まれることから、公募等によ

る民間からの選任を検討すべきである。」とされているが、公社の事業内容に精通

したマネジメント能力の高い人材を民間から受け入れることは、報酬との兼ね合い

や経営が悪化した公社の状況を勘案すると適切な人材が応募してくれることは難

しく、未達成の状況が続いている。また、有利子負債の早期圧縮及び将来的な解消

策については、「金融機関の理解を得て繰上償還を実行し（後略）」とされているが、

日本政策金融公庫からの借入は契約上繰上償還できなくなっていることから、『理

解を得る』ことは難しく、未達成の状況が続いている。これらの状況を勘案すると、

これらの項目については、今後も達成できる見込みは低いものと思われる。 

 上記の状況であったとしても、経営改革プランの内容を網羅的に挙げ、毎期の実

績を一覧としてまとめる形でモニタリングを実施することが必要である。そもそも、

経営改革プランのモニタリングのあるべき姿として、経営改革プランとして挙げら

れたすべての項目について実績を確認する必要がある。また、経営改革プランの内

容のうち達成が難しい項目を明確にすることで、公社以外の関係者の意見や力添え

を得ることもでき、より達成に向けた対応につながっていくと考えられる。 
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イ）これまでの経験をベースとした長期的視点に立った事業計画の策定（意見） 

 上記④事業計画達成状況のとおり、事業活動の収支は計画を上回っているものの、

主伐面積は、８年間の合計で計画 969ha に対して実績 686ha と、計画の 71％にと

どまっている（年平均 85.75ha）。公社及び県の関係者が鋭意努力されているもの

の、全国的にみて木材の需要が伸び悩んでいることもあり、主伐が計画通りに進ん

でいない。現在のペースでいくと、令和２年３月末時点で約 12,800ha の森林を有

していることから、主伐としてすべての森林を処分し終えるまでに相当長期間を要

することになる。また、上記のとおり、令和 33（2051）年度～令和 45（2063）年

度に年平均 548ha の分収林契約が終了することになるが、契約の終了間際ですべて

主伐による処分を行うことは現在の進捗状況から判断すると不可能と思われるこ

とから、計画的な事業の実施が求められるところである。 

平成 24 年２月に経営改革プランが策定され、令和２年３月末で８年間経過して

いる。この間、公社及び県の関係者の努力により、厳しい経営環境下でありながら、

計画を上回る事業活動の収支を計上している。一方で、上記ア）に記載したとおり、

経営改革プランのうち一部の項目については達成が難しいものがあるとともに、主

伐実績も計画に届かないなど、不採算林の処分については最善を尽くしたとしても

実行可能な水準が明らかになってきたといえる。 

公社の経営に対して多額の税金が投入されている現在の状況を踏まえ、現状の検

証を行いながら今後も改革を進めて行くべきであり、この点に関しては県の意見も

同様である。有識者による経営改革プラン策定後、それらを達成すべく最善の努力

を払ってきたという実績・経験があるからこそ、それらの実績・経験をベースにし

た事業計画を策定することが必要と考える。現行の第 11 期経営計画は令和３年度

末が終期となっており、令和４年度からは次期計画に沿って公社経営を行っていく

こととなる。このため経営改革プランの検証を含め、次期経営計画策定にあたって

は、これまでの実績の検証と現状や課題の把握を十分に行い、県内に存する貴重な

森林資源の有効活用と県民の将来負担をできる限り少なくするという命題を踏ま

えたうえで、長期的視点に立った経営計画を策定し、今後も引き続き改革を進めて

いくことが望まれる。 
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２）森林研修センター研修館管理運営費 

① 概要 

 

（令和元年度予算内訳） 

 

 

② 監査の結果及び意見 

ア）物品の管理（結果） 

物品の管理状況を実査したところ、使用されていない VHSのビデオデッキとパソ

コン 20台が見受けられた。 

   

VHSのビデオデッキは再生ソフトも無いことから今後使用することは無いものと

想定される。パソコン 20台についても OS のサポート期間が終了しているものであ

り、セキュリティの面からも今後の使用が見込めないものである。使用可能な状態

にある不要物品は、県庁内の他の所管課等において転用できないかの調査を行い、

他の有効活用の方法を模索することが必要である。そのうえで、他に転用見込みの

ない不要物品については、売却、廃棄等の処分の手続きを行う必要がある。 

単位：千円

事　業　名

国庫支出金

特定財源

一般財源 17,124

令和元年度
予算額

17,124
財
源

　森林や林業・木材産業等に関する情報の収集及び提供、研修等を行う森
林研修センター研修館の業務を効率的かつ効果的に実施するため、指定管
理者に業務を代行させる。

目　　的

森林研修センター研修館管理運営費

Ⅰ 管理運営委託料 9,204

Ⅱ その他事務費 7,920
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イ）施設の有効活用の検討（意見） 

研修館は２室の研修室と浴室、宿泊室（和室）、20 室の宿泊室（洋室）、その他

会議室等を有する施設であるが、本来の林業の研修目的にしか使用されておらず、

積極的な有効活用ができていない。 

 

【施設マップ】 

 

（出典：森林研修センターパンフレット）  

 

項目 利用料 

研修室Ａ １時間 460 円（休館日は 580 円） 

研修室Ｂ １時間 570 円（休館日は 700 円） 

宿泊室（洋室） １人一泊 2,780 円（休館日は 3,460 円） 

宿泊室（和室） １人一泊 1,330 円（休館日は 1,670 円） 

 

林業に関する研修は年間 150 日程度であり、１年の半分も利用されておらず、休

館日である土日祝日を除く開館日は年間 240 日程度であり、これに対する利用率は

約 65％となっており、特に３月及び休館日の利用率が低い。20 名程度の宿泊が可

能であり、研修室も有することから、中小企業の宿泊研修や塾の宿泊を伴う短期講

座、学生のゼミや短期研修などの利用が想定できる。採算面や実施体制も考慮した

うえで、林業の研修以外の利用を促進することはできないか、施設の積極的な有効

活用を検討することが望まれる。 
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３）人づくり推進事業費 

① 概要 

 

（令和元年度予算内訳） 

 

 

② 監査の結果及び意見 

ア）補助対象者の年齢の交付要綱での明確化（結果） 

森林整備担い手確保育成対策事業費補助金の補助率について、林業事業体が負担

する林業退職金共済制度の掛け金に対し、補助対象者が 40歳未満の場合３分の１、

40 歳以上の場合５分の１と交付要綱で定めているものの、いつ時点で 40 歳である

かが明記されていなかった。 

補助金の交付を受ける年度内に 40歳になる補助対象者がいる場合、40歳未満と

40 歳以上の両方に含めて補助金額を算定することが必要となるが、県が定める事

業実績書の様式は上記に対応したものとなっていない。また、年度内の途中で 40

歳になる補助対象者の掛け金の集計が煩雑となる。 

この点、県は補助金対象期間の開始の日である４月１日時点で判定しており、こ

の理由は、交付要綱第５条において補助対象者を「当該事業年度の開始時期（４月

単位：千円

事　業　名

国庫支出金 6,853

特定財源 13,463

一般財源 79,368

人づくり推進事業費

令和元年度
予算額

99,684
財
源

　森林整備の担い手の育成や林業就業者の労働条件の向上を図り、林業就
業者の定着を進め、林業の振興と森林の適正な保全管理につなげる。

目　　的

Ⅰ 森林整備担い手確保育成対策事業費 27,240

Ⅱ 林業労働力確保支援センター事業費 42,253

(1) 林業労働力確保支援センター事業費補助金 29,303

(2) 新規就業者職業紹介アドバイザー業務委託料 4,155

(3) 雇用管理改善推進アドバイザー業務委託料 8,795

Ⅲ 林業就労環境改善事業費 14,415

(1) 林業労働安全衛生対策事業費補助金 11,861

(2) その他事務費 2,554

Ⅳ 小規模林業推進事業費 15,776

(1) 小規模林業アドバイザー派遣等事業費補助金 6,124

(2) 小規模林業総合支援事業費補助金 3,782

(3) インターネットホームページ運用保守等委託料 2,355

(4) 健康診断委託料 4

(5) その他事務費 3,511
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１日時点）に 65 歳未満の者」と記載しており、この条文を準用した解釈とのこと

である。事務手続の簡素化や補助事業者の救済の観点から４月１日時点の判定で問

題はないものの、いつ時点で 40 歳であるかの記載が交付要綱に記載がないため、

取り扱いが不明確な状況となっている。 

今後、交付要綱において、上記の点を明確にすることが必要である。 

 

イ）事業別の補助金の交付（意見） 

県は林業労働力確保支援センター事業費補助金として、補助対象事業に４つの項

目が含まれている。補助対象者である公益財団法人高知県山村林業振興基金に対し

て、４つの項目に対して１つの交付要綱を作成し、予算の範囲内で補助金を交付す

ることとしているが、項目別にみた場合、林業技術者養成研修事業とフォレストス

クール等受入強化事業については、交付決定額を上回る事業費であったにもかかわ

らず、４つの項目の合計では交付決定額の範囲内であったことから、県は報告を受

けた金額と同額を交付している。 

（単位：円） 

項目 交付決定額(A) 報告事業費(B) (B)-(A) 

林業技術者養成研修事業 9,477,000 9,505,666 28,666 

雇用情報ネットワーク推進事業 966,000 604,135 △361,865 

高校生等技術研修・職場体験事業 1,908,000 1,676,343 △231,657 

フォレストスクール等受入強化事業 16,952,000 17,515,331 563,331 

合計 29,303,000 29,301,475 △1,525 

 

当該事業は同一の交付先に対して補助金を交付していることから交付要綱を１

つとすることで、補助金の申請や実績報告などを１回で終わらせることができると

いった事務処理の簡素化の点は理解できるものの、交付要綱上、補助対象事業に含

まれる４つの項目がそれぞれ別であるように記載されていることから、４つの項目

の総額が予算額を超えているか否かではなく、項目別に判断することが望まれる。 
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ウ）補助対象経費とする附帯事務費の明確化（意見） 

森林整備担い手確保育成対策事業費補助金の附帯事務費について、補助事業者で

ある高知県森林組合連合会が林業退職金共済制度への加入促進にかかる事務費に

対して補助金を交付しているが、交付要綱の別表第１において補助対象経費は「林

業退職金共済制度加入促進支援事業実施に要する経費」、補助率及び補助限度額に

ついては「定額」のみの記載となっており、明確な定めがなかった。 

補助対象経費について、人件費単価や（共済費を含めるのか、賞与や退職給付費

用を含めるのか）、作業場の賃料や減価償却費の配賦をどうするかなどが交付要綱

上不明確であるとともに、所要日数の標準的な基準が不明確である。 

実績報告書によると附帯事務費は以下のとおり 463,614 円であり、交付決定額

493,000円の約 94％となっていた。 

 

区分 事業費 摘要 

賃金 447,000 円  30 日×14,900 円＝447,000 円 

役務費 16,614 円 

切手代 

切手代 

振込手数料 

振込手数料 

振込手数料 

電話代 

85 円×1 回×36 事業体＝3,060 円 

76 円×1 回×29 事業体＝2,204 円 

100 円×1 事業体＝100 円 

300 円×21 事業体＝6,300 円 

500 円×7 事業体＝3,500 円 

10 円×5 回×29 事業体＝1,450 円 

計 463,614 円  

 

上記によると、賃金の 1 日あたりの単価が 14,900 円となっているが、これは、

農林水産省の定める「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について」

を準用して算出された補助事業先の担当者単価であり、所要日数についても担当者

が事業実施に要した実務日数となっている。また、賃金以外の補助対象経費につい

ては直接経費である切手代等の役務費のみを対象としている。 

このように、実務上の取り扱いがあるものの、交付要綱上では不明瞭であること

から、今後は要綱に補助対象経費の範囲について明記されることが望まれる。 

 



151 

 

４）森林計画事業費 

① 概要 

 

（令和元年度予算内訳） 

 

 

② 閲覧可能データの公表（意見） 

県は森林情報管理システムを保有しており、システム内に森林簿や森林計画図、

保安林図、施業履歴図、等高線図などのデータを多数保有しているが、これらがイ

ンターネットで閲覧できる状況ではなく、県庁でのみ閲覧できる状況となっている。 

インターネットで開示しない理由は、容量が大きいことや個人情報の掲載などの

問題であることから、即座に対応できないとのことである。しかし、県が保有して

いるデータには林業事業者の有益となる情報が多数存在することから、これらを公

開することは重要である。 

県は今後、インターネットで開示できるように進めるとともに、県庁で閲覧でき

るデータの内容を公表することが望まれる。 

   

単位：千円

事　業　名

国庫支出金 54,694

特定財源 5

一般財源 94,812

令和元年度
予算額

149,511
財
源

森林計画事業費 

目　　的
　民有林の適正な管理を目的として、森林法第５条の規定に基づき地域森
林計画を策定する。また、市町村森林整備計画や森林経営計画の策定指
導、森林情報管理システム及び林地台帳の整備を進める。

Ⅰ 森林計画策定事業費 85,415

(1) 高知県森林審議会の開催 189

(2) 森林情報管理システム保守委託料 10,876

(3) 森林情報管理システム改修委託料 49,797

(4) 森林計画データ入力委託料 3,558

(5) 森林計画図修正委託料 4,338

(6) 事務費等 16,657

Ⅱ 森林情報活用促進事業費 64,096

(1) 森林情報整備業務委託料 29,128

(2) 森林情報活用促進事業費補助金 34,968
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５）林業大学校運営費 

① 概要 

 

 

（令和元年度予算内訳） 

 

 

② 物品台帳の記載方法（結果） 

物品台帳の記載内容を確認したところ、物品台帳に、「品質形状」を記載する欄

があるが、『別添仕様書のとおり』とのみ記載されており、型番などの物品を特定

できる情報が記載されていないものが多数存在した。物品台帳は物品管理のための

帳簿として必要な情報を正確に登録する必要がある。 

また、ノートパソコンについて「ノート型パソコン」や「コンピュータ」で登録

するなど、同じ物品であっても異なる名称で登録されていた。物品台帳の記載内容

については、統一した記載方法によることが望まれる。 

  

単位：千円

事　業　名

国庫支出金

特定財源 161

一般財源 64,993

林業大学校運営費

　林業、木材産業等の振興を図るため、林業、木材産業等への就業並びに
森林及び林業等に関する知識及び技術の習得を希望する者に対し研修教育
を行う林業大学校を運営する。

令和元年度
予算額

65,154
財
源

目　　的

Ⅰ 広報等委託料 13,778

Ⅱ その他 51,376

(1) 健康診断委託料 4

(2) 清掃等委託料 3,461

(3) 職員研修等負担金 306

(4) 報酬 15101

(5) 賃金 1,954

(6) 共済費 2,699

(7) 報償費 1,642

(8) その他事務費 26,209
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（４）木材産業振興課 

１）木材産業構造改善事業 

① 概要 

 

（令和元年度予算内訳） 

 

単位：千円

事　業　名

国庫支出金 40,035

特定財源 437

一般財源 45,985

木材産業構造改善事業費

令和元年度
予算額

86,457
財
源

　競争力のある木材産地の形成と地域材の安定的な供給体制の整備等を行
うために必要な調査を実施する。

目　　的

Ⅰ 林業・木材産業構造改革事業費 2,063

Ⅱ 木材加工流通施設整備事業費 40,035

Ⅲ 県産材加工力強化事業費 42,000

(1) 事業戦略策定支援業務委託料 8,250

(2) 事業戦略実践支援業務委託料 13,750

(3) 県産材加工力強化事業費補助金 20,000

Ⅳ 木材産業構造改善事業費事務費 2,359

(1) 職員研修負担金 12

(2) その他事務費 2,347
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② 過年度の包括外部監査の意見に対する措置の実施（結果） 

県産材加工力強化事業費補助金の補助事業者の要件を、実施要領に「直近の決算

書において、債務超過（貸借対照表の負債の部の合計が資産の部合計を上回ってい

る状態）でないこと。ただし、債務超過であっても、税引前当期利益が黒字の場合

は要件を満たすものとする。」と規定している点について、平成 28年度の県に対す

る包括外部監査の意見として指摘されており、県は包括外部監査の結果に対する措

置を以下のとおり公表しているものの、実施要領の変更がされていなかった。 

 

監査の意見 措置の内容 

(26) 県産材加工力強化事業費補助金 

２) 監査の結果及び意見 

① 補助事業者の要件について（意見） 

交付先の１つであるＡ社の財政状態は

債務超過が継続しているものの、直近年

度（平成 25年度）の税引前当期純利益は

黒字であり、補助事業者の要件を満たし

ていることから、審査の結果、県は補助

金交付先として選定している。 

しかし、主な黒字要因は前期損益修正

益であり、その内容は、税務調査により

指摘を受け、修正申告を行ったことに伴

う決算修正とのことであった。なお、修

正申告の原因となった具体的な事項につ

いて、県では把握されていなかった。 

税引前当期利益には上述のように、臨

時的な要因により生じた特別損益項目が

含まれていることから、債務超過の場合

の特例要件を設ける場合、税引前当期利

益ではなく、主たる営業活動の成果を示

す営業利益や、経常的な活動成果を示す

経常利益で判断することが望まれる。 

(26) 県産材加工力強化事業費補助金【木

材産業振興課】 

① 補助事業者の要件について 

単年度利益の計上により事業採択を行

う場合は、補助事業者の経営状況や将来

性を検証したうえで、事業採択を行うか

否か検討を行うこととしています。 

また、債務超過ではなく単年度損失を

計上している補助事業者についても経営

改善の計画等を確認し、事業採択を行う

こととしました。 

なお、平成 29 年度については、債務超

過及び直近の決算において損失を計上し

ている交付先はありません。 

 

措置内容として記載されている内容にしたがって、該当する実施要領を変更する

ことが必要である。   
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２）県産材外商推進対策事業費 

① 概要 

 

（令和元年度予算内訳） 

   

単位：千円

事　業　名

国庫支出金 45,649

特定財源 5

一般財源 63,715

令和元年度
予算額

109,369
財
源

　本県の豊富にある木材資源を活用するためには、県外への販路拡大が不
可欠である。
　このため、市場における土佐材の知名度向上、県外工務店や木材流通業
者等とのネットワーク形成などの取り組みを通じて、販売を促進する。

目　　的

県産材外商推進対策事業費

Ⅰ 県産材外商推進対策事業費 94,870

(1) 土佐の木の住まい普及推進事業費 11,270

(2) 土佐の木販売促進事業費 8,621

(3) 県産材需要拡大サポート事業委託料 55,146

(4) 販売拡大拠点設置事業費 12,262

(5) 県外展示会負担金 120

(6) 健康診断委託料 4

(7) 事務費 7,447

Ⅱ 新しい木材流通拠点整備事業費 3,371

Ⅲ 土佐材販売力抜本強化事業費 7,128

Ⅳ 県産材輸出促進事業費 4,000
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② 目標値の正しい検証（結果） 

県は産業振興計画において、取組方針「県外での土佐材を使用した建築の促進」

のため、令和元年度の目標を「県外での土佐材を使用した住宅等の建築棟数 180棟」

とした。 

この目標は、県外での土佐材を使用した建築に対して助成する土佐の木の住まい

普及促進事業の交付件数について設定されたものであるが、その記載が「県外での

土佐材を使用した住宅等」の全数と誤解を招くおそれのある表現となっていた。 

県民にとってわかりやすい表現としたためということであるが、その記載は「土

佐の木の住まい普及事業を活用した建築棟数」であることが明らかになる表現にす

ることが必要であった。ただし、令和２年度からの第４期産業振興計画において当

該取組方針がないため上記の対応は不要となるが、今後同様の事例が生じないよう、

目標値については、実態に合った表現とすることが必要である。 

なお、県は第３期産業振興計画において、戦略目標「県産製材品の県外出荷量の

増加」に対する指標「県産製材品の県外出荷量（一般製材品・高次加工品）」、具体

的な取組「県外流通拠点を活用した取引の拡大」に対する指標「県外流通拠点にお

ける県産製材品の取扱量」及び具体的な取組「外商活動体制の抜本強化」に対する

指標「県外販売窓口による県産製材品の県外出荷量」により土佐材の使用状況を把

握している。 
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３）県産材用途拡大事業費 

① 概要 

 

（令和元年度予算内訳） 

 

（注）CLT については、34頁参照 

 

県は、72 頁のとおり林業・木材産業クラスタープロジェクトを計画しており、

クラスターの核となる CLT パネル工場を県内に誘致するとともに、CLTの普及によ

り県産材の使用量を増加させることを目的としていた。令和元年度においても、CLT

パネル工場の誘致は企業との協議を継続しているところである。 

しかし、令和２年度の第４期産業振興計画において県下一円における林業・木材

産業クラスタープロジェクトは削除され、林業振興・環境部の産業成長戦略の取り

組みとして推進されている。  

単位：千円

事　業　名

国庫支出金 6,559

特定財源

一般財源 57,238

県産材用途拡大事業費

令和元年度
予算額

63,797
財
源

　新素材であるCLTを活用した木造建築を推進するため、普及・技術取得及
びCLTを活用したCLT建築物の設計に係る経費に対し支援する。

目　　的

Ⅰ CLT建築促進事業費 38,269

(1) CLT普及促進事業費補助金 18,269

(2) CLT建築促進事業費補助金 20,000

Ⅱ 非住宅建築物木造化促進事業費 21,814

Ⅲ 事務費 3,714
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② 監査の結果及び意見 

ア）県産材の使用要件（意見） 

【CLT 建築促進事業費補助金】 

事業区分 内容 補助対象経費 補助率等 

CLT 等を用いた

建築物の実証等 

・建築物の

設計 
設計費 

2 分の 1 

ただし、補助限度額は 1 棟あたり 5,000 千円 

 

CLT建築促進事業費補助金は、事業者が県内に整備する非住宅建築物等の設計費

に対し、１棟あたり 5,000 千円を上限として２分の１以内の補助金を県が交付する

事業であるが、補助金を交付する要件として、構造用として一定量の CLTを使用す

ることを求めているものの、県産材の使用を求めていなかった。 

県が CLTを普及させる目的は、CLT の実証等を通じて林業・木材産業の成長産業

化及び木材需要の拡大を図ることであり、将来的に県産材の需要拡大につながるこ

とを期待している。現段階では県は CLT利用の拡大のため、CLT建築を推進するこ

とに主眼を置き、CLTに携わる建築士の育成に注力している。将来、交付要件とし

て県産材の使用を条件に含むことが望まれる。 

 

イ）実績報告の検証（意見） 

非住宅建築物木造化促進事業費補助金は、一定量の県産材の使用を要件として、

事業者が県内に整備する非住宅建築物等の設計費に対し、１棟あたり 3,000 千円を

上限として２分の１以内の補助金を県が交付する事業であるが、県産材の使用の有

無について調査できていなかった。 

当該補助金はあくまで設計費を補助対象経費としており、設計書に一定の県産材

の使用が明記されていればそのように建築（使用）されていると考えられること、

及び設計業務が終わった年度内において補助金を交付することから、実際に建築物

の施行時期と年度が相違する場合もあり、県産材の使用を確認したうえで補助金を

交付することができないことがその理由とのことである。 

なお、当該補助金の交付要綱において、補助金交付後に木材の産地の分かる資料

を入手する仕様となっておらず、事後的にも確認ができない状況となっている。 

補助金の交付要件を設計書のみで確認している点については、今後、補助金の交

付後に県産材の使用のわかる資料の提出を求めるように交付要綱を改善すること

が望まれる。  
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（５）治山林道課 

１）林道開設事業費 

① 概要 

 

（令和元年度予算内訳） 

 

 

② 高知県林道網整備基本計画の目標値の誤った記載について（結果） 

県は、国の森林・林業基本計画の考え方に基づき、令和 21 年度末までに林内の

路網密度を 50m/ha とすることを高知県林道網整備基本計画（以下、「林道網整備計

画」という。）に掲げる目標値としていたが、平成 23年７月の閣議決定により国の

森林・林業基本計画において林道網を整備する目安の数値がなくなっており、現在

では、林道網整備計画を廃止している。しかし、県が公表する他の資料（「高知県

の森林・林業・木材産業」）において林道網整備計画を前提とした目標値が誤って

記載されていた。 

この点について県に確認したところ、林道網整備計画を廃止したが、令和 21 年

度末時点に林内の路網密度を 50m/ha とする点について、目標値ではないものの、

事業を実行していく上で県が管理している数値であったため、誤って記載していた

とのことである。 

廃止した林道網整備計画が現時点も実行中であるといった誤った認識を与える

こととなるため、公表資料に記載されている誤った情報について、修正するととも

に、今後、誤った情報を記載しないよう留意する必要がある。 

 

 

  

単位：千円

事　業　名

国庫支出金 459,470

特定財源 271,943

一般財源 57,200

林道開設事業費

令和元年度
予算額

788,613
財
源

目　　的 　民有林林道を整備し、森林整備基盤の充実と山村農林業の振興を図る。

Ⅰ 県営林道開設事業 320,884

(1) 森林基幹道等開設事業 181,612

(2) 森林管理道開設事業 139,272

Ⅱ 県営山のみち幹線林道開設事業 342,629

Ⅲ 補助営林道開設事業 125,100
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３．水産業行政に関する包括外部監査の結果及び意見 

（１）水産政策課 

１）漁業金融対策費 

①概要 

 

（令和元年度予算内訳） 

  

 

単位：千円

事　業　名

国庫支出金

特定財源 47

一般財源 61,254

漁業金融対策費

令和元年度
予算額

61,301
財
源

　沿岸漁業者に対して低利資金を円滑に融通することにより、漁業経営の
合理化や資本装備の高度化・近代化を支援する。

目　　的

Ⅰ 沿岸漁業等金融対策費 50,303

(1) 漁業近代化資金利子補給金 39,747

(2) 沿岸漁業等経営育成資金利子補給金 819

(3) 漁業災害対策資金利子補給補助金 612

(4) 室戸急潮漁業災害対策特別資金利子補給補助金(廃止) 2,617

(5) 室戸急潮漁業災害対策特別資金保証料補給補助金(廃止) 977

(6) 沿岸漁業経営再建特別資金利子補給金 463

(7) 漁業経営維持安定資金利子補給金 4,610

(8) 沿岸漁業改善資金利子補給金 203

(9) 沿岸漁業改善資金保証料補給金 92

(10)事務費 163

Ⅱ 遠洋近海漁業金融対策費 6,189

(1) かつお・まぐろ漁業振興資金利子補給金 5,505

(2) 漁業経営改善促進資金利子補給金 684

Ⅲ 近海かつお一本釣漁業振興対策事業費(廃止) 114

(1) 造船建造等特別資金利子補給金 94

(2) 造船建造等特別資金保証料補給金 20

Ⅳ かつお一本釣漁業振興対策事業費 2,981

(1) かつお一本釣漁船建造等支援資金利子補給金 2,446

(2) かつお一本釣漁船建造等支援資金保証料補給金 535

Ⅴ 遊漁船業等振興対策事業費 184

(1) 遊漁船業等振興資金利子補給金 184

Ⅵ 漁協経営改善対策事業費 1,530

(1) 漁協経営改善資金利子補給金 874

(2) 漁協経営改善資金保証料補給金 656
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②かつお・まぐろ漁業振興資金利子補給金の交付について（結果） 

高知県かつお・まぐろ漁業振興資金利子補給について、同要綱上の目的は以下の

ように規定されている。 

 

第２条（目的） 

 本補給金は、かつお・まぐろ漁業を取り巻く厳しい情勢に鑑み、経営不振に陥って

いるかつお漁業者及びまぐろ漁業者に低利の経営資金を融通する事業（以下「融資事

業」という。）を行う融資機関に対し、県が予算の範囲内で利子補給を行い、当該漁

業者の経営の安定を図ることを目的とする。 

 

申請者は、融資機関に借入の申込みを行い、融資機関から県に利子補給承認申請

が行われている。融資機関から県に申請がなされる際に、申請者が融資機関に提出

した申込書が添付されている。当該申込書に過去 3 年の収支実績が添付されており、

過去の収支の実績を確認したうえで利子補給が決定されている。当該申込み資料よ

り、申請者の業績の状況を確認すると、次頁のとおり、収支が毎期黒字の漁業者に

も利子補給金が交付されている。 

 当該利子補給金は、その目的によると『経営不振に陥っている（中略）事業』に

対する利子補給金とされているが、毎期黒字を計上している漁業者へも利子補給金

が交付されていたことから、その理由を確認した結果、交付にあたっての判断基準

は以下のとおりであった。 

すなわち、「かつお・まぐろ漁業は燃料費・食料費・餌代等として多額の資金（運

転資金）が必要となるとともに、漁獲高を確保できるか不確実なものである（利益

計上の不確実性が高い）。さらに近年においては、燃料費の高止まりのほか、外国

人人件費の高騰が見込まれており、利益計上の不確実性がますます増大している。

また、毎期黒字を計上している漁業者においても、水揚げの状況によっては、月ご

との資金繰りに余裕がなくなるケースがある。かつお・まぐろ漁業が当該環境にあ

ることを勘案して、毎期黒字の事業者に対しても当該利子補給金を交付することで、

安心してかつお・まぐろ漁に出航してもらうという支援策の一つ」とのことであっ

た。 

上記のとおり、当該利子補給金の交付の実態は、『振興支援』であり、経営不振

に陥っている事業者への支援となっているか不明確な状況である。今後、同様の判

断基準にて当利子補給金の交付を続けるのであれば、実態と合った形に要綱を修正

する必要がある。   
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H29年度 金額単位：千円

年度 収入 支出 損益
 借入額

(A)

利子補給率
(B)

 利子補給額
(A)×(B)

26 49,753 45,147 4,606
27 29,988 27,841 2,147
28 30,900 26,656 4,244

3年平均 36,880 33,214 3,665 2,000    0.7% 14       
25 836,445 816,787 19,658
26 1,182,470 1,174,966 7,504
27 1,153,785 1,037,458 116,327

3年平均 1,057,567 1,009,737 47,830 50,000   0.7% 350      
27 101,115 92,383 8,732
28 96,142 92,642 3,500

29見込 95,165 90,850 4,315
3年平均 97,474 91,958 5,516 7,000    0.7% 49       

25 836,445 816,787 19,658
26 1,182,470 1,174,966 7,504
27 1,153,785 1,037,458 116,327

3年平均 1,057,567 1,009,737 47,830 50,000   0.7% 350      
26 1,226,008 1,194,397 31,611
27 287,538 201,385 86,153
28 1,153,785 1,028,840 124,945

3年平均 889,110 808,207 80,903 50,000   0.7% 350      
26 220,936 220,785 151
27 262,049 246,669 15,380
28 282,532 278,732 3,800

3年平均 255,172 248,728 6,443 10,000   0.7% 70       
27 91,838 81,492 10,346
28 82,887 79,882 3,005
29 89,549 82,862 6,687

3年平均 88,091 81,412 6,679 5,000    0.7% 35       

H30年度

年度 収入 支出 損益
 借入額

(A)

利子補給率
(B)

 利子補給額
(A)×(B)

27 1,182,470 1,174,966 7,504
28 1,153,785 1,037,458 116,327
29 979,550 953,872 25,678

3年平均 1,105,268 1,055,432 49,836 50,000   0.6% 300      
27 1,182,470 1,174,966 7,504
28 1,153,785 1,037,458 116,327
29 979,550 953,872 25,678

3年平均 1,105,268 1,055,432 49,836 50,000   0.6% 300      
27 262,049 246,669 15,380
28 282,532 278,732 3,800
29 248,642 236,061 12,581

3年平均 264,408 253,821 10,587 10,000   0.6% 60       
27 134,083 92,472 41,611
28 111,546 94,311 17,235
29 107,993 96,073 11,920

3年平均 117,874 94,285 23,589 6,000    0.6% 36       

R1年度

年度 収入 支出 損益
 借入額

(A)

利子補給率
(B)

 利子補給額
(A)×(B)

28 30,900 26,656 4,244
29 52,870 44,769 8,101
30 41,430 36,951 4,479

3年平均 41,733 36,125 5,608 2,000    0.5% 10       
28 1,153,785 1,037,458 116,327
29 979,550 953,872 25,678
30 882,794 848,334 34,460

3年平均 1,005,376 946,555 58,822 50,000   0.5% 250      
28 71,298 47,904 23,394
29 66,368 48,662 17,706
30 71,527 53,034 18,493

3年平均 69,731 49,867 19,864 2,000    0.5% 10       
28 1,153,785 1,058,471 95,312
29 979,550 958,041 21,508
30 882,794 856,326 26,467

3年平均 1,005,376 957,613 47,762 50,000   0.5% 250      
28 1,153,785 1,037,458 116,327
29 979,550 953,872 25,678
30 882,794 848,334 34,460

3年平均 1,005,376 946,555 58,822 50,000   0.5% 250      
28 133,755 114,807 18,948
29 137,207 134,914 2,293
30 135,192 133,806 1,386

3年平均 135,384 127,842 7,542 10,000   0.5% 50       
29 89,549 82,862 6,687
30 67,513 65,190 2,323
1 92,243 83,045 9,198

3年平均 83,101 77,032 6,069 5,000    0.5% 25       
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２）水産業協同組合の検査指導費 

①概要 

 

②法令等 

ア）水産業協同組合法 

水産業協同組合法（以下、「法」という。）の検査に関する規定は以下のとおりで

ある。 

【水産業協同組合法】 

（業務又は会計状況の検査） 

第 123条 

４ 行政庁は、出資組合（漁業生産組合を除く。）の業務又は会計の状況につき、毎年

１回を常例として、帳簿検査その他の検査をしなければならない。 

以下、法第 123条４項に定める検査を「常例検査」という。 

法律用語辞典によると、常例とは、『通常(*)の例の意味であって、場合によって

は、その例によらないことも可能であること。』とされている。したがって、県は

水産業協同組合に対し、通常は毎年１回の検査をしなければならないが、特別な事

情があれば、毎年１回の検査をする必要はないと法解釈できると考える。 

(*)通常とは、特別な事情に基づかず行われること。普通（の場合）。対義語は、

特別・臨時。（新明解国語辞典 第二版（三省堂）より） 

イ）水産業協同組合検査実施要領 

法に基づく常例検査の実施に関し、必要な事項を定めるため、県は水産業協同組

合検査実施要領（以下、「要領」という。）を定めている。 

平成 31（令和元）年度の要領は以下のとおりである。 

平成 31年度水産業協同組合検査実施要領 

第１ 趣旨 

この要領は、水産業協同組合法（以下「法」という。）第 123条に基づく平成 31年

度の水産業協同組合（以下「組合」という。）検査の実施に関し、必要な事項を定め

るものとする。 

 

単位：千円

事　業　名

国庫支出金

特定財源

一般財源 1,786

水産業協同組合検査指導費

令和元年度
予算額

1,786
財
源

目　　的
　水産業協同組合を検査・指導し、業務及び会計の適正な運営と経営の健
全化の確保を図る。
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第２ 検査の目的 

検査は、合法性、合理性及び合目的性の観点から組合の業務及び会計の状況を的確

に把握することにより、組合に対する個別指導の実を挙げ、もって組合の正常な事業

運営を促進し、水産業の健全な発達に資することを目的とする。 

 

第３ 検査の実施 

１ 実施方法 

（１）法第 123 条第４項の規定に基づく常例検査を基本とし、組合の組織、管理運営状

況、事業の実施状況、財務及び会計の状況について違法性の有無の確認、会計の誤

りの有無の確認等を行う。 

（２）常例検査は、下記のいずれかにより実施する。 

ア 検査対象組合の全部門について行う全面検査 

イ あらかじめ特定した事項について検査する部分検査 

ウ 指摘事項の改善状況を確認する必要がある組合に対し、検査実施後の一定期間内

に検査する確認検査 

（３）検査に際しては、原則として現物検査及び本検査を行う。 

（４）検査方法は、帳簿検査を主体とした現地検査の方法を基本とし、組合の規模に応

じて集合検査等の便法を併用する。 

 

２ 年間計画の樹立 

（１）計画的検査の実施 

年間検査計画は、年度当初に策定する。（検査・指導実績（過去９年）及び計画

表のとおり。） 

（２）検査の対象とする組合 

原則として、２年以上受検していない組合を対象とし、そのうちから次の基準に

より選定する。 

ただし、上記以外でも財務や運営上の課題がある組合については、随時対象とす

る。 

ア 法令遵守態勢等、組合の業務執行体制に懸念がある組合 

イ 経理処理に問題があり、継続的な指導を要する組合 

ウ 漁協合併後適正な業務執行体制等が確立されているか確認する必要のある組合 

 

３～９ 省略 

 

10 検査結果の報告 

検査職員は、検査終了後、原則として 1 カ月以内に、検査報告書を検査主任者に提

出するものとする。指摘事項については、十分な検討、協議のうえ、検査主任者がこ

れをとりまとめ、知事に提出しなければならない。 

 

以下、省略。 
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③監査の結果及び意見 

ア）令和元年度の年間検査計画と実績について（結果） 

県は令和元年度の年間検査計画において、高知県漁業協同組合（以下、「県漁協」

という。）を含む全 46 組合並びに県漁協の 37支所及びすくも湾漁協の 14 支所のう

ち、検査対象として 18組合及び４支所、指導対象として３組合を選定していた。 

年間検査計画に対する実績を確認したところ、検査の実績は 13組合及び３支所、

指導の実績はゼロであり、計画に対する実績率は 72%であった。また、令和２年度

の年間検査計画を確認したところ、令和元年度の年間検査計画で選定していたが、

検査を実施できなかった５組合２支所が検査対象に選定されておらず、指導対象に

２組合が選定されているのみであった。 

要領によれば、検査対象は、法令遵守態勢等、組合の業務執行体制に懸念がある

場合や経理処理に問題があり、継続的な指導を要する組合を選定しているのである

から、計画に対する実績率が 72%であるのは問題と考える。また、当年度に検査を

実施できなかった組合については、翌年度の検査対象に選定するべきと考える。 

 

イ）指摘事項に対するフォローアップについて（結果） 

令和元年度に実施された常例検査 13 組合及び県漁協の３支所について、要領の

第３の 10で定めている知事への報告書（常例検査結果報告書）を閲覧したところ、

すべての組合及び支所に対し、指摘事項が挙げられていた。これらの指摘事項を確

認した結果、数年前に実施された前回の検査の指摘事項が改善されていない組合が

複数見受けられた。 

事例として、ある一つの組合に対する指摘事項を以下に記載する。当該組合に対

しては、令和元年度の検査の前は平成 27 年度に検査が実施されているが、以下の

とおり同様の指摘が繰り返されており、改善されていない。 

 

（預り金について） 

 

（組合員資格審査会について） 

 

（現金について） 

 

年度 指摘区分 指摘事項 内容

H27 財務管理 預り金について 金額の把握ができていない。信用事業を廃止しているにもかかわらず貯金をしている。

R元 財務管理 預り金について 実質的に貯金と判断される多額の預り金あり。帳簿なし。現段階での正確な金額不明。

年度 指摘区分 指摘事項 内容

H27 組織制度 組合員資格審査について 組合員資格審査会の未開催

R元 組織制度 組合員資格審査について 資格審査未実施

年度 指摘区分 指摘事項 内容

H27 財務管理 現金について 現金出納簿の記帳がされていない。

R元 財務管理 現金について 現金残高の確認できず。
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（出資金について） 

 

（役員選任について） 

 

（分類債権について） 

 

（貸付金、固定資産台帳について） 

 

 

また、令和元年度の当該組合に対する検査の結果、新たな指摘が以下のとおりさ

れている。 

 

（外部出資について） 

 

（仮受金について） 

 

（総会決議について） 

 

 

当該組合については、平成 28年度から平成 30年度までの３年間、検査も指導も

されておらず、令和２年度の年間検査計画では、検査・指導ともに選定されていな

い。このように前回検査と同じ指摘が繰り返されており、かつ新たな指摘がされて

いる組合は他にもあるが、同様に３年～４年の間隔でしか検査は実施されていない。 

前回の指摘事項が改善されておらず新たな指摘事項も認識されているこれらの

組合は、要領の第３の２の（２）で定めている「財務や運営上の課題がある組合に

ついては、随時対象とする」に該当すると考える。したがって、このような組合に

対しては、検査を実施した翌年もフォローアップとして継続的に検査又は指導を行

うことにより改善を図る等、実効性のある計画を立てるべきと考える。 

年度 指摘区分 指摘事項 内容

H27 財務管理 出資金について 組合員の加入・脱退に伴なう出資金の整理がされていない。

R元 組織制度 出資金及び組合員名簿について 組合員の加入・脱退に伴う出資金の整理が行われていない。組合員名簿未整理

年度 指摘区分 指摘事項 内容

H27 組織制度 役員の選任について 規程どおり選任されていない。

R元 組織制度 役員の選任について 規定どおり実施されていない。

年度 指摘区分 指摘事項 内容

H27 財務管理 分類債権について 分類債権あり、自己査定マニュアルが未作成、査定未実施

R元 財務管理 分類債権について 分類債権あり、自己査定マニュアルが未作成、査定未実施

年度 指摘区分 指摘事項 内容

H27 財務管理 台帳等の整備について 貸付金及び固定資産台帳無し。

R元 財務管理 貸付金について 短期貸付金の残高や個人別の貸付金額を確認できる帳簿なし。

R元 財務管理 固定資産台帳について 台帳未整備。減価償却累計額の内訳や土地の帳簿価額の確認できず。

年度 指摘区分 指摘事項 内容

R元 財務管理 外部出資について 出資証券が確認できなかった。

年度 指摘区分 指摘事項 内容

R元 財務管理 仮受金について 数年前から動きのない仮受金2,214,101円あり。原因不明

年度 指摘区分 指摘事項 内容

R元 組織制度 総会の書面議決書について 議決権のない員外者の氏名で提出されたものが１件認められた。
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ウ）リスクに応じた効果的な検査・指導について（意見） 

県の過去 10 年間の検査実績を見ると、検査対象組合の全部門について行う全面

検査のみ実施されており、あらかじめ特定した事項について検査する部分検査や指

摘事項の改善状況を確認する確認検査は実施されていなかった。また、各組合に対

する検査の周期は概ね３～４年に１回であった。 

県が検査対象としている水産業協同組合の中でも、指摘事項数の多少、指摘内容

の重要性の大小もあると考える。指摘に対して真摯に改善に取り組む態勢がある組

合もあれば、そうではない組合もあると考える。検査に従事する県の職員の人員数

や検査に割ける日数など、検査資源は有限である。常例検査は、必ずしも全面検査

による必要はないことから、各組合のリスクの程度に応じて部分検査や確認検査を

実施したり、フォローアップのために翌年も検査を実施するなど、効果的かつ効率

的な検査となるよう、リスクに応じた効果的な検査を実施する必要がある。 

また、県では、法に基づく常例検査の他、検査指摘に対する改善状況の検証や検

査指導に対する理事会等での情報共有状況の確認等を行うための事後指導を実施

しており、改善されない場合は、法第 122条の報告徴収及び法第 124 条の必要措置

命令等により、迅速な是正を図るとしている。しかし、上記イ）のように迅速な是

正が図られているとは言えない組合が現存している状況を踏まえると、指導方法の

見直しも検討すべきと考える。 

さらに、現在の常例検査に従事する県の職員数や検査・指導日数などの限りある

検査資源の配分を工夫し、指導方法の見直しを行っても、指摘事項に対する組合の

迅速な改善が見られず、指摘事項の数も減少しないようであれば、通常は毎年１回

の検査をしなければならないと規定している法の趣旨も踏まえ、検査・指導の回数

増加やそれに伴う検査体制の拡充の必要性も検討すべきと考える。 
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エ）常例検査の実効性確保について（意見） 

県では、漁獲高の大幅な減少に伴う漁業者の高齢化や減少に歯止めがかからない

なか、組合員の負託に応えうる強靱な組織体制を構築するため、平成 17 年に県漁

連の臨時総会で高知県１漁協構想が組織決定され、漁協合併に取り組んできた。そ

の結果、平成 20 年に 25 漁協が合併して高知県漁業協同組合が設立されたが、18

漁協は未だ合併に参加していない状況である。このような状況のもと、県は、平成

29 年に漁協関係者や有識者で組織する「高知県１漁協の将来像を考える委員会」

を設置し、平成 30年 11月に「高知県１漁協の将来像に関する提言」がとりまとめ

られた。また、県では、提言の早期実現に向け、令和元年８月に「高知県１漁協構

想推進委員会」を新たに設置し、当委員会が策定する実行計画や年度ごとのアクシ

ョンプランに基づき、漁協合併や市場統合、人材育成の取り組みを強力に推進して

いくこととしている。 

平成 20 年以降、組合の合併は十分に進んでいない状況であるが、組合のガバナ

ンス向上、不正防止といった効果も期待できると考えられるため、これらのメリッ

トも丁寧に説明することで、県１漁協構想の実現に向けた更なる取組みを進めるこ

とが望まれる。 

水産業協同組合の常例検査の観点から見ても、県１漁協構想が進展し、漁協の合

併が進むとともに、支所の統廃合が進めば、検査対象が減少すること、また、組合

組織の大規模化が進めば、県による内部統制の構築指導、組合の内部監査部門との

連携などにより、効果的かつ効率的な常例検査の実現が期待できると考える。 
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オ）財務と経理の職務分掌の指導の徹底について（意見） 

 水産業協同組合は零細なところが多く、合併した漁協の支所においても管理担当

者が 1名のところが少なくない。管理担当者が１名の場合、チェック機能が働かな

いことから一般的に不正（横領）につながりやすいといわれている。高知県におい

ても、近年だけでも以下のような資金の横領事件が発生している。 

 

事例① 2017 年４月～10 月までの期間において、60 代の男性嘱託職員が、氷の販売

代金の着服を繰り返していた。 

（被害総額:約 15万円） 

事例② 2017 年６月～2018 年６月までの約１年間において、20 代男性職員が、銀行

口座から資金を着服していた。 

（被害総額:約 260万円） 

事例③ 2017年３月までの約９年間において、40代と 50代の女性臨時職員２名が、

組合員が販売した魚の代金が振り込まれる口座から資金を着服していた。 

（被害総額:約 2,700万円） 

事例④ 2015年 5月頃から 2017年 10月にかけて、30 代男性職員が、年間 15回程度

の組合員の会合を 30 回～40 回行ったように見せかけ、組合員への日当を不

正に引き出すなどにより、銀行口座から不正に資金を着服していた。 

（被害総額:約 600万円） 

 

 県の水産業協同組合に対する検査について、検査内容を確認させて頂いたところ、

検査項目は多く、様々な指摘が行われていることから、一定水準の検査が行われて

いると評価できる。しかし、上記のように資金の横領が発生している状況を勘案す

ると、検査指導項目に以下の視点を入れることが必要である。 

 すなわち、横領防止の観点からは、経理担当者と財務担当者について完全に分離

を図ることが必要であるが、零細な組合や支所においては一人の担当者が経理と財

務の業務を兼務していることから、資金の横領につながりやすい。どんなに零細な

組合や支所でも、経理担当者と財務担当者を分けることが必須である。どうしても

担当者を確保できない状況であれば、組合長が財務の管理を行う等の対応が必要で

あり、この点の指導を徹底することが望まれる。また、当該指導を徹底することで、

対応が難しい水産業協同組合に対しては、高知県漁協への合併を促すことにつなが

ると考える。 

担当者が横領という犯罪に手を染めることがないよう不正防止の徹底を図るこ

とは、担当者を守ることにつながり、水産業の振興を図る観点から、非常に重要な

ものである。財務と経理の職務分掌の指導の徹底は重要と考える。  
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（２）漁業管理課 

１）安全操業対策事業費 

①概要 

 

（令和元年度予算内訳） 

 

 

②補助金交付要綱 

高知県無線漁業協同組合（以下、「無線漁協」という。）が行う漁業指導等の通信

業務の支援等に関し、県は補助金交付要綱を定めている。 

平成 31（令和元）年度の補助金交付要綱は以下のとおりである。 

平成 31年度高知県漁業指導通信事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条  この要綱は、高知県補助金等交付規則（昭和 43 年高知県規則第７号。以下「規

則」という。）第 24条の規定に基づき、高知県漁業指導通信事業費補助金（以下「補

助金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。 

（補助目的） 

第２条  県は、高知県船籍の漁船に対し安全操業及び漁業経営の安定を図るため、適切

な気象警報、航行警報、射撃訓練、海難事故等の操業・航行の安全に資する情報及

び漁業生産活動に関する情報を提供し、これに類する無線交信を円滑に実行する漁

業指導用無線通信業務（海岸局）の運営を支援することを目的として、第４条に規

定する補助事業者に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。 

（補助対象事業） 

第３条 前条に規定する補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）

は、次に掲げるものとする。 

単位：千円

事　業　名

国庫支出金

特定財源

一般財源 23,137

令和元年度
予算額

23,137
財
源

目　　的

　国内外で広く操業している高知県船籍漁船に対し、気象警報、航行警
報、射撃訓練、海難事故等の操業・航行の安全に資する情報や漁業関連情
報を提供する高知県無線漁業協同組合の活動を支援する。
　また、津波等から漁業者の生命及び財産を守るため、操業中の漁船と24
時間体制で通信できる沿岸漁業無線ネットワークの運用開始に向け、漁協
の応急体制の整備や全ての漁船に情報が速やかに行き渡るソフトの仕組み
を構築する。

安全操業対策事業費

Ⅰ 沿岸漁業無線のネットワーク化関係者協議 142

Ⅱ 22,839

Ⅲ 南海トラフ地震対策用衛星携帯電話の維持及び管理 156

高知県無線漁業協同組合が行う漁業指導等の通信業務の支援等
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（１）所属船の操業円滑化及び漁獲の向上に関する通信 

（２）海難防止の警報通報、気象情報通報等の安全通信 

（３）操業安全及び漁業指導通信 

（４）夜間も含めた 24時間安全確保のための通信 

（５）前各号に掲げるもののほか、公益上必要と認められる通信 

（６）無線機器の整備及び管理 

（補助事業者） 

第４条 補助事業者は、国内外で操業している高知県船籍船に対して漁業指導用無線通

信業務を行っている「高知県無線漁業協同組合」とする。 

（補助対象経費及び補助率） 

第５条 補助対象経費及び補助率は下表のとおりとし、予算の範囲内で補助する。ただ

し、算出された交付額に 1,000 円未満の端数を生じた場合は、当該端数を切り捨て

るものとする。 

内容 補助対象経費項目 補助率 

人件費 １人件費 

（１）役員報酬     

（２）給与手当     

（３）法定福利費    

（４）厚生費        

（５）退職給付費用  

補助対象経費の 50％以内 

事業管理費及び

無線事業支出 

２事業管理費 

（１）通信費        

（２）旅費交通費    

（３）保険料         

（４）水道光熱費     

３無線事業支出 

（１）無線検査費      

（２）無線経費       

（３）無線機械材料費 

（４）無線機械修繕費 

補助対象経費の 50％以内 

 

第６条～７条 省略 

 

（補助の条件） 

第８条  第２条に規定する補助目的を達成するため、補助事業者は、次に掲げる事項を

遵守しなければならない。 

（１）～（２）省略 

（３）知事は、必要があると認めたときは、補助事業の実施状況、補助金の使途その他

必要な事項について報告を求め、又は実施調査をすることができるものとすること。

また、補助事業の執行に際しては、県が行う契約手続の取扱いに準じて行わなけれ

ばならないこと。 

（５）補助金に係る収入及び支出の状況を明らかにした帳簿書類並びに当該収入及び支
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出に関する証拠書類を整備し、補助事業の終了の翌年度から起算して５年間保管し

なければならないこと。 

（実績報告等） 

第９条  補助事業者は、補助事業が完了した場合は、別記第４号様式による補助金実績

報告書を補助事業の完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から起算して 30日を経

過した日又は補助事業の実施年度の３月 31日のいずれか早い期日までに知事に提出

しなければならない。 

 

以下、省略 

 

③監査の結果及び意見 

ア）補助対象経費の最小化、実費精算について（結果） 

補助金交付要綱で補助対象経費とされている旅費交通費について、令和元年度の

総勘定元帳を通査したところ、役職員による東京への出張（１泊２日）が４回あり、

それに対する旅費交通費として、毎回同額の 88,220 円が支出されていた。無線漁

協の旅費規程によれば、旅費交通費は実費とされている。そこで、当該支出額が実

費であるかを確かめるため、これに係る交通機関や宿泊施設の領収書等、証拠書類

の提出を依頼した。その結果、出張前に役職員が無線漁協の旅費精算書様式により

申請し、定額 88,220 円を支給していたが、出張から戻った後の実費精算は行われ

ておらず、領収書等の証拠書類も保管されていないことが判明した。 

88,220 円の内訳は、交通費、宿泊費、日当で構成されているが、この内航空券

代は、32,590 円/片道として計算されていた。年末年始、ゴールデンウィーク、お

盆の期間といった繁忙期を除き、数ヶ月前から決まっている旅程の高知～東京間の

航空券はこれよりも安く手配可能である。 

航空券代、宿泊代は季節変動があるものの、県民の税金を原資とした補助対象経

費であることを踏まえると、少しでも安く抑えること、旅費規程にしたがった実費

精算とすることを徹底する必要がある。また、その他の補助対象経費についても、

同様の観点でチェックすることが必要である。 

 

イ）補助対象経費の規程の適切性について（結果） 

無線漁協の旅費規程を閲覧したところ、役職員全員に対して、鉄道を利用した場

合はグリーン料金、水路の場合は１等料金を適用するとされている。 

県民の税金を原資とした補助対象経費であることを踏まえると、適切な水準であ

るとは考えられない。県は、補助対象事業者の規程をチェックし、過大な水準にあ

ると考えられるものは、補助対象経費とするにあたり是正を求める必要がある。 
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ウ）交付すべきでなかった補助対象経費について（結果） 

当該外部監査の過程において、他の法人から無線漁協に対して実費弁償されてい

るにもかかわらず、補助対象経費として計上されているものが認識された。経費の

実費弁償を他の法人から受けていることから、無線漁協は当該経費を負担すべきで

はないが、役職員から無線漁協に請求されたことから、無線漁協において補助対象

経費として計上されていたものであった。この結果、補助金実績報告書に含まれて

おり、県はそれに対応する補助金を交付している。 

当該事例以外にも、同様の事例がなかったか確認を行ったうえで、交付すべきで

はなかった補助金額を確定させて返還を求めるべきである。また、今後、このよう

な事態が起こらないよう、県としてのチェックのあり方を改善する必要がある。 

なお、県は令和３年１月 18 日現在、返還を求めるべき補助金額を確定させるた

めの調査を進めているとのことである。 

 

エ）補助金交付要綱の名称について（意見） 

補助金交付要綱の名称が「漁業指導通信事業費補助金」とされている。 

漁業指導通信とは、「無線局（基幹放送局を除く。）の開設の根本的基準（昭和

25 年９月 11 日、電波監理委員会規則第 12 号）」の第２条において、「公共業務用

無線局」として定義されている。「公共業務用無線局」とは、「人命及び財産の保護、

治安の維持、気象通報その他これに準ずる公共の業務を遂行するために開設する無

線局をいう」とされており、この漁業指導通信業務を担う「公共業務用無線局」に

係る免許人は高知県知事である。他方、無線漁協は、「漁業用海岸局」（前述の根本

的基準）の免許人である。「漁業用海岸局」とは、漁船の船舶局との間に漁業に関

する通信を行うために陸上に開設する異動しない無線局（漁業の指導監督用のもの

を除く。）をいい、漁場における気象・海況、漁場の位置・魚群状態からなる漁況、

使用漁具の手配等の操業上の打合せ等を内容とする通信を行うものである。 

県では、無線漁協に対し、令和元年度に 22,826 千円の補助金を交付しているが、

これには、「公共業務用無線局」として、本来は県が担うべき極めて公共性の高い

漁業指導通信業務を無線漁協へ委託していることに対する運営経費に加えて、無線

漁協の本来の業務である「漁業用海岸局」として、所属船の操業円滑化及び漁獲の

向上に関する通信など、漁業振興を目的とした補助も含まれている。 

上記のような状況に関わらず、補助金交付要綱の名称が「漁業指導通信事業費補

助金」とされていることは、補助対象事業の内容について、県民に誤解を与えかね

ないことから、漁業指導通信の他、漁業振興のための一般業務用の漁業通信に係る

運営経費に対する補助も含まれていることがわかるような名称とする必要がある。 
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オ）無線事業の経営の効率化等について（意見） 

水産白書（令和２年版）によれば、日本の遠洋漁業の生産量は、ピークとなった

昭和 48 年には約 400 万トンと漁船漁業生産量全体の約４割を占めていたが、昭和

52 年には、米国、ソビエト連邦などが 200 海里水域の設定に踏み切り、事実上 200

海里時代が到来し、平成元年には、遠洋漁業生産量は 198万トンと日本の漁船漁業

生産量全体の約２割となった。その後も減少傾向は続き、平成 30 年の遠洋漁業生

産量は、日本の漁船漁業生産量の約１割にあたる 35 万トンとなっている。水産業

を取り巻く環境に大きな変化がない限り、今後も拡大することは難しいと思われる。 

無線漁協は、主に遠洋及び沖合で操業する漁船に対する無線通信業務を担ってい

る。その運営は、所属する漁船への賦課金、県や室戸市からの補助金等により維持

されているが、遠洋及び沖合で操業する漁船の船舶局を主として通信の相手とする

漁業用海岸局の運営は、今後も中・大型漁船の減少に伴い、ますます困難になるこ

とも考えられる。 

「海と安全」（平成 25 年９月 15 日、公益社団法人日本海難防止協会発行）に掲

載されていた特集「漁業無線局の安全に果たす役割」から、他県の事例を以下に引

用する。 

神奈川県には、県営の漁業無線局（通称：三崎漁業無線局）があり、昭和 60 年

には、数百トンの遠洋漁船から数トンの小型漁船までのすべての漁船を対象とする

県内唯一の漁業無線局であった。三崎漁港は、全国有数の遠洋漁業基地であるが、

衛星電話の普及により、遠洋漁船の無線による通信量が激減し（ピーク時には約

20 万通だった一般電報が平成 24 年には 300 通まで減少）、遠洋漁船も減少（昭和

40 年代には 600隻近くであったが、平成 25 年には 47 隻に減少）したこと、また、

遠洋漁船向けの短波無線送信機の更新に数億円を要すると見込まれたことから、平

成 25 年度末をもって、遠洋漁船を対象とする短波無線から撤退している。他方で

沿岸・沖合向けの中・超短波無線については、設備更新も短波無線の約４分の１の

経費で可能と見込まれ、沿岸漁船の場合には、携帯電話の普及により、漁業無線の

通信量は激減しているものの、沖合域には携帯電話の不通区域が存在していること、

また、無線設備を持つ沿岸・沖合漁船の大部分は無線局が定時放送で発信する気象

情報を毎日の出漁の判断基準に用いていること、さらに、漁業無線の持つ「速報性」

「同時性」という特性は緊急事態発生時には欠くことのできない機能であることか

ら、中・超短波無線設備の更新は不可欠と判断し、現在では沿岸・沖合漁船との通

信に特化した漁業無線局として運営されているとのことである。 

高知県下には、主に遠洋及び沖合で操業する漁船に対して無線通信業務を提供し

ている無線漁協の他、沿岸で操業する漁船に対して無線通信業務を提供している複

数の漁業用海岸局が沿海漁業協同組合内にある。小規模漁協の合併により、スケー

ルメリットを活かした経営の効率化や財務基盤の強化を進めることを目的として
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いる県１漁協構想には、無線漁協の合併は含まれていないとのことであるが、無線

通信業務の効率化を図るため、神奈川県のように、高知県で唯一の沿岸・沖合・遠

洋漁船向けの漁業用海岸局として、県１漁協構想に含めて統合することが必要と考

える。また、今後、衛星通信の更なる低コスト化や大容量化が進めば、遠洋漁船を

対象とする短波無線業務の存続の有無も検討せざるを得ないと考える。したがって、

県１漁協構想により、無線業務に関する経営の効率化や財務基盤の強化を図ってい

くことは、必要な対応と考える。   
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（３）水産流通課 

１）水産物地産外商推進事業費 

①概要 

（令和元年度予算内訳） 

 

 

②地産外商活動の更なる拡大について（意見） 

 水産物地産外商推進事業費について、県外の「高知家の魚応援の店」に対して高

知県の産地見学会等を実施し、旅費等の補助を行っている。産地見学会等に参加さ

れた事業者に対するアンケートを確認した結果、ほとんどすべての事業者が高い満

足を示しており、大変有意義な事業が実施されていると評価できる。そして、当該

事業における産地見学会の対象として、農園や酒造所も対象となっており、魚だけ

ではなく、農産物や日本酒・焼酎も対象に地産外商を進めており、この点について

も評価できるものである。 

 当該事業については上記のとおり農産物や日本酒も対象にされているものの、対

象が「高知家の魚応援の店」であることから、入り口の段階で農産物や日本酒等に

興味を持っている事業者を対象にできていない可能性がある。水産流通課に蓄積さ

れた当該外商に関するノウハウを農産物・日本酒・焼酎・果物・塩・刃物等に広げ、

より一層高知県の生産物の外商を拡大するために、「魚」以外の産品に関心のある

事業者についても本事業の対象であることが伝えられるよう運用面での工夫を図

ることが望まれる。 

単位：千円

事　業　名

国庫支出金

特定財源 960

一般財源 51,403

水産物地産外商推進事業費 

令和元年度
予算額

52,363
財
源

　県内事業者と県外飲食店とのネットワークを活かし、商談会等のマッチ
ング機会を活用した販促活動、水産業クラスターの形成を目指したプロ
モーション活動等により、県産水産物の地産外商を推進する。

目　　的

Ⅰ 消費地市場連携強化事業費 1,410

(1) 市場合同会議開催事業費 1,203

(2) 水産物産地買受人支援事業費 207

Ⅱ 水産物地産外商推進事業費 50,953

(1) 見本市出展業務委託料 8,910

(2) 水産物都市圏外商ネットワーク強化事業委託料 14,803

(3) 水産物外商活動支援事業委託料 21,135

(4) 水産物地産外商推進事業費補助金 2,827

(5) 水産物地産外商推進事業費(事務費) 3,278
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２）水産加工振興事業費  

①概要 

 

（令和元年度予算内訳） 

 

 

②水産加工施設等整備事業費 

ア）要綱及び取扱 

高知県水産加工施設等整備事業費補助金交付要綱（以下、この項において「要綱」

という。）と高知県水産加工施設等整備事業費補助金の運用について［水産流通課］

（以下、この項において「取扱」という。）の一部を抜粋すると、以下のとおりで

ある。 

 

要綱（抜粋） 

第２条（補助目的） 

 県は、水産加工施設等の整備により水産加工を核とした生産、流通、販売及び観光

産業等が連携した水産業クラスターの形成を促進し、本県における産地加工体制を強

化することを目的として、次条に規定する補助事業者に対して予算の範囲内で補助金

を交付する。 

 

第３条（補助事業者） 

 補助事業者は、水産加工施設等が立地する市町村とする。 

 

第４条（事業実施主体） 

 事業実施主体は、補助事業者が策定するクラスタープランに位置付けられた水産加

工施設等を整備する企業とする。 

単位：千円

事　業　名

国庫支出金 9,614

特定財源

一般財源 375,145

　地域加工等の支援により活力ある漁村づくりを図る。また、加工施設の
高度化や衛生管理体制の強化を進め、国内外の市場に対応できる産地加工
体制を核とした水産業クラスターを形成するとともに、さらなる水産業の
拡大再生産に向けて海外輸出を促進する。

目　　的

水産加工振興事業費

令和元年度
予算額

384,759
財
源

Ⅰ 水産物前処理加工等育成支援事業費(事務費） 812

Ⅱ 水産業クラスター形成促進事業費(事務費) 1,521

Ⅲ 水産加工施設等整備事業費 362,548

Ⅳ 水産物輸出促進事業費 19,878



178 

 

 

第５条（補助対象経費等）  

  補助対象経費、補助率及び補助要件等は、別表第１に定めるとおりとする。ただ

し、算出された交付額に 1,000 円未満の端数を生じた場合は、その端数を切り捨て

るものとする。 

２ 雇用奨励金については、交付決定の日から操業開始後１年を経過する日までの間

に雇用した県内新規雇用者で、雇用期間が６か月を経過していることを要件とし、

補助額等については、別表第１に定めるとおりとする。 

 

第６条（補助金の交付の申請） 

  補助金の交付を受けようとする補助事業者は、事業着手をしようとする日（用地

の取得又は借上げ（以下「取得等」という。）を伴う場合は当該用地の取得等に係

る契約を締結しようとする日、用地の取得等を伴わない場合は建物建設工事を開始

しようとする日）から起算して 30日以上前に別記第１号様式による高知県水産加工

施設等整備事業費補助金交付申請書（以下「交付申請書」という。）を知事に提出

しなければならない。 

 

第８条（補助の条件） 

（５）補助事業により取得した財産については、減価償却資産の耐用年数等に関す

る省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に規定する耐用年数に相当する期間内に

おいて、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、廃棄し、貸し

付け、又は担保に供する場合は、事前に知事の承認を得なければならないこと。 

（６）前号の規定により、知事の承認を得て財産を処分したことにより収入があっ

た場合には、当該収入の全部又は一部を県に納付しなければならないこと。 

 

第 15条（補助金の交付の取り消し及び返還） 

知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の

交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は交付した補助金の全部若しくは一

部を返還させるものとする。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助事業の目的を達成し得なかったとき。 

（３）補助金を補助事業の目的以外の用途に使用したとき。 

（４）第８条の規定に違反したとき。 

（５）第 12条の規定による報告をしないなど補助事業等の内容を確認することがで

きないとき。 

 

別表第 1 

[補助対象経費] 

（１）土地の取得に要する経費 

（２）建物及びその附属設備の整備に要する経費 

（交付決定から操業開始後６か月までの間に取得したもの） 

（３）建物及びその附属設備等の実施設計及び施工管理に要する経費 

（４）建物及びその附属設備以外の減価償却資産の取得に要する経費 
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（交付決定から操業開始後６か月までの間に取得したもの） 

 

[水産加工施設等整備事業に関する補助要件、補助率等] 

 

   

取扱（抜粋）  

２ 新増設の区分について 

ア 県内に既存の水産加工施設等を有しない企業が、取得等を行った県内の土地へ水

産加工施設等を設置する場合をいう。 

 

８ 補助対象経費たる「投下固定資産額」について 

（１）水産加工施設等の新増設に伴い事業実施主体が交付決定を受けた日から後に取

得される土地、建物及びその附属設備並びにその他の減価償却資産のうち、貸借

対照表に固定資産として計上されるものを投下固定資産として扱う。 

（５）減価償却資産については、事業実施主体が交付決定を受けた日から水産加工施

設等の操縦開始後６か月が経過する日までの間に取得するものを投下固定資産

額として扱う。ただし、納期が遅延した等やむを得ない理由がある場合はこの限

りでない。この場合、事業実施主体は、補助事業者に対し提出する概算払請求書

又は実績報告書にその理由を記載した書面を添付するものとする。 

  

補助率 補助上限

100分の15

用
地
取

得
等

100分の５

新
規
雇

用
拡
大

100分の５

（省略） 100分の10

（省略） 100分の20

補助要件

１　投下固定資産額が5,000万円以上
２　県内新規雇用者が５名以上
３　立地先の補助事業者が策定するクラスタープランに位置
　　付けられ、かつ、補助事業者が当該クラスタープランの
　　核となる水産加工施設として認めた者
４　主要な加工原魚に占める地域資源の割合が60%以上

新たに取得又は賃借した用地へ加工施設等を新設する場合

投下固定資産額１億円以上、かつ、県内新規雇用者15名以上

何れか

50億円
（交付決定額が10億円
を超える場合は、単年
度あたり10億円を限度
として複数年度にわた
り分割交付する。）

特
別
加
算

輸
出
促
進

(注)輸出加算の適用の適用の可
否については、審査会の意見を
踏まえ知事が決定する。

基
本
加
算

基
礎
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イ）補助金交付状況等 

補助事業者 

 宿毛市 

水産加工施設等整備事業者 

 株式会社高知道水 

交付申請日、交付決定日 

 （株式会社高知道水 → 宿毛市 交付申請日）平成 30年３月 30 日 

 （     宿毛市   → 高知県 交付申請日）平成 30年３月 30 日 

 （     高知県   → 宿毛市 交付決定日）平成 30年３月 30 日 

交付決定額 

 575,455 千円 

  (算出根拠) 

(補助対象経費)  (補助率)    (予算限度額)  (雇用奨励金) 

1,775,550 千円 × 35％ ＝ 621,442 千円 ⇒ 560,455 千円 ＋ 15,000 千円 

(注) 補助率 35％＝基礎 15％＋用地取得加算５％＋新規雇用拡大加算５％＋輸出促進特別加算 10％ 

2020年 12月時点 概算払額 

 451,503 千円 

 2020年 12月時点未交付額＝交付決定額－概算払額＝123,952千円 

 

③監査の結果及び意見 

ア）補助対象資産の確認について（結果） 

上記のとおり、補助要綱第８条の事案の申請があり、建物、建物附属設備、機械

装置等の取得に対して、2020年 12月までに 451,503 千円の補助金の交付が行われ

ているが、当該補助金の交付にあたって、実際に補助の対象となった資産が取得さ

れ、業務の用に供されているか県として確認が行われていなかった。この件に関し、

県に確認したところ、「本件は、間接補助事業であることから、間接補助事業者で

ある宿毛市が事業の履行確認を現地確認も含め実施しており、県は、宿毛市からの

概算払請求書（導入設備等の固定資産明細書、写真を含む）をもって履行確認して

いる。また、他の国や県の間接補助事業についても、同様の取り扱いをしているも

のが多い」とのことであった。しかし、本件のように補助金額が多額であるなど重

要性の高い補助事業に関しては、間接補助事業であっても県が現地確認を行うこと

が望ましい。 

また、当該確認を行う前提として、補助の対象となる資産の明細が必要であるが、

その目的を満足する管理台帳等が作成されていなかった。この件に関し、県に確認
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したところ、「概算払請求書に添付されている固定資産明細表及び取得資産の写真

をもって管理台帳と同等のものとして取り扱うことが可能」とのことであった。し

かし、概算払請求書に添付されている固定資産明細表と写真とが容易に突合できる

内容ではないことから、誰がみても容易に確認ができるよう書類の整備方法を改善

することが必要である。 

 

イ）補助金交付要綱の基準の設定と合議でのチェックについて（意見） 

当該補助金の申請について、要綱第６条の規定によると、事業着手をしようとす

る日から起算して 30 日以上前に高知県水産加工施設等整備事業費補助金交付申請

書（以下、「交付申請書」という。）を知事に提出しなければならない、とされてお

り、『事業着手しようとする日』とは、用地の取得等を伴う場合は当該用地の取得

等に係る契約を締結しようとする日、用地の取得等を伴わない場合は建物建設工事

を開始しようとする日、とされている。株式会社高知道水が当該用地の取得を行っ

たのは平成 29 年 12 月４日であり、交付申請書の提出がなされたのは平成 30 年３

月 30 日であることから、要綱第６条から判断すると、用地の取得を伴わない場合

として申請がなされている。実際に、用地（土地）の取得費については、補助金の

交付対象から外れている。当該状況において、用地取得加算として施設整備費の

５％が補助対象とされていた。 

この件に関し、水産流通課に確認したところ、「用地取得加算は、用地取得費を

補助対象経費とする場合と補助対象経費としない場合のいずれの場合も、補助率加

算の対象となると取り扱っており、また要綱第６条の規定による『用地の取得等を

伴う場合』として取り扱うのは、用地取得費を補助対象事業とする場合である」と

のことであった。 

 

 

一方で、企業立地課の企業立地促進事業費補助金交付要綱によると、「移転増設

の場合の補助率について、企業が企業指定日よりも前から取得等をしている土地

（親会社、子会社、関連会社等が取得等している土地も同様）への移転は敷地内純

増設に係る補助率を、企業指定日以降に取得等をする土地への移転は敷地外純増設

に係る補助率をそれぞれ適用する。」とされている。すなわち、企業立地課の企業

立地促進事業においては、『企業指定日』という概念が採用されたうえで、その前

補助対象経費 内容 補助対象

〇

×

〇

×

あ
り
う
る施設整備費

補助率

用地取得費 × 15%

× 5% 用地取得加算
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後で用地取得加算の有無を区別している。 

補助金交付要綱は、決裁者が部局長となっていることから、各部門で制定するこ

とができるものであり、かつ水産加工施設等整備事業費のように単発の事業につい

ては、事業ごとに要綱が制定されている。企業誘致に関しては対象となる事業者数

が極めて少ないことから、水面下での交渉があった後に実際の支援となることもあ

ることから、客観的な基準に基づき支給することが必要である。したがって、企業

誘致に関する補助金交付要件について、県全体において一定の基準を策定したうえ

で、各補助金交付要綱に反映させることが必要と考える。 

なお、要綱の制定については、原則として財政課の合議
あ い ぎ

1が必要とされている。

今後は、上記のとおり、企業誘致に関する補助金交付要件について、県全体におい

て一定の基準を策定したうえで、要綱の内容が当該基準に合致しているか、財政課

による合議の際に確認することが必要と考える。  

 
1 起案文書の内容について、その内容について何らかの関係を有しその決裁の内容に意見を

表明すべき職位にある者に同意を求めること。 
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（４）内水面漁業センター 

１）概要 

1. 名称 高知県内水面漁業センター 

2. 所在地 高知県香美市土佐山田町高川原 687番４号 

3. 業務内容 1. 内水面水産増養殖に関する試験研究及び調査指導に関する

こと。 

2. 内水面の魚病対策試験及び調査指導に関すること。 

3. 内水面水産資源の調査及び研究に関すること。 

4. 種苗生産技術の開発に関すること。 

5. このほか、内水面水産業の育成及び改善のための試験研究

等に関すること。 

4. 沿革 昭和 19年 山田養鯉場を開設（土佐山田町八王子） 

昭和 42 年 山田養鯉場を廃止し、同地に内水面漁業指導所を

設置 

昭和 55 年 内水面漁業センターに改組し、土佐山田町高川原

へ移転 

平成 10年 商工労働部産業技術委員会事務局へ所管替え 

平成 19年 産業技術部に所管替え 

平成 21年 水産振興部に所管替え 

5. 令和元年度予算 101頁参照 

 

２）物品、建物の管理について 

①物品の現物実査について 

内水面漁業センターが保有している物品等が実在し、かつ、利用可能な状態にあ

るかを確かめるため、重要物品台帳から任意に３件、物品出納・管理簿から任意に

５件を抽出し、現品との照合を行った。 

現場視察の際に実査した重要物品及び普通物品の一覧は以下のとおりである。 

 

【重要物品台帳（令和２年９月 29日時点）】 

 

 

 

 

 

和暦

年度

台帳

番号

登録

年度
品名 購入日 価格 設置場所

H08 1776 1996 落射蛍光装置 H2.3.31 1,072,000 内水面漁業センター　微生物検査室

H08 1785 1996 携帯用デジタル直読水質分析器 H2.12.28 1,450,000 内水面漁業センター　環境検査室

H21 828 2009 DNA オートシークエンサ H21.10.14 11,865,000 内水面漁業センター　組織検査室
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【物品・出納管理簿（令和２年９月 29日時点）】 

 

 

②建物の現地視察について 

内水面漁業センター敷地内には、以下の建物が配置されている。その利用状況に

ついて現地視察を行った。 

【建物】 

番号 名称 概要 面積 

１ 本館 事務室、問診室、微生物検査室、生物検査室、

遺伝子検査室、研修会議室、図書資料室 

365㎡ 

２ 隔離実験棟・作

業室 

感染実験室（0.9トン水槽５面）、感染実験用

調餌室、倉庫、作業工作室 

220㎡ 

３ 10トン恒温水

槽棟 

飼育試験水槽（10トン５面、１トン５面） 256㎡ 

４ 恒温水槽棟 飼育試験水槽（２トン10面） 101㎡ 

５ 30トン飼育棟 飼育試験水槽（30トン２面） 184㎡ 

６ 50トン実験池 飼育試験池５面 362㎡ 

７ 管理棟 （旧）宿日直用 40㎡ 

８ ボイラー棟 加温用ボイラー 11㎡ 

９ 機械棟 非常用発電機、ブロアー 39㎡ 

10 高架タンク  97㎡ 

11 車庫  33㎡ 

  

物品

コード

和暦

年度

備品管

理番号

登録

年度
品名 規格 登録日 購入額 設置場所 備考

1040500 H11 7773 H22 ビデオカメラ
DCR－

TRV310NTSC
H11.9.8 152,381

内水面漁業

センター

1110200 H11 7789 H22 デスク型パソコン FMVM25073 H12.1.20 330,855
内水面漁業

センター

1279900 H08 110698 H22
衛生清掃機器類（その

他）

感熱滅菌器

（ﾔﾏﾄ SG-42

型）

H4.3.10 255,000
内水面漁業

センター

1459900 H08 110752 H22
試験検査機器類（タ～

ト　その他）

電気永動装置

セット
S62.2.10 597,000

内水面漁業

センター

1839900 H08 113470 H22 水産機器類（その他）
恒温器（ﾔﾏ

ﾄ,IC-42)
S55.4.1 200,000

内水面漁業

センター

内水面指導

所より引継

ぎ
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３）監査の結果及び意見 

①備品の管理と処分について（結果） 

物品出納・管理簿から任意に抽出したもののうち、以下のビデオカメラ及びデス

ク型パソコンについては、現在は使用されていないし、今後も使用される見込みは

ないとのことであった。 

【H11-7773 ビデオカメラ】  【H11-7789 デスク型パソコン】 

 

 

会計規則、財産規則には、重要物品及び普通物品に係る帳簿と現物の照合や管理

についての定めがあるが、その実施にあたっては、現物の実在性（重要物品台帳に

記載の現物が存在するか）や網羅性（現物が漏れなく重要物品台帳や物品出納・管

理簿に記載されているか）の確認のみならず、状態（故障等の有無）、利用状況（遊

休状態ではないか）をチェックし、必要に応じ修理、所属替え、分属替え、貸付、

不用決定・不用廃棄決定、売払い、譲与・減額譲渡の判断を行う必要があると考え

る。また、修理しても利用できないものや将来的にも利用しないと考えられるもの

については、売却、廃棄等の処分の手続きを行う必要がある。  
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②倒壊の危険がある施設について（結果） 

上記２）②の建物番号３の 10トン恒温水槽棟内にあるコンクリート製の水槽は、

以下の写真のとおり、鉄筋の腐食が進み、コンクリートにひび割れや剥離が発生し

ており、修繕をして再度利用できる状態ではなく、倒壊のおそれがあるため、周囲

にはロープを張って、立ち入り禁止となっていた。 

本来は取り壊すべきであるが、そのまま長年放置されている。将来世代にとって

は負の遺産であり、問題の先送りといわれても致し方ない状況である。廃棄処分す

べきものを適時適切に判断し、適時に対応すべきである。 

【10トン恒温水槽棟】 
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（５）水産試験場 

１）概要 

1. 名称 高知県水産試験場 

2. 所在地 （本場）高知県須崎市浦ノ内灰方 1153番 23号 

（古満目分場）高知県幡多郡大月町古満目 330 

3. 業務内容 1. 水産資源及び海洋の調査及び研究に関すること。 

2. 沿岸及び沖合の漁場の調査及び改善の研究に関すること。 

3. 水産動植物の増殖及び養殖技術の開発並びにその改善の研

究に関すること。 

4. 前各号に掲げるもののほか、水産業の振興のための研究に

関すること。 

4. 沿革 明治 34年 県庁内に設立 

明治 35年 須崎町に新庁舎建設し移転 

大正９年 講習部新設（昭和 19 年廃止） 

昭和元年 無線電信陸上局新設（昭和 57 年須崎無線漁業協同

組合へ業務移管） 

昭和 30年 庁舎新設 

昭和 42年 増殖指導船「いそちどり」建造（昭和 57年廃船） 

昭和 43年 海洋調査船「とさ」（昭和 61 年廃船） 

漁業調査船「さちかぜ」建造（昭和 53年廃船） 

昭和 46年 庁舎新築移転（須崎市浦ノ内灰方） 

昭和 48年 大月町古満目に実験所設置 

昭和 54年 海洋開発調査船「こうち」建造（昭和 56年火災に

より廃船） 

昭和 58年 海洋開発調査船「土佐丸」建造（平成 15年廃船） 

栽培漁業センターの設置に伴い古満目実験所を廃

止 

昭和 61年 海洋漁業調査船「土佐海洋丸」建造（平成 20年代

船へ更新・廃船） 

平成３年 海洋漁業センター新設併設 

平成 10年 産業技術委員会事務局（平成 19年産業技術部）へ

所管替え 

平成 20年 海洋漁業調査船「土佐海洋丸」建造（更新） 

平成 21年 水産振興部に所管替え 

平成 28年 大月町古満目に古満目分場設置 

5. 令和元年度予算 101頁参照 
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２）物品、建物の管理について 

①物品の現物実査について 

水産試験場が保有している物品等が実在し、かつ、利用可能な状態にあるかを確

かめるため、重要物品台帳から任意に３件、物品出納・管理簿から任意に 10 件を

抽出し、現品との照合を行った。 

現場視察の際に実査した重要物品及び普通物品の一覧は以下のとおりである。 

 

【重要物品台帳（令和２年９月 29日時点）】 

 

 

【物品・出納管理簿（令和２年９月 29日時点）】 

 

 

②建物等の現地視察について 

水産試験場（高知県須崎市浦ノ内灰方 1153-23）の敷地内には、以下の建物や屋

外水槽が配置されている。その利用状況について現地視察を行った。 

    

和暦

年度

台帳

番号

登録

年度
品名 購入日 価格 設置場所

H08 1791 1996 ＤＬ型カッター S63.2.18 1,380,000 栽培Ｃ・調餌室

H08 1796 1996 ビデオプロシェクションシステム H2.3.31 3,980,000 研修室

H12 1496 2000 水中テレビロボットシステム H12.8.31 5,880,000 倉庫

物品

コード

和暦

年度

備品管

理番号

登録

年度
品名 規格 登録日 購入額 設置場所 備考

1130100 H08 56044 H08 公印 ２．１正方形 S37.4.28 10,000 総務課 総務

1130100 H08 56045 H08 公印 ２．１正方形 S37.4.28 10,000 総務課 総務

1130100 H08 56046 H08 公印 ２．１正方形 S37.4.28 10,000 総務課 総務

1130100 H08 56048 H08 公印 長形 S37.4.28 10,000 総務課 総務

1130100 H08 56050 H08 公印 木印 S51.6.16 14,100 総務課 総務

1220100 H08 43339 H21 発電機 マキタ S58.6.17 288,000 栽培Ｃ・自家発室

1044000 H08 52944 H08 実物投影機 万能投影機 H2.3.22 982,620 生物実験室 増殖

1422000 H08 52957 H08 顕微鏡落射蛍光装置 H2.3.22 995,598 生物実験室 増殖

1481900 H08 53130 H08 冷却装置 H3.7.18 618,000 海洋Ｃ１階廊下

1110200 H18 850 H18 デスク型パソコン
ＰＣ－ＭＡ９０ＨＥＡＮＴＨＢ９

及び周辺機器
H19.2.1 38,850 資源パソコン室 漁業資源部
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【高知県水産試験場（本場）施設配置図】 

 

【建物概要】 

名称 区分 面積（㎡） 施設配置図 

水産試験場 本館 869.39 ① 

ポンプ室 78.00  

車庫・倉庫 260.00 ④ 

倉庫 50.00  

海洋漁業センター 1428.81 ③ 

屋外便所 30.00  

プロパン庫 1.68  

焼却炉上屋 4.00  

栽培漁業セン

ター 

管理棟 195.00 ⑮ 

機械作業棟 214.50 ⑬ 

たい類飼育棟 352.50 ⑯ 

親魚飼育施設 162.75 ⑤ 

あわび類中間飼育棟 150.00 ㉒ 

あわび類採苗棟 130.00 ㉓ 
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えび類飼育棟 214.50 ⑥ 

ひらめ・えび類飼育棟 189.08 ⑲ 

ワムシ培養棟 191.25 ⑦ 

ボイラー室 5.94 ⑦ 

ろ過槽 96.00 ⑨，⑩ 

車庫 56.00 ㉕ 

 

【屋外水槽概要】 

名称 区分 規格等 数量 施設配置図 

水産試験場 中型水槽 4.0×2.0×1.1m、計 70t ８ ⑪ 

小型水槽 2.0×1.0×0.9m、計 15t ８ ⑭ 

円型水槽 （外径 10.0・内径 3.5）×

1.5m、101t 

１ ㉔ 

栽培漁業セ

ンター 

大型水槽 各 150t ２ ⑳ 

クロレラ培養水槽 各 75t ２ ⑱ 

クロレラ培養水槽 各 100t ２ ⑫ 

あわび類飼育水槽 各７t 16 ㉑ 

えび類飼育水槽 各 100t ２ ⑰ 

 

３）監査の結果及び意見 

①備品の管理と処分について（結果） 

重要物品台帳から任意に抽出したものの中で以下の DL 型カッターは、過去にあ

わびの種苗生産をおこなっていた際、餌のワカメをカットしていた機械であるが、

現在はあわびの種苗生産を行っておらず、今後も使用見込みがないため廃棄すべき

物品とのことであった。台帳上は栽培センターの調餌室に設置しているとされてい

るが、実際は施設配置図⑲の北東の道路に面した倉庫に置かれていた。また、当該

倉庫の中には、DL 型カッターの他にも多くの廃棄すべき機械器具類が置かれてい

た。 



191 

 

【H08-1791 DL型カッター】 

 

物品出納・管理簿から任意に抽出したものの中では、以下の冷却装置、デスク型

パソコンについては、現在使用していないし、今後、使用見込みがないため廃棄す

べき物品とのことであった。 

 

【H08-53130 冷却装置】       【H18-850 デスク型パソコン】 

 

施設内を視察している途中で、上記の冷却装置の近くの通路付近に使用していな

いと思われる機械が置いてあったため、その状況を確認したところ、名称は「ヒー

トポンプ式加温冷却ユニット」（備品管理番号 H12-004248）というもので、冷却装

置と同様、現在使用していないし、今後、使用見込みがないため廃棄すべき物品と

のことであった。 
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【H12-004248 冷却装置】 

 

 

また、発電機については、既に新しい発電機が稼働しているため、予備機として

保管しているとのことであったが、いつから発電に使っていないのか、燃料（ガソ

リン）が補充されているのか不明であった。ガソリンで動くとのことであるから、

予備機として保管しているのであれば、定期的に試運転を行い、保守もしなければ

危険ではないかと思われた。 

 

【H08-43339 発電機】 

 

 

会計規則、財産規則には、重要物品及び普通物品に係る帳簿と現物の照合や管理

についての定めがあるが、その実施にあたっては、現物の実在性（重要物品台帳に

記載の現物が存在するか）や網羅性（現物が漏れなく重要物品台帳や物品出納・管

理簿に記載されているか）の確認のみならず、状態（故障等の有無）、利用状況（遊

休状態ではないか）をチェックし、必要に応じ修理、所属替え、分属替え、貸付、

不用決定・不用廃棄決定、売払い、譲与・減額譲渡の判断を行う必要があると考え

る。また、修理しても利用できないものや将来的にも利用しないと考えられるもの

については、売却、廃棄等の処分の手続きを行う必要がある。 
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②使用していない建物について（結果） 

施設配置図番号⑲のひらめ・えび類飼育棟の外観は以下のとおりである。 

【えび類飼育棟】 

 

過去に栽培漁業のための種苗生産をしていたが、平成 21 年から放流用種苗生産

を民間に委託することとなり、平成 29 年度に終了している。平成 29 年に漁業基本

対策審議会の諮問、答申を経て県委託による種苗生産の休止が決定されたため、現

在は栽培漁業センター用に建設された建物は使用していないものが多く、写真のと

おり、周辺には雑草が生えたままで保守管理もされていない状況であった。また、

ひらめ・えび類飼育棟の隣の倉庫には、施設内に不要となった機械等が多数放置さ

れていた。 

その他、施設配置図の㉒あわび類中間飼育棟、⑥えび類飼育棟、⑦ワムシ培養棟・

ボイラー室、⑳大型水槽、⑫⑱クロレラ培養水槽、⑰えび類飼育水槽についても、

現在は使用されていない。また、これらの施設については、修理に膨大な費用が見

込まれており、今後使用する見込みはないことから、撤去を検討するとのことであ

った。 

今後も使用する見込みのない施設は、倒壊のおそれもあること、物理的に出入り

が可能であることから子供の侵入等により事故につながる可能性があること、台風

の際に飛翔物を発生させてしまう危険性があること、及び津波が来た際には瓦礫と

化してしまうこと等より、本来は適時に取り壊すべきであるが、優先順位が低いこ

とから予算要求が見送られており、放置されている。将来世代にとっては負の遺産

であり、問題の先送りといわれても致し方ない状況であることから、廃棄処分すべ

きものを適時適切に判断し、対応すべきである。   
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第６．総括意見 

 「第５．包括外部監査の結果及び意見」で述べた監査の結果及び意見より認識され

た事項及び特に強調すべき事項を総括意見として以下に取りまとめた。 

 

１．川下施策の重要性について 

（１）林業行政及び水産業行政の重要性 

森林は、国土の保全、水源かん養、生物多様性の保全、地球温暖化防止、木材等の

物質生産等の多面的機能を有しており、その発揮を通じて県民生活に様々な恩恵をも

たらす「緑の社会資本」である。高知県の森林率は全国１位、人工林率は全国２位と

なっているとともに、人工林は本格的な利用期を迎えている。これらを適切に整備・

保全しつつ循環活用することは、高知県内の生活環境や木の文化の維持及び経済政策

の観点から重要である。したがって、林業の成長産業化と森林の適切な管理を両立し

ていくことが求められており、産業振興計画に基づいた効果的かつ実効性の高い施策

の展開や県民参加の森づくりなどを通じて森林に対する県民の理解を深めるための

普及啓発活動等、県の果たす役割は非常に重要である。 

また、漁業者の減少や高齢化が進む中においても漁業生産量・生産額を維持し、「若

者が住んで稼げる元気な漁村」を実現するためには、漁業環境の維持、デジタル技術

を活用した生産性の向上、加工や流通販売による付加価値の向上、及び担い手の育

成・確保を図ることが求められる。水産業においても県の果たす役割は非常に重要で

ある。 

 

（２）川下施策を重視した方針の継続 

上記のとおり、林業及び水産業に関して県の果たす役割は非常に重要なものである

が、その中でも特に、川下施策、すなわち需要を喚起するための施策が重要と考える。

木材製品や水産物の需要が少ないと、川上施策にて設備の導入や雇用の確保をいくら

図っても、施策の循環につながらず、林業及び水産業の発展が期待できないからであ

る。 

川下施策の重要性に関しては、県も同様の認識であり、川下施策の充実を図ってい

るところである。林業に関しては、第４期産業振興計画において、木材利用拡大施策

（川下施策）をより充実させる形に改定がなされている。また、水産業に関しては、

「高知家の魚応援の店」に対して高知県の産地見学会等を実施し、外商活動を積極的

に行っている。 
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木材製品及び水産物の需要拡大に関しては、他国の漁業活動の振興や物流の発達に

より国際的な競争がますます激しくなっていること、及び人口減少や高齢化の進展に

より我が国全体の需要が縮小傾向にあると考えられること等を勘案すると、困難な環

境に直面している。 

限られた予算の中で各種施策を展開していく必要があることから、川下施策ばかり

に予算を割り振ることはできないであろうが、林業と水産業に関しては、川下の需要

の拡大が川中から川上の施策を牽引していくという考え方を維持し、目標の達成を図

るべく、今後も引き続き川下施策を強力に推し進めて頂くよう切に期待するところで

ある。 

 

２．不要な資産の適時適切な処分について 

 内水面漁業センターと水産試験場における監査において、使用される見込みのない

資産が多数処分されずに放置されていた。将来世代にとっては負の遺産であり、問題

の先送りといわれても致し方ない状況である。また、明らかに不要な資産をいつまで

も保有しておくことで、以下の弊害が発生する。 

まず、有用な場所を当該資産が占有してしまうことから、業務の効率性が悪化する。

次に、邪魔にならない場所に当該資産を移動させるのであれば、そのための手間と場

合によってはコストが発生する。不要な資産が増えれば増えるほど、より遠くにより

高い場所に移動する必要が出てくることから、当該手間とコストは増大する。さらに、

施設に関しては、倒壊のおそれもあること、物理的に出入りが可能であることから子

供の侵入等により事故につながる可能性があること、台風の際に飛翔物を発生させて

しまう危険性があること、及び津波が来た際には瓦礫と化す可能性があること等によ

り、事故や災害につながる可能性もある。不要な資産をいつまでも保有し続けること

で得られるものはない。 

この点について、各施設の担当者に質問で確認した結果、処分するべき資産を保有

しているという認識は持っていたが、限られた予算の中で優先順位をつけて対応して

いるとのことであった。限られた予算の中で県民サービスの向上という際限のない業

務を担っていることから、ある程度後回しにしてしまうことも理解できなくはないが、

上記のとおり、不要資産の処分を先送りにすることで得られるものはなく、弊害のみ

が発生することから、間接的に県民サービスの低下につながるものであり、望ましい

対応とはいえない。今後は、予算を適時適切に確保していくことで、不要な資産を適

時適切に処分していくことが必要である。  
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３．補助金交付要綱の基準の設定と合議でのチェックについて 

 補助金交付要綱について、その制定に関する決裁者は部局長とされていることから、

担当部門で制定することができる。企業誘致の場合、誘致先企業が新たに事業所や工

場等を設置することが必要であり、用地取得費用や施設整備費用に対して一定割合の

補助を行う場合は、補助金交付額が多額になるケースが多いが、補助金交付要綱を担

当部門で制定できることから、水産流通課で制定していた要綱と企業立地課で制定し

ていた要綱で内容が一致していない部分が認められ、異なる内容に解釈することも可

能であった。 

 すなわち、施設を設置する際の用地取得加算について、対象となる施設投資額の

５％の補助金が交付されるのであるが、企業立地課の企業立地促進事業費補助金にお

いては、企業指定日よりも前から取得等をしている土地への施設の設置については用

地取得加算が適用されないのに対して、水産流通課における水産加工施設等整備事業

費補助金においては、企業指定日という概念が設定されておらず、用地取得日より後

に補助金交付申請がなされたケースについても用地取得加算が交付されていたこと

から、要綱にしたがった補助金交付であるか、明確に判断できる状況になかった。 

補助金交付要綱は、各部門で制定することができるものであり、かつ水産加工施設

等整備事業費のように単発の事業については、事業ごとに要綱が制定されている。企

業誘致に関しては対象となる事業者数が極めて少ないことから、水面下での交渉があ

った後に実際の支援となることもある。したがって、企業誘致に関する補助金交付要

件等金額が多額になるものについては、県全体において一定の基準を策定したうえで、

各補助金交付要綱に反映させることが必要と考える。 

なお、要綱の制定については、原則として財政課の合議が必要とされている。今後

は、上記のとおり企業誘致に関する補助金交付要件等について、県全体において一定

の基準を策定したうえで、要綱の内容が当該基準に合致しているか、財政課による合

議の際に確認することが必要と考える。  
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４．森林整備公社のこれまでの実績に基づく長期的視点の計画につ

いて 

 森林整備公社における事業計画達成状況について、事業活動の収支は計画を上回っ

ているものの、主伐面積は、直近８年間の合計で計画 969ha に対して実績 686ha と、

計画の 71％にとどまっている（年平均 85.75ha）。公社及び県の関係者が鋭意努力さ

れているものの、全国的にみて木材の需要が伸び悩んでいることもあり、主伐が計画

通りに進んでいない。現在のペースでいくと、令和２年３月末時点で約 12,800ha の

森林を有していることから、主伐としてすべての森林を処分し終えるまでに相当長期

間を要することになる。また、令和 33（2051）年度～令和 45（2063）年度に年平均

548haの分収林契約が終了することになるが、契約の終了間際ですべて主伐による処

分を行うことは現在の進捗状況から判断すると不可能と思われることから、計画的な

事業の実施が求められるところである。 

 平成 24 年２月に経営改革プランが策定され、令和２年３月末で８年間経過してい

る。この間、公社及び県の関係者の努力により、厳しい経営環境下でありながら、計

画を上回る事業活動の収支を計上している。一方で、理事長の民間採用等、経営改革

プランのうち一部の項目については達成が難しいものがあるとともに、主伐実績も計

画に届かないなど、不採算林の処分については最善を尽くしたとしても実行可能な水

準が明らかになってきたといえる。 

公社の経営に対して多額の税金が投入されている現在の状況をふまえ、現状の検証

を行いながら今後も改革を進めていくべきであり、この点に関しては県の意見も同様

である。有識者による経営改革プラン策定後、それらを達成すべく最善の努力を払っ

てきたという実績・経験があるからこそ、それらの実績・経験をベースにした事業計

画を策定することが必要と考える。現行の第 11 期経営計画は令和３年度末が終期と

なっており、令和４年度からは次期計画に沿って公社経営を行っていくこととなる。

このため経営改革プランの検証を含め、次期経営計画策定にあたっては、これまでの

実績の検証と現状や課題の把握を十分に行い、県内に存する貴重な森林資源の有効活

用と県民の将来負担をできる限り少なくするという命題を踏まえたうえで、長期的視

点に立った経営計画を策定し、今後も引き続き改革を進めていくことが望まれる。 
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５．県単独の森林環境税の今後の対応について 

 県の森林環境税は令和４年度までとなっており、令和６年度から国の森林環境税が

課税されることから、令和５年度以降、県の森林環境税を延長するか、延長するので

あればどのような形で延長するのかが問題となる。この点について、現時点では、具

体的な内容は明確になっていない。 

現在は、森林環境税活用事業の個別の要綱で国の森林環境税と使途が重複しないよ

うに規定し、県の森林環境税を活用する事業と国の森林環境税を活用する事業が区分

されている。しかし、名目がいずれも「森林環境税」であり、徴収した税の使途とし

て『木材利用の促進や普及啓発』という同じ目的があることから、二重課税との誤解

が生じる可能性がある。県の森林環境税と国の森林環境税が同じ事業で活用されてい

るという誤解をなくすためには、県の森林環境税を廃止することも考えられるが、県

の森林環境税を廃止してしまうと、国の森林環境税を活用しない森林整備やシカ被害

対策等、必要な事業の予算措置ができなくなることから、県政運営に支障をきたすお

それがある。したがって、今後は以下の点を考慮し、必要な事業を明確にしたうえで、

県民の理解を得て必要な事業が実施できるよう延長することが望まれる。 

第一に、県の森林環境税の趣旨にそった必要な事業を明確にするとともに、第四期

の県の森林環境税を財源とした事業の効果を検証し、効果の低い事業については、縮

小もしくは廃止を検討する必要がある。 

第二に、『木材利用の促進や普及啓発』という同じ目的の事業については、国の森

林環境税を財源とした事業と重複することがないよう、県の森林環境税と国の森林環

境税を財源とした事業で引き続き使途の整理を行う必要がある。 

第三に、これらの事業の整理を行うことで、県の森林環境税と国の森林環境税の目

的が明確に異なるものとなることから、二重課税であるという誤解を生じさせないた

めに、名称の変更を検討することが望まれる。なお、他の地方公共団体における森林

整備に係る超過課税の名称はさまざまであり、当県においても、実態を反映した県民

に受け入れられやすい名称にすることが望まれる。 

第四に、現在の県の森林環境税の課税方法を継続すると、個人に対する課税が国の

森林環境税と重複することから、県民の負担の在り方について検討することが望まれ

る。その際には、他の地方公共団体の在り方も参考とし、検討されたい。 

第五に、上記の検討・対応を行ったうえで、県の森林環境税の内容について、県民

の理解を得るための説明を真摯に行う必要がある。 
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６．終わりに 

今回の監査において、林業振興・環境部及び関連する県出資団体の方々、水産振興部

の方々、ならびに行政管理課の方々に誠実に対応して頂いた。 

深く感謝申し上げます。 

以 上 

 


